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第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

まえがき

情報革命 もその第一の山を越 え、第二の山に向かってい ると言 われ る。第一 の山は、イ

ンターネ ッ トを中核 とす る世界に広が るコンピュータ網の構 築 と、それを一般市民や企業

の道具 とした ことで あろ う。インターネ ッ トは今や われわれの社会 における不 可欠の道具

とな り、そ の利用範囲 は 日々拡大を続 けている。第二の山は、ネ ッ トワー クの広帯域化(ブ

ロー ドバ ン ド化)や イ ンターネ ッ トの網の 目の緻密化(ユ ビキタスコンピューティング)、

その一部 を切 り出 して超分散 システム として使 う(グ リッ ドコン ピューテ ィング)よ うな

新 しいプラ ッ トフォーム技術の実用化な どであろ う。 その上に どのよ うな新 しい応用が出

現す るのかは第二の山を越 えた とき見えて くるのであろ う。

イ ンターネ ッ トは、人間社会の もっとも基本 的な機能の一つである情報伝達 手段に革新

的な新手法 をっけ加 えた。 その手法 はきわめて融通1生に富み、 これ までの情報伝達手段 で

あった、出版、電話、放送な どを も飲み込む能力 を有 して いる。 さらに、その高速化、利

用料金の低廉化が、その利用範囲を広 げ、企業構造やわれ われの社会構造までを変革す る

もの となった。 ま さに、IT革 命 とい う名前にふ さわ しい技術 革新 である。

この よ うな新 しいテ クノロジーの登場は、人類の歴 史上何度か現れ、革命 を起 こしてき

た。そ していっ も、 この革命 に効果的 に対応 し発展 した国 と衰亡 した国が存在 してきた。

明治維新 においては、わが国は欧米 の新技術 を取 り入れ、 さらに政治や行政、教育、企業

構造、その他の社会制度 までをも新規 に構築 した り入れ替 えて しま うとい う荒療治 を施 し

た。かな りの混乱や抵抗 はあった ものの国をまる ごと作 り変 えるよ うな革命 は成功 し、そ

れが今 日の繁栄 につなが っている。

今 回の情報革命 も、本来は、明治維新 に匹敵する政治、企業、社会 などの革命 的改革 を

前提 として臨むべ きものであ り、多 くの 日本人がそれ に気付 きは じめている。 しか し、幸

か不幸か、今 日の 日本 は明治の 日本 に比べはるかに豊かであ り、危機感に乏 しく、それが

大胆な国の構造改革 を阻んでいる。

その間に もイ ンターネ ッ トは、情報 を求めて地球上 を渡 り歩 く時間 と距離 を無 くし、世

界 を一つの市場 に統合 し、グローバルマーケ ッ トを作 り出 した。 多 くのビジネスは世界相

手の もの とな り、 日本企業は、米国のみ ならず、労働 コス トが極端に低 く、ハ ング リー精

神旺盛 な人 々にあふれ た中国や イン ドな どの諸 国 との競争 を余儀iなくされてい る。

このよ うな状況の中で、GDP世 界2位 の大国は情報革命 の時代に向けた構造改革の実施

にっまず き、バ ブルの時代の後遺症を背負い、その経済は低迷 し、新規技術 開発や インフ

ラ投資もままな らない状態である。 日本 のお家芸であった製造産業は、グローバルマーケ

ッ トにお けるコス ト削減競争に耐 え切れず、国外脱 出に活 路を求 めている。その結果 、国

内の産業空洞化 の進行 と雇用機会 の喪失、失業率 の上昇 が急速 に進 行 してい る。

また、わが国の繁栄の要 ともい うべ き製造産業は、産業のIT化 、 ソフ トウェア産業の
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強化 、お よび技術(ラ イセンス)貿 易時代に向けての対応、知的財産 権(IPR)の 生産 と

蓄積 に向けた構造改革 に大 きな遅れ をと り、依然 として箱物作 り時代 の構造か ら抜 け出せ

ないでい る。 国の研究 開発や調達制度 もまた しか りであ る。

米国では、マイクロソフ トやオラクルな どソフ トウェア企業の発展 とともに、ITを 利用

した新産業が続 々 と誕 生 し、従来 の産業のIT化 も進み、GDPの3分 の1を 稼 ぎ出 してい

る。 これ に対 して、わが国の ソフ トウェア産業 には米国のよ うな爆 発的発展 は無 く、わが

国が輸出す るIT産 業 の主力製 品は、依然 として、携帯電話な どのIT機 器の部品な ど、ハ

ー ドウェアが中心であ り、 ソフ トウェアの輸 出は微々た るものであ る。 ほかの産業のIT

化 もこれか らとい うところが多 く、わが国は米 国で達成 されたIT産 業の ソフ ト化が、ま

だ達成 され ていない状況 にある。す なわち、IT革 命の第一 の山を越 えていない のである。

「わが国が行 う情報技術研究開発 のあ り方 に関する調査研究」は、平成8年 よ り本格的

な調査 を開始 した。 当初 は、わが国の 「国の行 う情報技術、特 にソフ トウェア技術の研究

開発や産業育成への投資効率が悪 い」 ことにっいて、その原因を突き止 め改革提言 を行 う

ことを 目指 した。

このため、情報先進国であ り、IT革 命 を先導 していた米国の連邦政府 の支援するIT研

究開発計画 、新産業育成の仕組み、法制度 を綿密に調査 し、その結果 をわが国の仕組み、

法制度 と比較 し、わが国の研究開発 の仕組み 、法制度が抱える問題点の明確化 と改革提言

を行 って きた。 これ らの調査報告は、わが国の情報革命 を推進 しよ うとしていた経済産業

省(通 商産業省)を 始 め とする省庁や大学、研 究機関、民間企業の関係者に広 く利用 され

た。特に、経済産業省 のIT関 連の政策立案者 、総合科学技術会議や学術会議 な どの関係

者には、国の研究開発 の仕組み、法制度 の改革提案作成 の基礎データ として有効 に使 って

頂 けたのではないか と考 えてい る。

調査 のスコープも、 当初 の国内の ソフ トウェア研究開発の仕組み、法制度 の改革提言か

ら徐々に拡大 し、IT革 命 に対す るわが国の対応が遅れ 、米欧はおろかアジア諸国にまで追

撃 され ている要因の解明や 、技術貿易時代へ の対応策 を提言す るまで になってい る。平成

12年 度 は、 「21世紀は技術貿易の時代」といわれ る中で、着々 とそれ に向 けてプロパテン

ト政策を強化 し基礎研究投資を増額 してい る米国 と、それに対抗すべ きフロン トランナー

としての研 究開発の仕組み を構築で きないでい る 日本 の姿 を比較分析 して示 した。

米国は、基礎研究成果のIPR化 に有利なル ール を設 定 し、同時 に、NITRD計 画の継続、

バイオテ クノロジーやナノテクノロジーな どの新分野への基礎研 究投資 の追加 を行い、IT

のみな らず、21世 紀 に花 開 くであろ う先端技術のIPRの 先行取得を進 め、同時に新技術

を商品化す るベンチ ャー企業育成 に毎年1,000億 円以上を投資 し、主要分 野における市場

の覇者 とな るための地盤 を着々 と固めてい る。

一方、わが国の研究 開発 の仕組 み、法制度 を 日米比較の観点か ら分析す ると、研 究開発

の上流段 階においてアイデアを組織的な研 究開発活動へ成長 させ る芽 出 し段階を担 当すべ

き大学、国研 が弱体 であ り、わが国のIT化 の大きな阻害要因 となっている。 また、成長
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した研究開発成果 を商品化 して市場参入 を促進す る起業支援や 、新技術 を抱 えて市場参入

を果 た したベ ンチャーや 中小企業 を育成す る支援体制がほ とん どない。平成12年 度調査

では、わが国の仕組み 、法制度における問題点 として、 これ ら2点 を指摘 した。

米国は、国全体 を、先端技術開発 と成果の商品化、お よびその商品 を携 えて市場参入す

る新規企業 を育成 し市場創成 まで、すなわち、アイデア誕生か ら、その市場作 りまでをシ

ーム レスに支援す る国の仕組み、法制度 を完成 させている。 これ が有効に機能 し、その結

果 として、常に新製品を産み 、産業の新 陳代謝 を進 め、世界の先端産業の リー ダの地位 を

確 固た るもの に している。

国の研究開発 予算の配分機 関について も、上流段階のアイデアか ら基礎研究 に至 る過程

を担当す るNSFやNIH、 その後、成功裏 に上流段階を乗 り切 ったものの研 究開発規模 の

拡大を支援す るNASA,DOE、 商品化や起業段階 を支援す るNISTやDOEな ど、 さらに

超革新 的な基礎研 究か ら、軍事利用を含 め高度な応用研究 を支援す るDARPAな どが、優

れ た研 究成果 を求めて競い合 っている。 これ らの機関の支援対象の重 な りと有望 なテーマ

の発掘競争が、小 さな研 究の芽 を巨木へ と成長 させ るファンデ ィングの リレー を実現 して

いる。 さらに、大統領直下において、 ファンデ ィングする研究テーマ の省庁横 断的 な調整

を行 うOSTPやNSTCの よ うな組織 国全体の情報技術の将来 ビジ ョンと研究 開発政策

を見守 り、大統領 に的確 なア ドバイスを送 るPITACな どの仕組みがあ り、省庁縦割 りの

弊害 を防いで いる。

この よ うな 仕組み の 中に、多 くの研 究者 が活 躍 の場 を得 てお り、大学 にお いて は約

27,000人 、国研 においては、約30,000人 を擁 している。 これ は、わが国の大学 の研究者

約2,600人 、国研 の研究者約1,000人 を大き く引き離 してい る。 同様 に、プ ロジェク ト予

算については、 日本に比べ、米 国の大学への投資は約10倍($26,400M)、 産業への投資

は約5倍($22,100M)と なってい る。

また、 これ ら大学、国研 で生まれた技術 シーズを商品化 し、企業 を起 こし市場形成 を行

うために、SBIRな どのベ ンチャー育成支援 を行 い、2000年 度では、年間約11億 ドルの

投資を、5;000件 近 い中小企業のプ ロジェク トに対 して実施 した。

我 々は この よ うな米国全体 を新技術開発 に向けて連携 して動 かす仕組み を フロン トラ

ンナー構造 と呼んでいる。 わが国においては、この よ うなフロン トランナー構造の構築が

遅々 として進 まない 中で、先端産業の製造拠点や、その技術 シーズ創 成に重要 な役割 を演

ず る企業の研 究機関の海外移転が相次いでい る。当然 、その帰結 は、わが国の産業の空洞

化であ り、国家 目標 とした 日本のIT先 進国化、技術 立国の達成 が危 うくなるこ とを意味

してい る。

そ こで、平成13年 度は、この ような現実に注 目し、「IT研究開発拠点の国内立地 とその

発展のた めの条件」 との調査テーマの もとに、IT立 国実現の道 を探ることを目指 した。か

つて米 国は、現在 の 日本 と同様、 日本や ドイ ツの追い上げによ り、 自動車産業 を始 め とす

る主要産業が国際競争力を失 った。その後 に、国を挙げて産業の競争力強化 に取 り組み、
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プ ロパテ ン ト政策を実施 し、同時 に情報技術への重点投資 とフロン トランナー構造の強化

に取 り組 んだ。

現在 、米 国は、フロン トランナー構造 を駆使 し、IPRな どの ライセ ンスの先行取得を行

う新技術の研 究開発拠 点 とな り、 さらにソフ トウェアやネ ッ トワー ク技術 に関す る先端技

術 を用いた高付加価値製 品の製造拠 点 として繁栄 してい る。先端技術 を利用 した製 品は、

アジア諸 国な どでは容 易に真似のできない高度なものであ り、また、その ような先端技術

の国外流出を防 ぐIPRの 防護壁 を築いている。このよ うな仕組み、法制度を基 に、米 国内

での先端産業 の立地 を確保 してい る。

本年度の調査 では、わが国において も、IT研 究開発拠点を国内に持 ち、その成果 を生か

した先端技術応用製 品の製造拠点 を国内に展 開す るとい う米 国に類 したアプ ローチが可能

か とい う質問 と、わが国が置かれ ている現状説明を準備 し、わが国産業界 において、ITの

研究 開発 に従事 している有識者 の ヒヤ リング調査を行 うこととした。

調査 にお ける主な質 問、お よび分析項 目は以下の よ うな ものであった。

(1)わ が国は研究開発 の フロン トランナー となるべ きか

(2)国 全体のIT投 資の あるべ き姿

(3)IT研 究開発拠点 の国外流出 の是非

(4)わ が国の研 究開発支援構造へ の提言

(5)研 究 のゆ りか ごとなる大学 の充実 の必要性

これ らについて、多岐にわたる回答 が得 られた。それ らを一言 でま とめ ると、 「わが国は、

多 くの困難 な問題 を解決 して、 フロン トランナー とな り、世 界に先駆 けた技術開発 、商品

開発 を行 えるよ うにな らね ばな らず、それ以外に繁栄 を持続 す る道 は無い」 とい うもので

あった。 大学 の強化 な どはそ の問題 の一 つで あ り、 これ ら解 決すべ き問題の明確化 とその

解決策 にっ いての意 見 と提言 をま とめている。

これ らの意 見や提言が、わが国のIT立 国の論議 を活発化 し、その実現 のために行 うべ

き改革 は何かを明確化 し、国民的 コンセ ンサスの構築 にい くば くかの貢献 がで きるこ とを

切 に願 うものである。
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第1章 調査研究の概要と提言

1.1調 査 の経 緯

「わが国が行 う情報技術研究開発 のあ り方に関す る調査研 究」は、平成8年 度 よ り本格

的 に開始 した。 当初 は、米 国を中心 とす る情報先進 国の先端IT技 術、特に ソフ トウェア

技術の研 究開発 に対す る国の支援の仕組み、法制度 と、研 究開発 の重点投資分野やテーマ

につ いて調査 を行 った。

仕組み、法制度 につ いての 日米比較 を行った結果、わが国 の、国の情報技術研究開発支

援 の仕組みは、研究環境 の変化 に迅速に対応できない箱物作 りの時代 のまま放置 され、 ド

ッグイヤーで進む現代IT社 会 の研究開発のス ピー ドに追随 できていなことが明 らか とな

った。す なわち、わが国の研 究者 、企業 は、きわめて不利 な条件下での競争 を余儀iなくさ

れてい ることが明確 となったわ けである。

た とえば、米国では、研究開発 目標や 内容 の変更 、これ に伴 う予算費 目な どの変更、成

果の扱 い、人の雇 用な どの権限の多 くが現場 のプ ログラムマネー ジャに移管 され、競争相

手や市場 の動向に迅速 に対応で きるもの となっている。 ともか く、市場価値 の高い技術を

目指 し、産業への技術移転や商品化 を迅速 に行 え、かつ、計 画変更や会計処理 などのオー

バヘ ッ ドを最小 にす るよ う、仕組み、法制度が常に改良 されてい くよ うな法的整備 が行わ

れ ているのである。

特 に国の ビジョン、予算、重点投資分野、研究 目標や方針、会計処理な どの研究開発の

重要 な条件決定の組織の要所要所 に情報技術の専門家が配置 されてお り、これは 日本 とは

際立った違 い となっている。 これが素早 く的確な判断を可能 とし、 日米の研究投資の リタ

ー ンに大 きな較差 を生 じさせ ている。 国の ビジ ョンを決定す る米国の大統領情報技術諮 問

委員会(PITAC)は その代表的 なものである。現役 の情報関連企 業のCEOや 大学 の情報

を専門 とす る教授 が米 国や世界の研究動 向を分析 し、そめ先手 を取 る戦略を立て、それに

沿 って省庁横断的 に合理的 な研 究開発活動が実施 されてい く。

その研究開発の担 い手は、優 秀な人材 で溢れた大学や国研 であ り、企業は、そ こで生ま

れ蓄積 された技術 シーズを技術移転 し商品化す る。大学や 国研 での研究開発 は国の予算で

実施 され 、企業 はその成果 の消費者 的立場 に立っている。研 究開発 とい う成功率の低 い作

業が大学 ・国研で行われ、かつその費用は国の負担 である。企 業はその成果 を買った り、

成果 をもとに大学か らス ピンオ フ したベンチ ャー企業 をM&Aす ることで、 自身の新陳代

謝 が可能である。 また、鍛 えられた研究者や学生 と技術 を一ま とめに して買い取 ることも

でき るとい う、わが国企 業に とっては うらや ま しい限 りの仕組 みが存在 している。

また、大学で生まれ た技術をも とにベ ンチャー企 業を起 こそ うとす る研究者 へ国が投資

す る中小企業革新的研 究 プログラム(SBIR)や 中小企業技術移転 プ ログラム(STTR)、
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新規市場参入企業に対 して、連邦政府調達の30%を 振 り分ける優先枠 の存在な ど、市場 に

おけるベ ンチャー育成策な ども整 ってい る。この よ うな仕組みは同時に世界中から第2の

ビル ゲイツを夢見 る研 究者 を引き付 けている。

この よ うな制度の存在す る根本 には、 「全 ての大企 業 もかつてはベ ンチャーであった」

とい う、ベ ンチ ャー企業 こそが新 しい技術を市場にもた らし産業全体の新陳代謝 と継続的

繁栄 を可能 とす る存在 とい う米国 らしい コンセ ンサ スが存在 してい る。

このよ うなアイデアの誕生、そ のゆ りか ごとな る大学、ベ ンチ ャー企業の誕生 と成長、

新規産業分野の創成 、国の産業の継続的発展 とい う一連の仕組み を、われわれは 「フ ロン

トランナーの持つシー ム レスな研究 開発支援構造、または、短 く、フロン トランナー構造」

と呼ぶ こととす る。

米国 は よく知 られ るよ うに国 の費 用 で開発 され た ものは公 開す るのが原則で あった。

「PubhshorPerish(公 開せ よ!さ もなけれ ば滅びるのみ)」とい うわけである。しか し、

寛容に技術 シーズを公 開 したことで、発 明 した米国に先 ん じて商品化す る国が現れ、米国

産業は 国際競争力 を失 った。

この結果、米 国は1970年 代の後 半か らプ ロパテ ン ト政策 を取 り、研究成果、すなわち

技術 シーズの特許化な どライセ ンスの管理 を強化 した。 同時 にコンピュータを中心 とす る

情報技術に集 中的投資 を行 った。1990年 代 にその投 資は開花 し、情報技術 を中心 とす る

IT革 命 を起 こし、米国のIT企 業 の世界制覇 を達成 し、同時 にITに よ り国内産業 の新陳代

謝 をも成功 させ た。IT産 業やバイオテクノロジーな どの、高付加価値産業への改革 を達成

したのである。

従来の家電 などの産業は、人件費の安い他の諸 国に移転 したが、それ に代 わる新産業 を

興 し、国の繁栄 を持続 させ ることに成功 したのは、フ ロン トランナー構造があったか らと

もいえる。 そ して、技術 シーズの流 出には知的財産権 による権利化強化策で、強力な防御

態勢 を しいている。米 国は、基礎研 究投資 を強化 し、研 究開発成果 をIPR化 し、ライセ ン

ス貿易 によって利益 をあげ、かつ、マイ クロプ ロセ ッサや基本 ソフ トウェア(OS)な どの

先端技術の製造拠点 と しての地位 を確 固た るもの としている。

現在 、わが国は、かつての米国の よ うな状態 にあ る。先端技術 にっいては、米国な どに

先 を越 され、従来産業 の多 くは、中国な どアジア諸 国の追撃にあってい る。かつて世界一

を誇った製造業の多 くは、人件費や インフラコス トの安 い、アジア諸国へその製造拠点を

移 し、国内の空洞化が進み 、雇用機会 が失われてい る。 日本経済は大 きな岐路に立た され

ている。

日本の進むべき方向は、かつて の米国が行 ったよ うな新産業 を育成 しての第2の 技術立

国の実現である。 このためには、 自らアイデアを育て、技術 シーズを生み出す フロン トラ

ンナー構造 が必要 である。 また、新技術 を抱 えた多 くのベ ンチ ャー企業 を産み出す よ うな

市場構造 の改革 も必要 であ る。

「わが国が行 う情報技術研 究開発の あ り方に関す る調査研 究」 も、平成14年 度末 の当研
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究所 の廃止 を控 え、平成13年 度が最後 となる。 この よ うな背景 もあ り、今年度 の調査研

究のテーマを 「IT研究開発 の国内立地 とその発展 のた めの条件」 とした。わが国が 自ら技

術 シーズ を生み出 し、新産業を創成 し新技術 をもとに高付加価値の商品開発拠 点を復活 し

て、空洞化を克服で きるか否か、も しできる とすればその条件 は何 か とい う、 日本産業復

活 の可否 を調査テーマ として選 んだわけである。

そ して、アイデアか ら技術シーズを研究開発 し、商品化 し、新市場 を産み出す フ ロン ト

ランナー構造 を作 りあげる道 を模索 してみ ようとい うわけである。 このために、米 国の持

つ フロン トランナー構造 と現在の 日本の研究開発構造 を比較 し、それ を材料 に我 々は何を

なすべきか問 うこ とに した。 ヒヤ リング調査 は、現在の 日本 の企業を実質的に支えてい る

人 々に対 して行 うこととした。 このよ うな現在の 日本 を支 えている人達で さえ、一気 に問

題 を解決す る策が あるわけではない。 しか し、進むべ き方 向は、多 くの人について一致 し

ている。後は、IT革 命 のもた らす新 陳代謝についての国民的 コンセ ンサスを作 りなが ら、

この調査 で指摘 された多 くの問題 を粘 り強 くひ とつひ とつ解決 してい くことが 日本産業再

興へ の道でなのであろ う。

1.2調 査課題 とその背景

1.2.1調 査課題設定の背景

調査課題 は、国の研究開発 の仕組みや法制度の抱 える問題 点 を総合的に提示す ることを

意図 し、 「IT研 究開発拠点の国内立地 とその発展のための条件は何か?」 とい うもの とし

た。 この課題設定の第一の動機 は、わが国を世界一流 のIT技 術 の研究開発拠点 とし、そ

れ と同時に高付加価値製品の製造拠点 とするためには、 どの よ うな改革が必要かを示唆 し

よ うとしたこ とで ある。

また、 この課題設 定は、米国が1970年 代に 日本や ドイ ツの追い上 げに遭い、国内産業

が競争力 を失 った とき産業競争力再生のためにとったアプ ローチが、わが国に とっても可

能 か否かを検討す るこ とにもな る。

1980年 代 に、米国は国を挙げて産業の強化 に向けた政策 の実施や産業の新陳代謝 に向け

た投資を行 った。その特徴 は、 コンピュータやネ ッ トワー ク技術な どITへ の重点投資 と

プ ロパテ ン ト政策の実施 であった。ITへ の重点投資は、従来 か らの産業 に取って代 わるも

の として、ITに 関す る新技術 開発、新産業育成を狙った もので あった。その結果、米国は

世界一のIT研 究開発拠点 とな り、特許な どのIPRや ライセ ンスを産み出 した。また 、IT

関連の新 しいソフ トウェアやハー ドウェア技術な ど、基礎研 究か ら積 み上げた技術 を生か

し、ライセ ンスで防御 して、後発諸 国が容易に真似 ので きない先端的、かつ高付加価値技

術 を有す る商品の製造拠 点を作 り上げた。

代表例は、イ ンテルのマイ クロプ ロセ ッサチ ップ、マイ クロソフ トのWindows、Cisco
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のルータな どである。このほかにも世界 を制覇す る商品を次々 と産み出 した。その中で も、

インターネ ッ トは単な る商 品では な く、世界共通インフラとな り、アメ リカ ンスタンダー

ドを世界のスタンダー ドに拡大 し、米 国産業の世界市場への進 出を支援 した。米国製の数 々

の ビジネ スモデルは、インターネ ッ トに乗 って世界に広 まった。

IT革 命 は、見方によっては、従 来のECや アジア経済圏な どアメ リカ経済圏 と一線 を画

していた地域に強引にアメ リカ的手法 を持ち込み、アメ リカ企業 の市場拡大 を支援す る一

面があった と言えよ う。 これは、イ ンターネ ッ ト上の応用 ソフ トウェアな どには、先行者

の総取 り(Winnertakesa■)と 言 われ る性質があるこ とに もよってい る。

以上、述べた ような戦略 が成功 し、米 国はIT市 場の リーダー となった。NITRD計 画 の

進捗報告書 ともいえるBluebook2001は 、その冒頭で、1995年 以降の米国の経済発 展の

1/3以 上 をITが 稼 ぎ出 し、1,300万 人以上の雇用 を生み出 した と高 らかに勝利宣言 を行 っ

ている。

グ ローバル マーケ ッ トにおける競争は激 しく、わが国 は、次 々 と新 しい技術や製 品、サ

ー ビスを提供 してくる米国 と、安 い人件費を武器 に後か ら追い上 げて くるアジア諸 国に挟

み撃ち されている。 わが国産業は、製造拠点の国外脱出や、海外 か らの技術 シーズの輸入

な どで凌 いでい る。 しか し、この よ うな状況は望ま しいものではない。やは り、米国の よ

うなIT研 究拠点や高付加価値の製 造拠 点を国内に確保 し、容易に真似がで きない技術、

製 品、サー ビスを生み出 して行 くことが望 まれ る。

以下、米国が産業再生を 目指 して新産業の創成 と従来産業 の新陳代謝 のために とった手

法は、わが国についても適 用できる部分があるのではないか とい う観 点か ら、 「IT研 究開

発拠点 の国内立地」をいか に して達成す るか、そのために何 をなすべ きかを検討す ること

を試 み る。

1.2.2米 国の連邦政府の研究開発支援構造 とその背景

米国の研究者は従来か ら、オ リジナ リティを研究における重要 な条件 と考 えてきた。 ま

た、同時に税金を用 いた研 究開発 では、その情報公開を研 究者 の納税者へ の義務 または、

モラルの よ うに考えてきた。戦後 、 ヨー ロッパや 日本 が焼け野原 となった中で、国内産業

を無傷 で残 した米国は、世界の富 と技術 を集 め、寛容なフロン トランナー とな り、広 く科

学技術や宇宙、国防な どの分野に研究開発投資 を行 った。その研 究成果は、税金 を用いた

研究成果 は公開す る とい う原則 もあって、基礎研 究の成果 については、戦後復興 に力 を注

ぐ日本の研 究者 な どに も寛容 に公 開 され た。

米国の民間産業 も、特 に国の支援 を必要 としないほ どの余力 をもち、MadeinUSAは 世

界を席巻 していた。 プロパテン ト政策が敷 かれる時代以前には、米国の国、大学、民間企

業は、現在 ほ どに連携 してはいなか った。

このよ うな米国に とって よき時代 は、 日本や ドイ ツの製造業が復興 し、輸 出競争力 をつ

け、米国市場 に進 出を始 めるにつれて終焉 を迎 える。これが、1970年 代にな るとさらに明
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確 とな り、繊維 、家電、鉄鋼、そ してDRAMに 至るまで、米国産業 は次々 と市場 を失っ

ていった。多 くの産業が、安い労働力 を求めて中南米やア ジア諸国へ製造拠 点を移 し、国

内は空洞化 し雇用が失 われ た。ま さに、現在の 日本 が直面 してい る状況であ る。

米国は、国を挙げて産業構造の変革 と競争力の回復 を目指す政策を とった。 まず 、 日本

や ドイツにつ いての徹底 した調査が行われ、 日本産業の強 さの秘密が分析 され、対抗策が

検討 され た。その報告書の中で も有名なのが、大統領産業競争力協議i会が作成 し1985年

に発表 され たヤ ング レポー トで ある。 この レポー トは、科学技術立国 とプロパテ ン ト政策

を骨子 とし、国の産業投 資や官産学 の一体化 を進め るとい う基本方針 を打 ち出 した。

重点分野を コンピュー タと通信(ネ ッ トワー ク)、 ソフ トウェア技術 の基礎研 究に絞 り、

この分野を米国の新 たな中核産業 とすることとした。同時に基礎研究成果を商 品化す る段

階の支援強化 と、成果の権利化(IPR化)を 徹底 して、競争相 手国への安易 な技術移転を

阻止す る戦略を立て実行 に移 した。 この戦略を具体化す るために専門家が総動員 され、産

業 と政府 の関係 は強化 された。

現在 の 日本 との違いは、その政策や戦略立案の速 さと、それ を素早 くやってみる とい う

思い切 りの 良さである。 また、国際競争力 を失いっっ ある産業への投資は減 らし、もっぱ

ら将来の発 展が期待 できる分野へ投資を集 中させ ている点 も、 日本 との違 いであ ろ う。

国の研究 開発の仕組み、法制 度 も次々 と改革 し、国の政策や戦略決 定に専門家を総動員

した。政府 の研 究投資や産業戦略に関する政策立案や政策評価 を実施す る部門へIT専 門

家 を取 り込み 、研究の方向や 内容の判断はもちろん、予算 の使途、人の雇用 な どを研究 の

現場へ権 限委譲 し、官僚的支配や形式的事務処理 を排除 し、市場価値の生産 を第一 とし、

研究者に研 究者 を管理 させ 、競争原理 によりその効率を担保す る とい う実利的 な研 究管理

体制 を作 っていった。

研 究開発 や産業育成の仕組み、法制度 は、ソフ トウェアやIPRを 産み出す ことに適 した

ものへ と改革 し、上は大統領情報技術諮問委員会か ら、下は各省庁 のプログ ラムマネージ

ャに よる管理、特許審査、会計検査院の検査 などを、ソフ トウェアやIPRな ど無形の知識

や技術 の中身 を評価できるものへ と改革 していった。 この 「知識創成 の時代 」に向けた構

造改革 にす でに10年 以上の時間をかけてお り、現在 もさらに改革 中である。

IT革 命 達成 のための重点投資分野の切 り替 えにっいての、トップ レベルの意 思決定 に長

時 間を費や しているわが国 とは比較 できない ほどの短時間で、調達規則 な どの法制度 まで

も改革 して しまった ことは大 きな脅威 である。

わが国は、現在にお いて も、ITへ の真水の投資は、数千億 円規模であ り、道路建設投資

2兆 円の1-2割 に留まってい る。国の研究開発 の仕組み、法制度 も相変 わ らず 、縞物作 り

の時代のままであ り、研究開発予算の執行 の細部 まで、依然 として財務省や各省庁の行政

官 が管理権 限を握 ってお り、ITの 専門家が政府 の重要ポス トに就 くこともな く、プ ログラ

ムマネー ジャも不在である。米国が、国全体 の構造 をIT革 命 に向けて改革 し、国の組織

全 体をあたか も一つの新技術開発 とそれ に基 づく新市場創 生を行 うマ シンに変革 して しま
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ったの とは大 きな違 いであ る。

とはいえ、わが国で も、省庁間の上に首相直轄 の、IT戦 略本部や総合科学技術会議 が作

られ、国を挙げての改革 に立ち上 がった。、大学改革に向けて学術会議 な どで も活発 な議論

が展開 され るよ うになった。 これ ら会議の事務局は、当研究所の米 国の仕組み 、法制度や

研究開発動向についての報告書や調査資料のユーザで もあ り、米国を競争相手 として意識

した改革提言が表立 って議論 され 、一部 は実現 に向けて動 き出 してい る。

総合科学技術会議 が打ち出 した、非公務員型 の独立法人化や、国のプ ロジェク ト予算に

よる人の雇用の規制解 除は、我々 を大いに元気づけるものである。今後、 この よ うな改革

論議 が どのよ うに展開 し、実現 してい くのか を、まずは、ITの 関係 者が注意深 く見守 って

いくことが重要であ る。

1.2.3米 国のR&D計 画立案か ら市場創成段 階までのシー ム レスな構造

(フロン トランナー構造)

米国は、研 究開発 に関 しては、官産学や省庁 間の壁 を取 り除 き、指揮 ・調整 系統 を一体

化 して、 「フロン トランナー構造」を作 り上 げた。そ して、この構造 が、米国産業の再 生 ・

発展 のエ ンジンとな った と考 えることができる。 この構造 は、わが国のIT産 業の強化、

育成や他産業のIT化 の遅れを取 り戻 し、新産業を育成 し産業の空洞化の進行 を食 い とめ

るための、構造改革 の 目標 で もあ る。

よって、今後の議論や提言の土台 となることか ら、 ここで、わが国の現状 との比較を行

いなが ら、 この構造の主要部分 を説明す る。

この構造の要点 を図示す る と、そ の全体は図1.1の よ うになる。

いかに して、アイデア を新技術研究開発 に結びつ け、新商 品を生み 出 し、企業 を育成 し、

新市場 を形成 し、税収 を増や し、国を富ませ るかが、ポイ ン トで ある。
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計画立案:現 役の実業家や研究者からなる大統領の助言委員会{PITAC)の 活躍

計画立案

」已
輪

1)国 のR&D戦 略 、R&Dビ ジョン、目標設定、予算などを助 言する大統領直下の助言委員会の存

在(PrrAc)こ のPrrAcは 現 役のrr専 門 家よりなり、R&Dを 実 質的にコントロール

2)R&Dの 内 容を省庁横 断的に統合的に管理するOSTP、NSTCな どの組織あり。

開発段階

上流=アイデア発掘のため小額予算による多数の研究を支援し芽出しを実施

1)PMな ど専門家によるR&Dの 的確な管理と現場への権限委譲(迅速な方針決定)

2)ロ イヤリティの研究者への還元による企業シーズにつながる研究への

インセンティブの付与、及びIPR化 促進、および産学連携の活性化

中流 ・省庁間のFundingの リレー による有 望R&Dプ ロジェクトの選 別と

規模拡大、 研究の専門家による研究プロジェクトの一貫性 のある管理

実証システム

硫 試作と評価、
技術移転

商品化

市場創成

1)NSF,NASA,DOEな ど省庁間の担当研究領域を重複させることによる

省庁間の有望テーマの発掘競争と、それによる有望テーマの規模拡大

2)研 究遂行に適した会計制度(複数年度会計、予算合算使用、企業会計の導入)

3)人 の雇用の自由化と競争的環境の導入による人材の流動性確保

4)多 くの研究者を抱える大学、国研の活躍と産学官連携R&Dに よる技術移転

下流:実 証システム試作と技術移転

1)実 用規模のシステム試作による評価と技術移転、及び即戦力の人材育成

商品化(起業):起 業家の市場参入支援と新市場創成支援

1)研 究者の旺盛な起業意欲とそれを強力に支援する仕組みや資金の充実

ex)SBIR、SＴrR,ATP,民 間ベンチャー(資金は、融資ではなく、投資)

2)新 技術を積極的に受け入れる開かれた市場(官 公需、民間)

ex)中小企業の官公需調達枠(30%)、 ソフト開発とサービスのアンバンドリング

図1.1米 国のR&D計 画立案か ら市場創成段階までのシーム レスな支援構造

(フ ロン トランナー構造)

(1)R&D計 画全体の方 向付 け と個 々のプロジェク トの省 庁横断的管理

図の一番上 には、大統領情報技術諮問委員会(PITAC)、 国家科学技術政策局(OSTP)、

国家科学技術会議(NSTC)な ど、R&D計 画(連 邦政府のR&DInitiative)の 立案や国

全体の研究開発戦 略立案 ・実行管理、省庁横断的に研 究開発 の重複部分の統合や 、重要分

野 の追加 な どの調整 を行 う組織 の存在 が示 され てい る。

R&D計 画の全体的 目標 や ビジ ョン、技術分野の追加や削除、予算の追加な どは、主 に

大統領情報技術諮 問委員会(PITAC)が 行 う。PITACは 、現役 のIT関 係 の実業家や大学

の教授 クラスよ りな り、米国がIT研 究開発 に関 して どの よ うな 目標や ビジ ョンを持 ち、

どのよ うな分野の研 究開発 を強化すべ きかなどを具体的に提言 し、各分野に割 り当て られ

るべ き予算額 まで も含む勧告 を行 ってきた。 わが国のR&Dは 、 とか く目標が不明確 で ビ

ジ ョンが無い と言われ るが、それ は、 このよ うなITの 現役専門家 よ りな る、十分な権限

と実行能力を与 え られ た組織 を作 らない ことに よるのでは ないだろ うか。
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OSTPやNSTCは 、わが国でよ く指摘 され る省庁間縦割 りの研究開発体制 を解消す る役

割 を持 っている。R&D計 画 に対 して、個々の省庁はその ミッシ ョンに沿った多 くのR&D

プ ロジェク トを提案 し、予算を得 て実行 しよ うとす る。 この時、各省庁 の ミッシ ョンの境

界 は重複 しているか ら、重要課題 に関す るプロジェク トはい くつ もの省庁か ら重複 して提

案 されて くる。

OSTPは 、個々のプ ロジェク トの内容 を精査 し、類似プ ロジェク トはグルー プ化 し、一

人のプログラムマネー ジャの管理 下 にま とめて しま う。 また、一つのプロジェク トが複数

の省庁か ら予算 を獲得す る場合 もあ り、この ときもプ ログラムマネージャを一人 に絞 り、

予算 も一本化す る。

この ような省庁横 断的 なプ ロジェク トの統合や切 り捨 て、管理の一本化 を行 い、省庁間

の壁で仕切 られ 、類似 プロジェク トが独立に走 るような無駄 を省 く。 このよ うな荒業 によ

り、類似 プロジェク トは、競争関係や協力関係 を持つ よ うに再配置 され る。 この よ うな調

整 は、省庁 の権益や研 究者 の立場 を超 え、競争原理 が効果的に働 くよ うに、また、ひたす

ら、優れ た市場価値の高い成果を得 ることを 目指 して、計画の途 中で もしば しば行 われ る。

この結果、優れたプ ロジェク トは複数の省庁か らファンデ ィング され拡大 してゆ く。わが

国と異 な り複数 のソースか ら予算 をもらって も合算使用 が可能で、プ ログラムマネー ジャ

も代表1人 に しぼ られ、成果 も複数 のソースに切 り分 けて納入するよ うな余計な作業 は無

い。研 究者の事務 的負担 を減 らし、研究に没頭 させ よ うとの明確 な意識が存在す る。

(2)研 究開発 にお ける各省庁 の役割 と優れ たプ ロジェク トの発掘 と拡 大の仕組 み

図の2番 目か ら下 に、研究開発 の上流、中流 、下流段 階の特徴 が示 されてい る。

① 上流 段階

上流段 階の役割 は、R&D計 画 の 目標、 もしくは、範囲(ア ンブ レラ)の 中で、できる

だけ多 くの優れたアイデアを発掘 し、組織的研究開発 を開始 させ ることである。 とはいっ

て も、アイデア段 階 とは、まだ、種か ら芽が出る以前 の段階であ り、 どのよ うな芽 が出る

のかは、実際に研究 を進 めてみない とわか らない。従って、この段階を主に担 当す るNSF

やNIHは 、グラン トと呼ばれ る予算 を持 ち、 ピア レビューに よ り提案 を選択 し、小額の

予算 を多数の研究者個人や、研 究者 グループへ与 える戦略を とってい る。

NSFの グラン トを例に とる と、個人や少人数のプロジェク トを対象 とす る 「テ ィピカル

グラン ト」では、平均予算 は年間7.5万 ドル 、期間は最長3年 であ る。多 くの研究員 よ り

なるグループプ ロジェク トを対象 とす る 「主要プロジェク トイ ニシアテ ィブ」は、グラン

トの規模 は通常年間100万 ドル以上で、期 間は最高5年 間で ある。このグラン トの受給者

の選択 は、 「テ ィピカル グラン ト」 よりも厳 しい もの となってい る。

グラン トの成果 は、原則 「知識」 であ り、具体的には、技術論文 が中心で、そのほか、

プ ログラム、特許 な どである。 成果 には、バ イ ドール法が適 用 され る。
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このポケ ッ トマネー と呼ばれ る小額 だが極 めて多 くの極小 プ ロジェク トを支援す る仕

組みが、米国の大学や国研 、その他 の非営利の研究機 関に多 くの研究者(NSFの 支援 で2

万人弱)を 生息 させ 、アイデア とい う卵 を生ませ ることを可能 としている。研究者の抽象

的アイデア を、よ り明確 に記述 された知識 にま とめ発表 させ て、多 くの研究者 にその知識

を共有 させ 、多様な発展へ と導 くこ とを意図 した仕組みである。優れ た ものは、継続 的に

支援 し、 システム開発へ と発 展 させ る。 これ らの競争 の中か ら、 中流段 階へ進 むものが出

て くる。

② 中流段 階

NSFやNIHの 予算 で育 ち、 しっか り芽を出した研 究開発 は、よ り規模 の大 きな予算を

持つNASAやDOE、DODな どの省庁の支援対象 となる。 このよ うな省庁 のプ ログラム

マネージャは、その省庁 の ミッシ ョンに沿った分野 に関係す る優れた研 究を取 り込むため

の競争 を繰 り広げてい る。

一つ のプ ロジェク トが複数の省 庁か ら予算 を獲得す る ことも多 く、そ のよ うな場合 は

OSTPが 予算 を一ま とめに して管理す るプログラムマネージャの代表 を決 め、プ ロジェク

トのデ ィレクターが複数 の省庁 のプ ログラムマネー ジャと交渉す るオーバヘ ッ ドを生 じな

い よ うにす る。

中流段 階では、プロジェク トは数十人以上に拡大 し、国研や企 業 と連携す るもの も多 々

出て くる。 予算額 も数億 円以上 とな り、通常はコン トラク トの形式を とる。成果 としては

システムが求め られ、省 庁 による管理 、監督 も厳 しいもの とな る。

IT分 野は、現在、ソフ トウェアが中心的成果であ り、多 くの研究者や研究補助者がプ ロ

ジェク トデ ィ レクターの判断で雇 われ、大きなプロジェク トチー ムが形成 され る。ハー ド

ウェアを含 む開発 も行われ 、そのためのエ ンジニア も雇用 され る。

バ イオテ クノロジーのプ ロジェク トでは、生物学者 がたんぱ く質の機能解析プ ログラム

やデータベース開発 のためにIT研 究者 を雇用 し、自然 と学際的研究が実施 される。バイ

オテ クノ ロジーの研 究は当初か ら、NIH、NSF、DOEな どで行 われた。各省庁 とも、そ

の ミッシ ョン との関係 とは裏腹に、将来、大きく発展 しそ うな分野 を先行 して取 り込む こ

とを第一 に考 え、ファンデ ィングを行 う。わが国のよ うに、萌芽的研究段階か ら絞 り込む

ことはせず 、有望テーマ ほ ど大勢 に激 しく競争 させ るこ とを基本 と している。

現場のプ ロジェク トデ ィ レクターは、プロジェク ト予算 によ り、異 なる分野の研 究者や

研 究補助者 をほ とん ど自由に雇用で きる。 これは学際的分野の発 展 とその分野の研 究者 の

育成 が自然発生的に行 われ ることを意味 している。産学連携 も、米国では、大学や国研 と

企 業 とい う組織間の関係 がで きるよ り先 に、 このよ うな個人ベースの流動が起 こる。 この

人の流動は、研究現場 のニーズに基づ くため、極めて迅速に発生 し、大学 と企業の組織 間

の交渉な どで時間を浪費 した り、研 究開発 の進捗 を遅 らせ ることもない。

このよ うな米国の仕組 みに対 して、わが国では、大学 ・国研 にお けるプロジェク ト予算
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による人の雇用は、極度 に制 限 され てい る。(幸 い、この規制が平成15年 度か ら解除 され

るようである。総合科学技術会議提言)こ のた め、大学院へ進学 しても、その先 に リサー

チアシス タン トの よ うなポジシ ョンが存在 しないため、進学意欲を低下 させ た り、企業か

ら一時的に大学院に戻 り新 しい知識 を身につ けよ うとして も適 当なポジシ ョンが無 いなど、

大学に研究者 が居 られ ない とい う不思議 な仕組み となってお り、長年続いた この仕組みが

わが国の人材不足 を作 り出 した第一の原 因 とな っている。

また、学際的研究の実施 において、異な る分野の研究者の雇用が必要 な場合 で も、上記

の米国のよ うな人集 めは困難であ る。 当然、学 際的研究開発 において不利 にな り、また、

学際的分野の人材育成 の大きな障害 となっている。現在、国立大学の独 立行政法人化 が計

画 されてお り、非公務員型の雇用形態 が検討 されている。個人 レベルの流動化 を 自由に し、

組織管理 面での縛 りを弱めるよ うな仕組み に改革 し、迅速 な人の流動化 を促進 し、研 究開

発競争力 を強化 す る改革 が望 まれ る。

③ 下流段 階

下流段階では、商品化 を展望 した実証 システム試作が中心的課題 となる。 アイデ アか ら

開始 された研究開発 は、この段階 にた どり着 くまでに厳 しく絞 り込まれ 、市場 で競争 して

いける可能性 を持つ ものが残 ることになる。 当然、 この段階以前で、研究成果 は、商品化

された り、特許 な どの形で企業 に買い取 られ るこ とも多 い。

新 しい研 究開発成果 は、多 くの場合 、よ り大 きなシステムの一部 を占めるに過 ぎない。

そのため、新たに開発 した試作部分を実際に稼動 させ評価で きるためには、その周辺 に相

当量のハー ドウェア、もしくは ソフ トウェアを作 り、まとま りのある機能 を持つ システム、

もしくは部分 システ ム として組み上 げる必要がある。 この周辺部分の規模 は、新規 に開発

した もの より多 くな ることさえあ る。

このよ うな実証システムを試作す ることで、市場 にある商品 との比較評価 が可能 とな る。

米国政府は、実証システ ム試 作は多 くの資金や人が必要であ るにも拘 わ らず、推奨 してい

る。 このよ うな評価 に よって、新 たに開発 され た技術 の客観 的、かつ信頼 性の高い評価が

可能 となるか らで ある。そ して、 このよ うな評価 によって新 しい開発物 の市場価値 も明確

化す る。 さらに、 当初の機能や性 能が達成できなか った場合で も、その原 因追求が可能 と

な り、研究開発へ の再挑戦 を可能 とする。また、成功 した場合は、商品化に向けての次の

第一歩 を踏み出す ことになる。

一般に
、新技術 開発の成功 は、必ず しも商品化 の成功を意味 しない。技術 的に優れた も

のが、市場 に受け入れ られ るとは限 らないか らである。市場参入 に先 立ち、市場調査 を行

い、販売戦略 を練 り、宣伝 を行 うな ど、次 な る リスクへの挑戦が控 えてい る。

下流段階での実証システム試作 は、米国では、大学や国研 、企業が単独で行 う場合 、お

よび これ ら組織の共同プロジェ ク トとして行 われ る場合が ある。米国の大学は、プ ロジェ

ク ト予算 によ り必要な人 の雇用や スペースの確保が可能で あるか ら、大学 において も、商
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品 レベル の試作が可能 である。

よって、実証システムの試作 を通 して、即戦力 となる学生が育成 され る。 また、大学か

ら直接ス ピンオフ してベ ンチャー企業 を起 こす ことも容易 となる。企業への技術移転 も、

大学 において、商 品一歩手前 までの実証 システム試作 と評価 が行 われ るため、企業 として

は、技術移転の リスクが少 な く、追加研究投資 も少 ないこ とになる。

この下流段階を大学 において実施 できることが、 日米の大 きな較差 を生んでいる。 わが

国では、大学の教職員 は学生定員に応 じて人数が決まってお り、研究費 による研究者や研

究補助者の雇用は制約が多 く、物作 りの戦力は大学院の学生が頼 りで ある。 よって、論文

執筆 のた めの、動作確認 を主 目的 とする局部的な ソフ トウェアやハー ドウェアの試作に と

どま らざるをえない状況 にある。 これは、同時に米国のよ うな即戦力の物作 り経験のある

学生や研究者 を育成 した り、ベ ンチ ャー企業を起こすに足 る技術 レベル まで研 究成果の完

成度 を上げ ることが難iしい ことを意 味 してい る。

このよ うな状況か ら抜 け出せ ない原因 として、従来か ら大学の論文至上主義な どが挙 げ

られてきた。 しか し、大学への投資が少 な く、設備 も買えず、人 も雇 えない状況が物作 り

を しない大学を作 り出 した とも考 え られ る。米国のフロン トランナー構造な どを研究 し、

大学、国研 にお ける産業の技術 シーズにつなが る基礎研 究の早急 な強化 が望まれ る。

米国のフロン トラ ンナー構造 においては、 「税金 を用いて行 った研 究開発成果 は、商品化

して市場 に出 し、納税者 の手に触れ るよ うにす ることによ り、は じめて納税者への利益還

元が達成 され る」 との国民的 コンセ ンサスに裏打ち されてお り、研 究開発の下流段階の後

に さらなる支援が続 く。

この支援の仕組みが 、企業規模 を問わず支援す る先端技術開発 プ ログ ラム(Advanced

TechnologyProgram,ATP)、 従業員500人 以下の中小企業やベ ンチャー企業 を支援する

中小企業革新的研究プ ログラム(Sma■BusinessI皿ovativeResearchProgram,SBIR)、

中小企業技術移転プ ログラム(Sma■BusinessTechnology'llransferProgram,STTR)で

あ る。

ATP、SBIR、STTRな どの、強力 な支援 の仕組みをみ ると、米国がつぎつぎ と新技術を

持 って市場参入を行 うベ ンチ ャー企業を増やそ うと、いかに努力 して いるかを実感する。

その徹底ぶ りを見る と、わが国の この種の支援の仕組みは、ほ とん ど無 きに等 しい と思わ

れ るほ ど格差は大きい。 これ らの支援 の うち、特 に注 目すべき ものは、SBIRとSTTRで

あ り、 これ らについては、次第 で説 明す る。

ATPは 、企業における新技術 開発 を支援す ることを目的 としてお り、商品化 のための開

発 は支援 しない。よって、下流段 階に属するものである。ATPは 商務省 に属す るNISTが

担 当 してお り、企業規模 によらず、企業の新技術 の研 究開発 を支援す る。商品開発段階は

含 まない。個々の企業への投資額 は、原則$2,000,000ま でで、10%程 度の 自己負担 を求め

てい る。 また、期間は3年 となってい る。

FY2001に おけるATPの 実績 は、支援件数59件 、1件 あた りの支援金額 の平均は、$2.8M
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で、ATPフ ァン ドの全体額は、$164Mで あった。ATPは 、補助金であ り、直接費 のみが

支援対象で ある。 中小企業 として はSBIRの 方が使い勝手 がよく、また、大企業支援 は国

民の支持が得 に くい との こ とで、予算総額は減少傾 向にある。

(3)商 品化、起業段階 、お よび市 場創成段 階の国の支援

研究開発 が実証システムの試 作、評価 をもって下流段階 を終了 した後に、この段階 が存

在するのが、米国 と日本 を大 きな違 いの一つである。 日本 において、 日本版SBIRな どと

呼ばれ る仕組みが準備 され るよ うになってきたが、概 して短命であ り、予算規模 も小 さい。

ここでは、米国のSBIR、STTRな どの支援以外の、間接的な中小企業(従 業員500人 以

下)支 援 について説明す る。 これ らは、わが国では見 られ ない ものであ り、なおかつ 、わ

が 国で の実 現 が難 しい と思 われ る もので ある。(以 下 、米 国の い うSmalBusinessを 、ip

が国で聞きなれ た、中小、ベ ンチ ャー企業 と訳す)

①SBIR、STTRの よ うな中小企業 向けの国の投資(こ れ にっいては次節で詳述)

② 連邦政府調達の30%を 中小、ベ ンチ ャー企業への優先調達枠 として提供 している。企

業 の経営者が女性 であった り、マイ ノ リテ ィであった りす ると、 さらに高い優先度 が

与 え られ る。(30%を 達成で きなかった省 庁は、不足分 が翌年 に繰 り越 され、期 限内に

達成 できない場合 は罰金が課せ られ る)

③ 国や公共機 関は、アー リー アダプター として、率先 して新技術を抱 えて市場参入 して

きた中小、ベ ンチ ャー企業 の商品や新技術 を採 用す ることが推奨 されてい る。

④ 国や公共機 関の調達す るソフ トウェア開発な どにおいては、当初の開発 とその後 のサ

ー ビスがアンバ ン ドリングされてい る。 また、ハー ドウェア とソフ トウェアを一括発

注せず、ハー ドウェア とソフ トウェアを分割 して発注す るな どして、中小、ベ ンチャ

ー企業が、国や公共機 関の調 達 に参加 しや すい よ うに してい る。

これ らの うち、② 、③ 、④は、支援 とい うより、中小、ベ ンチ ャー企業の育成 に対す る

米国流 の考え方 、も しくは風土 とい う方が適 当であろ う。米 国では、市場において、中小、

ベ ンチ ャー企業を、営業や 宣伝な どの機能の整 った大手企業 と競わせ ることはフェアでは

ない と考 えてお り、5年 程度 の猶予期間を与 え、ベ ンチャー企業の足腰 が しっか りす るま

で一定の優遇処置を設 けるとの考 えが ある。

これはまた、高付加価値の新 しい商 品の製造拠 点であ り続 けるためには、市場 に継続 的

に新 しい技術に基づ く商 品を供給す るメカニズムがなければな らず、中小、ベンチ ャー企

業はその役割 を担 うものである との合理的な考 えで もある。

このよ うな中小、ベ ンチャー企 業の育成 は、国の産業の継 続的な繁栄 の維持に不可欠 の

仕組みで あるとの考 え方は、米国以外には、 あま り見 られ ない ものであろ う。わが国にお

いては、官公需の調達 の80%近 くが、少数の大手企業によって受注 されている と言 われ る。
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また、発注す る官公庁側 に専門家 がいないこ とか ら、いろいろな設備 を含 め、ハー ドウェ

ア とソフ トウェアは一括 して発 注 され ることが多 く、中小、ベ ンチ ャー企業は、調達 に参

加 で きない ことも多い。

さらに、 このよ うに して調 達 され たシステ ムの保守や拡張な どは、当初 に調達 した企業

に継続的 に発 注され 、米 国の よ うに ソフ トウェアの保守のみ分割 して発注 され ることも少

ないため、中小、ベ ンチ ャー企業が、その後、参入す ることができない構造 となっている。

この よ うな構造が、わが国では、流通系のベ ンチャーは成功例が多いのに対 して、技術系

ベ ンチ ャーは成功例が少 ない とい う現象 となって現れている。

IT革 命 がお こ り、イ ンターネ ッ トがグローバルマーケ ッ トを形成 し、中小 の部品製造企

業 まで もが、世界中の企業 との競争 に さらされ ることとなった。既存の業種 は、イン ドや

中国な どの追撃 を受け、 コス ト低減競争 に耐 え られ ない企業は市場か らの撤退 を余儀 な く

されている掴 の繁栄 を保 ちたけれ ば、競争力 を失った企業 を容赦 な く市場 か ら撤退 させ、

それ に代 わる新 しい業種へ と投資先 を切 り替 えねばな らない。そ して、IT革 命 とイ ンター

ネ ッ トは、 この変革の速度 を ドッグイ ヤーに短縮 して しまった。

この よ うな状況においては、 「全ての大企業 もかつてはベ ンチャーであった」とい う国民

的 コンセ ンサスのもとに、上記 のよ うに国を挙げて新興の中小 、ベ ンチ ャー企業 を育成 し、

競争力を失 った企業 と差 し替 えて行 く構造 を確立 している米国は、きわめて有利 といえる。

これ に対 して、わが国は、国も国民 も、 この よ うな境地に至 ってお らず、 日米格差は、表

面に見える以上に大 きな ものがある よ うに思われ る。

1.2.4フ ロン トラ ンナー構造 と比較 してみ るわが国研究開発構造 の問題 点

フロン トランナー構造 を、い くつかの段階にわけて、その特徴 を紹介 し、併せ てわが国

の情況 も、一部付け加 えた。

ここでは、 この米 国の フロン トランナー構造 と比較 しつつ、わが国の研究開発構造 を検

証 してみ る。その背景 には、日本が、世界を リー ドす るような研究開発拠点 を国内に作 り、

そ こか ら生み出され る産業の技術 シーズをも とに新産業、新市場 を育成す るためには、こ

の フロン トランナー構造 を、 日本 国内に構築で きるか否かがその鍵を握 るのではないか と

考 えるわけである。

全般的 にわが国の研究 開発の構造 を米国のフロン トランナー構造 と比較 してみ ると、次

のよ うな相違 点が明 らか となる。

① これまで、わが国には、各省庁 の上 に立ち、プ ロジェク トのテーマや予算な どに関す

る調整権 限を持つ組織 はなかった。現在 、予算 に関 して影響力 を行使 で きる総合科学

技術会議 ができ、重 点分野な どの選 定を行 ってい るが、個々のプロジェク トの研 究内

容 まで追跡 して省庁 間の壁 を越 えて、類似テーマ を持つプ ロジェク トの統合 を行 うま

での調整 能力 を持つ までには至っていない。 よって、依然 と して省庁縦割 りの弊 害は
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解決 されていない。総合科学技術会議 の権限 を拡大 し、事務局 を強化す るな どして、

よ り強力 な調整 を行 えるよ うにす ることが望まれ る。

② 研 究開発の実施段階における大 きな問題 は、その 中流、下流段階が欠落 してい ること

にあ る。その原因 は、わが国の大学、国研 に係 わる問題 であ り、次節以 下に、少 し詳

しく述べ る。 この問題は、経済産業省が打ち出 している、大学か らベ ンチャー企業 を

1,000社 起業 させ よ うとの計画 の達成 の困難 さを示唆す る。

③ 次の問題 は、新 技術 の商品化、お よび新技術 を抱 えたベ ンチ ャー企業育成の段 階であ

り、その支援の構造である。 この問題 は、IT戦 略会議 が 目標 としてい る2005年 まで

に海外 よりIT研 究者3万 人導入計画 の実現 が困難 な理 由も示唆す る。

上記の3つ の問題が、わが国がフロン トランナー構造 を構 築す る上で、特に解決が難 し

いと思われ るもので ある。 しか し、① にっいて は、構造改革 にかかわる問題であ り、関係

者の現状認識が深まれ ば、徐 々に組織 が作 り上 げ られ ると思 われ る。 しか し、② と③ に関

しては、い くつ もの問題が絡みあ ってお り、国を挙 げての解決が不可欠の問題 と考 え られ

る。

1.2.5わ が国の研究開発段階の抱 える問題 点

この問題 のマクロな比較 は、その段階に投資 されている予算 と人 を見 ることで可能 であ

る。研究段 階の実施機 関は、大学 と国研であるか ら、それ ら機関の予算比較 を示す と、図

1.2の よ うになる。

この図に示す ように、米 国では、国(政 府)か ら、大学や企業ヘプ ロジェク ト予算の形で

投資 され る資金が多 く、日本 と比較す ると、大学 に対 しては10倍 以上 、企業に対 して は5

倍以上 どな ってい る。

日本 の大学は、プ ロジェク ト予算ではな く、大学運営上の人件費や事務費な どの 固定費

として国か ら資金の多 くを得ていることがわか る。この中か ら、ITの 研 究費に当て られ る

割合は少な く、プロジェク ト予算の よ うな競争 的資金 の比率 は極 めて低 いと言 われてい る。

米国では、固定的経費 は少な く、多 くは競争 的なプ ロジェク ト予算に頼ってい る。 一部 の

事務的経費 もプロジェク ト予算でまかなわれ てお り、相対 的に事務的経費は低 く抑 えされ

てい る。
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政府から企 業への研究開発資金 提供 は、米国は日本の5馨 以上

政 府 か ら大 学 へ の競 争 的 研 究開発資金 は、米国は日本の相落 以

資金使用者

企業 政府 大学 合計

資

金

負

担

者

企業 米国

日本(*D

165,955

108,973 269

3,357

761

169,312

刊0,002

政府 米国

日本

22,103

4,鎖8

17,362

掴,54§ 〈*3)

26,388

2,773

65,853

21,538

大学 米 国(*2)

日本 7 4

11,835

28,557(縛)

11,835

28,567

合計 米国

日本

188,058

113,198

17,362

14,817

41,580

32,091

247,000

160,106

単位:米 国M$

日本億円

米 国 出 典:AAASReportXXV:ResearchandDevelopmentFY2001

(http://www.aaas.org/spp/dspp/rd/contents.htm)

日 本 出 典:平 成12年 科 学 技 術 研 究 調 査

(http://www.stat.go.jp/data/kagaku/)

*1外 国からの資金を含む

*2非 営利研究機関を含む

紹特殊法人分6フ38億円を含む

*4人件費を含む

図1.2日 米の研究開発投資の比較

この図 に示 された予算 は、全分野 につ いての比較 であるが、米国の大学、国研 では、プ

ロジェク ト予算 が 日本 の10倍 以上多 く、 さらに研究開発 分野を柔軟に変更で きるもの と

なっている。 また、プ ロジェク ト予算は、研究者や 、研究や 事務 の補助者 の雇用に も使 う

ことがで き、大学でも大 きな研 究開発 チー ムを構成可能 となってい る。

次 に、大学、国研の抱 えてい る研究者や 、大学院学生に数 についての比較 を示す と、表

1.1の ような る。
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表1.1情 報分野の大学、国研の研究者数、大学院学生数の比較(単 位:人)

米 国(注1) 日本(注2)

教員/研究者数 27,000 2,600

国研研究者数 約30,000 約1,000

学位取得者数

修士 21,000 2,500

博士 5,000 350

注1:USDeptofEducation,NationalCenterforEducationNSOPF1999

フル ・タイム+パ ー ト・タイムの雇用者数 、コン ピュータ科学学部 のみ

注2:総 合科学技術会議 重点分野推進戦略調査会 第一 回会合資料 情1・6

わが国には、米国の コンピュータ科学学部 のよ うなカ リキュラム上で区別 し

た情報学部 ・学科 の区別 はない。公表 された統計 では、食 品情報や流通情報

学部な ども情報系学部 として含まれ る。 この値 は学術会議がアンケー ト調 査

などで、米国のコンピュー タ科学学部相 当 と判定 した学部 ・学科の人数

このよ うに、大学、国研 において、研究開発 に従事す る研究者数、および大学院の学生

数 について も、米国は 日本 の10倍 以上の人数 を抱えてい る。 この よ うな統計 には表れな

いが、このよ うな研究者のほかに、米 国の有名大学や、国研には海外か らの客員研究員が、

世界中か ら集 まっている。その規模 は、DOEの 研究所やNIHで は、1～2千 人規模(全 分

野)と 言われている。IT産 業 にお ける技術者数 は、米 匡1が209万 人に対 して、 日本が51

万人(後 藤:第64回 情報処理学会全国大会e-Japanタ ウン ミーテ ィング講演資料)と

いわれてお り、 日本 のIT技 術者 不足の深刻 さが裏付 けられ てい る。

この よ うな研 究開発段階 を担 う研究者の不足が、米国のよ うな、商 品化を展望 した完成

度 の高い実証 システム試作や、大規模 な実験 を困難 としている。 このため、産業界は、大

学 に研究開発 のア ウ トソー シングができず、特に、IT分 野で は、その傾 向が顕著である。

現在の産学連携研 究や、大学、国研 か ら企業へ の技術移転 の状況 を図示す ると、図1.3

の よ うになる。
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脚

の
段
階

米

国

日

本

上流

基礎研究段階

アイデア◆メカニズム

中流

研究段階◆開発段階

メカニズム◆実現

下流

開発◆実証システム

による評価

商品化(起 業)

製造技術の確立

商品として市場参入

・… 一''"喜 邑 嶺 践'''''"

1)米国:技 術移転は商品化を展望 した実証システムの開発段階で行われる。企業も評価が明確

となり移転が容易。大学からの起業も成功率が高い。

2)日本:大 学の成果は基礎研究段階が中心。企業は移転後もさらなる研究投資とリスクが伴う。

図1.3技 術移転と産学連携研究における日米格差(IT革 命以降の構図)

IT革 命以前は、 日本のIT企 業の代表であるコンピュータメーカーは、中研や基礎研 を

持 ち、将来の産業 の技術 シーズを 自己負担で産み出 していた。 また、まだ外 国への技術流

出に関 して寛容であ った米 国等か らの導入 によって技術 シーズ を得ていた。

従 って、大学はポテ ンシャル を持つ人材の供給源であれ ばよか った。すなわち、図1.3

における企業のカバーす る領域(右 側の台形)が 、R&Dの 中流か ら上流にかけてせ り出

していた。

しか し、 グローバ ル コンペテ ィシ ョンの開始 とともに、わが国企業 も、米国企業 との競

争に巻 き込まれ ることとなった。その結果、米国企業が、技術 シーズ を大学、国研 よ り安

価 に入手で きるのに対 して、わが 国企業は、 自前で作 り出すか、高価な ライセンス料を支

払 って購入せ ざるを得 ない状況 に置かれ ることとなった。研 究開発 は、 ビジネス としてみ

る と、最 も収率の悪 い事業 であ り、この部分が国費負担の米国企 業 と自前の 日本企業では、

明 らか に競争上不利 となってい る。

わが国の大学や国研 は人不足が深刻で、米国企業が享受 してい るよ うな完成度の高い技

術 シーズ、も しくは商 品化一歩手前 の試作品を得ることは もちろん、即戦力 の学生 も得 る

ことができない状況 におかれ ることとなった。わが国の大学は、図1.3に 見るよ うに、研

究開発の中流や下流 までをカバーできず、さらに、企業 もかつての よ うに、 この分野 まで

自前 でカバーす る経 済的余裕 はな くな り、ここに大きな空 白領域 が生 じることとなった。

わが国が、研究開発 の拠点 を国内に持つための、ひ とつの条件 は、 この空 白領域 を埋 め

る方策 を立てることである。これが調査テーマの背後に横たわ る大きな問題の一つであ る。
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1.2.6米 国の商品化段階 と起 業段階 における支援

研究開発の最終段階 は、開発成 果の商品化である。 開発者が 自らベ ンチャー企業を起 こ

す場合、起業、商品化 、販売な どのた めの資金が必要 となる。 このための資金 の支援 の仕

組 みがSBIRとSTTRで あ る。

(1)SBIR

SBIRは 、1982年 に 、Sma■BusinessResearchandDevelopmentActに 基 づ き開始 さ

れ 、2000年9月 に2008年9月 ま で延 長 す る法 律 が成 立 して い る。そ の 目的 は新 技術 を抱

えた ベ ンチ ャー企業 を市 場 に送 り出 す こ とで 、大 学 で の研 究 成果 の商 品化 と新 産 業創 成 を

意 図 した もので あ る。 そ の支援 方 法 は 、 図1.4に 示 す よ うに、3つ の フ ェー ズ に分 かれ て

い る。

1982年 度 に、 フ ェー ズー1の 支 援686件 、金 額 に して$44.5Mで 開始 され たSBIRは 、

1997年 度 に は、 フ ェー ズー1の 支 援3,371件 、 フ ェー ズーIIの 支 援1,404件 、金 額 に して

$1.1B(約1,300億 円)と 、爆 発 的 拡 大 を遂 げた 。そ の 開始 か らの投 資 額 の 累積 は 、$10B(1

兆 円)を 超 えてい る。

購

5B工F～"工nnovo†iontt∧ 〈odel
Priva†esec†or工nves†men†!

Non-5B工1ミFederai

!during/af†er1)

PHASEI

Feasibility

Research

PHASEII

Research

towards

Prototype

瞳

図1.4SBIRの 支 援 の3つ の フェー ズ

フ ェー ズー1,IIは 、 連 邦 政府 の 投 資 、 また 、 フ ェー ズーII,IIIで は 、 民 間

資金 やSBIR以 外 の連 邦 政 府 資金 を集 め て合 算 使 用 して よい。
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SBIRで の支援 は、フェーズー1は、金額が$100,000(約1300万 円)で 、期間が6ヵ.月

で ある。 このフェーズの 目標 は、提案 された研究開発 の内容の商品 としての利 点や実現可

能 性を確実にす ることである。 フェーズ・1で評価/競争に耐 える成果を出す とフェーズーII

へ進む資格が得 られ る。

フェーズ・IIは、金額 が$750,000(約'1億 円弱)で 、期間が2年 であ る。 この フェーズ

では、図に示す よ うに、SBIR以 外の連邦政府資金や民間ベ ンチャー資金 の合算が認 め ら

れ る。このフェーズでの作業は、フェーズ・1の成果 を さらに発展 させ ることである。フェ

ー ズ・IIIでは、もはやSBIR資 金は与 えられず 、SBIR以 外 の連邦政府のファン ドや民間

資金 を獲得 して、商品開発や市場 開拓 を行い、 ビジネスを開始す る ことを 目指す。

SBIRの 予算は、連邦政府機関の外部調達予算の2.5%を 別枠 として分離 して、SBIR事

業に当てることで構成 され る。対象 となる連邦政府機 関 とは、外部調達の研 究開発予算 が、

$100M(約130億 円)以 上の省庁である。現在 、図1.5に 示す10の 省庁 がSBIRに 参加

している。

SBIRで は、図1.5に 示す よ うに、各省庁の投資分野や金額 が、その省 庁の ミッシ ョン

によって異 なってお り、投資分野は、将来の米国産業 を背負 うような分野に限定 されてい

る。 このよ うに、新 しい市場創成にチャレンジす るよ うなベ ンチャー企業 を続 々 と市場へ

送 り込み、その一部が大 きく成長 し、新市場を形成す る とともに、競争力 を失いっっあ る

既存企業 と交代 して市場規模 を確保 し、産業全体の新 陳代謝を実現す るとい うシナ リオを
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図1.5SBIRに 参加 している10省 庁 とその投資分野
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ここに も見ることができる。

1983年 度か ら、1998年 度 までの、分野別 の投資額を、図1.6に 示す。この図によると、

米国は80年 代 より、未 来志 向のベ ンチ ャー を育成 していた こ とがわか る。

IT投 資も、 「コンピュータによる情報処理 と解析」の部分 と 「電子工学」が分離 され て

い る。前者は、ソフ トウェア、後者 は、ハー ドウェア、半導体な どが対応す る と思われ る。

この期 間に投資 したSBIR資 金の総額は、約$10B(1兆3千 億 円)と のこ とであるか ら、

その15%、 すなわち、おおまかで はあるが、$1.5B(2千 億 円弱)が ソフ トウェアベ ンチ

ャー育成 に投資 された と推測 でき る。

TotalTechnologyInvestment

(FY83-98PhaseI&PhaseII)

ン 囲Computerhlfb㎜ationProcessing,

Analysis

口Electronics

圏Materials

■MechanicalPerformanceofVehicles,

Weapons,Facilities

圏EnergyandConversionUse

図Environment&NatUralResources

田LifeSciences

図1.6SBIR開 始か ら現在 までの、SBIR資 金の投資分野

総額が約$10Bで あ るこ とか ら、 ソフ トウェア分野のベ ンチ ャー育成投資 は、

15%、 約$1.5Bと 推測で きる。

わが国においては、研 究開発投資において さえ、未だにIT投 資のほ とん どは、半導体

な どの電子工学やハー ドウェア分野 に対 して行われてお り、 ソフ トウェア分野への投資は

きわめてわずかである。ベ ンチャー育成 の支援 にっいて、 このよ うな、分野を未来志 向に

限定す るような配慮にまでは、考 えがお よばない状況 にあ る。総合科学技術会議の選択 し

た重点分野などを基準 として、研 究開発投資のみな らず、ベ ンチャー育成投資 な ども、重

点分野投資 と一貫性 を持たせ るよ う整理 してい くことが今後 の課題であ ろ う。
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(2)STTR

SBIRは 、 大 学 の研 究 開発 成 果 の 商 品化 、 また は 、大学 発 のベ ンチ ャー企 業 育 成 に大 き

な成 功 を収 めた。STTRは 、 この成 功 が動機 に なっ た と推 測 され る、 大 学 の研 究 成果 を さ

らに木 目細 か に市場 に 吸 い 出す こ とを意 図 した支 援 の仕組 み と考 え られ る。

STTRは 、1992年 に成 立 したSmallbusinessTechnology'llransferActに 基 づ き、3年

間 のパ イ ロ ッ トプ ロジ ェ ク トと して 開始 され た。 そ の後 、1997年 に この法 律 は延 長 され 、

2009年 の9月 ま で継 続 す る こ とが認 め られ て い る。

STTRの 資金 は、SBIRと 同様 に、 外 注 のR&D予 算 が$1B以 上 の連 邦 政府 機 関 が 、年

間予算 の0.15%(2004年 度 よ り0.3%)を 、分 離 してSTTR事 業 に振 り向 け る こ とで 確保

され てい る。2004年 度 で は、DOD、DOE、DHHS(NIH)、NASA、NSFの5つ の省 庁

が実施 して い る。1998年 度 で は 、 フ ェー ズー1が208件 、 フェー ズ ーIIが109件 で 、投 資

金 額 は$64.7M(約84億 円)と な って い る。

投 資分 野 に つ いて は 、SBIRと 同様 の先 端 的分 野 とな って い る。 投 資 金 額 や期 間 は 、 フ

ェー ズ ー1が$100,000で 期 間 は1年 間 、 フ ェー ズーIIは$500,000で2年 間 で あ る。

STTRは 、 次 の2つ の 点 で、SBIRと 異 な ってお り、大 学 の研 究者 等 が、 よ り手 軽 に利

用 して 起 業 で きる よ うな配 慮 が な され て い る。

①SBIRに おいては、その代表研究者(PrincipalInvestigator)は 、資金の支援 を受 け

る時、お よびプロジェク トの実施期間に先立 って、その ビジネスに従事す る人 を雇用

していなけれ ばな らない。 これ に対 して、STTRは 、 この人の雇用 が支援の条件 とし

て要求 されない。要す るに前 もって人 を雇 わず、個人 として応募で きる とい う、 よ り

使 いやす い仕組み となってい る。

②STTRで は、その ビジネスに関 して正式 な協力関係 を結 んだ、大学や非営利研 究機 関

に所属す る共 同研 究者(ResearchPartner)を 持つ ことが求め られ る。

米国では、大学の研究者(職 員)が 会社 を持つ ことができ、公的休 暇(OfificialLeave)

の期 間内では、SBIRやSTTRを 受け取 る代表研究者 になることもで きる。 よって、一人

の大学の研 究者が、 自分の会社 と自分の大学の間を行 き来 して、 ビジネス を実行す ること

も可能 とな る。大学の研究者 が、そのポジシ ョンを確保 したまま、STTRを 利用 して起業

し、 自分 の研究成果 を商 品化す ることができるわけである。

以上、大学等 の研 究者 に、その研究成果 をもとにベ ンチャー企業を設立 させ 、商品化 さ

せ るための仕組み を紹介 した。 特に、大学 のポジシ ョンを確保 したまま、国の投資 を受 け

て起業 し、 自分 の研 究成果 の商品化 を行 えれ ば、失敗 して も職 を失 うことを恐れ る必要は

無 い。投資 され た資金 も、得た利益 も、一切、国に返却す るこ とは無 い。使 う人 の身 にな

って仕組 み、法制度が作 られてい るといえ よ う。

SBIRもSTTRも 、大統領直下の技術局(OC6ceofTechnology)所 属 の中小企業管理局
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(SmalBusinessAdministration,SBA)に よって、一括管理 されている。 実際に実施す

る機関は、い くつもの省庁 にわたっているが、その仕組み、法制度がSBAに よ り、一括

管理 されているので、わか りやす く使いやす い。 このよ うな制度 であるか らこそ、爆発的

に利用者が増 え、仕組み も長続 き してい るので あろう。SBIRやSTTRの 競争率は、8-

10倍 と高率 である。

わが国のベ ンチャー支援 の仕組み は、米国の この ような仕組み と比較す ると、各省庁 は

お ろか、一つの省庁 において も、い ろいろな政策 と絡んでお り、応募の条件、金額や期間、

収益の一部返納 などの有無、成果 の権利 の帰属、公的な支援 の合算使用の禁止な ど、条件

に一貫性がな く、そ の上、一つの制度が概 して短命 である。

米国の ように、使 い勝手 をよくす ると同時 に、投資分野 を将来 の産業の中心 とな ると予

測 され る分野 に限定す るな どの戦略 を重ねた支援へ と改革 していくことが急務 であろ う。

また、 このよ うな仕組 み、法制度は、大学 か ら産業界へ研究成果 を流すルー トを提供す

ることであ り、 このよ うなチャンスの存在 が、海外か ら優秀 な学生を集 めるインセ ンティ

ブ ともなっている。近年、わが国 の大学へのアジア諸国か らの留学生が減少 し、また、卒

業後 もわが国で就職せず、米 国や アジア諸国へ去 って しま うのは、 このよ うなルー トが他

国に比べ劣ってい るた め と思われ る。

IT革 命によって起 こったグ ローバルな競争 は、市場にお ける新技術 開発や新商品開発競

争のみな らず、国が提供す る人材 の育成や起業支援の仕組み、法制度 についての競争 をも

引き起 こ している。わが国が、国内 に研 究開発拠点を構築 し、高付加価値の商品の製造拠

点を持つためには、海外 よりの人材の吸引力 が重要であ り、 この方面での、 より多 くの投

資 と改革 も急務 とな っている。

1.3ヒ ヤ リング調 査 の概 要

1.3.1質 問項 目につ いて

1.2節 で述べたよ うな背景 と問題提起 に基づ き、「IT研 究開発拠点の国内立地 とその発

展のための条件」 とい う調査課題 で、わが国のIT産 業界 において研究開発に従事 してい

る有識者 に対す る ヒヤ リング調 査 を実施 した。

この課題 は、わが国の産業の空洞化 をいか に防 ぐか、す なわ ち、研究開発拠点や製造拠

点の国内立地を可能 とす る条件 は何 か、現在の 日本には何が欠 けているのか、改革すべ き

仕組み、法制度は何かな どを調査す ることを意図 してお り、ヒヤ リングは、調査課題 に係

わる、以下の7つ の項 目につ いてお こなった。本節では、それぞれ のヒヤ リング項 目に対

する回答者の意見の要約 を記載 してい る。

一26一



第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

【質問項 目】

・ 技術貿易時代への対応(1.3.2項)

一わが国は米国の よ うな ライセ ンス貿易 を 目指すのか。

-IT
、特 に ソフ トウェア産業や関連す る先端産業の進 むべき方向は何 か?

・ 研究開発の フロン トラ ンナー となるべ きか(1.3.3項)

-ITの 中長期研究テーマ をわが国がフロン トランナーにな り、 自力 で行 うこ と

の是非。

一フロン トランナー となるために必要な条件 は何か。

・ 国全体のIT投 資の あるべ き姿(1.3.4項)

-ITを 一種 の公共投 資 と考え、米国の よ うに将来の技術 シーズは国の役 割 とし

て、税金 でまか な うべ きか。

一国は ど うい う研 究 開発投資 を行 うべきか。

・IT研 究開発拠点の国外流出の是非(1.3.5項)

一製造 拠点の海外流 出 と同様 の認識で、研究 開発拠点が海外 に流出す るこ とを是

認 出来 るか。

一 どの よ うな条件 がそ ろった ら、国内に研究 開発拠点 を置 くか。

・ わが国の研究開発支援構 造に欠けるもの(1.3.6項)

一米 国のよ うな シーム レスな研究 開発支援構造、または フロン トランナー構造 が必

要だ とした とき、わ が国では何 があ り、何 が欠 けているのか。

・ 研究のゆ りか ごとな る大学の充実の必要性(1.3.7項)

一わが国の研究開発力 、産業競争 力を高 めるためには、大学 を どう充実 させ るべ 、

きか。

一現在 、大学改革 が進行 中だが、 どの ような部分の改革 を優先すべきか。

・ 国研の不在 を どう補完す るか(1.3.8項)

一わが国には規模 の大 きなITの 研究 を実施す る国研 が無いに等 しい(国 研 のIT

研 究者 の数 は、米 国の約30分 の1)。 これ を大学、民間で ど う補完で きるか。
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1.3.2技 術 貿 易時 代へ の 対 応

■ 口 り して シー ズ を るための と のための

技術貿易時代 に対応す るた めには将来を見越 した技術 シーズの開発が必要であ り、そ

のためには、先回 りターゲ ッ トの提案が出来 るよ うな方法論 を考 え、そのための制度、

組織を作 るべきである。さらに、弱い物い じめではな く、先 回 り開発 による待 ち伏せ が

当た った人 を奨励 してや るよ うなプロパテ ン ト政策 を期待す る。

■ボー ダ レスな の で ってい た めにはIPRを よ り せ ざ をえない

ここ10年 程の間に、主に米 国か らもた らされたモデル は、IPRで ガー ドが掛 け られ

て、従来のキャッチア ップ戦略が とれない ものになってきたため、 日本のIT企 業 は一

斉にソ リュー シ ョンビジネス指 向に傾 きつつ ある。これか らは経済がボーダ レスになる

ため、IPRを よ り重視 して、今 までにない多 くの価値 を生み出 して行 くことが、海外で

戦ってい くための条件 とな る。

■企 のIPRの と ・ に と してIPRの を ち べ し

日本企業は特許出願件数は多い ものの、防衛的な特許が多 く、ライセ ンスが ビジネス

の主力 となることはなかったが、今後は変 わって くる。日本がIPRの 使用 目的 を防御 か

ら攻撃 に転換 してい く際には、特許出願件数の多 さは有利な材料である。しか し、企業

がIPR重 視の戦略に転換 してい くの と同時に、国 として もIPR重 視の政策 を打ち出 し、

国全体の意識 改革 を進 めてい くことが必要で ある。

■企 は ソリュー シ ョンビジ スを ・してい るが への ・ ・に が ある

多 くの企業は、ソ リューシ ョンビジネスが一番儲か ると思 って、ソリュー シ ョンに焦

点を合 わせ ているので、基盤部分を 自分で開発 しよ うとい う発想 は無 く、む しろどれだ

け有利 なアライアンスを組 め るかが問題 になっている。しか し、ソリュー シ ョンも今後

は融合分野に広がっていくと予測 されてお り、この新 しい分野の ソリューシ ョンも米 国

に押 さえられ る危険がある。日本で も、総合 科学技術会議 では融合領域は大事である と

の認識 があ り、大学 に期待 が集 ま るが、融合領域 に踏み 出せ るか不安が ある。

■IPRソ フ ハー"ソ1ユ ー シ ョンの な ミ・クス つ}の が で

技術貿易の時代 とは言 って も、基本 となるのは物作 りで あ り、工場集約や製造の海外

移転は、競争 してい くためには必要 なことである。国 内で生き残 ってい く方法 として ソ

リューシ ョンビジネスへのシフ トが進んで行 くが、それだけでは駄 目で、IPR、 ソフ ト、

ハー ド開発 ・製造お よび ソリューシ ョンの最適 な ミックス を見つ けて利益を出す よ うに

しなけれ ばな らない。特に上流 と下流に知恵 を出す ことが利益 を上げ るためには必要で

ある。

■ ま の の か した 目 には にAわ せ て

度 を改革す べ し。

制度 を変 えるのは簡単ではないので、 ここ2、3年 を考えた時には、米国を理想 とし

てそれ に追いつこ うとする発想ではな く、 「日本の強みを活か した方 向性 」を探 るアプ

ローチを選択すべき。ただ し、長期的には英 国のサ ッチャー政権 のよ うに、さま ざまな

改革 を行 って 日本の諸制度 を国際化 してい くこ とが必 要である。
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1.3.3研 究 開 発 の フ ロ ン トラ ンナ ー とな るべ きか

■ は フロン トーソナ ー となるための のア トソー シング を

IT時 代 は先手必勝 で、フロン トランナーにな らなけれ ばいけない。 日本の企業 は中

長期 テーマの研究が出来る実力 を持 ってい るが、現在の経済環境では 目先の ビジネ スに

向 けた研 究 しか行 えない。国が研 究開発のア ウ トソーシング市場 の形成 を支援 し、基礎

研 究が ビジネ スになる ことを可能 にす る仕組 みを考 えるべ きである。

■ITの 研 究開発 の ア ウ トソー シング先 は企業で良 い。

半導体、デバイス、IT等 の研究開発 の特性 によって、適切な研 究開発 のア ウ トソー

シング先は異な る。ITの 研究開発のア ウ トソーシング先 としては企業で良い と考 える。

問題 は、国の研究開発 戦略 を決定す る人が半導体、デバイス とソフ トウェアを主 と した

ITと の違 いをよ く分かっていない こ とであ り、改善 されてきてはい るものの、いまだ

に米国 と比べ ると非常に大 きな格 差がある。

■フロン トーソナーを さざるを えないが そのための は な の とナ る

日本はもはや コス トで勝負できな くなってお り、フロン トランナーを 目指 さなけれ ば

潰れ る。米国に対抗 して フロン トランナー となるには、従来の小規模かっ平準的な研 究

支援や、失敗 もしないが大きな成功 もないベ ンチ ャー投資な どを見直す必要が ある。さ

らに、中庸の重視や、既得権保護 といった 日本特有 の文化 を含めて、グローバルな戦い

に対応 出来 るよ う変革す ることが要求 され 、困難 な改革 となるだ ろ う。

■ テーマ の 列の でオ を し 仁 を え よ

総合科学技術会議 にお ける重点テーマのよ うに、ただ項 目を並べ るだ けでは駄 目であ

る。個別の項 目について、具体的かつ数値的な 目標 を定める必要がある。国が明確 な ビ

ジ ョンを国民 に示 し、これ に沿って大学や研 究所が研 究テーマを設定す るとい うや り方

が望 ま しい。あわせ て米国のPITACの よ うな組織 を作 り、そ こにはメーカか らも人材 を

投入 して、産業のためにな るテーマを具体的 に創 出 し、実施 させ るよ うな制度 が必要で

ある。

■ フロン ーンナー とオ ベ を って 日 の'る べ し

日本 はフロン トランナー としてやって行ける し、や って行かない といけないが、すべ

ての分野 を等 しい重要度 で扱 うことはできない。現状 はあま りに総花 的である。力 を入

れ る分野、そ こそ こ頑張 る分野、調達 と割 り切 る分野な どに色分けすべ きである。米 国

を単に競争相手 としてだけで捉 えるのではな く、米 国のパー トナー として共存共栄 を図

るとい う観点 も重 要である。
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1.3.4国 全 体 のIT投 資 の あるべ き姿

■シナ リオ りの を 幟 し された提 を迅速に実行に す行 を

国の研究開発支援 を得るには、待 ち伏せ のシナ リオを作ることが一番重要である。そ

のためには、一番上のターゲ ッ トの検討 を普段か ら行 ってい るよ うなシナ リオ作 りの機

関を創設 し、その機 関か ら出 された提案 を短 い リー ドタイムで実行 に移す、よ り 「経営

の価値観 を持 った」行政 を実施すべ きである。

■ はイ ンフラ投資 の方 向を研 究 開発 に向 けよ。

研 究開発のイ ンフラ投資は国で負担すべきである。運用費用 は受益者負担 でよい。日

本は、外国か らは非常にキャパ シテ ィの高い国 と見 られてい る。田舎にいけば田んぼの

中の道 まで きれいに舗装 されてい るが、 これ はイ ンフラ整備 の方向が間違 っていた。

■ITが 重要 とい 】認識 を予 に反 映 させtbN庁 断で実行面 の議論 を行 うべ し

国 としてのITの 重要性 は認識 され てい るものの、IT関 連予算の金額が少な く、研究

者やIT産 業 に とって魅力 が無い。大事なITな らば、別の ところを削ってでも予算 を突

出させ るといった総合判断が必要で ある。総合科学技術会議 は トップダ ウンで検討す る

仕組み を作 った。後 は省庁横 断で実行面の議論 を行 えるよ うにすべ きであ る。

■国の研究開発投資は応用分野に拡大し、実証フェーズまで及ぶべき。

今後の国の研究開発投資は、「国民に快適な生活環境を提供する」および 「産業を創

出 し、雇用 を創出す る」とい う、国民の恩恵に より主眼を置 いた応用分野 に拡大 してい

くべきであり、投資の範囲は基礎研究だけではなく、事業化や国による調達を念頭に置

いた実証 フェーズにまで及ぶべ きで ある。

■何 を研 究す るかを考 え ることに、 もっ とも力 を入れ るべ し。

今や、研究のや り方 よりも、何 をや るかのほ うが重要であ る。何 をや るかを考 える研

究に こそ一番力 を入れ なければな らない。そ うしない と、今 自分に出来 ることだけを研

究す ることにな りが ちで ある。

■プ ラ ッ トフォー ムのアー キテ クチ ャの研 究 開発 に国の資金 を投入すべ し。

プ ラッ トフォームのアーキテ クチ ャこそ国の金 を掛 けてや るべ き研究ではないか。タ

一ゲ ッ トをはっき りと決 め、必要な資金が投入 されれ ば勝 つ ことは可能 であ る。いい勝

負 が出来 るか どうかは掛ける金額 にかかってい る。特 にソフ トウェアは金を掛 ければ勝

て る領域 なのに、金 を掛 けないた めに負 け続 け、 日本は 自信 をな くしてい る。

■全 産業の共通某盤 としてのITに は、従来の公 共投資に劣 らぬ レベルの投資 をすべ し。

全産業の共通基盤 としてのITの 重要性 を考 えると、従来の公共投資、道路 につぎ込

んで きた レベルに劣 らない投資をすべきである。ITは 縦割 りの考 え方では うま く行か

ない。横 串 とい う位置づ けで投 資 して い くべ きで ある。

■ ソフ トウェア分野への研 究開発 投資 を もっ と増やす べ し。

米 国 と競争 してい くに しては、ソフ トウェア分野への国の研 究開発支出は少ない。む

しろ、だんだん絞 られ て、大 きな ソフ トウェア研 究開発 プロジェク トはほ とん ど無 くな

って しま っ た と言 って い い。 日本 で は 、IT投 資 とい うと、 ど うして もハ ー ドウェア に

なって しま う。 ソフ トウェアの研 究開発への投資 をもっ と増やすべ きで ある。
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1.3.51T研 究 開発拠 点の国外流 出の是非

■IT産 業 を 内立地す るには空洞 ヒの 、因の大元 を断つ しかない

IT産 業 の国内立地が困難 になった理 由として、給与水準 と物価水準が グローバル ス

タンダー ドになっていない、とい うことと、日本ではキャッチア ップモデル(セ カ ン ドラ

ンナーモデル)が いまだに続いてお り、ク リエイテ ィブな仕事が出来ず、自前 で研究 タ

ー ゲ ッ トを創 出 していない とい うことが挙げ られ る。

この対策 としては、① 給与水準 と物価水準 とをシンクロナイ ズ して下げる、② 日本流

の新たなキャ リアデベ ロ ップモデル を考 える、③研究ター ゲ ッ トを開発す るための専門

研 究所 を作 る、④研 究開発 に更な る競争原理 を導入す る、 な どが考 えられ る。

■ によ り の をプール る を り か らの めた

を 保することを考えるべし

ITの 研究開発 にお ける最 も大きな問題 は人材 の不足であ り、研究開発拠点を海外 に

求める大 きな理 由が人材 の確保 である。日本には、米国のよ うに国のプロジェク トや資

金に よって大学や国研 に研究開発 の人材 をプール し、維持す る仕組みが存在 しない。こ

れが、特に基礎研究におけるIT研 究開発者 の層の薄 さや 、海外の研究者 か ら見て、 日

本が魅力 に乏 しい と言 われ る大 きな理 由となっている。

■ の主 によ り アーマ に な の を ることを る

海外に研 究所を置いて も実際 に成果 を出す のは難 しい し、自分 自身 の技術 の低下を招

く恐れがあるほか、技術 の輸 出規制 とい う阻害要因もある。研 究開発部分は 日本国内で

実施 してい くべ きである。研究開発拠点の国内立地 に関 しては、国はテーマを掲 げるだ

けで なく、国の方針 を具体的に示 して、テーマ毎に適切 な形態 を持 った研究開発拠点を

設置す るこ とを提案す る。

■バ ー"ソ フ の'の は"・ し の には が オい

製造は、企業であれ ば一番 コス トの低 い場所 を探す だけであ り、海外への流出は 自然

の流れ である。 ただ し、ハイテ ク領域や高付加価値の分野 では、 日本での開発/製造が

今後 も続 くし、この よ うな領域は相 当残 っている。ソフ トウェアの海外発 注も単純作業

が多いので、それ に よって 自社 の技術力が低下す る とは思っていない。

■ の 。 が 日 にあれ ば研 究 を仁'の は'外 であって も良い

IT研 究開発拠点の国内立地 とい うのは、ある意味で どうで も良い ことで、何を作 る

かを決める頭の部分 が 日本 にあれば、それ を実現す るのは海外であって も良い。ただ し、

日本国内に立地 した方 が良い面も多分 にあるので、国内で人を集 めることを考 えない と

いけないが、 これはい ろい ろな問題 があってかな り大変で ある。

酬 か らの 硫 を 貼 る方 を考 えるべ し

米国は、国策 として国内産業の競争力強化 を考え、実行 して きたが、 日本にはそれに対

抗 しよ うとす る意思が感 じられない。一方で、日本 は強み としていた半導体技術や製造技

術 を無原則に世界にばらまいて しまった。米国は国の宝にな りうるとい う見通 しの中で、

黒を白と言ってでもコン トロールす るとい うような ところがあ り、 日本も参考にすべ きで

ある。
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1.3.6わ が国の研究開発支援構 造 に欠 けるもの

■ 「民が 「 モデル の,が し に とって オノ の

日本株式会社で良かった時代 は官が主体 とい う発想 でも うま く行 っていたが、今 は民

が主体 とい う発想へ転換 し、ク リエイティブな構造を生み出す ことが必要である。官 に

は実業 のモデル を尊重す る発想が欠 けていて、実際の ビジネスではあ り得 ない よ うな制

度が存在す る。また、省庁間の壁 は邪魔な存在以外 の何物で もないが、これ を排 除 した

り無 くそ うとす る発想がない。

■び庁 間を って予算等 を議論 で きる機構 を早急 に整 えるべ し

ITの ような新 しい分野の政策 を実行す るには、 「情報省」のよ うな新 しい組織 を新設

す る ぐらいのことをすべきであ る。総合科学技術会議 を主催する内閣府 は、プランニ ン

グはす るが、省庁間の予算の調整 をする権限 も陣容 もない。日本 も米国のよ うに省庁間

を纏 め る部署 を作 り、そ こに権 限を与 える ことを早急 に考 えない といけない。

■ベ ンチ ャー向 けに 米 並の支援 の 組 み を るべ し

新 しいビジネスは当初は小規模 なのは仕方がないが、その代わ り、大企業だ と端金で

もベ ンチャーに とっては十分 な資金 の支援 を政府 で行 うことができる。米国並のベ ンチ

ャー支援の仕組み を作 る必要が ある。

■挙庁 間の1り 構造 を超 えた六 的 なn割Z担 を望む

日本の研究 開発 プ ロジェク トでは、それぞれの省庁の役割がはっき りしない。縦割

りになっていて、どの省庁 も同 じよ うな結果 を要求 し、同 じよ うな企業に落 ちて くる。

企業 を維持、発展 させ るための政策 なのか、国の基礎研 究をレベルア ップさせ るた め

の政策 なのか とい う区別 が非常 に分か りに くくなっている。縦割 りで互 いに喧嘩 して

い るよ うにす ら見 える。 これ を何 とか して欲 しい。

■ベ ンチ ー が生み しい マーケ ッ トを本て る の支 が必

日本はユーザや企業が保 守的 で、新 しい技術を持 ったベ ンチャーが出て来て も、なか

なかマーケ ッ トが育たない。米 国で も新 しいマーケ ッ トを育て るには リスクを伴 うが、

国の資金で ビジネ スになるか ど うかの実験を した り、官公庁が 自ら調達 を行 うな どの制

度 を設 けてベ ンチ ャーを育成 している。 日本 にもこ うした制度が必 要ではないか。

■ を にまで びつ{る 一 した の が"・

国全体として、産業競争力を強化するための先行的な技術開発が出来る仕組みとなっ

ておらず、大学や国研では基礎研究を事業化に結びつけるインセンティブに欠けてい

る。また、せっかく国の支援で開発した技術も、国が率先して活用する努力を行わなけ

れば、無駄になることが多い。基礎研究を事業化、産業競争力強化にまで結びつける一

貫した国の仕組みが必要である。

■研究 発支 においてはL的 点を持つべ し

日本では人が代 わることによ り、研究開発支援に関す る政策が うま く繋が らな くなる

場合 が多い。全体か らの視点 、あ るいは継続的 な視 点が欠 けてい るのではないか。
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第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

■人材育成は金を出すだけでなく、その人の進路に応 じたサポー トの仕組みを。

研究者を育てるには金 を掛 ける以外 に、その先 、その人が どう育 って欲 しいのかを考

えて、それ をサポー トす る仕掛 けを作 る必要がある。起業家 としてやってい く人に対 し

ては、(融 資でな く)投 資がす ぐに出来 る仕組み、その人 がもっと研究 したい場合には、

それに対 して補助す る仕組み等、その人が ど う育つか、 ど う育って欲 しいかによって、

それぞれ の道 をサポー トす る仕組みがあ る と良い。

■企業が苦しい今こそ、国は基礎研究分野をおろそかにすべきではない。

今や、企業は経営が苦しくて基礎研究への投資が困難になっているが、産総研など国

研が独法化により独立採算的なことばかりを求められると、基礎研究がさらに弱体化し

ていくのではないか とい う懸念がある。国 は基礎研究 をお ろそかにすべ きではない。

■全体のグランドデザインに基づいた国の仕組み ・施策が必要。

全体的視点に立って国の方針 を考 えない と、ベク トルが合わない し、継続性がな くな

る。国 としてのグラン ドデザインに基づ く仕組み、施策 が必要である。個別 の制度 、仕

組みは徐々に改善されつつあるが、実質的な戦略立案部門というのがほとんど無いた

め、個別 には部分的な解決が されて も、全体 としては解決 されない。一番欠 けているの

は全体的視野に立った政策や戦略であ り、国 としての明確な大きな 目標か ら、戦略、具

体策へ ときっち り落 としてい く組織 と仕組みが必要である。

■制約を最大限に取り払った国家プロジェク トを試行せよ。

通常のプロジェク トでは、諸々の課題や制度な ど、足枷 がいろいろあ るが、適 当な規

模 のプ ロジェク トを、可能な限 りの枠 を全部取 り払 って試行 してはど うか。プロジェク

トの進捗 に伴 って、いろい ろな課題が出て くるし、解決策 も見つか るのではないか。IPA

の未踏ソフ トウェア創造事業はこれに近い発想と思われるが、対象が個人レベルで予算

規模 も小 さいので、効果 が限 られ る。

■ソフ トウェアの研究開発の特性に適合した予算化と実施制度を。

ソフトウェア分野への国の投資はほとんどが補正予算で実施される。補正予算での研

究開発では、短期間な割に規模が大きいものが要求されるため、中途半端な結果となっ

て しま う。 ソフ トウェアの特性 に適合 した予算化 と実施制度が必要である。

■日本の文化に合ったやり方を追求すべし。

欧州や米 国の仕組みは、各 国の社会的、地理的要因によって決まって きた面がある。

その仕組 みを 日本に部分的に持 ってきて も、どこまで機能す るかは疑問がある。今の 日

本のや り方 は、過去 において我々がやってきた訳だか ら、それ を簡単に捨 てる必要はな

い し、捨 て よ うが ない。 日本 な りのや り方 があるのではないか。

■ のプ ロジェク トの よ り に し い のに ま を

日本の形式的なプロジェク トの評価に比べて、EUで の評価は実質 的であ り、審査は

オープンな環境 で行われ る。そ して、成果が良 と判定 され る と次のプ ロジェク トに予算

が付け られ る。 日本に も、もっ と成果 を実質的 に評価 して、優秀な研究につ いては継続

して支援 を行 えるよ うな仕組 みが必要であ る。
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1.3.7研 究のゆ りか ごとなる大学 の充実の必要性

■研究機能と教 能との 産土学問の流動 ヒが必 である

研究機能と教育機能との分離、及び、産官学の間の流動化が必須である。産官学の流

動化が行 われていないために、研究者 は象牙の塔にいて、ビジネスを考 えるのは卑 しい

と思 う風潮 が残ってい る。流動化 が うま くい けば、ものつ く りの場 と教育の最前線 の距

離 が短縮 され て、情報科学 系の大学教育にニー ズ発想 のすすめが可能 になる。

■大学の制度改革 には キャ リアデベ ロ ップメ ン トモデルのイ り しが必要

大学 が独 法化 して も、職員 は公務員並で、定年制がある といった既得権が残って しま

うが、グローバルスタンダー ドの中では、それは通用 しない。キャ リアデベ ロ ップメン

トモデル をも う一度作 り直す必要がある。抵抗 が起 こって も突破す るしかない。

■大学 は 自らが意識 を持 って変革す べ し

大学の改革 は自らが行 わない と結局は無理 である。今一番必要なのは、人材確保 のた

めの大学院の充実である。 また、大学院生へ の奨学金、マネ ジメン トスタ ッフの充実、

大学教員の論文至上主義の是正と、特許取得意識、事業化意識の向上が必要である。

■研究と同時に教育のレベルアップも必要。

文科省の方針だと大学は研究で評価されるが、主な仕事は教育で、予算もほとんどが

教育予算 である。 しか し、大学の先生にな る人の うちで、 「教育」その ものについて教

育 された先生はほ とん どな く、資格 も不要であ る。大学の レベルを上げ るためには研究

と同時 に教育の レベル ア ップも必要であ る。

■情報系教育やベンチャー起業サポー ト等の教育の充実が急務である。

日本の大学 ではプ ログラミング・テクニ ックの よ うな実務 的な教育は軽視 され る傾 向

にあ り、結果 として 日米の学生のプ ログラ ミング能力の差 となって現れている。この差

が米 国 との間の ソフ トウェア産業の差にな っているのか も知れない。また、米国ではべ

ンチ ャー起業サポー トの教育に も力 を入れてお り、実際にベ ンチャー関係者 を外部講師

として招いて教育を行ってい る。日本でも、こ うした実務的な教育の充実が急務 である。

■技術者の採用および評価基準に対する企業側の意識改革が必要。

日本企業の多くは社員採用時に専門性を重視せず、入社後の教育で専門性を身に付け

させる。この方針は専門性を重視する米国と比べて、教育期間分の遅れや、教育資金な

どの負担を企業に課し、国際競争の激しい今では不利な面が多い。さらに社員採用時の

専門性の軽視により、大学卒と大学院卒の待遇は年齢による差とあまり変わらないレベ

ルで あ り、 これが大学院への進 学意欲 を失 わせ る大 きな要 因 となってい る。

例 えば、プ ログラムテ クニ ックなども採用基準 とはな らない し、専門能力 としての評

価 は低い。プ ログラ ミング作業 の レベルは下 に見 られ ていて、正社員にはや らせず 、外

注に出され た りしている。ソフ トウェア技術者 の評価 が低い ことが 日本の情報 関係 にお

ける一番 の問題 かも知れ ない。
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第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

■ ソ リュー シ ョン ビジネ スが去 ちやす い教本 の整備 を

米国には各分野の専門家 の中でコン ピュータを使 いこなせ る人材 が桁違 いに多 く、こ

れ らの豊 富な人材か らソ リューシ ョンが どん どん出てくる。この背景には、米国 との教

育制度の差 がある。 日本 でも複数専攻(経 済学 と情報工学等)を 容易にす るな ど、学際

的な人材 を育成する環境 を整備す るこ とが必要 である。

■大学に優 秀な人材が残 れ るよ うもっ と資金投入 を。

日本の大学は、欧米 と比較 して人材 が不足 してお り、優秀な人材 を大学に もっと残す

よ うにすべ きだ。研究室 を見れ ば、大学が貧乏である と分かる。もっと資金を投入 して

設備 を充実 させ、人 も抱 え られるよ うに しない と、企 業に とっても大学を活用す ること

が出来ない。大学に優秀 な人が残って欲 しいのは、良い成果 を出 して欲 しいか らである。

■カ リキ ュラムの 大 の 共 な どの,い った を仁'べ し

情報系教育が重要 なのは明 らかであるか ら、他の講座 をつぶ してでも、情報系の講座

を増や す 、理 論 に偏 っ た 旧態依 然 の カ リキ ュ ラム を ビジネ ス 志 向 に改 革す る 、

e-Learningを 活用 して大学間で講座 を共有す るな どの思い切 った施策 が必要である。

■産 と連 す るための組 や制 度 を整備 べ し

大学院では、産業界と事業化までを含めた共同研究を行うために、TLOや 人員雇用な

どの制度の改革が必要である。大学のなかで事業化につなげたり、成果を産業界という

ビジネスの世界に移転 したりするために、仕組みや制度を改革すべきである。

■企業は大学での研究成果を雇用時の待遇に反映させるべし。

企業側 も、優秀 な成果 を出 した大学院生は、高待遇 で雇用す る必要がある。大学でい

くらいい研究を しても ビジネスの世界で評価 されない となると、大学 の研究か らビジネ

スへ とい う道は廃れ て しま う。人材 の金銭的な評価 において、その人に しか出来ない技

量 があるに も関わ らず、単な る工数 として値段 を計算す るのは大 きな問題 である。

■大愚 ・産当 の'を 志 向 した研 究 拠 点 りを

これまで 「大学の中でいろいろな知識 が渦巻いていて、そ こで新 しい知識 も生まれ る」

とい う考 えに基づいて、学内での共 同研究に期待 してきた。 しか し、実際には大学は学

科や学部の縦割 りが激 しくて学内の共同研 究がほ とん ど無 く、多 くは大学外 のメーカ

や 、他の大学の同 じ分野の先生 との共 同研究である。こ うした現状か ら、今 はネ ッ トワ

ー クを介 して大学 ・企業 間を連携 した分散型 の研究開発拠 点を志 向す るのが良い。

■ 日 は大当の研究 か ら企 へ の 的 なアプ ローチが少ない

欧州の大学の先生は、企業へのアプ ローチに関して 日本の先生 よりはるかにアグレソシ

ブである。産学協同に対 して何の躊躇 もな く、積極的にア ピール して企業か ら金をもらっ

てきて、大々的に成果を発表 した り、その企業に学生を送 り込む ことも行っている。

英国の場合、大学の先生が学校で仕事を しながら、大学 との契約以外の空いた時間を使

って会社 を起こし、そこで仕事をす るとい うケースが多 く、そ うい う先生が実質的な研究

活動を展開 している例をい くつか見ている。
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1.3.8国 研の不在 を どう補完す るか

■ の を り込んだ の いプ ロジェク ト を るべ し

国研 よりは、む しろ流動1生の高いプロジェク ト組織 を必要に応 じて作 って、そ こで規

模の大 きな研 究をすればよい。米国の国研の多 くは所有者 は国 だが、運用 は大学や 民

間企業に任 されてい る。 目的意識 をはっき りさせ 、評価 をはっき りさせ るために、民

間の研究管理力 を活用すべ きである。 そ して、その組織は、産官学の流動性 の中で き

ちん と運用すべきであ る。

■ 日本の 研 の'態 は非常 に深刻 であ る

日本 の国研 とい えば産総研 であるが、情報系はわず か3部 署、5%の100人 にも満 た

ない規模 で、 これ で米 国に勝て と言われて も無理であ る。大学 よ りひ どい状態 になっ

てお り、今後 は更 に弱体化 してい くのではないか とい う懸念 がある。

企業 も国研 も、ソ リュー シ ョンビジネスに引っ張 られ て、基礎研 究が少な くなってい

る。文科省関係は よ りサイエ ンス寄 り、経産省関係 はよ り実用的になって、真 ん中のフ

ェーズが抜 けてい る。 国研 が この状態 だ と、大学 に頑張 って もら うしかない。

■企業 と との方 向性が合 えば 支 の中 の研 究 開発 は 非や りたい

国研 が不在 だか らといって、企業の研究所 が、新規分野 の研 究か ら製 品化にお ける真

ん中のステージを担当す るこ とは、金儲 けを目的 としてい る以上難 しい。事業 としての

将来 を見越 して中長期の研究は続 けてい くが、国か ら支援 され る研究開発 も国 と企業の

方 向が合 わない とや っていけない。国 との方向性が合えば、委託 としての研究費補助は

大歓迎 である。米 国ATPの よ うな公募型の研 究であれば どん どん応募 してい きたい。

■ か ら までを'し が で る が必 である

日本では、研究 の上流工程 と下流工程の間にギャップが出来ている。米 国では国研 が

ここを埋めてい るが、日本 には国研 がほ とん ど無い。 この ことか ら、基礎研究か ら実証

実験、事業化 までを とお した産学連携の仕組みが重要 である。シーズ型の基礎研究につ

いては、大学 、国研 が リー ドして企業は参加す るスタイル とし、一方、ニーズにあった

事業化 フェーズの研究につ いては企業 が リー ドし、大学が参加す るスタイル とす るのが

良い と思われ る。
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1.41T立 国 実現 に 向 け ての 提 言

1.4.1調 査 のま とめ方

ヒヤ リング調査のそ もそもの質問は、 「IT研究開発拠点 の国内立地 とその条件」を問 う、

簡単 に回答す ることが難 しい ものである。そ こで、 これを7つ の細かな項 目に分解 して尋

ねた。各項 目は、いずれ も、わが国のIT研 究開発 とその仕組み、法制度、実施体制 を ど

の ように改革すべきかを問 うものである。これ らの項 目については、1.3節 に示す よ うに、

多岐にわたる回答が 出され た。(個 々の回答者 の意見を、質 問項 目ごとに分離せず示 した も

のは、2章 に示 した)

また、米国の フロン トランナー構造の調査、特に、米国 の大学の果 た している役割 や、

SBIRやSTTRと い う新分野に限定 したベ ンチャー企業の支援制度 も、わが国が新分野の

研究開発拠 点や高付加価値 を持 つ新商品の製造拠点を持っための方法 について、重要な示

唆 を与えて くれ る。

ここでは、 ヒヤ リング調査 と米国の フロン トランナー構造の調査の、両方の結果 をも と

として、い くつ かの提言 を行 うこととする。

1.4.2調 査研究の結論

ヒヤ リング調査で得 られた意見を、わが国のIT分 野を始 めとす る中核的産業の空洞化

の防止 とい う観点か らま とめなお してみ ると、次の よ うな研究開発機構の構造改革 の重点

目標 が明確 化 して くる。

(1)わ が国が繁栄 を維持す るためには、フuン トランナー とな らなけれ ばな らない。

一国 も企業 もIPRや ライセ ンスを重視 し、これ らを生み出す よ うな政策 仕組み、研

究開発 投資を行 うことが必要。

一国はフ ロン トランナー となるための技術 シーズのア ウ トソーシ ング市場 を作 る必

要が ある。

(2)国 全体 のIT投 資 を公共投資の レベル まで大幅 に増額すべ きである。

-ITは 全産業 の共通 基盤 であるか ら
、従来の公 共投資 に劣 らぬ投資 を行 うべき分野で

ある。

(3)IT研 究開発拠点の国外流出が不必要 となるくらい国内の環境条件 を充実 させ るべ き

であ る。

-IT研 究開発拠点作 りの最大の問題 は人材不足。米国の大学、国研 のよ うに、国の投

資に よ り、国内、 国外 の研究者 をプールす る仕組 み を作 るこ とが必要。

一人材 を集 め、イ ンフラを整備 して、国内の研究開発 環境を充実 させ るべ きで あ る。
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一製造拠点の海外流出に関 しては、コス ト低減を 目指 した企業活動 としては必然。 ソ

フ トウェアの海外発注 も単純作業が多い。ハイテクや高付加価値の分野の開発や製

造が残 っていれ ばよい。

(4)わ が国の研究開発支援構造の欠落部分 を補 い、シーム レスな構造 を構築す ることが

重要。

一ビジ ョンや政策立案か ら、プロジェク ト管理 まで、IT専 門家 を動員 した機構 を整備

す る。(米 国のPITACや プ ログラムマネー ジャ制度 に対応す るもの)

一省庁 間の縦割 り構造の上 に立って、省庁横断的な研究開発予算やプ ロジェク トの統

合、整 理す る強力な組織 を作 る。(米 国のOSTP、NSTCに 対応 す るもの)

一基礎研究 を発展 させ 、事業化や産業競争力強化に結びつ ける一貫 した国の仕組み を

作 る。

一研 究開発支援 における評価 を実質的な もの とし、よい もの を継続的 に支援す る。

一米国の よ うなベ ンチャー創成 と育成の仕組 みを作 る。

(米国のSBIRやSTTRの よ うな仕組 み)

一新技術 を持って市場参入 した中小、ベ ンチャー企業 を優遇す る よ うな市場構造の改

革。

一人材育成 だけでなく、その人 の進路やその後 の起業支援 な ど一貫性 のある仕組み を

作 る。

(5)研 究開発 の重要部分 を占めるべ き大学 を改革強化 し、産業 との連携 を密接化すべ き

である。

一大学に優秀な人材が残 り、研究開発 の リーダ とな り、大 きな研 究チームを構成でき

る仕組み を作 る。

一カ リキュラム改革や、大学間の講座 共有 な どに よる大学 間の連 携 を強化す る。

一情報系の教育、研究の定員増加や 、大学 に技術 シニズ を蓄積 しベ ンチャーの起業の

拠点 とす る。

(6)IT研 究を行 う国研 が極 めて弱体であ り、その強化が急務。国研 を補 う機 関 として、

企業 の中研や基礎研が国の研 究開発 を請 け負 うことも検討すべ きであ る。

一米国 と比較 しIT関 係 の国研 は比較にな らないほ ど弱体。基礎研 究分野の担 い手 と

して充実 させ ることが必要。

これ までのわが国の研究開発の構造は、産業の将来 ビジ ョンや研 究開発戦略が、諸外 国

との競争 を前提 として作 られた ものではなかった。 オ リジナル なアイデアか ら産業の技術

シーズを生み出 し、グローバル コンペテ ィシ ョンに勝 ち残 るために、産官学の連携や省庁
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間の競争 ・協力 関係を築 くことや、大学が産業の技術シーズの創 成 と蓄積の要 となる時代

の来 るこ とも予想外であった と言 えよう。このため、国全体 としてみ ると、競争 より協力、

変化 よ り安定を指 向 して きた。

この よ うな状況の転換点は、1980年 代 の米 国の産業再生を賭 けたプ ロパ テ ン ト政策 と

ITへ の重点投資の開始 である。 この結果 としてIT革 命がお こ り、従来 の産業の戦略や、

国の研究開発 のあ り方 を変 えて しまった。

ITを 含 めほ とん どすべての産業 は、進化 を継続することが不可欠 となった。立ち止ま

っている ことは、追撃 して くる諸国に追いつかれ ることを意味す る。製造拠点 を海外へ移

し、その研究開発拠点まで移 した企業は、やがてその国に飲み込 まれ、 日本 か らその存在

を消 してい くこ とになる。その結果 、国内の空洞化が進行す る。

空洞化を防 ぐためには、追撃 して くる諸国 に真似 のできないオ リジナル な新技術開発 と

それ に基づ く付加価値の高い新商品を製造 し、新市場 を創成す ることである。 しか し、そ

のよ うな新技術や新商品 も、遠か らず追撃す る諸国へ技術移転 され、国外へ 出てい って し

ま う。継続的 な国の繁栄を 目指す ためには、常 に新産業を起 こ し、競争力 を失 った産業に

置 き換 える新陳代謝を継続 させ ることが不可欠 となった。

このよ うな状況の中では、国全体の研 究開発の リソースを増やす ことと、それ らの リソ

ースを効率的に配置 して
、新技術 開発 と新産業育成 を、競争相手国よ り少 しで も能率 よく

実行 できる構造 を作 り上げ るこ とが、勝者 とな るための条件 となる。

フ ロン トランナー構造の整 っている国では、研究者 は、よ り多 くの起業のチャンス と成

功への期待 を持つ事ができる。 これ は、国外 か ら優秀な研究者 を集 め、 リス クの大 きな研

究開発 の初期段階 を充実 させ得 るこ とを意 味す る。'

わが国は、また、米国のよ うなフロン トランナー構造が形 をな していない。ITは 、バイ

オ、機械製造、環境 な どめ他分野を発展 させ る基盤 的技術(イ ンフラ)と な るか ら、IT研

究開発 のための フロン トランナー構造 の構 築は急務である。

このよ うな観点か ら、わが国がまず改革すべき点 をい くつか取 り上 げ、提言 として次項

に挙 げる。

1.4.31T立 国実現に向けての提言

フロン トランナー構造を構築す る上で重要で あるにも拘わ らず、わが国においては弱体

であるか欠 けてい る仕組み、法制度がい くつか存在す る。 ここでは、そ のよ うなものを指

摘 し、その改革 を提言す る。

(1)国 のIT研 究開発プ ロジェク ト全体を省庁横 断的に監視 し、指導す る継続的な組織

を置 く。 メンバーは、現役のIT研 究者や企 業家で、研 究開発 の実施 内容、進捗 に

ついて強力 な指導力 を有す る と同時に、その結果に責任 を持つ組織。

(米国のPITAC相 当。 日本 のこの種 の会議は、現役のIT専 門家、企業家がメ ンバ
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一 となってい ることが少な く、重要分野であるはず の ソフ トウェアや先端ITの 専

門家が ほ とん ど見 当た らない ことが多 い)

(2)省 庁間の壁 を越 えて、類似プ ロジェク トの運営管理の統合や、管理す るプログラム

マネー ジャの一本化 などの調整 を行い、競争や協力 関係 を作 り出す調整組織 を設置

す る(米 国のOSTP相 当)。 同時に、国研等の独 立行政法人化や 、今後 の国立大学

の独立行政法人化 に向けた、会計制度改革 の実施。具体的には、 これ まで国立大学

を悩 ませ てきた、国の予算 による人の雇用 の自由化(こ れ は、最近の総合科学技術

会議 で認 める方向が打ち出 され一歩前進。)、複数年度会計、複数 の ソースか らの予

算 の合算使用の導入 な どの、予算の使 用に関す る種 々の制約の解除(米 国の研 究予

算並み の使い勝手の実現)な ど現場へ の予算管理権 限の委譲促進。

(3)研 究開発段階の中核 となるべき大学に係 わる種々の規制解除。これか ら改革が進む と思

われる、プロジェク ト予算による人の雇用の規制解除によって大学に多 くの研究者のポ

ジションを作 ること、および流動化を促進す ること。また、大学において、商品化 を展

望 した実証システムを試作できるだけの投資や設備整備 を行 うことな ど、米国の大学の

よ うな機能を持たせ ること。

(4)大 学の充実に時間がかかると思われること、およびわが国は、IT研 究を実施 している国

研が少ないことか ら、これを補 うために、大手企業の基礎研や中研などを、米国の国研

と同様 の大規模 システム試作な ど、国のプ ロジェク ト実施機関として活用す ること。

(5)大 学や研究機関からのベンチャーの起業支援に係わる投資を大幅に増額すること。現在、

ベ ンチャー支援は、各省庁や傘下の団体が実施 しているが、その応募条件、金額、期間

な どがバラバラで、分かり難いもの となっている。米国のSBIRやSTTRの ような分か

り易 く使い易い仕組みに統合す る。

(6)産 学連携の促進策 として、STTRの よ うな個人 レベル で使 える仕組み を設 ける。ま

た、大学 と企業間での産学連携予算 にお いて、間接経 費のプ ロジェク ト予算へ の算

入 を認 め、 中小やベ ンチャー企業の参加 を促進 させ る。

(7)米 国のSBIRやSTTRに 見 られ るよ うに、新分野開拓 を目指すベ ンチ ャー企業 を対

象 に、官公需 にお ける優先枠の設置や 、国の機関な どにアー リーア ダプター として

の役割 を義務づけ るな ど、市場にお ける育成策 を整備す る。 また、ハー ドウェア と

ソフ トウェア、サー ビスの分割発注な ど、ベ ンチャーの育 ち易い市場 へ と改革す る。

一40



第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

以上、米 国のフロン トランナー構造 とわが国の研究開発構造 の比較 において、わが国の

弱点 となっている2つ の段階の強化策 に重点を置 いて提言 した。

弱点の一つである大学の強化につ いては、最近 は大学の独 立行政法人化や非公務員型の

雇用形態 の提案 、プ ロジェク ト予算 による人の雇用の規制解 除な ど、大学の研究開発 にお

ける最大の問題 であった研究者の増員 を可能 とす る改革 が前進 してい る。

しか し、研究開発投資は増額 されつつあ るが、国 として重 点分野に取 り上げてい るソフ

トウェア分野への投資 が少 ないな ど、一貫性 に欠 ける部分 が残 されてい る。

2つ めの弱点で あるITベ ンチ ャーの起業支援 については、上で述べた よ うに米 国の

SBIRやSTTRの よ うに、仕組みが明確で使 い易い形 に統合 され てお らず、利用者 の立場

にたった改善が望まれ る。

わが国の場合、米欧やアジアの情報先進国 と比べ 、大学 における研究開発の充実度に大

きな較差があ り、ベ ンチ ャーを多数生み出すほ どに技術シーズが蓄積するまでには、まだ

時間が必要である。 しか し、STTRの ような使い易 い仕組み を整備す ることで、大学の研

究者 の起業インセ ンティブを向上 させ、大学における研究開発の レベルア ップ と人材育成

を加 速す ることが重要で ある。

そのほか、直接空洞化防止 につ なが る支援 として、大学発のベ ンチャー支援 と同等以上

に、既存 の中小 ソフ トウェア企業 の新技術 開発 を支援 し、市場 における競争力強化 と事業

拡大 を促進す るこ とが重要である。 わが国のソフ トウェア企業 の多 くは中小企業であ り、

その競争力強化 は、 自前 では困難 な状況にある。今後、中国な どアジアの ソフ トウェア企

業の 日本市場への進 出 と競争の激化 が予想 され、これに対処す るための新技術 開発や新商

品開発の支援 も急務 といえよ う。 わが国のIT立 国の鍵 を握 ってい るのは、 ソフ トウェア

産業であ り、この分野への投資は国家戦略上 これ まで以上に重視 されねばな らない と考 え

られ る。
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第2章 lT研 究開発拠点の国内立地 とその条件

(ヒヤ リング調査 ま とめ)

2.1質 問項 目につ いて

第1章 で述べた よ うな背景 と問題提起 に基づ き、 「IT研究開発拠点の国内立地 とその発

展 のための条件」 とい うテーマで、わが国のIT産 業界において研究開発 に従事 している

有識者に対す るヒヤ リング調査 を実施 した。本章 では、その ヒヤ リング調査の結果 をま と

めている。

ヒヤ リングは、具体的には以下の7項 目についてお こなった。本章では、それぞれの ヒ

ヤ リング項 目に対す る回答者 の意見 を、匿名で個人別に掲載 した。 また、各項 目(2.2節

～2 .8節)の 先頭には意 見の要約 を掲載 した。

【質問項 目】

・ 技術貿易時代へ の対応(2.2節)

一わが国は米 国の よ うなライセ ンス貿易 を 目指すのか。

-IT
、特 に ソフ トウェア産業は ど うい う方向へ進 も うとしてい るのか。

・ 研究開発の フロンとラ ンナー とな るべきか(2.3節)

-ITの 中長期研究テーマをわが国がフロン トランナー にな り、 自力 で行 うこ と

の是非。

一フロン トランナー とな るために必要な条件 は何か。

・ 国全体のIT投 資の あるべ き姿(2.4節)

-ITを 一種 の公共投資 と考 え、米国のよ うに将来の技術 シーズ は国の役割 とし

て、税金でまか な うべ きか。

一国に どうい う研 究 開発 投資を期待す るか。

・IT研 究開発拠点の国外流 出の是非(2.5節)

一製造拠 点の海外流 出 と同様 の認識 で、研 究開発拠点が海外 に流出す ることを是

認 出来 るか。

一どの よ うな条件 がそろった ら、国内に研 究開発拠点 を置 くか。

・ わが国の研究 開発支援構造 に欠 けるもの(2.6節)

一米国の よ うなシー ム レスな研 究開発支援構造 、または同等 の構造が必要 だ とした

とき、わが国では何 があ り、何が欠 けているのか。

・ 研究のゆ りか ごとなる大学 の充実の必要性(2.7節)

一わが国の研 究開発 力、産業競争力 を高めるためには、大学を ど う充実 させ るべ

きか。

一現在
、大学改革 が進行 中だが 、 どの よ うな部分の改革 を優先すべ きか。
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・ 国研の不在 をどう補 完するか(2.8節)

一わが国 には規模の大 きなITの 研 究 を実施す る国研が無いに等 しい(国 研 のIT

研究者の数 は、米国の約30分 の1)。 これ を大学、民間で ど う補完で きるか。
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2.2技 術貿易時代への対応

■ 口りして シー ズを るための方 と のための を れ

技術 貿易時代に対応 す るためには将来を見越 した技術 シーズの開発 が必要であ り、そ

の ためには、先回 りターゲ ッ トの提案が出来 るよ うな方法論 を考 え、そのための制度、

組織 を作 るべ きである。 さらに、弱い物い じめではな く、先回 り開発 による待 ち伏せが

当たった人 を奨励 してや るよ うなプ ロパテ ン ト政策を期待す る。

■ボー ダ レスな経済の下で戦 ってい くた めにはIPR戦 略 をよ り重視せ ざるをえない。

ここ10年 程の間に、主に米国か らもた らされ たモデルは、IPRで ガー ドが掛け られ

て、従来のキャ ッチア ップ戦略が とれ ない ものになってきたため、 日本のIT企 業 は一

斉 に ソリューシ ョンビジネス指向に傾 きつつある。これか らは経済がボーダ レスになる

ため、IPRを よ り重視 して、今 までにない多 くの価値を生み 出 して行 くことが、海外で

戦ってい くための条件 とな る。

■企業 のIPR戦 略 の転換 と同時 に、 国 としてもIPR重 視 の政策 を打 ち出すべ し。

日本企業 は特許出願件数は多い ものの、防衛的な特許 が多 く、ライセ ンスが ビジネス

の主力 となることはなかったが、今後 は変わって くる。日本がIPRの 使 用 目的を防御 か

ら攻撃 に転換 してい く際には、特許 出願件数 の多 さは有利な材料 である。 しか し、企業

がIPR重 視 の戦略に転換 してい くの と同時 に、国として もIPR重 視の政策 を打ち出 し、

国全体 の意識改革を進 めてい くことが必 要である。

■企業は ソ リューシ ョンビジネスを指向 してい るが、融合領域へ の対応に不安がある。

多 くの企 業 は、ソ リュー シ ョン ビジネ ス が一番儲 か る と思 っ て、ソ リュー シ ョンに焦

点を合わせ てい るので、基盤部分 を 自分 で開発 しよ うとい う発想 は無 く、む しろどれだ

け有利 なア ライア ンスを組めるかが問題 になってい る。しか し、ソ リュー ションも今後

は融合分野に広がってい くと予測 されてお り、この新 しい分野の ソ リュー ションも米国

に押さえられる危険がある。日本でも、総合科学技術会議では融合領域は大事であると

の認識 があ り、大学 に期待が集 まるが、融合領域 に踏み出せ るか不安 がある。

■IPR、 ソフ ト、ハ ー ド、ソ リュー シ ョンの最 適 な ミックス を見つ け るの が重 要 で あ る。

技術貿易の時代とは言っても、基本となるのは物作りであり、工場集約や製造の海外

移転 は、競争 してい くためには必要なこ とである。国内で生 き残 ってい く方法 として ソ

リュー シ ョン ビジネ ス へ の シ フ トが進 ん で行 くが 、それ だ けで は駄 目で 、IPR、 ソフ ト、

ハー ド開発 ・製造お よび ソリューシ ョンの最適な ミックスを見つ けて利益を出す よ うに

しなければならない。特に上流と下流に知恵を出すことが利益を上げるためには必要で

あ る 。

■当面は現在の日本の強みを活かした方向性を探り、長期的には国際化に合わせて諸制

度 を改革す べ し。

制度 を変 えるのは簡単ではないので、 ここ2、3年 を考えた時には、米国を理想 とし

てそれ に追いつ こ うとす る発想 ではな く、 「日本の強みを活か した方 向性」を探 るアブ

ローチ を選択すべ き。ただ し、長期的 には英国のサ ッチャー政権 のよ うに、さまざまな

改革 を行 って 日本の諸制度 を国際化 してい くことが必要である。
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2.2.1A氏 意 見

(1)技 術シーズの先 回 り開発 をせ よ

技術貿易時代 に対応 するには、先 回 り開発 しかない。先回 りターゲ ッ トの提案 が出来 る

ような方法論を考 えて、そのための制度、組織 を作 る しかない。 シーズ開発 が新規の付加

価値 を生む ものであるか ら、シーズ開発をや るべきである。 この際、慣例的 なルール を見

直す必要がある。

中国 も含むアジアが興隆 して くると、昔 の 日本が欧米に安値攻勢をかけたの と同 じこと

が起こる。そ うなる と、かつて1980年 代 に、デ トロイ トがつぶれて しま うと して米国が

行 ったプ ロパテ ン ト政策 を実施す るよ うになる。 しか し、弱 い著い じめのプ ロパテン ト政

策には賛成 しかねる。む しろ、待 ち伏せが当たった人 を奨励 してや るよ うなプ ロパテン ト

政策な ら、待 ち伏せ をす るための努力にっながるので賛成 である。米国は意 地悪の よ うに

見 えるけれ ども、多様性 があるので、DNAの 配列 を見つ けた らすべて特許 を認 めて しま

うとい うよ うなことを行 うと、 自己矛盾 を起 こして しまい、その結果、特許 を認 めな くす

る方向に向か う。 そ して、最終的 には米国の中で新たな知恵 を出 して、生産性 が上が り、

新産業が出来 る方 向に向けてい くか ら、それが グローバルモデル になる。

2.2.2B氏 意 見

(1)キ ャッチア ップ時代 と1PRに 縛 られ る現在で はモデル を変える必要が ある

昭和30年 代、40年 代 は米 国のモデル をキャ ッチア ップすれ ば良 く、IPRも 厳 しくなか

ったか ら、それ をまねて品質、性能 を良 くすれば成功 した。 しか しこの10年 でい うと、

米 国は新 しいモデル を自分で どん どん作って、 日本 は輸入す るだ けとなった。 日本 は、米

国が始めたモデル をかみ砕 いて ものにす るこ とが出来なかった。 特に ソフ トウェア産業 と

システム産業は この傾 向が著 しい。さらに米国 もIPRで ガー ドをかけて簡単にはモデル を

導入 させ なくなって きた。

日本 もそのころ目覚 めて、IPR対 策に早 く手 を打っていれば良かったが、反対 に半導体

の分野では無分別 にアジア諸 国にコア技術を渡 して しまっている。IPRで ガー ドをかける

ことを しなかったので、今や窮地 に陥っている。米国の よ うに外 には出すが、そ こはきち

っとIPR'で ガー ドをか けることが必要 だ。

(2)今 は ソリュー シ ョン ビジネスの方が得

今 は、Microsoftと かOracleが 成功 したモデルがあるか ら、これ をまね してや ろ うとし

ても良いはず だが、 日本 の企業は どこもや っていない。 同 じもの を作 って、品質 が良い と

か性能が良い とかで勝負 して も良いはずだがや っていない。それは、彼 らが ソース コー ド

をオープンに してい ない し、IPRで も守ってい るので同 じものを作るのは今や難 しいか ら

である。 もはや昔 の よ うにはいか ない、 ものす ごいガー ドがかかってい る。

日本企業は、デー タベースでOracleと 同 じものを作るよ り、その上 に何か を作 るソリ
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ユー シ ョンビジネ スを したほ うが得だ と思 っている。

(3)経 済のボー ダ レス化がIPRの 重要性を高めている

日本 もコンシューマ系のSONYと かCanonは 、IPRで は世界を舞台に良く戦 ってい る。

ただ、イ ンフラ系で ある大企業電機 メーカは主に国内の争い を していたので、海外で戦 う

には ライセ ンスが重要だ とい うのをあま り理解 していなか った。 だが これか らは、経済が

ボーダ レスにな るので、そ うはいかなくなる。

IPRは 今 までにない多 くの価値 を生み出 して、会社 の見 えない価値のかな りの部分に貢

献す るよ うにな るのは間違いない。

(4)攻 撃的 な特許 出願への シフ トが重要

米国の特許 トップ10に 日本 の企業はた くさん入 ってお り、特許 の数 だけは多い。 ただ

しお金 を生み出 しているのは少 ない。 日本 では自社 の ビジネスが成 り立てば良い とい う防

衛的な考 えが強 く、クロスライセ ンスで済ます ことが多か った。 それで裁判沙汰 にな るこ

とが少な く、裁判 に も慣れていない。今後、ライセ ンスを主力に ビジネスをす るには裁判

も覚悟 しなければな らないだ ろ う。その文化的バ ックグラ ウン ドでは欧米 とア ジアで大 き

な差が あ り、 まだ まだ時間 は掛か るだろ う。

米国 も日本 の特許 が多いのを警戒は している。特許 の数 は多いので、 この勢いで防衛 か

ら攻撃 に転換 してい けば道 は開 けて くる。

(5)国 策 と してのIPR保 護 は米国 と10年 か ら20年 の差

米国はバ イオの新 しい所 とか ソフ トウェア等の大事な ノウハ ウ、 自分の存在意義 に関わ

る所では、IPRで 押 さえて技術 を外に出さな くなってきている。 これ を15年 ぐらい前か

らや ってきていて、いま芽 として出始めてい る。新 しい分野 も特許を取って しま う。 これ

がだんだんシステマティ ックになってきていて、ノウハ ウとして社会の中に溜ま りだ した。

日本のIPR重 視 については、企業は企業 として変わ らなければな らないが、国 として も

IPRを 重視 した政策 を打ち出 し、国全体の意識改革 を進 めるこ とも必要であ る。

(6)ソ リュー シ ョンビジネスは有利 なアライア ンスを組 めるか が重要

多 くの企 業は ソリュー ション ビジネスが一番儲 かると思ってい る。パ ッケー ジは 「Best

ofBreed」 と言 って世界で一番優れ ているものを導入 品と して揃 える。 ソ リュー シ ョンに

焦点が合 っているので、基盤部分を 自分で開発 しよ うとい う発想 は無 くなっている。 む し

ろどれ だけ有利 なア ライ アンスを組 めるかが問題 になってい る。

将来的に も、基盤部分は 自前で開発することにはな らないだろ う。投資効率 を考える と

出来合 いの基盤 の上に ソ リューシ ョンを構築 した方 がいい。

ソ リュー シ ョンは付加 価値 も付けやす く、海外まで進出 して米 国が部 品屋 になるス ト一
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リも考 え られな くはない。た だ ソ リュー シ ョンは地場産業だか ら輸 出は難 しいが。

(7)ソ リューシ ョンも今後 は融合領域が焦 点

ソリュー シ ョンも今後は融合 分野 に広が ってい くと米 国も予測 しているが、 この新 しい

分野 の ソ リュー シ ョンも米 国 に押 さえ られ る危険 が あ る。 米 国 もこ こは人材(New

GenerationofResearcher)が 不足 してい る らしい。

日本で も総合科学技術会議で は融合領域 は大事である との認 識があ り、大学 に期待が集

まるが、融合領域に踏 み出せ るか心配で ある。

ソリュー シ ョンについて も米 国に変革 を突 き付け られてお り、 日本 も変革 を進 めるしかな

い 。

22.3D氏 意見

(1)21世 紀 においては、ITの なかでも ソフ トウ ェア関連の分野が主戦場 となる

ひ と口にITと いっても、大き く3種 類の分 野に区分 され る。1番 目は、半導体、液晶デ

ィスプ レイ といった、電子部 品や デバイ スの分野である。2番 目は、 コン ピュータ、ス ト

レージ、IPル ー タ、情報家電 といった、ハー ドウェア装置や システム装置の分野である。

3番 目は、 ソフ トウェア、サー ビス、 ソ リュー シ ョン といった、 ソフ トウェア関連の分野

で ある。21世 紀にお いては、3番 目の分野 が主戦場 とな る。

収益性 も、3番 目の分野が もっ とも高い。企業の決算で見ても、ハー ドウェアは価格 の

低下が早 く、特 に、薄利多売のパ ソコン等の コモデ ィティ製品は利益率が低 く苦 しい。一

方 、システム ソリューシ ョンは順調 に立ち上がってい る。1番 目、2番 目の分野もシェア

が高ければ高収益が得 られ るが、世界で第1位 や第2位 にな るのはなかなか難 しい。 もっ

とも、パ ソコンの場合はベ ス ト10に 入れ ば勝負出来 る。 ただ し、 コモデ ィティ化す るま

での時間が短 く、それ までの勝負 とな る。

(2)OSな ど、基盤 ソフ トウェアの領域 で勝 つ ことは、かな り大変 である

3番 目の ソフ トウェア関連分野は、現在 の ところ完全に米国に牛耳 られてい る。 この分

野では、製品がデ ファク トスタンダー ドにな らない と利益 が生まれ ない。特 に、OS、 デー

タベース管理 システムといった基盤 ソフ トウェアの領域では、世界で第1位 か第2位 のシ

ェアを とる必要がある。Microsoft、IBM、SunMicrosystems、Hewlett-Packardな どが

今後 も勝 ち残 るか ど うかはLinUXの 出現 もあって予測 出来ないが、これ らの会社の間に食

い込む ことは、かな り大変で ある。

Microsoftに 勝つためには主戦場 を変 える必要がある。パ ソコンの次の主戦場 は どこに

あるだろ うか。ひ とつは、IntelとWindowsの 組み あわせ を破壊す ることである。Intel

よりもコス トパ フォーマ ンスが10倍 高い新 しいアーキテ クチャを作れ ば、あ らためてOS

を主戦場 と出来る。 も うひ とつ は、 ミ ドル ウェアでの勝負 である。Microsoftも すべてが
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強いわけではない。データベース管理 システ ムでは、SQLserverよ りも、oracleな ど、

独 立系 ソフ トウェアベ ンダ(ISV)の 製品の方がはるかに強い。そ うい うミ ドル ウェアで、

デ ファク トスタンダー ドを とる ことは可能だ。

デファク トスタンダー ドの代替 を狙 ったOSを 開発 して も、機能的には同 じよ うな もの

になるだろ う。 ビジネス として成功す るためには、む しろ、事業の戦略 が問題 となる。デ

ファク トス タ ンダー ドを覆 す よ うな事業 のや り方が 、今 か ら可能 だ ろ うか。Linuxは

Windowsと は異 なる戦略 をとっているので可能性がoで はないが、まだまだである。 ソ

フ トウェアには レイヤがい ろいろ とあるか ら、下位 のOSを とられて も上位の別 の レイヤ

を全部 とって しま うことが可能 である。 これが主戦場 を変 えるひ とつの方法である。ただ

し、ある レイヤ をとって も、Microsoftが 下位 か ら順 にとっていって、最後には全部 とっ

て しま う危険はある。例 えば、デー タベースの レイヤをOracleが 押 さえていて も、SQL

ServerをOSに バ ン ドル して 出せ ば、Microsoftが とって しま う可能性 も大 きい。事業の

戦略 は、製 品の善 し悪 しと同 じくらい、 ビジネスの勝敗 に影響す る。

(3)ア プ リケー シ ョンや ソ リューシ ョンの領域 では十分勝機 がある

OSの 優秀性 だけでな く、OSの 上に載 るアプ リケー ションも問題 となる。Microsoftの

勝因は、アプ リケーシ ョンを取 り込 んだか らである。IBMのOS2は 、製品の優秀 さでは

Windowsを 凌 いでいたか もしれない。しか し、独立系 ソフ トウェアベ ンダの と りこみが弱

かったため、アプ リケー シ ョンが載 らなかった。現在 も、アプ リケーシ ョンは機能が優れ

ているか ど うかに関係 な く、シェアの高いOSに 移植 され る。 逆に、独立系 ソフ トウェア

ベ ンダのアプ リケーシ ョンが載 っているか ら、そのOSが 選択 され るとい うサイクル にな

り、ますます強い ところに集 中す る。 ソフ ト,ウェアの事業 では、製 品の善 し悪 しは成功に

お ける3分 の1程 度の影響 しかない。残 りの3分 の1は 販売網 、あ との3分 の1は パー ト

ナー シップが確 立出来 るか どうかにかかってい るb

よ り上位 の ミ ドル ウェアやアプ リケーシ ョンパ ッケー ジにおいては、勝負 の余地が十分

に残 ってい る。最近では、インターネ ッ トやブ ロー ドバ ン ドネ ッ トワー クの普及 によって、

ビジネスの領域が上位にシフ トしている。OSは ハー ドウェアにバン ドル され、ユーザ に

対 してはハー ドウェアとインテ グレーシ ョン して販売 され る形態がほ とん どである。 つま

り、OSの 上 の ミ ドル ウェア、アプ リケー シ ョンで勝負出来 る時代が きている。

例 えば、Gridはosで はな く、もう一つ上位 の ミ ドル ウェアである。 これ は、一つの コ

ンピュータではなく、地理的に分散 した多数 のコンピュー タの上 で計算 を実行す るネ ッ ト

ワークモ ビール であ る。 この よ うなネ ッ トワー クコンピューテ ィングの領域では、サー ビ

スプ ロバイダか らブ ロー ドバ ン ドネ ッ トワークを介 して全世界に発信 して、ヘ テロジーニ

アスな環境 で もっ とも性能 を出すた めには ど うすれ ばよいかなど、競争 出来 るポイ ン トが

相 当あ る。
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(4)チ ャ レンジ ャブル な企 業では ソリュー シ ョンへ の投資が増加

日経新聞の9月 の調査か何 かで、ITへ の投資額 を業種別に比較す ると、自動車 と薬品が

いちばん多い とい う記事 があった。薬品 とは、すなわちバイオテクノロジーである。チャ

レンジャブルな企業は、バイオテクノロジー を使 った新 しい製薬 の技術に投 資 してい る。

IT投 資には2種 類 ある。一つは、バイオテ クノロジー、エネル ギー、環境 といった、公共

的な領域の技術 に対す る投資 、も う一つは、イ ンターネ ッ トを利用 して リアル とバー チャ

ル を融合 させ、新 しい ビジネ スをシーズベースでや っていこ うとい う動 きであ る。 いろい

ろな企業活動 を、すべ てイ ンターネ ッ トでバーチャルにや るのではなく、ある部分はイン

ターネ ッ トで、ある部分 は現行の リアル ビジネスでや る。大企業だけでな く、中堅企 業 も、

新 しい、チャ レンジングな ビジネスに取 り組 んでいる。

2.2.4E氏 意見

(1)技 術貿易時代 にな って も物作 りが基本

技術貿易の時代 とは言っても、ある程度 自分 の ところで物づ くりをや ってみない と、机

上 の空論にな りかねない。 メーカー としては、や は り物作 りが基本である。全体のバ リュ

ーチェー ンを考 えた ときに、一部 は、た とえば中国な どで作 って もらうのも一つの手段 で

あるが、やは り自分の ところでや っている と言 える形 に したい。そのよ うな中で良い もの

を見つ けライ セ ンス してい く。

(2)IPR、 ソフ ト、ハー ド、ソ リュー シ ョンの最適 な ミックス を見つけるこ とが重要

工場集約や製造の海外移転 は、ある程度や らない と競争 していけなくなってい る。では

何で生き残 ってい くか とい うと、一言で言 えば ソ リュー シ ョンビジネスへのシフ トで ある。

しか し、ソリュー シ ョンだ けで良いわけでは ない。いわゆるIPRか ら、ソフ ト、ハー ドの

開発 ・製造、それ とソリュー ション、 これ らの ミックスだ と思 う。 どれか一つ だけやって

いけばいい とい うものではない。その比重 は、製品 ごとに異 なるバ リューチェー ンが ある

ため、製 品に応 じて決 める必要がある。一番い い ミックス を早 く見つけて利益 を出す よ う

に しなければな らない。

(3)上 流 と下流 に知恵 を出 して利益を上 げる

一般 には
、上流 と下流に利益が出て、中流の ところは利益 が出ない構造 になって来てい

る。特 に、上流 と下流 に知恵を出 して、そ こで利益 を上 げてい く必要 がある。

2.2.5F氏 意見

(1)日 本の強み を活か したア プロー チを考 える(当 面の課題)

「理想 としての米 国」 と 「それに追いつけない 日本」 とい う発想が一般的にあ るが、そ

うではなく 「日本 の強みを活か した方向性 」 を探 るアプ ローチへの転換が必 要 と考 える。
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それでは 「日本の強みを活か したアプローチ」 とは何か とい うことになるが、あま りよく

わか らないのが問題。 ただ、米 国 と同 じこ とをや ろ うとして も、諸条件 が違 うので うま く

いかないだ ろ うか ら、実際 に何 かをや ろ うとする と、厳然 と存在す る 日本的諸 条件や諸制

度 を考慮せ ざるを得 ない こ とは確 かである。

自動車産業は、コンピュー タ産業 と違って 日本がかな り強い産業 である。 日米の 自動車

産業 を比較 してみ る と、 この分野の識者の考 えでは、 日本 は濃密 な コミュニケーシ ョンに

よって統合能力を発揮す るとい うよ うなパ ター ンが得意で、部品設計や開発 ・生産 の相互

調整 のよ うな ところに非常に力 を発揮す る。一方、米国はオープ ン型 ・モジュラー型 であ

る として、イ ンター フェイス を標準化 してその組み合わせの妙 で力 を発揮す るのが得意で、

パ ソコン、イ ンターネ ッ ト系な どに典型的に現れ ている としてい る。

自動車産業 がこ うい う擦 り合わせ型 でいけるのは、一種 の成熟産業で、あま り変える余

地がないか らである。一方、 ソフ トウェアは成長的な分野だか ら、まずアーキテ クチャを

決め ようとなるが、日本人はこれが苦手である。20～30年 経つ とソフ トウェアが成熟 して、

イ ンター フェイスは も う変わ らない となると、こん どは擦 り合 わせ型 が生きて くる時代が

くる可能性 があるのではないか。

(2)日 本的諸制度の国際 化を(長 期的課題)

ただ、「日本の独 自性」 をあま り強調 しす ぎる と、 「ボー ダ レスな国際社会 の中で も独 自

の制度を固持すべ し」 と言 っている ような印象を与 えるが、決 してそ うでは ない。 なかな

か制度は変わ らないか ら、ここ2、3年 のことを考 える時 は、現 実的 には現状の諸制度 を

前提 に考 えざるを得 ない とい う立場である。

英 国のサ ッチ ャー政権(1979年 ～1990年)は い ろいろ改革 を進 めたが、政権後半の1988

年 に行政執行部門のエー ジェンシー化 を行 うこ とができた。またOECD諸 国では1990年

代後 半か ら、複数年会計 とか業績結果法のよ うにイ ンプ ッ トコン トロールか らア ウ トプ ッ

トコン トロールへ といった改革が盛んに行 われた。 改革には結構 時間が掛かってい る。 日

本 は15年 遅れで、エー ジェンシー(独 立行政法人)化 の段階であ る。 これ か らが大きな

制 度改革 の時期 であ り、 日本的諸制度の国際化を期待 したい。

⑯
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2.3研 究 開発 の フ ロ ン トラ ンナ ー とな るべ きか

■国は フロン トランナー となる為 の研 究開発 のア ウ トソー シング市場 を作れ。

IT時 代 は先手必勝で、フロン トランナーにな らなければいけない。 日本 の企業は中

長期テーマの研究が出来 る実力 を持 っているが、現在の経済環境 では 目先 の ビジネスに

向けた研究 しか行えない。国が研 究開発 のア ウ トソー シング市場 の形成 を支援 し、基礎

研 究が ビジネ スにな るこ とを可能 にす る仕組 み を考 えるべ きで ある。

■ITの 研 究開発のア ウ トソー シ ング先は企 業で 良い。

半導 体、デバイス、IT等 の研 究開発の特性 によって、適切 な研究開発 のア ウ トソー

シング先 は異なる。ITの 研 究開発 のア ウ トソーシング先 としては企業で良い と考 える。

問題 は、国の研究開発戦略 を決 定す る人が半導体、デバイス とソフ トウェア を主 とした

ITと の違いをよく分 かっていない ことであ り、改善 され てきてはいるものの、いまだ

に米国 と比べ ると非 常に大 きな格差 がある。

■フロン トランナー を 目指 さざるをえないが、そのための改革 は困難 な もの となる。

日本は もはや コス トで勝負 できなくなってお り、フロン トランナーを 目指 さなけれ ば

潰れ る。米国に対抗 してフ ロン トランナー となるには、従来の小規模 かつ平準的 な研 究

支援や、失敗 もしないが大 きな成功 もないベ ンチャー投資 な どを見直す必要がある。さ

らに、中庸の重視や、既得権保護 といった 日本特有の文化 を含 めて、グローバル な戦い

に対応 出来 る よう変革す ることが要求 され、困難 な改革 とな るだ ろ う。

■重 点テーマ の羅列のみで な く、具体的 目標 を設定 し、実行組織 を整 えよ。

総合科学技術会議における重点テーマのように、ただ項目を並べるだけでは駄目であ

る。個別の項 目について、具体的かっ数値的な 目標 を定 める必要があ る。国が明確 な ビ

ジ ョンを国民に示 し、これ に沿 って大学や研究所が研 究テーマ を設 定す る とい うや り方

が望ま しい。あわせ て米国のPITACの よ うな組織 を作 り、そこには メーカか らも人材 を

投入 して、産業 のためにな るテーマを具体的に創 出 し、実施 させ るよ うな制度が必要 で

ある。,

■フ ロン トランナー とな るべ き分野 を絞 って 日米の共存共栄 を図 るべ し。

日本はフ ロン トランナー としてや って行 ける し、や って行かない とい けないが、すべ

ての分野を等 しい重要度 で扱 うこ とはできない。現状はあま りに総花的であ る。力 を入

れ る分野、そ こそ こ頑 張る分野、調達 と割 り切 る分野 などに色分 けす べきで ある。米国

を単 に競争相手 としてだけで捉 えるのではな く、米国のパー トナー として共存共栄 を図

るとい う観 点 も重要であ る。

2.3.1A氏 意 見

(1)フ ロン トラ ンナーにな るため に、研究開発のアウ トソー シング市場 を形成せ よ

IT時 代 は先手必勝で、フ ロン トランナーにな らなければいけない。儲 け方 は儲 ける種 が

出来てから考えればいいことであって、最初から儲け方を考えて研究開発をやるかやらな
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いかを決 めるのは、順序が逆である。 ただ し、 日本の国力では研究開発 を全面展 開す るの

は難 しいが、企業 の研 究所 は現在その企業の 目先の ビジネスに向けた研 究 しか していない

ので、国が分相応 の規模 でITの 研究 開発 を行 う必要がある。MPEGと か半導体 とかは う

ま くいった例で、共 同研 究のお墨付 きさえもらえれば、 日本の企業には中長期のテーマを

研 究出来 る実力がある。む しろ、それ を どのよ うに行 うべ きか、手段 を考えるべ きである。

国が中長期テーマ を支援す るようになった時、国は研究開発 を企業にア ウ トソーシング

す ることになるが、研究開発のア ウ トソーシング市場のような ものを国が奨励 して作 って

いないのが問題である。基礎研究を私の ところでや らせて下 さい と多 くの企業が手を上げ

られ る環境 が出来ていれば、い くらでも選べ るよ うになる。そのために、基礎研 究だけで

ビジネ スになるよ うな ことを可能にす るための仕組 みを考 えなけれ ばな らない。

米国では、研究プロジェク トの中か ら必要に応 じて人件費 を確保 出来 る。 しか し、 日本

は裸 の人件費(直 接費)し か認めていないか ら、も ともと仕組み 自身がおか しい。科学研

究費 は間接費 を30%認 め、増やす動 きがやっ と出てきた。そ して、その人件費が何倍 かの

利益 を生む よ うな仕組み さえ作って くれれば、ア ウ トソーシング市場 も出来 るのではない

か。大元の仕組みが裸 の人件費ではいい人が集ま らず、ク リエイティブ な研 究が出来ない

よ うになっている。

(2)研 究開発のアウ トソー シング先 は企業で良い

裸 の人件費のみな らず 、間接費 も支払われ るよ うな仕組み は、今後がんばって直 してい

くとして、次はアウ トソー シング先 が問題になって くる。米 国では、ア ウ トソーシング先

は主に大学であるが、 日本では大学でな くて、企業 でいい と考 える。 国研 にいたってはほ

とん どゼ ロで、ア ウ トソー シング先 として見た ときには無いに等 しい。 また、あま りにも

国研 とい うこ とで甘 えす ぎている。ITは 極端 に大きな設備 は必要でな く、国研 でない と出

来ない とい うことはない。 ほとん ど人件費デ ィペ ンデン トな分野で、人 さえいれ ばいい。

独 立法人化以降は、国研 と民間研究所は段々区別が無 くなってい くであろ う。ただ し、半

導体やデバイスは設備 デ ィペ ンデ ン トで、かな り大きな投資を しなけれ ばな らないか ら、

それ は国研 、大学が適 してい るか も知れ ない。

この よ うな、半導体や デバイス とITと の違いが分かって もらえない。 そ うい う分野の

人が判断す る立場 に立 っていない。そ こが問題 であ る。政府の中枢 にそ うい う人を送 り込

む仕組みが米 国には出来ている。 国 としてのポ リシー、戦略の決 定を総合科学技術会議で

や ってい るが、IT分 野の代表メンバーがエネル ギー専門の人では どうしよ うもない。そ こ

には、米国のPITACと 比べて どうしよ うもない格 差がある。それ でも、 この会議 がなか

った時代 よ りはま しになってい るが。
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2.3.2B氏 意見

(1)こ れ か らの企業 はフロン トラ ンナー を目指 さざるを得な い

今や 日本 は世界一賃金の高い国なので、コス トではもはや世界に対抗 出来無い。間違 い

な くフロン トランナーを 目指 さざるを得ず、 これが出来なけれ ば潰れ る しかないだ ろ う。

フロン トランナーになるにはそれ に見合 う研 究開発 は必須 である。今 までは5000万 円

で20件 や るとか、平準的な研 究がた くさん走 ることが多かった。 しか し、今後 は省 庁間

に跨る大規模 な研 究開発 プ ロジェク トの実施 が米 国に対抗す るには必須であ る。

ベンチャー に対す る投資に して も、 日本 は失敗 も しないが大きな成功 も無い とい うこ と

が多 く、 フロン トランナーにな り得ていない。米国並の、失敗 して もまたやれ ばいい とい

うダイナ ミズムが必要 とな るだ ろ う。

(2)国 、企業 ともに変化に強い体 質への転換が重要

日本は既得権 を守 る意識 が強 く、変化 を嫌 う体質があるので、新 しい ことをや る場合で

も組織 も中身 も変えずや ろ うとし、 うま くいっていない。片や米国は組織まで変 えて トッ

プダウンに、更 に市場原理 に任せてや るので うま くい っている。事業 を切 り捨 てる話 とか

継続す る話 をメ リハ リを付 けて実行す ることが重要で ある。

日本 は中庸 を重視 した り既得権 を守 る意識が強 く、改革等 も中途半端 にな り易い。更 に、

長老が引退 した後 も後 ろに控 えているよ うな世界であるこ とも多い。米国は多民族国家で

あるし、 このよ うな束縛はない。 グローバル な米国 と戦 うには、企業 の文化 も米国に合 わ

せて戦 っていか ない と生 きていけない。 日本 だけで通用す る企業では、戦いに参加 も出来

な くな る。

この変革 には 日本の文化 を含む変革 を要求 されてお り、困難 なものになるだろ う。 例 え

ば、年功序列 の弊害は観念では分か っているが、企業内での実践は難 しいのが現実である。

役割に対 してお金を払 う風には してきてい るが、それを運用す る人の意識 がそ こまでつい

てきていない。最後 は年齢 を考慮 して操作 して しま うことが多い。

2.3.3D氏 意見

(1)目 標 を具体 的に設 定 し、それ に沿 って研究 をすす める必要が ある

総合 科学技術会議 において、重 点テーマの8項 目が あげ られてい るが、項 目を並べ るだ

けではだめである。個別の項 目について、具体的 に、いつまでに何 を実現す る といった数

値的な 目標 を定 める必要が ある。国が 「この分野のITは フロン トランナーになる」 とい

った明確 なビジ ョンを国民に示 し、これ に沿 って大学や研 究所 が研 究テーマ を設定す る と

い うや り方が望ま しい。

(2)目 標 を具体的に設定するため、米国のPITACに 相当する組織 と制度が必要で ある

米国のPITACは 具体的な 目標 を掲げ、それ を達成す るために何 をや るか とい う、次の
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目標にブ レー クダ ウンす る。 日本 も重点8項 目を並べるだ けでな く、例 えば、寿命 を120

歳 にす るといった ような具体的な 目標 を掲げない とい けない。 あわせてPITACの よ うな

組織 を作 り、そ こにはメーカか らも人材 を投入 して、産業のため になるテーマを具体的に

創 出 し、実施 させ る。 以前か ら主張 しているよ うに、そ うい う制度が必 要である。

2.3.4E氏 意見

(1)フ ロン トランナー にな らないと生 き残れ ない

ライセ ンスの問題を別 に して も、1位 にな らない と生 き残れ な くなってきた。 フロン ト

ランナーでない とやって行 けない時代 になっている。2番 手、3番 手では、結局、利 益の

出 る上流部分の比率 が非 常に少 なくな る。

2.3.5F氏 意見

(1)フ ロン トランナー となるべ き分 野 を絞 って 日米の共存共栄 を図 る

日本は フロン トランナー として勿論や っていける し、や っていかない といけない。ただ、

すべ ての分野 を等 しい重要度で扱 うことはできない。現状はあま りに総花的である。力 を

入れ る分野 、そ こそ こ頑 張 る分野、調達 と割 り切 る分野 と色分 け しない といけない。PC

世 界ではニ ッチな領域(日 本語 、メデ ィア処理な ど)し か対象 にならない。 ポス トPCで

日本 の特徴 を活 かす道 を考 える。米 国を単に競争相手 としてだけで捉 えるのではなく、米

国のパー トナー として共存共栄を図 る とい う観点 も重要。米国か ら見 ると技術のポテ ンシ

ャルは 日本が一番高 く、米国には、 日本が基礎科学に もっ と投資す るよ うに仕向けて、米

国の よ り良いパ ー トナー に しよ うとい う発想 もあ る。
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2.4国 全体のIT投 資のあ るべ き姿

■シナ1オ りの を し さ た を に 仁 に を

国の研究開発支援 を得 るには、待 ち伏せの シナ リオ を作 ることが一番重要 である。そ

のためには、一番上 のターゲ ッ トの検討 を普段か ら行 っているよ うなシナ リオ作 りの機

関を創設 し、その機 関か ら出 され た提案を短い リー ドタイムで実行 に移す 、よ り 「経営

の価 値観 を持 った」行政 を実施す べきである。

■国 はインフラ投資 の方向 を研 究 開発 に向けよ。

研 究開発のイ ンフラ投資は国で負担すべ きである。運用費用 は受益者負担で よい。日

本 は、外国か らは非常にキ ャパ シテ ィの高い国 と見 られ てい る。田舎にい けば田んぼの

中の道 まで きれ いに舗 装 されてい るが、 これ はイ ンフラ整備 の方 向が間違 っていた。

■ITが とい'を に させx庁 でz－ の を仁'べ し

国 としてのITの 重要性 は認識 されているものの 、IT関 連予算 の金額が少な く、研究

者やIT産 業に とって魅力が無 い。大事 なITな らば、別の ところを削ってでも予算を突

出 させ る といった総合判断が必要である。総合科学技術会議は トップダウンで検討す る

仕組 み を作 った。 後 は省庁横断 で実行面の議論 を行 えるよ うにすべ きであ る。

■ の研究開発 投資 は応 用 野 に拡大 し 実証 フェーズまで及ぶ べ き

今後の国の研究開発投資は、「国民に快適な生活環境を提供する」および 「産業を創

出し、雇用を創出する」という、国民の恩恵により主眼を置いた応用分野に拡大してい

くべきであり、投資の範囲は基礎研究だけではなく、事業化や国による調達を念頭に置

いた実証フェーズにまで及ぶべきである。

■何を研究するかを考えることに もっとも力を入れるべし

今や、研究のや り方 よ りも、何 をや るかのほ うが重要であ る。何 をや るか を考 える研

究に こそ一番力を入 れなければな らない。そ うしない と、今 自分に出来 るこ とだ けを研

究す ることにな りが ちである。

■プ ー・ フ ー ムのアー キテ クチ の に の 金 べ し

プ ラッ トフォームのアーキテ クチ ャこそ国の金 を掛けてや るべき研 究ではないか。タ

ーゲ ッ トをはっき りと決め
、必要な資金が投入 されれ ば勝つ ことは可能である。いい勝

負が 出来るか ど うか は掛 ける金額 にかかっている。特 にソフ トウェアは金を掛 けれ ば勝

てる領域なのに、金 を掛 けないた めに負 け続 け、 日本 は自信 をな く してい る。

■ の'と してのITに ま の公 にノ ぬ レベルの べ し

全産業の共通基盤 としてのITの 重要性を考 える と、従来の公共投資、道路につぎ込

んできた レベルに劣 らない投資 をすべ きであ る。ITは 縦割 りの考 え方では うま く行 か

ない。横 串 とい う位 置づ けで投資 して い くべきであ る。

■ ソフ ト ェア へ の研Vlを もっ と や べ し

米国 と競争 してい くに しては、ソフ トウェア分野へ の国の研究開発支 出は少 ない。む

しろ、だんだん絞 られて、大 きな ソフ トウェア研 究開発プ ロジェク トはほとん ど無 くな

って しまった と言 っていい。 日本 では、IT投 資 とい うと、 ど うして もハー ドウェアに

なって しま う。 ソフ トウェアの研 究開発への投資 をもっ と増や すべ きである。
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2.4.1A氏 意見

(1)国 の研究開発支援 を得 るには、待ち伏せ のシナ リオ作 りを常に行 う機関が必要

日本 は団体主義であるが故 に、半導体はチーム構成、シナ リオ作 りが よく出来ているよ

うに見えて、役人に安心感 を与え、政府支援の研究開発費の多 くを獲得 している。結 局、

国の研 究開発支援 を得 るには、待ち伏せのシナ リオ作 りが一番重要なのである。一番 上の

ターゲ ッ トの検討 を普段行 っていれば、素材 を集めて きてシナ リオをす ぐ作れ る。だか ら、

ソフ トウェア も、シナ リオ作 りを行 う機 関を作 る必要が ある。

アメ リカ人 はそれが うまい。米国では、PITACが 、 ソフ トウェアデベ ロップメン トデザ

イ ン とか、イ ンターネ ッ ト上の ソフ トとか、超並列マシンの ソフ トとかが苦 しくな りそ う

だ と言 うと、す ぐ次年度 に400億 円位の金がついて しま う。す なわち、提案か ら実行まで

の リー ドタイ ムが短い。 リー ドタイムを短 くす るこ とは、今 の経営者 に とって一番 に考 え

なければな らないこ とであるが、それが官では一番上位の概念で はない。行政にももっと

経 営の価値観 を持 って こない といけないのである。PITACの レポー トを出す のに、PITAC

の後ろ にNCOと い う組織 があ り、ITだ けに関 して十何人かのスタ ッフを抱 えてい る。それ

はターゲ ッ トク リエー シ ョンにお金 を払 っているのである。 日本 のソフ ト産業はそ のよ う

な ク リエーシ ョンにお金を払 っていないか らいけない。

(2)イ ンフラ投資 は国が負担すべ し

イ ンフラ投資は国費 で負担すべきである。運用費用は受益者負担で よい。ただ し、IT分

野の特徴 として、ボーダ レスにインフラを使 われる可能性 があるので、そのただ乗 りを排

除す る技術開発 を並行 して行 わなければいけない。 もしくは、ボーダ レスに対応 した受益

者負担 にな る仕 組み を考 える必要がある。

(3)日 本 はイ ンフラ整備の方 向が間違 っていた

日本は、社会保障 がす ごく充実 していて、社会的には安定性を もた らしている。しか し、

貿易収支は黒字 どころか、赤字論議 が出てい る。おのず と、赤字の方 向にい くと、 にん じ

ん とかねぎ とか が買 えな くなる。従って、国 とい う概念が どれ くらい続 くのか、軍備 がな

い国は滅びるのか、食料に対 してい ざとい う時の備 えが必要なのか、そ ういった ことを並

行 して考 えない といけない。

シンガポール ぐらい小 さければ、 自分の ところで閉 じられ る と思わないか ら、当然、オ

ープンになって
、農 業をや らないとか電気 を買って しま うな どを実施 し、都市国家 になる。

しか し、外か ら見る と日本 のキャパシテ ィはす ごく高い評価 で、潜在能力が高い と見 られ

ている。それ な りの力 があ り、 日本は一国でキャパ シティを持 ってい る。米国では首都圏

で も道 は穴だ らけだが、 日本 では田舎に行っても田んぼの中の道まで きれいに舗装 されて

い る。 それ は、イ ンフラの整備 の方 向が間違っていたのである。
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(4)今 の国の研究開発は企 業に とって支出の多い慈善事業

補正予算 は、使いに くくて ど うしよ うもない。人件費 に経費 を全然認 めて くれ ない。そ

れがネ ックで、実質4分 の1し か払 って くれない。 これでは、み んなや りた くない方向に

行って しま う。企業 に とって国の研 究開発は支出の多い慈善事業 であ り、特 に今 の企業の

体力では、や ってい られ ない。

2.4.2B氏 意見

(1)ITが 重要 だ とい う認識 を予算 に反映すべ し

IT不 況 といわれ るが、ITに も不況ITと 好況ITが 有 り、国 として伸びそ うなIT分 野を

ど うす るか、将来を見据 えて推進 しない とい けない。

今 はまだ国のIT関 連予算の金額が少な く、研 究者やIT産 業 に とっては魅力が無 いので、

今後何 をすべ きか との深い議論にな らない。将来大事なITだ か ら、予算 もこれだ け突出

す るい う風になって欲 しい。財源 が余分に有 るわけではないので どこかを削 らな くてはな

らない。道路 か らとか、誰 かが全体 的に見て難 しい総合判断をす る必要がある。

(2)総 合科学技術会 議が全体 を見 てIT予 算 まで決 め られ る体制 にせ よ

総合科学技術会議 は トップダ ウンで検討 をす る仕組みを作ったが、まだ本来の役 目を果

た し切れていない。テーマの重要性は議論 し、抽象論 では非常に良い ことを言 ってい るが、

誰がや るか とか、成果 は何 が見込め るか とい うよ うな実行面の議論 が深まってい ない。内

閣府 のフィロソフィーまで練れ る人材が必要 かも しれ ない。や り方 もまだ従来の枠 に縛 ら

れ、最後 は省庁 に下 りてい る。省庁横断で検討す るよ うになって欲 しい。少な くとも米国

は省庁 間に跨 る組織 で議論 出来、予算 を決定 出来 る体制 になってい る。 一

2.4.3D氏 意見

(1)投 資の対象 を、国民の恩恵 とい う観 点か ら応用分野に拡大 してい くべ き

国のIT研 究開発投資は、これまで、高性能 コンピューテ ィングといった、ハー ドウェ

アに近 い技術開発 に偏 っていた。今後は、国民の恩恵 とい う観点か ら、応用分野に拡大 し

てい くべ きである。

(2)快 適な生活環境 を実現す るためには、多 くの技術的課題 を解決 しなければな らない

国民 の恩恵 には2種 類ある。一つは、国民 に快適 な生活環境を提供す ることで ある。 日

本が迎 える高齢化社会 に対応す るた めの、デ ジタル デバイ ドの解 消、医療、バイオテ クノ

ロジー、高度道路交通システム(ITS)、 地域 コミュニケーシ ョン といった、公共のた めの

さまざまな施策 は、技術的な課題 をた くさんかか えている。地球温暖化への対策 としては、

新 しいエネルギーの開発が必要である。 リサイ クルや グ リー ンPCも 大事 であ り、環境破壊

防止 も重要である。新エネルギー開発 の分野で も、スーパー コン ピュー タで計算す るアブ
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リケーシ ョンが、相 当に存在す るはずである。つま り、こ ういった応用分野の研究開発 を

かな りや る必要があ る。

(3)国 家が支援す る研究 開発に よって、新 しい産業を創出 し、雇用 を確保する

もう一つの国民の恩恵 は、産業 を創 出 し、雇用 を創 出することである。国のIT投 資の

範 囲は、基礎研究だけでな く実証フェーズにまで及ぶべきである。新 しい産業 を創 出 した

り、ある産業で欧米 に対 して競争力 が増 した りす ることは、公共分野への投資 と同 じく、

国民に恩恵を与 えるので、税金を使 う価値 がある。そのよ うな産業の領域で、 日本 が世界

の フロン トランナー にな る とい う旗 印 を掲げ、国が技術 開発 を支援 す る必要が ある。

(4)何 を研究す るか を考 えることこそ、 もっとも重要な研究テーマ

いまや、研 究のや り方 よ りも、何 をや るかのほ うが重要である。何をや るかを考える研

究に こそ、 ほかの研 究 と同 じどころか、一番力 を入れなければな らない。そ うしない と、

今 自分 に出来 ることだけを研究す ることにな りがちで ある。大学において も同様であろ う。

その道 の大家になるほ ど 自分の専門領域 だけの研 究を進めることとな り、新 しい領 域には

取 り組 まない。新 しい研 究 をや るのはち ょっと跳ね上がった先生 とい うことになる。何 を

研究す るか とい う点では、大学 も大 き く変 わる必要 がある。

(5)国 家 によるIT投 資の範囲 には、基礎 研究のみな らず実用化 も含めるべ し

これまでは、企業の研究所 にお いて さえ、研究のテーマを選ぶ ときに事業化をそれ ほ ど

念頭 におかないケー スもあった。技術志向でや り、あ とか ら事業 に結びつける方法 を考 え

ることが、仕方がない とい うよ りも、望ま しいこととされていた。企業の立場 として は、

遅まきなが ら大いに反省 してい る。 しか し、企業だ けでな く、国 の レベルで もはっき り事

業化 の 目的を定めて研 究 しない と効率 が悪い。米国では、最後 には事業 として具体的 な成

果が出て くる。 日本 で も事業化 を考えてテーマを選び、研究 を進 めてい く必要がある。研

究の最終 目的は事業化 であ り、そ の道筋 を考 えることも研究者 の仕事であると広 く合意 を

得 る必要がある。

過去 の米国では、スーパー コンピュータな どの ようにハー ドウェアに近いほ うの技術 は、

軍事用途 として中長期 的に研究 し、その結果 をベースに商用化 している。欧州 では、通信

分野にお けるモバイルの標 準な どの よ うに、デファク トスタンダー ドをとり、世界標 準に

しよ うとい う方針でやっている。応用分野 といっても、バイオロジーや新エネルギーな ど、

相 当に高度 な技術が必要 にな る。応用分野において も企業の競争 にまかせ るのではな く、

日本が フロン トランナー になれ るよ う、国が リー ドす るべきである。最終的 に製 品 とな っ

て調達出来 るくらいでな い と成果 とはい えない。最初 の基礎研究か ら試作 して実証す るフ

ェーズまでを、国のIT投 資 として リーダーシ ップを とって リー ドして頂 きたい。
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(6)基 礎研究ではプラ ッ トフォー ムのアーキテ クチャに国家の資金 を投入すべ し

日本は これまで、プ ラッ トフォームのアーキテ クチ ャを制覇 したことがない。これ こそ、

国の金 をかけてや るべ き研 究では ないか。

過去 においては、OSな どソフ トウェアでデ ファク トスタンダー ドを取れ なかったが、

やれば出来る と思 う。相手 と同 じことをやれ ば、か な らず勝て る。例 えば、メインフ レー

ムの時代 に、 日本企 業は20年 ほ どの時間をかけ、技術的に追いついた。 ところが、追い

ついた ときにはメイ ンフ レー ムの時代ではな くなっていた。そ して、IBMは 他 の企業 によ

り作 られ たオープンな世界 にお いて、 日本企業 がや ったよ うな、技術的に追いつ くとい う

道 を歩んだ。

日本がターゲ ッ トをはっき りと決 め、同 じ金額 を投資すれば、ちゃん とした勝負 になる。

しか し、いい勝負 が出来 るか どうかは掛ける金額にかかっている。特に、企業 が ソフ トウ

ェアにか けられ る金額 は、ハー ドウェアに比べ る と使 いたい金額 よ りも不足 している。 こ

のことは 日本全体について も言 える。国 レベル のIT投 資において も、望ま しい投資額 の2

分の1、3分 の1ど ころか、10分 の1、 数十分 の1で しかない。 ソフ トウェアは、金 をか

ければ勝て る領域 なのに、金 をか けないた めに負 け続 け、 日本 は 自信 をな く してい る。

(7)ソ フ トウ ェアの重要性 を認識 し、 ソフ トウ ェアへの研究開発投資 をもっと増 やすべ し

プロジェク トの提案 において、 ソフ トウェアは定量的にメ リッ ト、効果の説明が難 しい

が、 ソフ トウェアのIT産 業の 中での重要性を認識 し、 ソフ トウェアへの研 究開発への投

資 をもっ と増やすべ きであ る。

2.4.4E氏 意見

(1)IT投 資を充実すべ し

IT投 資は、公共投資 とか新社会資本 とかい ろいろ言 われてきたが、全産業 に共通の基盤

としてITが 果 たす重要性 を考 えた ら、従来の公共 投資、道路 につ ぎ込んできた レベルに

劣 らない投資 をや るべ きだ と思 うし、やって欲 しい。

(2)情 報は あらゆる ものの横 串 一縦割 りでは駄 日

常に問題なのは縦割 りの部分。今まで 日本が伸びて くるのにこ うい う制度が役 に立った

であろ うが、ITに 関 しては縦割 りの考 え方では うま く行かない。例 えば学会の例 で言 えば、

情報処理 学会 とい うのが単独 であ るが、ほ とん どどの分野 も情報技術 がベースにない と駄

目なわけで、情報処理学会 とい うのは横串の働 きをす る必要がある。従 って、そ うい う観

点で、公共投資の よ うなもの も、それが何 であって も横串 とい う位置づけで情報技術 に金

を出 していかない といけない。

、
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2.4.5F氏 意見

(1)ソ フ トウ ェアの研究 開発への支 出を増やすのが第一歩

米国 と競争 してい くに しては、 ソフ トウェア分野への国の研 究開発支 出は喧伝 され てい

るほ ど多 くはない とい うのが実態である。 む しろ、だんだん絞 られて、大 きなソフ トウェ

ア研究開発 プ ロジェク トはほとん ど無 くなって しまった と言っていい。 日本 では、IT投 資

とい うと、 どうして も通信 回線や装置な どのハー ドウェアになって しま う。新 しい ソフ ト

ウェアの研 究開発へ の投 資をなん とか しなければな らない。
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2.51T研 究開発拠点の国外流 出の是非

■IT産 業 を 内立地す るには空洞 ヒの 、因の大元 を断つ しかない

IT産 業の国内立地が困難になった理 由として、給与水準 と物価水準 がグローバルス

タンダー ドになっていない とい うことと、日本ではキャッチア ップモデル(セ カ ン ドラ

ンナーモデル)が いまだに続 いてお り、ク リエイテ ィブな仕事が出来ず、自前で研 究タ

ーゲ ッ トを創 出 していない とい うこ とが挙げ られ る。

この対策 としては、①給与水準 と物価水準 とをシンクロナイズ して下 げる、② 日本流

の新たなキャ リアデベ ロップモデル を考 える、③研 究ターゲ ッ トを開発 するための専門

研究所 を作 る、④研 究開発 に更 なる競争原理 を導入す る、な どが考 え られ る。

■ によ り の をプール る を り か らの めた

を確保 す るこ とを考 えるべ し。

ITの 研究開発 における最 も大 きな問題 は人材の不足であ り、研 究開発拠点 を海外 に

求める大 きな理 由が人材の確保 である。日本には、米国の よ うに国のプロジェク トや資

金に よって大学や国研 に研 究開発 の人材 をプール し、維持す る仕組みが存在 しない。こ

れが、特 に基礎研究 にお けるIT研 究開発者 の層 の薄 さや、海外 の研 究者か ら見て、 日

本が魅 力 に乏 しい と言 われ る大 きな理 由 となっている。

■ の主 によ り テーマ に え の を ことを る

海外 に研究所 を置 いても実際に成果 を出すのは難 しい し、自分 自身の技術 の低下 を招

く恐れがあるほか、技術 の輸出規制 とい う阻害要因 もある。研 究開発部分は 日本 国内で

実施 してい くべ きである。研 究開発拠点の国内立地に関 しては、国はテーマ を掲 げるだ

けでな く、国の方針 を具体的 に示 して、テーマ毎 に適切な形態 を持った研 究開発拠点 を

設置す ることを提案す る。

■バー"ソ フ の'の ま 必 し の に ま が らオい

製造 は、企業であれ ば一番 コス トの低 い場所を探すだけであ り、海外への流 出は 自然

の流れ である。ただ し、ハイテク領域や高付加価値の分野では、日本での開発/製 造 が

今後 も続 くし、この よ うな領域 は相 当残 ってい る。ソフ トウェアの海外発注 も単純作業

が多いので、それ に よって 自社 の技術力が低下す るとは思っていない。

■ の が 日 にあれ ば研 究 を仁'の は'外 で あって も い

IT研 究開発拠点の国内立地 とい うのは、 ある意味で どうで も良いこ とで、何 を作 る

かを決め る頭の部分 が 日本 にあれば、それ を実現す るのは海外で あって も良い。ただ し、

日本国内に立地 した方が良い面 も多分 にあるので、国内で人 を集 め ることを考 えない と

いけないが、 これ はいろいろな問題 があってかな り大変である。

■ 日本 か らの技術流 出を阯 す る方策 を考 えるべ し。

米国は、国策 として国内産業の競争力強化を考え、実行 してきたが、 日本にはそれに対

抗 しよ うとする意思が感 じられない。一方で、 日本は強み としていた半導体技術や製造技

術を無原則 に世界にばらまいて しまった。米国は国の宝にな りうるとい う見通 しの中で、

黒を白と言ってで もコン トロールす るとい うよ うな ところがあり、 日本 も参考にすべ きで

ある。
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2.5.1A氏 意見

(1)IT産 業 を国内立地 す るには、空洞化の原因の大元を断 て

IT産 業 を国内立地す るとすれば、なぜ空洞化が起 こったかの大元の原因 を断たない と、

絶対 に国内立地出来な い。なぜ 日本 に優秀 な外国研究者 が来たが らないのか、その根本 に

戻 らない と米 国並みの ク リエイテ ィブな力が出てこない。

国内立地論 に関 して言 えば、立地 しない理 由が二つ ある。一つは、給与水準 と物価水準

が グローバルスタンダー ドになっていない とい うことが大元 にあ る。 国内立地 しない も う

一つの理 由は、ク リエイテ ィブな仕事が出来 る場所 になっていない、 自前で研 究ターゲ ッ

トを創 出 していない とい うこ とである。

(2)国 内立地 しない理 由①

・保護 され た農水産業 で決 まる高 い物価水準、給与水準の 日本

バブル前か ら、農業、水産業 については保護政策がず っ と続 いていた結果 、グローバル

スタンダー ドの物価の水準か らず っ と離れて並み外れて高 くなっていた。一方 、エ レク ト

ロニクスな ど、 自動車 も含 めて製造業 はグローバル競争の波に さらされて、そ こで も戦 え

る価格 レベル にな らざるを得なかった。 このような状況で、給与水準 は農業、水産業か ら

決 まって くる生活費 によって決ま る。 日常食 っていけるか どうか、電力費、水道費がい く

ら位 かによって、給与がい くらかが決まって しま う。日本は、農業 、水産業の保護政策で、

日常の食物が結構高い。それ に合 わせ て、他の 日常品の価格、電気、水道の値段 といった

イ ンフラコス トが決 まって しま う。 庇護 されていると 「もや し」にな るし、国際競争に も

まれ ると強 くなる とい うことの長年にわたる積み重ねの結果 が、給与は国際水準並み、物

価だ け極端 に高い とい う日本 の状況で ある。研究開発部門のスタ ッフに とって 、そ こで生

活す るのは心地良 くな く、長期 間止 ま るサイ トとしての魅力 を持 たない。

・日本企業の海外展 開は必然

日本の企業 は、世界の トップ技術 を海外に移転 し、空洞化 を招 いている。経営者の経営

ロジ ックか らいった ら、海外展開すれ ば得 られる製 品の原価が全然違 うので、海外に持 ち

出す のが必然 である。単純 に 目先 の利益 を追って、本来は守 るべ き技術 を外に出 していっ

て しまったわけではない。生活費等のバ ランスを根本的に変 えない限 り、外 に出すのは必

然である。企業 としてはそ の方が儲 か る。 ノウハ ウを出さない と、安いアジアコス トを享

受出来ない。 アジア コス トがなぜ安いか とい うと、アジアの生活費が安 くて、それ に見合

った給与 を出 していれ ばよいか らであ る。

すべての議論 は、物価水準 、給与水準がグローバルスタンダー ドになっていない ことか

ら始ま り、全面的なグローバル化 が遅れているか らこそ、海外展 開せ ざるを得 ないのであ

る。
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(3)国 内立地 しない理 由②

・キャッチア ップモデルでター ゲ ッ ト設定 力な くク リエイテ ィブな仕事が出来 ない

日本では、海外の論文 を勉 強 して研究をや った とい うた ぐいが多い。最初のニーズ指 向

のターゲ ッ ト設定 とい うところは技術者 が軽ん じて、そんなマーケ ッテ ィングとか営業 と

かには熱心 に取 り組 まなか った。 独 自研 究を展開するノウハ ウが 日本 には余 りに も少なす

ぎるのである。 もともと日本が持 っていたキャ ッチア ップモデルがいまだに続 いてい る。

一部 は
、政府 の指導 を仰がなかったSonyと か、且ondaと か は、それを脱 していたけれ ど

も、それが続 くかど うかも怪 しい。独 自研究 を展開す るノウハ ウを持 っていない研究指導

者が リーダー層になってきたので 、.下にも繋 が らな くなった。それは、教育 のせい とい う

よ りも経営の効率化 を言 い過 ぎるあま りか もしれ ない。明 日、明後 日の飯 より今 日の夕飯

を用意 しろとい う時代にな りつつ あ るか らである。 これが独創力 ある研究者 が育 ちに くい

とい う状況を作 り出 してい る。先端 のIT研 究 は収穫逓増モデル が成 り立つ分野で、優秀

なターゲ ッ ト設定力 を持ってい る研 究所 にはた くさんの優秀 な研 究者が集ま りやす く、そ

うでない ところには集 ま らない とい う、,一人勝 ちのモデルが成 り立つ フィール ドであ る。

後追いの研 究機関では魅力がない し、短期視 野の研究 ターゲ ッ ト設 定にも魅力 が感 じられ

ない とい うのが二番 目の理 由で あ る。

この二つの理 由か ら、ITを 国内立地す ると言 って も、その根本が直 らない限 り、どんな

施策 をや っても変わ らない。 ク リエイティブな仕事 は、米 国だった らNSFが 萌芽的研究

をサポー トしてい る。 そ うい う国全体の中で萌芽的研究 をサポー トす るメカニズムが ある

か ら、次 に続 けるこ とが 出来 る。

・セカン ドランナー モデルか ら脱却出来ていな い

松下 のセカン ドランナーモデル が1980年 代 の成功 のモデルだった。その頃、米国は今

のよ うにIPRを 徹底的 に保護 してなるべ く外 に出さない とい う状況 よりははるかにおお

らかであったか ら、 このモデル が成 り立 った。米国は、や られた ときに、 日本 に限 らず 、

後か ら追いかけて くる ドイツな どを徹底的に分析 して ク リエイテ ィブな研究体制 を作 り、

プロパ テン ト政策 で ともか く先 取 りし、すべてを取 って しま うWinner-take-a■ の世界 に

しよ うとし、それを実現 しつつ ある。 日本はセカン ドランナーで頑 張って、最後 に勝つの

だ とい う戦略では勝 てな くな り出 した。 ライセ ンスがあって、い ざ製造にかかった ら儲 け

のほ とん どを持 っていかれて しまった。

米国では、ク リエイティブ な研究体制 としてNSFあ た りがグラン トを出 し、かな り国

の費用を投資 してい る。 日本 の政府 はそれ を安上が りで済ませ てきた。研究開発 は後追い

研究で、技術導入の窓 口だった。 それはキャ ッチア ップであ るか ら、その時代のモ デル と

しては効率が良か った。

今後 は、時代が変わ ったので、そ こを組替 えていかない限 り駄 目である。後追いを研究

と定義す る国の考 え方が間違 ってい るこ とを説 明 し、そ うい う基本的な ところを国民の コ
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ンセ ンサ スに しない といけない。それが政府の役 目である。 だが、政府 はそれ を理解す る

人が トップ にいないため、そ う考 えてはいない。

米国では、SRIと か ラン ドといった研究所が、米国が世界の中で ど うい う科学戦略 をと

るのがいいのかを常 に考 えている。アフガニスタンを攻めることも考 えていたかも しれな

い。彼 らは、 ビジョン とか、モデル とか、 コンセプ トとかを考 えるのが好 きである。 日本

人は、どち らか とい うとそれが得意ではない。 コンセプ トを考 える方向へ持 ってい くこ と

を次に考 えない といけなV)。

(4)国 内立地の解決策①(国 内立地 しない理 由① に対 して)

・物価、給 与を下 げる

国内立地 させ る方法は、先ず、 グローバルスタンダー ドか らの物価水準、給与水準 のず

れ に関 して言 えば、物価 も給与 も下げ るとい うのが解決策 の一つである。

給与水準 と物価水準 とをシンクロナイズ して下げる施策が必要である。庇護、保護 を受

けている産業の 自立化 を推進す る施策 をや らない と、IT産 業 も、製造業 も立ち上が らない。

物価 を抑 えるために、規制 をはずす とか、戦後の焼 け野原 になる とい うシ ョック療法な ど

といった方法以外に、 もっ といい方法があ ると考 える。

今 、デフ レになって いるが、根本に戻って、何のためにデ フレを解消 しなけれ ばな らな

いのか、デ フ レをさらに続 けるべ きかを議論 しなけれ ばな らない。要す るに国の構造モデ

ル を変 えるとい う大元 に戻 らない といけない。苦 しいか らデ フ レを止めてモ グラたた きを

やれば、別 の苦 しさが出て来 るはずである。物価 を どん どん上げれ ば空洞化は進 む。

中国で も、生活水準 が上がれば人件費が上がる。台湾か ら、半導体 とかパ ソコンの組立

ライ ンが 中国に移ってきている。経済原理で移 るだけであるか ら、その時に どれだけグ ロ

ーバルスタ ンダー ドを うま く取 りこめるかで ある。

米国では、国内におい ては、R&Dと 極 めて高級な ものに特化 してい る。 しか し、彼 ら

は或 る程度の物価の安 さは保 てた。安価な労働力のスペイ ン系移民を使 って、大規模製造

業を行い、 日本にも進 出 してきてい る。GEは 白物家電は止 めて、よ り付加価値の高い も

のに寄せ ている。 しか し、いずれ追いつかれ るか ら、やは り新 しいものを作っていかねば

な らない。

歴史的に見る と、第二次世界大戦 で 日本がや られたか ら、なにか手段 を考 えた。その後 、

日本 と ドイツが成長 を遂 げて、大英帝国が沈 んで しまった。戦争 に勝 ったけれ ども、沈ん

で しまったのは、技術革新 、社 会構造の変革 があったか らである。結局、イ ギ リスが変 わ

ったのは、サ ッチ ャー に よってであった。小 泉首相 がサ ッチャーになれ るか どうかが問題

だ。
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(5)国 内立地 の解決策②(国 内立地 しない理 由① に対 して)

・日本流の新たなキャ リアデベ ロップモデル を考 える

解決策の二つ 目は、 日本流の新 たなキャ リアデベ ロップモデルを考 えろとい うことであ

る。

ベンチャー ビジネ スモデル とい うのは、モデル 自身 は既に米国の二番煎 じである。米国

が うま くいっていれ ば、 日本で も うま くい くだろ うと考 え勝 ちで あるが、持 ってきた とこ

ろで うま くいかない。米国 と質的に違 うところは、 日本では、その 日暮 らしで食 っていけ

るベ ンチャーは出来るけれ ども、大きな成長力や速い立ち上げ力 など、質の高 さを兼ね備

えたベ ンチャーが育ちにくい ことであ る。従 って、米国流のベンチ ャー ビジネス+オ プシ

ョン株に よる出世物語みたいなモデルの代わ りに、 日本流の新たなキャ リアデベ ロップモ

デル を考えなければな らない。転職に よるサ ラ リーア ップモデル 、特許成金モデル、中村

さんがや られた ような事業成果 フィー ドバ ックモデル といったネー ミングのモデルを考 え

ない と日本 のこの分野 での将来がない。

米 国は、研究開発の成果 を国が取 り上げてロイヤ リテ ィを取 る といったケチ なことを し

ないで、 どん どんメーカに商売の種 を与 えて税金で回収 しているが、 日本にその米国のモ

デルを持 って くる際には、競争 とい うこ とが活力 を生む とい う本質を踏 まえた上 で、取 り

込 まない といけない。持って くるに しても、年功序列 とか既得権 とかいった 日本 の仕組み

を考 えた上で しっか りと持 ってこない と、いろいろな ところで問題が出来て、ス ッポ リは

ま らな くなる。 良い ところを部分的に持 って くるモ グラたた き的な持ってき方ではなく、

も う少 しシナ リオを持 って持 って くるべきであ る。つま り、元気 の出るよ うな生涯 ライ フ

プランを立て られ るよ うなモデル をク リエイ トすべ きである。経済産業省がすべ きこ とは、

こ うい うモデルを提案す ることである。米国のベ ンチャー制度がいいか らそれ を持ってく

る とい うのはお手軽す ぎる。

・日本でク リエイ トする人材 を蓄積す るには欧米で勉強 させ る

セカン ドランナーモデルか ら脱却す るには、ク リエイティブな人 をもっ と増や さなけれ

ばならない。それは簡単で、受け入れ られ る限 り先進 国である欧米にIT人 口を送 り込め

ばいい。 そ こで勉強 させ て 日本 に戻せ ばよい。

IT先 進国に勉強に行け とい うことは、技術者 はグm－ バルスタンダー ドな ところでや ら

ない とど うしょうもない とい う意味合いである。 中国は、キャ リアデベ ロップメン トのモ

デルがそ うなってい る。MITに 行 くために、MITの 予備校の清華大学に行 くモデル が確

立 している。そのモデルが 日本 ではまだ確立 していない。

米国は、IT労 働者500万 人の うち、100万 人は外国か らの労働者 で、シ リコンバ レーの

30%は イ ン ドか らの労働者である。そ して、イ ン ド人が結構ベ ンチ ャーを起 こ した りして

いる。

今は価値観 の変化 時期である。 失業 して、 日本 にジ ョブがない とす ると移民に行 って し
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ま う。魅力 がなければ、 日本の大学 で学ぶ ことは不利 にな り、4年 間を無駄 に過 ごす こ と

になる。 日本 にいて も しよ うがな くなる。 この魅力のな さが存在す る限 り、 日本 には人材

は こない。その魅力 のな さの大元は、,サラ リー と生活費にある。

(6)国 内立地 の解決策③(国 内立地 しない理由② に対 して)

・研究 ターゲ ッ トを開発 する専門研究所 を作る

二番 目の、 自前のターゲ ッ トを出 してない点に対す る解決策は二つ ある。一つは、研究

ターゲ ッ トを開発す るための専門研 究所 を作 るとい うことである。経済シンクタンクはた

くさんあるが、科学研究 シンクタンクはあま りにも少ない。先端情報技術研究所はそれ に

近いが、今 は必ず しもそ うではない。テーマ発掘プロジェク トにお金 をつけて、 この専門

の シンクタンクが事務局ではなく、主役 として働 くべ きである。技術進化 のシナ リオ作 り

と、それ を待 ち伏せ研 究に結び付 けるこ とが ミッシ ョンの研 究所 にす る。

IT分 野の技術戦略は、結局、待 ち伏せ戦略である。大概 の人がほ とん ど同 じよ うな技術

を手に して、同 じよ うなアイデア を最終的に手に入れ る分野であるか ら、時間軸で どれだ

け早 く実現 したかで勝負がつ く。待 ち伏せ戦略を実行す るとい うことは、皆が後 に付 いて

来 る共通の王道 ターゲ ッ トを早 く見つける とい うことであ り、それは難 しい ことであ る。

や っと、先のターゲ ッ トを見つ けた と思 って も、後 ろを見た ら誰 もついて来なかった ら、

それは 「インチキターゲ ッ ト」 である。

そ うい うシナ リオ作 りと皆がついて来るテーマ設定が出来れ ば、プ ロパテ ン ト戦略 も楽

に出来 る。 プ ロパテン ト戦略で注意すべき点は、本来 の権利 を主張す るのではな くて、屈

理屈で権利 を主張す るこ とがある点である。Qualcommの よ うに製造部門は全部売 って し

まってパテ ン トだけで商売 してい る と、い くらでも値 を吊 り上げて、相手 を饅頭 の薄皮 ぐ

らいは食 える程度まで追 い詰 めるこ とが出来 る。そ うい うのが金儲 けとしては効率がいい

か ら、誉 めそやす技術 マスコ ミが いる。 そ うい うや り方 は長続 き しないはずであるが、短

期的 には一つのプロパテ ン ト成功例 とも言 える。

日本はそ うい うところにパテン トや ライセ ンスを取 られているので、もっぱ らMicrosoft

といった ところにお金 を貢 ぐモデル になっている。 これ は、 自前 でターゲ ッ ト設 定をす る

ことを しなか ったか らである。 日本 は製造 で生き られれ ばいい と、国のお金で10ミ クロ

ンオーダー の製造技術 の研究な どを行 っている。 しか し、製造技術で も、徐 々にモデル特

許 とかアル ゴ リズム特許 とかいった ソフ トウェアが入 ってきてお り、 日本 は製造で も弱 く

なる。すなわち、成熟 し、技術 自身が古 くなって くると、価値が低 くなることを認識 して、

常にブラシュアップす る努力 をしない といけない とい うことである。その技術の新 しくな

り方 の一つが ソフ トウェア指向であ る。

日米の大きな差はク リエイテ ィブなターゲ ッ ト設定力にある。 ク リエイテ ィブなターゲ

ッ ト設定力 を持っためには、研 究の意義 を理解 し、過 去のプロジェク トの良い ところ、悪

い ところを含 めて深掘 りし、分析す ることが一つの方法である。 日本では第5世 代 コンビ
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ユー タの研究でや っていたことだが、今頃になってインテ リジェン トエージェン ト等が話

題 に上がって きてい る。 日本は これ をばっさ りと切 って しまったが、米国では、細々 と続

けている研究者がいた。米 国は、失敗か も知れないプ ロジェク トでも終った ものにっいて

の評価 をきっち り行 っていて、その 中で価値 を認 めた ものに対 しては、細々 とではあるが

継 続 してファンデ ィングをお こなってい る。

米国は、幾つかツール とか方法論 を持ってい る。方法論を重視す る米国は、その方法論

が次 に継承 され て新 しい場面でまた適用 され る。今 日の夕飯 のこ とばか り考 え、方法論 を

持 たない 日本は伝 えよ うがないか ら、後 の人はその時々の価値観でターゲ ッ トを設 定 し、

結 局、ク リエイテ ィブなターゲ ッ ト設定が 出来ない。

・ターゲ ッ ト設定には先行待 ち伏せ戦 略を効率 よ く行 う方法論 が必要

日本 では、Eコ マースをや りたい とい うこ とで新 日鉄 が頑張ったが、鉄屋 さん どころか、

新 日鉄傘下のグル9-・一一プ企業、下請 け企業 さえ も徹底 出来 なかった。 その理 由は、Eコ マー

スのよ うなものは、やは りカルチ ャーまで変 える必要があるとい うこと。そのカルチャー

が定着す るには、諸 々の生活習慣 を含 めてい ろいろなことに時間が掛 かる。 それが待 てな

いので無理 だ とい うことになる。 従来か らあるところを変 えるよ うな形で電子化 しよ うと

して も、あま り成功 しない。やは り、新 しい ビジネ スが起きつつ、その中で取 り込 まれ る

形でEコ マースを発展 させていかない と、産業構造全体への展開に至 らない。例 えば、JR

のSuicaは 、今までの磁気 カー ドをただ単 に無線化 しただけではな くて、Suicaカ ー ドで

通 ることによって、今まで と違 う情報 、例 えば、キセル防止な ども取 り込めるよ うになっ

ている。 このよ うなものが生 まれ る背景 には、シー ズが先 にあ るわけではな く、シーズを

しっか り研究 して、ク リエイテ ィブ なターゲ ッ トを見つ け出す努力が不可欠である。 日本

の電子政府 のよ うな、総務省 か らい きな り請負発注 とい う形では出てこない。

結局、最終的には先行待ち伏せ戦略が必要 である。先行 し、待 ち伏せ して、ター ゲ ッ ト

を的 中させなければいけない。 ターゲ ッ トを間違 えてはいけない。従 って、ターゲ ッ ト設

定のための研 究が、 これ か らの 日本 に とっては命 綱にな る。

数打てば当た る的 なターゲ ッ ト設 定方法 もあ り得 る。例 えば、米国のNSFは 、 グラン

トで2000万 円、3000万 円のポケ ッ トマネーをば らまいてい る。 しか し、 日本 の経済力で

ほ、それ をや っている余裕 はない。 ターゲ ッ ト設 定を効率良 く行 って、 ようや く日本が勝

てる。 そ して、米国 も反省 して 日本 を学ぶ とい うサイクルが次 に来て、そこでやった競争

が前進 を生む。

先が どうなるか分か らない ときには、或 る程度数打たなけれ ばだめか、それ とも方法論

が別 にあるかは、研究所を作 って、然 るべ き人が運営 して初 めて判 る。 どこの森がいいの

か、森 を当てることと、森がわか った ら、森 の どの木がいいのかを当てることの両方をや

らなければいけない。森の木を全 て一本つつ調べだ した ら、 これは相 当体力がない と出来

ない。 ここ ら辺 とい う能力 をつけ る方法論 を持たない といけない。米 国は、 日本 と比べ る
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とそれを うま くやっていることは確 かである。体力のない 日本が うま くや らなけれ ば負 け

るのは当た り前 で、 もっ とそ こに力 を入れ るべ きだ と主張 したい。

しか し、誰 がや るのか も問題で ある。 大学 の先生 は、閉 じこもってい る方 が楽 である。

この楽がグローバルスタンダー ドか らはずれてい くことになる。個人 として既得権 にすが

って楽をす ることは、全体を駄 目にす ることであ り、それを無 くさない といけない。幸 い、

現在、無 くな りつつ あるが、それで も30年 はかか ると言われてい る。それ を、今 回の議

論を通 じて、提案 して仕掛 け、速 める しかない。 しか し、提案 して も、現場 における経営

とか、技術 自身の問題に帰着す る前 に、政治的に動 く人によって政治的判断 をされ て しま

うこともある。従 って、間違 った ときに対す る突っ込みが出来る仕組 みを考 えておかなけ

ればな らない。隠 した ら進化 はない。米 国はオープ ンに し、駄 目な ら裁判 にす る。そ して、

その反省 がすば らしい。痛い 目に合 わせ ればいつかは直るけれ ども、それ を能動的に 自ら

変 えてい くように しな くてはい けない。 だか らこそ、それ を考える研 究所 を作 ることを提

案 したい。 その研究所では、実際に研究 して商品を出す ことを通 じて ターゲ ッ ト設 定する

しかないが、今の 日本 のIT産 業の規模 でい うと、 日本 に1ヶ 所作 って、その成果 を全て

の企業が共有 し、その中で具体的な製品 を作 る競争 をすれば良い。

(7)国 内立地の解決策④(国 内立地 しない理 由② に対 して)

・研究開発 に競争原理 を導入す る

自前のターゲ ッ トを出 してない とい う問題 の二つ 目の解決策は、研究開発へ の競争原理

の導入である。 日本 における研究開発 の問題の一つ に、競争 がまだ甘い とい うことが挙げ

られ る。 アイデア提言 に対 して、建築分野 のコンテス トのよ うな ものがない。

研究成果 の評価 をオープン化す るのが甘 い。 もっ と可視化 し、極端 に増幅 して見えるよ

うに しなければな らない。失敗 プ ロジェク トの原因追求も徹底 して行 い、新 しい提案 をつ

けて出 し直す ところまでを義務付 けるといったことも必要であろ う。今 は、失敗 したか失

敗 しなかったか さえも分か らない よ うな格好 で終っている。結局、あま り使 われな く、使

われない理 由もはっき りしないままで終っている。 その原因追求の過程 で、新 しい ク リエ

イテ ィブなターゲ ッ トが生まれ るのではないか。

研 究開発の競争原理導入 に向けて、オープ ン化 と共に グローバル化が必要で ある。

海外 の人が 日本の大学に来て何を期待 しているのか といえば、大学で 自分が研 究 した成

果 を 日本のマーケ ッ トに出 して、そ こで ビジネスが出来 るとい うことである。 しか し、 日

本 のITビ ジネスは非常にローカライズ されていて、グローバル なITビ ジネ スは 日本には

ない。非常に 日本的な慣習をいかにITで 実現す るか とい うビジネ スはた くさんある。 し

か し、グローバルな ものは世界のスタンダー ドの中で作 らな くてはな らず 、世界市場 に向

かわなければいけないのに、 日本ではそれがない。 従って、海外の人が 日本 に くるメ リッ

トは少ない。

グローバル化に向けては、鹿 島ア ン トラーズにジー コを呼んできて何億 円かの価値 を生
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んだ よ うに、NSFの 元プ ログラムディ レクター等を呼んできて、プログラムマネー ジャを

お願いす るのも一案 である。 それに より、モデル を変えるとか、発想転換が生まれ る とか

の価値 を生む こ とが期待 され る。モグラたたきをす るために呼んで来 ては駄 目である。 グ

ローバルになったか ら、過去のものを壊 し、その選手のその時の能力 がお金にな るよ うに

値段 をつ ける仕組み を作 らない といけない。

い くつかの分野 は既 にグローバルになっている。ゲームソフ トの世界がいつ まで もバイ

タ リテ ィを失わない理 由は、そ うい うところにある。強い分野 は、 これぞグローバル だ と

い う世界 に持っていける。 フォ ローばか り行 っていた分野 は、い くらグローバルだ といっ

ても、方法論 を知 らないのだか らや りよ うがな く、それ こそ留学す る しかない。

2.5.2C氏 意見

(1)日 本 には研究開発の人材 をプー ル し、維持 してい く仕組みが不足

ITの 研究開発 において最 も大きな問題 は、人材 の不足 とい うことに尽 きる。IT関 係 の

基礎研 究 を行 う研究者 の数 は、ITが 重点分野の一つ になっている現在 において も農業 関係

の研究者 に比べては るかに少ない。米 国は最近 になってITや バイオで特に強 くなったよ

うに思 われがちだが、実は米国にはそ うい う人材 が昔か ら多 くいて、たまたまそれが最近

脚光をあび るよ うな世 の中の流れや 技術 の流れ になってきた とい うことに過 ぎない。

米国では国のプ ロジェク トや資金 によって大学や 国研 に研 究開発の人材をプール し、維

持する仕組みが出来てお り、それが国のプ ロジェク トにおける大 きな使命の一つ となって

いる。 そ して、そ こに維持 されている人材 が、基礎研究 を行 ってい く上での大 きな推進力

となっている。 日本 にはこのよ うな人材 プールの仕組 みが存在 しないため、人材 のプール

を企業に依存す る割合 が高 く、必然的に基礎研究 を行 う人材が少 な くなる。特にIT関 係

におけ る研究 開発の人材の層 は、米 国に比べて非常 に薄い。

特 に、 国が実施す る研究開発 プロジェク トにおいて、研究費 を使 用 して研究者側が 自由

に人を雇用出来ない とい う問題 が、研 究開発の人材 を維持 してい くための大きな障害 とな

ってい る。

(2)海 外 か らの研究者 を引きつけるための仕組みの変更を

米国ではシ リコンバ レーにア ジア系人種が 目立つ ように、ITや 半導体な どの製造業 にお

いては海 外の人 を大量 に受け入れて優秀な研究開発 の人材 を確保 している。これ に対 して、

日本は海 外の研究者 か ら見 ると魅力に乏 しく、海外研究者の数が少ないため、国内で研究

開発 の人材 をまかな うこ とにな り、人の レベルが必ず しも維持出来ない状況 にある。

海外 、特 にアジアか ら日本 に来 る研 究者 は、大学、大学院等で技術を身につ けた後にす

ぐに帰 国す るか、米国へ渡 るケースが多い。 これ は大学、大学院等で技術習得後 に起業す

る、いわゆる米国型 ビジネ スモデル を頭に描 いて来 日しても、 日本 では研究者 を維持 した

り、ベ ンチャー企業 を支援 し育成す る国の仕組みが極 めて未完成 なため、 日本 での 自己の
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キャ リアア ップが困難 である と判断 したことが大きな理由であると思われ る。海外 か らの

研究者 を増加 させ るためには、国の資金で研究者 を維持 し、さらにベンチャー企業 を支援 、

育成す る有効 な仕組みが必 要である。

2.5.3D氏 意見

(1)研 究開発は国内で実施すべ き、国主導 によ りテーマに合 った研究開発拠 点の設置 を

研究開発拠点 を海外に設置 しよ うとする とき、二つの 目的が考 え られ る。一つ は、製造

と同 じく、市場がそ こにあるか らそ こに行 って研究す る、 とい うものである。 も うひ とつ

は、その国にす ごく優秀 な研究者 がい るか ら共 同で研 究 しよ う、 とい うものであ る。

しか し、海外 に研究所 を置いても、ア ンテナ シ ョップ としての役割は果たせ るかも しれ

ないが、実際に成果 を出す のは難 しい。また、研 究開発拠 点まで海外 に立地す ると、使 う

技術ばか りになって、 自分 でや ることを しないことにな り、使 う技術す ら落 ちて くる。研

究お よびその開発部分 は、 日本国内で十分 に実施 してい くべ きであ る。

米国同時多発 テロに よって、最近は輸 出規制 がかな り厳 しくなっている。 いままで も厳

しか ったが、あ る軍事分 野 とか、限 られ た技術領域だけ とか、特定の地域 とかに限 られ て

いた。それが、アフガニス タンの問題で、スーパー コンピュータなど、特定の領域だけで

な く、全領域に規制がかか るようになってい る。海外 での研 究開発 には、技術の移転 とい

う面か ら、輸出規制 を受 けるとい う阻害要因 もある。

ひ とつの企業が どこに研究拠点を置 くか とい う議論 とは別 に、 日本に研究拠点を置いた

とき、海外 の優秀な研究者 が、欧米 とのベ ンチマー クで、 日本 にはなかなか来たが らない

とい う問題 もある。

国はテーマを掲げるだけでなく、国の方針 を具体的に示 して、世界のフロン トランナー

を 目指すべ きである。産業 界 と大学の トップが共同で、公募制 でテーマ を選 定 し、国に提

案 して予算化す る。分散研 と集 中研の どち らにす るかは、テーマ ごとに決め る。基本 的に

は、少数 の企業 と大学が連携 し、分散研 の形態でや る。分散研 のほ うが、意思決定 をス ピ

ーディに行 えるメ リッ トがあ る
。

ニースのEurecom大 学院大学に研究者 を送 りこんで、モバイル コンピューティングの

共同研究を している。 あるテーマの もとに集 まって研 究をや るのは効果があると実感 して

いる。欧州 でも米国でも、広い場所だか ら、集まるのが良いのか もしれない。同 じこ とを

国内で出来ないか と考 えたが、 日本では電車 に乗れ ばす ぐに会 える。 わざわ ざ特定の場所

に集 まってや る必要はな く、連絡 をとりあって十分顔 をつき合 わせ られ る。それぞれ が 自

分 の住 みやす い環境 にいたまま、テーマ さえ共通 にやれ ばよい。

Gridの よ うな、金 の掛 かる大きなテ・一・一一マ については、必要 なイ ンフラス トラクチャに

個 々の企業や大学が投 資出来 ないので、テス トベ ッ ドを備 えた研究開発拠点を作 る。 いろ

いろな研究 を集 中研でや れた り、インフラス トラクチャをオープンに利用出来た りす る仕

組みを作 る。テーマの実施 については、企業 と同 じよ うに途 中で見直 しをか け、中止 した
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り増 強 した りとい った、ダイナ ミックなプ ロジェク トマネ ジメン トをお こな う。

(2)製 造拠 点は多 くが海外に移 行す るが、ハ イテ クノロジー の領域 は国内 に残 る

電子部品やデバイスの分野 とハ ー ドウェア装置や システ ム装置の分野につ いて は、製品

を製 造す る場合 、低廉 な人件費を求めて中国 な どのアジアで生産する領域 もある。あ るい

は、ター ゲ ッ ト市場 で現地生産す るために、ノ ックダ ウンと呼 ばれる 日本 か ら部 品を持 っ

て行って現地で組み立てる方法が とられ る領域 もある。企業 は コス ト競争に さらされてお

り、かな りの領域で このよ うな形態 を取 り入れ なけれ ばな らない。製造 は、、企 業であれば

当然一番 コス トの低い場所を探す だけであ る。高 いのに無理 して 日本 で製造す るような こ

とは、競争力が落ちるか ら絶対 にや らない。 日本 国内で安 く出来 るとい う道 を作って、そ

の上 で、 日本 も使 うとい うことは あるだ ろ うが 、それを 目標 にす るわ けで はない。

ただ し、LSI、 光技術、ス トレージ とい った 、核 となるハイテ クノロジーの領域 は、 日

本での開発 と製造が今後 も続 く。 このよ うな領域 は相 当残 ってい る。 日本 が得意 とす る情

報家電 、応用機器 といった応用技術 では世界 を リー ドしてお り、かな りの領域 で勝つ こと

が出来 る と考えてい る。また、イ ンターネ ッ トやブ ロー ドバ ン ドネ ッ トワー クの時代には、

ただ単に装置をシステムとしてイ ンテグ レー シ ョンす るだけでな く、性能 を出 した り、信

頼性 を高めた りす る、ハー ドウェア とソフ トウェアの両面か らの高付加価値イ ンフラス ト

ラクチャ ソリュー シ ョンが求め られ る。 これ を、プ ラッ トフォー ムソ リュー シ ョン と呼ん

でお り、大 きな ビジネ ス領域 にな って きてい る。

(3)ソ フ トウェアの製造 を海外に発注 して も国内の技術が空洞化す る心配はな い

イン ドにかな りの量の ソフ トウェアを発注 している。 当初は、製造単価 が国内の10分

の1で あった。発注内容 を説 明 した り、完成 品を検収 した りとい う、前後の工程 をすべて

含めた費用では、3分 の1ぐ らい になる。発注す る内容は単純作業だけであ る。今の とこ

ろ、発注す る側の技術力は落 ちて はいない。イ ン ドにおける単価が上昇 し、 中国に変 えた

として も、同 じこ とである。要 は使い方 であ り、発 注す る側 の気 の持 ちよ う、覚悟の しよ

うではないか と考 える。

Hewlett-Packardは 、完全 にイ ン ドで作 らせ ている。それが出来るのは、同 じ英語 を使

っているか らであろ う。そ うな ると、技術力の落 ちる心配が場 合によっては出て くるかも

知れ ない。 しか し、Hewlett・Packardの 技術力が、それによって低下 してい るようには見

えない。

したがって、空洞化 の心配 はない。受注す る側 が何か ら何 までや って、発注す る側 は、

こ うい うことが出来 るものを作 って くれ 、お金 はこれ だけ、 とい うだけで、技術的 に何 も

わか らない人、 とい うわけではない。発注す るか らには、相手以上にわか る人が必要であ

る。 ただ し、わかる人の数 が減少す る心配 はあ るか もしれ ない。
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2.5.4E氏 意見

(1)場 所 には こだわ らないが いろいろな要因があ り、難 しいテー マ
'IT研 究開発拠 点の国内立地 とい うのは

、ある意味で どうでも良い ことである。別 に、場

所が 日本 か どうかはあま り重要ではない。 「何を作ればいいか」とい う頭の部分 が 日本にあ

れ ば、それを実現す るの は どこであって もいい と思 う。

しか し、 日本に有 った方 が良い面は もちろんある。頭以外 もやは り日本に も少 しは無い と

困るだ ろ う。では、 ど うや って人を集 めるか と考え出す と、問題 が広が り、大変 なテーマ

となる。

2.5.5G氏 意見

(1)研 究開発拠点 を積極 的に海外に移す ことは考 えていない

我 々が海外に研究所 を作 ったのは、 「いい とこ取 り、つまみ食い」 を してみ よ うか、 と

い うのがベ ースにあって、本格的 に海外 に研究所 を作って 日本の研 究所 をクローズ しよ う

とは思っていない。

会社 としては、 日本の研 究所が海外の研究所か らの刺激を受 けて成果 を出 して欲 しい と

思 っているが、現実はそ うなっていない。今のところ、それぞれの研 究所 がライバル であ

る。海外の研究所 は基本 的 には 日本 に成果 を持 って帰 ることを 目的 に して いる。

一

(2)日 本か らの技術流 出を阻止す る方策 を考 えるべ き

ヤ ングレポー トか らプロパテン ト政策に至 る米国の戦略は、世界 を自分 の都合 の良いよ

うに持ってい こ うとしてい る訳だが、 日本 にはそれ に対応 しよ うとす る意思が感 じられ な

い。セ カン ドランナー をや って成功 していたから、ITに ついても成功す るだ ろ うと思って

いたが、真似 させ て くれな くて、 ライセ ンス料ばか り取 られる。パ ソコンな どは丸裸に さ

れ て しまった。半導体な ども技術 を仕分け しないで台湾に持ってい って しまったか ら、そ

れ がそのまま中国に行 って しまった。DRAMも12イ ンチ ウエハーのよ うに韓国に一歩先を

越 されて しまった。 日本 は持ってい る技術 を分類整理 して、自分 の付加価値 を リファイン

す る ことの努力が足 りない。 自分が何 を持 っているかわか らない まま、技術 を移転 して し

ま う。イ ギ リス人は、アングロサク ソン全般に言 えるか も知れ ないが、何 で もきちん と分

類 す る性 向が あるが、 日本 人にはない。

かつて米国は、 トロンへの圧力 とか、プロパテン トとかに見 られ るよ うに、かな り国策

と してきちん と考えていた。 日本は強み としていた半導体技術や製造技術 を無原則に世界

にば らまいて しまったが、米国だった らや らない。国の宝にな りうる とい う見通 しの中で、

黒 を白と言ってで もコン トロールす る とい うよ うな ところがある。 そ こは 日本 も考 えるべ

き ところである。
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2.6わ が国の研究開発支援構造 に欠 けるもの

■ 「 が rモ デル の,が し に とっ て オ'庁 の

日本株式会社で良かった時代は官 が主体 とい う発想 で もうま く行 っていたが、今は民

が主体 とい う発想へ転換 し、ク リエイテ ィブな構 造を生み 出す ことが必要である。官 に

は実業のモデル を尊重す る発想が欠 けていて、実際の ビジネスではあ り得ない ような制

度が存在す る。また、省庁 間の壁 は邪魔 な存在以外 の何物でもないが、これ を排 除 した

り無 くそ うとす る発想 がない。

■挙庁 間 を って予 等 を議論 でき る機構 を早急 に整 えるべ し

ITの よ うな新 しい分野の政策 を実行す るには、 「情報省」の よ うな新 しい組織 を新設

す るぐらいのことをすべ きであ る。総合科学技術会議 を主催す る内閣府は、プランニン

グはす るが、省庁間の予算の調整 をす る権 限も陣容 もない。日本 も米国のよ うに省庁間

を纏 める部署 を作 り、そ こに権 限を与 えるこ とを早急 に考 えない とい けない。

■ベ ンチャー向けに 米 並の支援 の 組 みを るべ し

新 しい ビジネスは当初は小規模 なのは仕方がないが、その代わ り、大企業だ と端金で

もベ ンチ ャーに とっては十 分な資金の支援 を政府 で行 うことがで きる。米国並のベ ンチ

ャー支援 の仕組み を作 る必要があ る。

■挙庁 謂の'割 り構造 を超 えた 的 なn割 担 を望む

日本 の研 究開発 プロジェク トでは、それ ぞれの省庁 の役割がはっきりしない。縦割 り

になっていて、どの省庁 も同 じよ うな結果 を要求 し、同 じような企業に落ちて くる。企

業 を維持 、発展 させ るための政策なのか、国の基礎研 究を レベル ア ップさせ るための政

策なのか とい う区別 が非常に分 か りに くくなっている。縦割 りで互いに喧嘩 しているよ

うにす ら見 える。 これ を何 とか して欲 しい。

■ベ ンチ ーが生み しいマーケ ッ トを て る の が必

日本 はユーザや企業が保 守的で、新 しい技術 を持 ったベ ンチャーが出て来て も、なか

なかマーケ ッ トが育たない。米国で も新 しいマーケ ッ トを育てるには リス クを伴 うが、

国の資金で ビジネス になるか どうかの実験 を した り、官公庁が 自ら調達を行 うな どの制

度 を設 けてベ ンチ ャーを育成 している。 日本 にもこ うした制 度が必要ではないか。

■ にまで びつ}一 した の が"、

国全体として、産業競争力を強化するための先行的な技術開発が出来る仕組みとなっ

ておらず、大学や国研では基礎研究を事業化に結びつけるインセ、ンティブに欠けてい

る。また、せっかく国の支援で開発した技術も、国が率先して活用する努力を行わなけ

れば、無駄になることが多い。基礎研究を事業化、産業競争力強化にまで結びつける一

貫した国の仕組みが必要である。

■研究 支 においては'的 点を持つべ し

日本では人が代わるこ とに よ り、研究開発支援 に関す る政策が うま く繋が らなくなる

場合 が多い。全体か らの視点、 あるいは継続 的な視 点が欠 けてい るのではないか。
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■人材育成は金を出すだけでなく、その人の進路に応じたサポー トの仕組みを。

研 究者 を育てるには金を掛 ける以外 に、その先、その人が ど う育 って欲 しいのかを考

えて、それをサポー トす る仕掛 けを作 る必要がある。起業家 と してや っていく人 に対 し

ては、(融 資でな く)投 資がす ぐに出来る仕組み、その人が もっ と研 究 したい場合には、

それに対 して補助す る仕組み等、その人が どう育つか、 どう育 って欲 しいかによって、

それぞれの道をサポー トす る仕組みが あると良い。

,■企業 が苦 しい今 こそ、国は基礎 研究分野 をお ろそかにすべ きではない。

今や、企業は経営が苦しくて基礎研究への投資が困難になっているが、産総研など国

研が独法化により独立採算的なことばかりを求められると、基礎研究がさらに弱体化し

てい くのではないか とい う懸念 がある。国は基礎研究をおろそか にすべ きではない。

■全体のグランドデザインに基づいた国の仕組み ・施策が必要。

全体的視点に立って国の方針 を考 えない と、ベ ク トル が合わない し、継続1生がな くな

る。国 としての グラン ドデザイ ンに基づ く仕組み、施策 が必要で ある。個別の制度 、仕

組みは徐々に改善されっつあるが、実質的な戦略立案部門というのがほとんど無いた

め、個別 には部分的な解決が され ても、全体 としては解決 されない。一番欠 けてい るの

は全体的視 野に立った政策や戦略であ り、国 としての明確な大 きな 目標か ら、戦略、具

体策へ ときっち り落 としてい く組織 と仕組みが必要で ある。

■制約を最大限に取り払った国家プロジェク トを試行せよ。

通常 のプ ロジェク トでは、諸々の課題や制度な ど、足枷 がい ろい ろあるが、適 当な規

模 のプロジェク トを、可能な限 りの枠を全部取 り払って試行 しては ど うか。プロジェク

トの進捗 に伴 って、いろいろな課題 が出て くる し、解決策 も見つか るのではないか。IPA

の未踏ソフトウェア創造事業はこれに近い発想と思われるが、対象が個人レベルで予算

規模 も小 さいので 、効果が限 られ る。

■ソフ トウェアの研究開発の特性に適合した予算化と実施制度を。

ソフトウェア分野への国の投資はほとんどが補正予算で実施される。補正予算での研

究開発では、短期間な割に規模が大きいものが要求されるため、中途半端な結果となっ

て しま う。 ソフ トウェアの特性 に適合 した予算化 と実施制度が必要で ある。

■日本の文化に合ったや り方を追求すべし。

欧州や米 国の仕組みは、各 国の社会的、地理的要因によって決 まってきた面が ある。

その仕組 みを 日本 に部分的 に持 ってきて も、どこまで機能す るか は疑問がある。今 の 日

本 のや り方 は、過去において我々がや ってきた訳 だか ら、それ を簡 単に捨てる必要 はな

い し、捨 てよ うがない。 日本 な りのや り方があ るのではないか。

■ のプ ロジェク の をよ に し い のに

日本の形式的なプ ロジェク トの評価 に比べて、EUで の評価は実質的であ り、審査 は

オー プンな環境で行 われ る。そ して、成果 が良 と判定 され ると次のプ ロジェク トに予算

が付 け られ る。 日本に も、もっ と成果を実質 的に評価 して、優秀 な研 究については継続

して支援 を行 えるよ うな仕組 みが必要である。
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2.6.1A氏 意 見

(1)「 民が主体」、「実 業モデル尊重」の発想が欠如 、邪魔な省庁間の壁

日本 では天下 りとい う言葉 はあるが、官下 りとい う言葉はない。 とい うことは、官が主

体で民がそれに仕 えろ とい う根本思想であって、民が主体で、官 が仕 えるとい う発想 はな

い。基本的に考 え方が 間違っている。

官が主体で も、つい最近までは 日本株式会社 で結構 うま くいっていた。 しか し、 日本が

世界の トップに近 くなったため、変えなければいけな くなった。 自身 がク リエイ トしてい

く主体でなかった後追い時代には、官が主体で良かった。今 のアジア諸国がそ うで ある。

アジアがITで 日本 よ り上 だ とい うけれ ど、結局は後追いモデルであ る。国際会議 などに

行 ってお も しろくない と思 うのは、 ク リエイテ ィブな提案が出て こな くて、 ここまで出来

ています とい う発 表ばか りだか らであ る。

日本 は、ク リエイティブな方法論が少なす ぎる。 みんなで縄 張 りをはって、その中で平

和 に暮 らす方向が、国家全体のコンセ ンサス として国民が共有出来 るよ うな考 え方になっ

ている。 それは正解 ではなくて駄 目だ とわかってきた けれ ども、それが ど うして も残 って

いる。 それが間違いだ とい うことを、国民の コンセ ンサスに しなけれ ばいけない。そのた

めには、モデル 自身 を変えなければな らない。 ク リエイティブな構造 を作 るには、待 ち伏

せ研究 を行わなけれ ばならない。 当然、待 ち伏せ研 究は無駄 もあるだろ うけれ ども、 当た

った ら大 きい。

二番 目の問題は、前述の 「裸 の人件費」 に見 られ るよ うに、官 には実業をや ってい ると

い うモデル を尊重す る発想 が欠けす ぎている ことであ る。研 究開発 における人件費 が給与

相 当で、間接的経費が無視 され るとい うよ うなこ とは、実際の ビジネスではあ り得 ない。

国の研 究開発の補助金の人件費設 定を給与相 当に置 くことは、官が民の実業モデルを尊重

してい ない とい うこ とを意味 している。

三番 目の問題 は、省 庁間の壁 があ りす ぎて、主役 の民に とって邪魔 な存在になっている

ことで ある。 しかも、 これ を排除す るとか、無 くそ うとかす る発想 がない。 もし民が主体

であれば、庇護する対象 としての民ではな くて、活躍す る主体 としての民に何 をすべ きか

とい う発想か ら、 「庇護 な しにた くま しく成長す る活力 をど うやって作 るか」が行政 の 目標

となるべきである。

2.6.2B氏 意見

(1)省 庁間 を跨 って予算等 を議論出来る機構 が無 い

今予算は省庁縦割 りの構造になっているが、ITの よ うな新 しい こ とをや るな ら情報省 を

新設す るぐらいでない とうまくいかない。少 なくとも現状では省庁が ジ ョイ ン トしよ うと

い う話 が出て こない。

総合科学技術会議 、内閣府がや るべ きことか も しれ ないが、手 を付 けられていない。内

閣府は、プ ランニ ングはす るが、省庁間の予算 の調整 をす る権限 も陣容 もない。米国は長
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官 クラスの人が集まって横刺 しで予算 を見る機構があ り、 うま く機能 している。 日本 も特

定の省庁が見 るとか、省庁 間を纏 める部署 を作って、そ こに権限を与 える機構を早急 に考

えな くてはいけない。

(2)激 動の この10年 間には新 しいIT企 業が生まれず、また生まれ に くい構造が あった

今まで 日本 は企業が 自分の中で変革 してきた。通信や半導体 とい った新 しい分野 に乗 り

出す こ とにも成功 した。 逆に米国の企業 はそれが出来ずに新 しい企業に変わっていった。

しか しこの激動の10年 間に 日本 ではその よ うな会社がITの 世界で出てきていない。出な

いのは既得権 とかで縛 りの構造 になって しま ったためだ ろ う。

(3)ベ ンチ ャー 向けに米国並の支援が必要

新 しい ビジネスは当初 は小規模なのは仕方がなく、大企業だ と20億 円は端金か も しれ

ないが、ベ ンチャー に とっては1億 円で も十分である。そ こを政府 が支援す る、米国並の

仕 組み を作 る必要が有 る。

2.6.3C氏 意見

(1)省 庁間の縦割 り構 造 を超 えた効果的な役割分担 を

日本の研究開発プ ロジェク トは文科省、経産省 、総務省 といった省庁の役割がはっき り

しない。縦割 りになってお り、 どの省庁 も同 じよ うな結果 を要求 し、同 じような企業 にお

ちて くる。企業を維持 、発展 させ るための政策 なのか、国の基礎研 究 をレベルア ップ させ

るための政策なのか とい う区別 をもっ と明確 にす る必要があ るが、今は非常に分か りに く

くなっている。

日本の省庁の場合、縦割 りで互いに喧嘩 しているようにす ら見える。 これを何 とか して

欲 しい。

(2)日 本のユーザや企 業の保守性 を考慮 したベンチャー支援の仕組 みが必要

ニ ッチで もいいが、従来 なかった よ うな新 しい技術やサー ビスを持つベンチャー に資金

を回す ことが重要であ る。従来の ビジネスモデル ではな く、新 しい産業にな りうる可能性

の あるところを見つけ出 し、そ こに資金 を回す ことがベ ンチャー創 出のためにもっ とも必

要 なこ とで ある。

ところが、新 しい技術 を持 ったベ ンチャーを作って も、 日本ではユーザや企業が保守的

でなかなか製品を買 って もらえなかった り、M&Aに よる事業の拡大 があま り一般 的でな
へ

い等 によ り、なかなかマーケ ッ トが育 たない。米国でも新 しいマーケ ッ トを育て るのは容

易 ではな く、育つか ど うかの判断は困難 なため、国の資金 で ビジネスになるか どうかの実

験 を した り、官公庁が 自ら調達 を行 う(設 立5年 以 内のベ ンチャーに対する30%の 調達枠

等)な どのベ ンチャー育成の仕組み を設 けている。 日本 にもこのよ うな仕組みが必要では
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ないか。

米国では、商売出来 るか ど うか を国の金 を使 って実験出来 る。例 えば電子政府 を とって

みて も、将来 の電子政府の形を見込 んだ実験的な要 素があるはずであ るが、 日本 の電子政

府 の開発は調達方式 であるため、 リスクのある先進 的な提案 は出て来に くく、現在 のシス

テムを電子化す るだけ といった保守 的なものにな りがちで あ り、新 しい技術やサー ビスの

出現 に役 立っていない。

(3)現 在の産官学連携の議論で欠けている視点は大学改革

総合科学技術会議における産官学連携の議論は、今の大学に人材が十分あるということ

を前提にしていて、単に産官学連携を押し進めればうまくいくと考えている様にとれる。

実際には、米国のような産官学連携を行 うためには、人材や教育の問題を含めた大学の改

革をセットで考えていくことが必要である。

2.6.4D氏 意 見

(1)基 礎研究 を事業化に結びつけ る仕組みが出来 ていない

国全体 として、産業競争力 を強化す るための先行的な技術開発 が出来る仕組み となって

いない。今 日の企業は、収益優先 のため、中長期的研 究に掛 ける資金が減少 してい る。基

礎研究を大学や 国研 に期待 したいが、 これ らの組織 は、事業化に結びつ く研 究へ のイ ンセ

ンテ ィブに欠けてい る。 これ を解 決するためには、大学、企業の改革 と、両者 の連携の強

化 が必要 である。

(2)IT産 業の競争力強化 には国の リー ドが必要

国全体 のIT投 資のあ りかた としては、科学技術の強化 とともに産業競争力の強化 にも

軸足を置 き、①IT技 術貿易のイ ンバ ランスを改善す る、②新産業の芽を創出す る、③雇用

の拡大を 目指す とい った点で、国 の リー ドが必要であ る。

(3)国 は開発 した技術 をもっと率先 して活用すべ し

国の支援 で開発 した技術 は、作 りっぱな しに してお くのでは なく、国による率先活用が

必要であ る。 とくに、コ ミュニテ ィや電子政府 といった公共分野 において、国は活用 まで

を リー ドす るべ きである。活用 を阻害す る要因 として、例 えば、有料道路 自動料金収受シ

ステム(ETC)は 、せ っか くシステ ムが出来てい るのに、端末が4万 円 と高いため誰 も利

用 しない。国の政策 と して、端末 をサー ビスにバ ン ドル し、無料 で配 るといった よ うな政

治的な努 力が必要で はないか。
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2.6.5E氏 意見

(1)研 究 開発支援における継続的視 点の欠如

米国は、例 えばHPCACTみ たいな時限立法ができて、それ に応 じて動 きが起 こり、そ

れが次に続いて流れが うま く繋がっている。 日本 では人が代 わると断片 ができる。 か とい

って同 じ組織が継続 して担 当すれ ば良いか とい うとそ うで もない。例 えば(旧)電 子協的

な ところが継続 的に同 じ視点で動 けるか とい うと、必ず しもそ うではない。や は り諮問委

員会 とか、それ 自身の視 点でのア ウ トプ ッ トが出てくる。全体 を見た、あるいは継続的な

視点が欠 けてい るので はないか。

(2)人 材 育成は金だけでな く、モチベー シ ョンと育成後 のサ ポー トも重要

「研 究者 を育てるのに、年 間、仮 に1000万 円で1000人 育てる として も100億 円。 こ

れが2年 間かか るなら200億 円。つま り毎年200億 円をかければ1000人 ずつ育ってい く。」

とい う話 を以前に した。 しか し、金 だけではないのではないか。

例 えば コン ピュー タサイエ ンス をや った として、米国では、最後 にはベ ンチ ャーを作 っ

て儲 けよ うとす る人が多 く出て くるが、 日本 ではそ うはなっていない。 そ ういった夢 、サ

クセ スス トー リが描 けないので、 「一生懸命がんばっても … 」 とい うことになる。そち

らの方 が問題だ。

人材育成 に金 を掛 けるのは重要だが、それだけでは駄 目で、その先、その人が どう育 っ

て欲 しいのかを考えて、それ をサポー トす る仕掛けを作 る必要がある。 一つは、起業家 と

してや ってい く人に対 しては、(融 資 でな く)投 資がす ぐに出来 る仕組み。も う一つは、そ

の人 がもっと研究 したい場合 に、それに対す る補助。その人が ど う育つか、逆 にどう育 っ

て欲 しいかによって、それ ぞれ の道 をサポー トしてあげ る仕組み がある とよい。

では どうい う方法が あるか とい うと、実は今 までの本委員会の レポー トに大体は出てい

るので、それ を実施す ることが重要 となる。

(3)ベ ンチ ャー支援は融資で な く投資で

今 までのベ ンチ ャーへの資金援助の方法 はほ とん どが融資だが、そ うではなくて投資の
'位 置づけに しな

いと駄 目で ある。元 々が税金だ とい うことか ら危険の多い投資 を避 け、融

資がメイ ンになってい る。融資 ではハイ リス ク ・ハイ リターンの ビジネスは生まれない。

(4)企 業が苦 しい今 こそ、国 は基礎研究分野の支援 を

産総研 のオープンハ ウスを見学 して、今度の制度(独 立行政法人化)に 良い面 と悪い面

が あると感 じた。独 立採算 のため 「我 々 と何か一緒にできませんか?」 との言葉が結構多

か った。企業が金 を出 しやすい研 究だけでな く、やは り、 も う少 し基礎的な こともきっち

りやって欲 しい。今、企業 はだんだん儲か らなくなってきてお り、基礎研究分野 に金 が付

け られな くなってい る。 だか ら、そ うい うところを是非、国が進めて欲 しい。勿論それ を
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企業サイ ドに委託 して もかまわない し、も う少 し大学 と企業 が一緒になってや ろ うとい う

形で もいい。

このよ うな研究所にあま り独 立採算的なことばか りを求める と、基礎研究分野がお ろそ

か になってい くのではないか。遊 びばか りで研 究 されて も困 るが、遊んでもらわない と困

る ところもある。

(5)断 片的でな く、全体の グラ ン ドデザ インに基づ いた仕組み ・施策が必要

本委員会の一番最初 の時に作 った グラン ドデザイ ンの コンセプ ト(平 成9年 度報告書、

第4章 参照)が 気 に入 っている。 縦割 り行政の ところをこ うい う形 でやろ うとか、政策 、

戦略、戦術 、そ こでは何 をす るとか、今実際ある組織に対 してR&Dセ ンターを作ろ うと

か、そ うい う絵があったが、やは りその発想が重要 だ と思 う。

国 と して も、そ うい う仕掛 けを作ってお くこ とでベ ク トルが合 って くる。ベク トルが合

わない と、金をっ ぎ込 んで も全然役 に立たない。例 えば、ある人が担 当の課長になると、

その人の意向であるテーマ に補正予算が付いた りす るが、人 が代わ ると継続 されず別のテ

ーマが採択 され 、常 に途切れて しま うことにな る。

本委員会 の レポー トがあちこちに配布 されて、それな りに評価 され、部分的 には結構吸

い上げ られてい ると思 う。 この点は良かった とは思 うがやは り部分的だ。全体 的視点に立

って国の方針 を考 えない と、何時 までたって も負 け犬 とい うことになるのではないか。

(6)単 発的 な個別対応 の施策では全体 としての問題は解決 され ない

個別の制度の問題 とか、仕掛 け、仕組みは確 かに問題 はあるが徐々に良くなってきてい

る。全体的なベク トルが合 っていない ところに本質的な問題 がある。 た とえば会計制度が

良くない と言 った場合 には、関連 した部分の施策 が個別に実施 されてい るため、全体 とし

ての繋 が りが無 くなっている ところに本 当の問題 点がある。戦略立案部門のよ うな ところ

に入って行かないので、個別には部分的な解決が され ても、全体 としては解決 されていな

い。実質的な戦略立案部門 とい うのがほ とん ど無いのだ と思 う。 したがって、まだまだ時

間がかかる とい うのが今 の 日本 の実状だ と思 う。

委員会や検討会 のよ うなものはいろいろあるが、結局ば らば らに見 える。 ほん とうにこ

れでいいのか と思 う。

(7)実 質的な戦略立案組織が必要

PITACの よ うなものを絶対に作って頂きたい。そ こが一番 の原点だ。個別の施策は 日本

もそれな りだ と思 う。制度の問題や その他いろいろあるけれ ども、なんだかんだ言いなが

らも、徐々には変わ りっっある。 しか し、一番欠 けてい るのは全体的視野 に立った政策や

戦略だ。

国 と しての明確 な大 きな 目標か ら、戦略、具体策へ と徐々 にきっち りと落 としてい く仕
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組みが必 要である。

(8)制 約 を最大限に取 り払 った国家 プロジ ェク トを試行せよ

通常のプ ロジェク トでは、もろもろの課題や制度 など、足枷 もいろいろある。 これ を、

「全面的 に国が面倒 を見るか ら、や ってみ ろ」 とい うことで、適 当な規模 のプロジェク ト

で、ある意味では可能 な限 りの枠 を全部取 り払ってや らせてみては ど うか。 プ ロジェク ト

の進捗 に伴 って、い ろいろなところでいろい ろな課題が出て くるはず だ。 一気通貫で課題

が見 える し、そ こを どう乗 り越 えれ ばいいか、制度 として どう変 えていけばいいか、解決

策 も見つか るのではないか。

IPAの 未踏 ソフ トウェア創造事業のプ ロジェク トは、 これに近い発想 といえるか も しれ

ない。 プ ログラム ・マネージャ制 を初めて取 り入れ 、実力 のある大学の先生やベ ンチ ャー

キャピタ リス トにプログ ラム ・マネー ジャになって もらい、「スーパー ク リエー ター」を発

掘 しよ うとい う目的を持 って行われた。

しか しこれ は、ベ ンチ ャーの種 を見つける とい う観点ではお もしろい と思 うが、対象を

個人か ら数名の グループだけに絞 った予算規模 も小 さい実験的なものであ り、単発 のもの

なので効果の程度 は限 られ てい る と思 う。

2.6.6F氏 意見

(1)ソ フ トウ ェアの研究開発の特性 に適合 した予算化 と実施制度 を

ソフ トウェアの研究開発 は、い くつかのフェーズに分け られ る。 日本 の投資は、従来は

研 究開発 部分 にのみ向けられ、普及 フェーズへ の支援 はほとん どなかったが、最近 では実

証 実験 の部分へ の支援 も行 われ るよ うにな り、 この点では評価 で きる。

ただ、この分野への政府投資のほ とん どが補 正予算によ り実施 され ることが多 く、実質

1年 程度の短期 間で研究 開発部分に投入 され る。補正予算で研究開発 を行 うと、新規性 が

必要で、短期 間で、かつ規模 が大 きい ものが要求 される。 この結果、得 られ た ソフ トウェ

アは実用 システム としては完成度が不足 し、研 究的意義の面でも時間的な制約が あ りす ぎ

て不十分であ り、中途半端な結果になって しま うとい う研 究開発 と制度 との不整合が発生

す る。

補正予算は景気対策 が狙いなので、 ソフ トウェア分野 で予算化す る対象は研究的要素を

含 ま ない大規模 システ ム開発あ るいはイ ンフラ整備 に振 り向け られ るべきである。

ツ フ トウェア技術 の成熟に要す る期 間は、Redwineら の論文 にも見 られ るよ うに、数

十年単位 のかな りの長期 間を必要 とす るのが一般的であ り、研究開発 に して も、戦略的な

方 向性 をもって数年継続 して実施 す ることが重要 にな る。
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ソフ トウ ェア技術の成熟に要す る期 間

(出典:1985年ICSEでRedwineら が発 表 した論文 か ら)

C:ConceptExploration(コ ン セ プ トの 提 示)

D:Development&Extension(開 発 され て 拡 張 さ れ る)

Ei:Enhancement&Exploration(in七erna1)(内 部 で 使 用 され る)

Ee:Enhancement&Exploration(external)(外 部 で も 使 用 され る)

4年 ～10年

6年 ～14年

9年 ～18.5年

11年 ～23年

(2)技 術 の発展 は、計画 ではな く、競争原理 の中での選 択 ・継承か らもた らされ る

図2.1は 、重要な技術 が国のプ ロジェク トと民間の活動 によって商用化まで どのよ うな

課 程を辿ったか とい う議論 で、よ く引き合いに出 され るが、それぞれの技術 は計画的に連

携 し意図 して このよ うに商品化できた訳 ではない。 この図は、それぞれ技術 の流れ を無理

や り結びつ けた感 じが しないで もないが、例 えば、マルチタスクとい った ら、今や各種の

ワー クステーシ ョンやマイクロソフ トのWindowsで もやっているわけだが、ルーツは米

国政府支援のCTSS(タ イムシェア リング)だ った とい うことは既に記憶か ら消 えている。

発展 しつつ継承 されてい くとい うのは、競争原理の中で、一番良い と思 う技術 を種に使

った とい うことであ り、そ うい う発想 を誰かがガイ ドした(計 画 した)と い うこ とではな

い。競争 の中で選ばれつつ、発展 していった とい うことである。 また、ファンデ ィングの

中でも勝利 していき、最後 には こうい う図になった とい うこ とで、最初か らこの図が意 図

されていた訳 ではない。

(3)プ ロジェク ト間での技術の継承が必要 一このためには情報公開が重要

ソフ トウェアの普及発展に して も、途中の継承関係 とい うのは、ま さに競争環境の中で

自然発生的 に起 こった ものである。 この意 味か らす ると、わが国の補正予算 な どによる研

究開発につ いて も、単年度 とはい え次 々に打ち出され、そ こで情報公 開 とか ソー スの公 開

とかがな されれば、良い技術は次のプロジェク トに継承 されて生き延 び、広 く使 われ る可

能性が ある。研究開発 では、 このよ うなプロジェク ト間で継承 され うるよ うな技術 の情報

公開が非 常に重要 な ことになる。

一82一



第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

Tim酎 ハarin9

Rls(

VLSI虎 司鍵.

RAID

P醐llelcOm例tih9

貫 ■ ■ ■.■i.:■ 担 ■ ● 書 ■ ■

一

]妬5 197b
'19
.tt5

㌦・"・ 舶 ・・盤 翻

19幼 蓋蘂5 1g如 19嬰

A・輌:c液 醐 熔

C1[sS舗 ∪臨 出部D

..ぴ枢

5D$940・s嫌i71・ 、碑S・

:]Skit#;hplidlC綱i
・GM牌M

,Uu講1ぎ|l

E没s:SGL

師 顯旗,:畑"1Ct

顕lc㎞ し・蜘3油 取kil

.DE〈?rst,工Ngis...TζP∬P

Ldsge.m鵬1`泌S雛 正碩1

.x¢即又「丸1担.'

却wElo,:5uw'

独 追1¢b頒,.Rポ}L泌ler.

Ah":.s臓 蘭 越腹 ・

15輌 らtae6楓逗麺n

・蹄r閑 職3e画 碗

・1醐 翻

S田翁.田1ヤ・田M,HP

聞 斑1に 印w鵡 瀕o廊

MltlEi'2'.

撫r1副"

SL旬beg,rＬa職Ifxsk・

m岬 ・

:UlixA<畑 囎P】}荘℃'

/.19M:眠 面 向

㍉殴4
〔'陣日山!㌦τ頚.

命 ☆ 即応ぬ,1頑is時devc{叩m頗 一●百‥Sll.B,'ts唾 賠

丁織1ぱ 館o獺`1翻3`ま:ll.

・r}釦RE∴誌 二i.「白φU白r肺さ畑 中qr蹴 白dc醐PUlit、g浪 白a¢g,itad'9iev旬6畑e泊 ばir刷a1酷C'画i面 亘f

lan幽 爾迎 ・i繭:細d・i・d・1輪r'・D細 網yteh・tiit・u鯛 輌.ta翼 端 。卿 略 語 ・晦8晒 蝋 言

司鱒s:ati{1、P的P|白、

図2.1 米国連邦政府支援の.研究開発 プログラムと民間の活動の結 び付 き

(出典 ・:CSTBレ ポー ト)
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2.6.7G氏 意見

(1)日 本の文化 に合 ったや り方 を

ヨーロッパ流 、米国流のや り方をすれば、 日本が生 き残 る とか、改善 してい くとは必ず

しも思っていない。それぞれ の国では、契約社会 だ とか、個人主義 とか、国の豊か さとか、

横 に人間がいない自由に動 ける国土の広 さとか、そのよ うな要素を含 めた上でのそれぞれ

の仕組み になってい るはずである。仕組みの部分取 りが どこまで機能す るか疑問に思 う。

慎重 に考 えてや っていかない といけない。 日本な りの、横 を見なが ら、責任 を曖昧に しな

が らも、集団で最後に もの を創 生 してい くとい う文化は、や り方 とターゲ ッ トの狙 い方 に

よっては成果が出て くると思 う。過去 において我々がやってきた訳だか ら、それ を簡 単に

捨て る必要 はない し、捨 てよ うが ない のではないか。

ただ、 日本 が今のままで良い とは少 しも思っていない。特 に大学の受 け皿 とか、活性化

に問題 がある。 日本 な りの答 えの出 し方が あるのではないか。

(2)プ ロジェク トの実質的な評価 と優れた研究 に対する継続的支援 を

日本のプロジェク トが、 とにか くあるス トー リーがあって、成果報告書にある程度 の厚

さがあって、一応説 明がつ けばそれで終わ り、 とい うのに対 して、例 えばEUの プ ロジェ

ク トの評価 はもっ と実質的でダイナ ミックである。審査 もオープ ンな環境 で行われ、域 内

か らそのプ ロジェク トの成果 を評価す る識者 を集 めて、その識者に成果 はど うかを評価 さ

せ て、最終的に良否 を判定す るとい う仕組みである。そ して、成果が良 と判 定される と次

の プロジェク トに予算が付 け られ る。

日本には、 もっ と成果 を実質的 に評価 して、優秀な研究 については継続 して支援 を行 え

るよ うな仕組 みが必要であ る。
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2.7研 究のゆ りか ごとな る大学 の充実 の必要性

■研究 能と教士 能との 産一学間の流動 ヒが必 である

研究機能 と教育機能 との分離、及び、産官学の間の流動化が必須 である。産官学の流

動化が行 われていないために、研究者は象牙 の塔 にいて、ビジネ スを考 えるのは卑 しい

と思 う風潮 が残 ってい る。流動化 が うまくいけば、ものつ く りの場 と教育の最前線の距

離 が短縮 されて、情報科学系 の大学教育 にニーズ発想 のすすめが可能 にな る。

■大白の制度改革 には キャ リアデベ ロップメン トモデルの り しが必 要

大学が独法化 しても、職員 は公務員並で、定年制があ るとい った既得権が残 って しま

うが、グローバルスタンダー ドの中では、それは通用 しない。キャ リアデベ ロップメン

トモデル をも う一度作 り直す 必要があ る。抵抗が起 こっても突破す る しかない。

■大学 は 自らが意識 を持 って変 ず べ し

大学の改革は 自らが行わ ない と結局 は無理である。今一番必要 なのは、人材確保 のた

めの大学院 の充実である。 また、大学院生への奨学金 、マネ ジメ ン トスタッフの充実、

大学教員 の論文至上主義の是正 と、特許 取得意識、事 業化意識 の向上が必要であ る。

■研究 と同時に教 の レベル ア ップ も必要

文科省の方針だ と大学は研究で評価 され るが、主な仕事 は教育でぐ予算 もほとん どが

教育予算である。 しか し、大学の先生にな る人の うちで、 「教育」 そのものについて教

育 された先生はほ とん どな く＼資格 も不要である。大学 の レベル を上 げるためには研 究

と同時 に教育 の レベル ア ップ も必要 である。

■情.、 教 やベ ンチ ャー起 サ ポー ト等 の の充実が急務 で ある

日本 の大学ではプ ログラミング ・テ クニ ックの ような実務的 な教育は軽視 される傾 向

にあ り、結果 として 日米の学生のプ ログラ ミング能力の差 となって現れてい る。この差

が米国 との間の ソフ トウェア産業 の差になっているのかも知れない。また、米国ではベ

ンチ ャー起業サポー トの教育 にも力 を入れてお り、実際にベ ンチ ャー関係者 を外部講師

として招 いて教育 を行 ってい る。日本で も、こうした実務的 な教育の充実が急務である。

■ の'お よび室 基'に ・ る企 側の、ロ が必

日本企業の多 くは社員採用時 に専門性 を重視せず、入社後 の教 育で専 門性 を身に付

けさせ る。この方針 は専門性 を重視す る米国 と比べて、教育期間分 の遅れや、教育資金

な どの負担 を企業に課 し、国際競争 の激 しい今では不利 な面が多い。さらに社員採用時

の専門性 の軽視 によ り、大学卒 と大学院卒の待遇 は年齢 による差 とあま り変わ らない レ

ベルであ り、 これが大学院への進 学意欲 を失 わせ る大 きな要 因 となっている。

例 えば、プ ログラムテクニ ックな ども採用基準 とはな らない し、専門能力 としての評

価は低 い。プログラ ミング作業の レベル は下に見 られていて、正社員 にはや らせず、外

注 に出 され た りしている。ソフ トウェア技術者 の評価が低 い ことが 日本 の情報 関係 にお

ける一番 の問題 かも知れ ない。
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■ ソ リューシ ョン ビジネ スが育 ちやす い教育環境 の整備 を。

米国には各分野 の専門家の 中で コンピュータを使い こなせ る人材 が桁違いに多 く、こ

れ らの豊富な人材か らソリューシ ョンが どん どん出て くる。この背景 には、米国 との教

育制度の差がある。 日本で も複数専攻(経 済学 と情報 工学等)を 容易 にす るな ど、学際

的な人材 を育成す る環境 を整備 す ることが必要 である。

■大学に優秀 な人材 が残れ るよ うもっ と資金投入 を。

日本の大学は、欧米 と比較 して人材が不足 してお り、優秀な人材 を大学 にもっ と残す

よ うにすべきだ。研究室を見れ ば、大学が貧乏である と分か る。もっ と資金 を投入 して

設備 を充実 させ 、人 も抱 え られ るように しない と、企業 に とって も大学を活用す ること

が出来ない。大学に優秀な人が残 って欲 しいのは、良い成果 を出 して欲 しいか らで ある。

■カ リキ ュラムの 当 の 共 オ どの、い った をだ'べ し

情報系教育が重要 なのは明 らかであるか ら、他 の講座 をつぶ してで も、情報系の講座

を増 や す 、理論 に偏 った 旧態 依 然 の カ リキ ュ ラム を ビジネ ス志 向に 改革 す る 、

e-Learningを 活用 して大学 間で講座 を共有す るな どの思い切 った施策が必要である。

■産業界 と連携す るための組織や制度 を整備 すべ し。

大学院では、産業界と事業化までを含めた共同研究を行うために、TLOや 人員雇用な

どの制度の改革が必要である。大学のなかで事業化につなげたり、成果を産業界という

ビジネスの世界に移転したりするために、仕組みや制度を改革すべきである。

■企業は大学での研究成果を雇用時の待遇に反映させるべし。

企業側 も、優秀 な成果 を出 した大学院生は、高待遇 で雇用す る必 要がある。大学でい

くらいい研究を して もビジネスの世界で評価 され ない となる と、大学の研究か らビジネ

スへ とい う道は廃れて しま う。人材の金銭的 な評価におい て、その人に しか出来ない技

量があるに も関わ らず、単 なる工数 として値 段 を計算す るの は大 きな問題 である。

■大学間 ・産学 の連携 を志 向 した研究 開発拠 点作 りを。

これまで 「大学 の中でいろい ろな知識 が渦巻いていて、そ こで新 しい知識 も生 まれ る」

とい う考えに基づいて、学 内での共同研究に期待 してきた。しか し、実際には大学 は学

科や学部の縦割 りが激 しくて学 内の共同研究が ほ とん ど無 く、多 くは大学外 のメー カ

や、他 の大学の同 じ分野の先 生 との共同研 究である。こ うした現状か ら、今 はネ ッ トワ

ー クを介 して大学 ・企業 間を連携 した分散型 の研究 開発拠点 を志 向す るのが良い。

■ 日本は大学の研 究者 か ら企 業への積極 的なアプ ローチ が少 ない。

欧州の大学の先生は、企業へのアプローチに関 して 日本の先生よ りはるかにアグ レッシ

ブである。産学協同に対 して何の蠕躇 もな く、積極的にアピール して企業か ら金 をもらっ

てきて、大々的に成果を発表 した り、その企業に学生 を送 り込む ことも行っている。

英国の場合、大学の先生が学校で仕事をしなが ら、大学 との契約以外の空いた時間を使

って会社を起こし、そこで仕事 をす るとい うケースが多 く、そ うい う先生が実質的な研究

活動 を展開 している例 をいくつか見ている。
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2.7.1A氏 意見

(1)研 究機能 と教育機能 との分離 、産官学 間の流動化が必須

当然、大学 の充実は必要である。ただ し、研究機能 と教育機能 との分離、及 び、産官学

の三つの間の流動化 が必須である。 これ が行われ ていないために、研 究者 は象牙 の塔で、

ビジネスを考 えるのは卑 しい と思 う風潮 が残 っている。それは、産官学問の流動化 が出来

れ ば、解決す る問題 かも知れ ない。始まったばか りの民間経営手法の導入に よる研究成果

の評価 とその処遇への反映は、もっ とすべ きであ る。それが出来 て初めて大学の充実があ

る。研究者 のキャ リアデベ ロップモデルに産官学問の流動化を組み込むよ うな社会 的なコ

ンセ ンサス作 りも必要で ある。例 えば、大学には生涯で3回 以上 関係す るとい うよ うにす

れ ば、それ が新 しい ヒューマンネ ッ トワークを作って、ク リエイテ ィブな種 を発想す るチ

ャンスを増やす。その流動化が うま くいけば、ものっ くりの場 と教育の最前線 の距離 が短

縮 されて、情報科学系大学教育にニーズ発想 のすすめが可能になる。今 は、ニーズ発想 を

しないで、 シーズを詰 め込むだけだか ら、ターゲ ッ トク リエーシ ョンの教育 はほ とん ど行

なわれ ていない。 しか し、その方法論の教 育が始 ま り出 した。

大学 の充実化の判定基準の一つ として、グローバル化が進んでいるか否かが ある。 国内

のお山の大将だけでは充実 してい るとは言えない。 世界的に見て トップレベル にいるか ど

うかが、充実 してい るか どうかの判定基準である。 そこが出来上がるまでは、充実化の努

力 をしなければな らない。お金 をつ ぎ込む ことや建物を立派にす ることが充実ではない。

とにか く、 ク リエイティブな研究テーマを発想す る役割 を大学が担 うとすれ ば、ここを

充実 させ ることは必須である。必要ですか とい う感性 の問題ではな くて、 どんな ミッシ ョ

ンを与えて必要 としますか とい う議論を しな くてはいけない。その ミッシ ョンを明確に意

識 して ミッシ ョン毎 に どんなア ウ トプ ッ トを出す か、 といった民間の経営手 法でその 目的

を果たす とい うことがまだ行われていない。 それ は30年 たって も無理だ とい う先生 もい

るが、米 国を負かす とい う目的 を持 つな ら、や らなけれ ばな らない。

(2)大 学 の制度改革 には、キャ リアデベ ロップ メン トモデルを作 り直せ

大学が独 立法人化 しても、職員 は公務員並で、定年制 がある とい った既得権 が残 って し

ま う。 日本 はあま りに も既得権に寛容である。 グローバルスタンダー ドの中では、そのよ

うな ロジ ックはない。 だか ら、切 り替 えをいろい ろ考 えなけれ ばいけない。 そ こで、キャ

リアデベ ロップメン トモデルをも う一度作 り直 さないといけない。将来に対す る希望が持

て る提案 をする しかない。提案する とい うことは、その ビジ ョンを実現す る施策 を実施す

るとい うこ とであるが、それが今 なさ過 ぎる。例 えば、小泉首相が特殊法人改革 を行 うと、

なにか抵抗が起 こる。起 こっても突破す るしか ない。突破 しない と前 と同 じで あ り、段々,

日本の国力が落ちる。 国力 をキー プ しよ うと して もそんな仕組み は破壊 してい く。
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2.7.2B氏 意見

(1)大 学 は自 らが意識 を持 って変革すべ き

よく企業側 か ら大学 を変え られないか とい う話がある。い ろいろや っているがこれ は不

可能に近 い。企業 も週何 日かは、大学 の教職 を兼務出来るよ うにな り交流は してい るが、

企業が大学 を変革す ることは出来 ない。大学 自らが変わ らない と結局は無理 であ る。

(2)大 学 院の充実は急務

今一番必 要なのは大学院の充実であろ う。現在のよ うに 日本の大学の修士や博 士が圧倒

的 に少 ない陣容 では、米 国に対抗 しよ うとして も全 く無理な話 である。

大学で も自身で変 えよ うと議論は し出 して来ている。お金 を大学院生にスカ ラーシ ップ

として与 え、マネジメン トスタッフも充実 させ ない と変革は難 しい。情報 と名 の付いた大

学は多い が、実際に研究 出来 る大学を作 り上 げ、金 を投資することが非常に重 要であ る。

更に、大学の先生が こんな良い研究 を したので事業化 して くれ と企業に言 い出す よ うに

なるぐ らいの事業家意識 を持 つ ことが課題 で ある。

(3)大 学 にお ける特許 に対す る意識改革 が必要

米国は大学、研究機 関、 中小企業が特許 を多 く取得 しているが、 日本 では特許 は大企業

が主体で取得 してい る。米 国では大学の教授 にな るときも特許を持っているこ とがかな り

評価 され るが、 日本ではほ とん ど評価 されず、未だに論文至上主義であ る。 よって大学で

は特許 を取 ろ うとい う意志 も極 めて弱 い とい える。

申請 、メンテナンス にもかな りのお金がかかるので、国の費用で面倒 を見るこ とが必要

である。大学の中でも、比較 的意識の高い企業 出身の先生や米国の大学 を経験 した先生を

中心に改革 を行 うことが急務 である。

2.7.3C氏 意 見

(1)ベ ンチ ャー起 業をサ ポー トする大学教 育が不足

米国の大学ではベ ンチャー起業をサ ポー トす る教育に力 を入れてお り、実際にベ ンチ ャ

ー関係者 を外部講師 として招 いて教育 を行 っている。日本 ではベ ンチャー の創 出が重点課

題に挙 げ られ てはい るが、現状では大学 にお けるこ うした教育が不足 してい る。

(2)大 学 における研究 と同時に教育の レベル ア ップも必要

文科省 の方針だ と大学は研究で評価 され るが、主な仕事は教育で、予算 もほ とん どが教

育予算 である。 しか し、大学の先生 になる人の うちで、 「教育」その ものにっ いて教育 さ

れた先生 はほ とん どな く、資格も不要である。大学の レベルを上げ るためには研 究 と同時

に教育の レベルア ップ も必要である。

大学の評価項 目の一つ として、いかに良い卒業生 を出 したか とい うの も入れ るべきでは
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な いか。

(3)大 学 にお ける情報 系教育の充実が急務

日本 と米 国の学生の間でプ ログラ ミング ・テ クニ ックを比較 してみ ると、全体 では圧倒

的に米国の学生の方 が高 い。米国の大学では授業によ りプ ログラミ ング ・テクニ ックをみ

っち り教育 してい るが、日本 の大学ではこ うした実務的な教育は軽視 され る傾 向にあ るた

め、それが上記 の比較結果につながっているもの と思われ る。場合に よっては この差が米

国 との間の ソフ トウェア産業の差になってい るのかも知れ ない。

現在、大学のカ リキュラム として何を教育す るか とい うのが改めて議論 されてい る。

情報 と名 の付いた大学や 学部、学科が増 えているが、適切 な情報教育がなされ ているか と

い う目で見た ときには大 きな疑問がある。情報 とい う名前 だけを冠 して も先生は変 わ らず 、

実態は昔 のままで何 も変 わっていない。

(4)企 業が人 を採 用す る際の専門性の軽視

これ は企業側 の問題 だが、一般 的に、日本企業 は人を採 用す る際 には専門性 を重視せず 、

入社後の教育に より社員に専門性 を身に付 け させ るや り方 を とってきた。 しか し、このや

り方だ と専門性 を重視す る米 国と比べて、社員 を採用 した時点ですで に半年な り1年 な り

の教育期間分の遅れが ある し、教育のための余分な資金が必要になる。現在の よ うに競争

の激 しい時代にあっては、 もはや このや り方 が有効ではな くなってきてい る。

日本企業 が社員 の採用 に際 して専門性 を重視 しない方針 で きたこ とによ り、大学卒 と

大学院(修 士、博 士)卒 の初任給 の差は年齢 による差 とあま り変わ らない レベルであ る。

つま り、余分な学費 を出 して大学院で学んで も、企業 に入社 した ら待遇は大学卒 とあま

り変わ らない とい うこ とで、これが大学院への進学意欲 を失わせ る大 きな要因 となって

お り、結果 として 日本の産業競争力低下に結 びついてい る。

(5)企 業 における ソフ トウ ェア技術者 に対す る低 い評価

日本の企業では、概 してプ ログラムテ クニ ックが人 を採用す る場合 の評価基準 とはな

らない。 出来上がった ソフ トウェアの機能 としての評価 は され るが、それ をいか に短い

プ ログラムで早 く作 ったか とい う評価 の され方 は しない。 プログラムテクニ ックが評価

されないか ら、プログラ ミング作業の レベルが下に見 られていて、正社員 にはや らせず、

外 注に出 された りして いる。 ソフ トウェア技術者の評価 が低 いこ とが 日本 の情報 関係 に

おける一番 の問題か も知れ ない。

(6)ソ リュー シ ョン ビジネスが育ちやす い教育環境の整備 を

ソ リュー シ ョン ビジネ スを行 うためには、本質的にユーザの業種 に関係す る専門知識

を必要 とす る。 日本 と米 国を比較 した ときに もっ とも大 きな相違 は、ユーザ が コンビュ
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一タ を使 い こなす能力(コ ンピュー タ リテ ラシー)で あ る。米 国には各分野 の専門家の

中で コンピュー タを使い こなせ る人材 が桁違 いに多 く、 これ らの豊富な人材 か らソリュ

ー シ ョンが どん どん出て くる。

米 国で ソリュー シ ョン ビジネス に適 した人材が多数輩 出す る背 景には、大学 にお ける

教育が大き く関係 してい ると思われ る。日本 では2つ 以上の学部 を卒業 した人 は非常に少

ないが、米国では例 えばコンピュー タ と経済学 の学位 を持っていても・それほ ど珍 しいこ

とで はない。これは、米国 との教 育制度 の差が大きな理 由であ り、複数専攻 を容易 にす る

等 、学 際的な人材を育成す る環境 を整備 す ることが必要 である。

2.7.4D氏 意 見

(1)大 学 に優秀 な人材が残れ るようもっと資金投入を

日本 の大学は、欧米 と比較 して人材 が不足 してい る。優秀な人材 を大学に もっ と残す よ

うに しない といけない。博士課程 を修 了す る と、優秀な人で も どこかに行か ざるを得ない

のは もったいない。研究室をみれば、大学 が貧乏であるとよ くわか る。 もっ と資金 を投入

して設備 を充実 させ、人 もかかえ られ るよ うにする。そ うしない と、企業に とっても大学

を活用す る ことが出来 ない。

情報系の修士は多いが、 さらに大学の博 士課程に残 るか、企業 に就職す るか とい う選択

になる と、企業の方が居心地が良い と考 えるよ うである。 しか し、本 当に研 究をやろ うと

い う人が いるな ら、もっと大学で どん どんや って欲 しい。研 究が面 白いか らとい うイ ンセ

ンテ ィブは、物理学にはあって情報学にはない とい うことで はない。設備が充実 している

か ら企業 を選ぶ とい うことであれば、大学に も資金を投入 し、整備 させ るべ きではないか。

大学 に優秀 な人が残 っていて欲 しいのは、いい成果 を出 して欲 しいか らで ある。

(2)情 報 系の講座数を増やす

日本 の大学では、情報系の講座 の数 が少ない。一気 に資金 を投入 してIT産 業 を振興 し

よ うとして も無理である。産業界 に投入す るの と同 じくらい大学 にも投入 し、少 し長 い 目

で人材 を育成 しなけれ ばな らない。情報系 の講座 を増やす ために他 をつぶ さなければな ら

ない とす ると、なかなか進 まない。情報 系だけは純増で もいい とい うよ うな、思い切った

施策 が必要で ある。

(3)カ リキュラムや制度 を改革 し、もっとビジネスを志 向す る

即戦力 とい う意味では大学院生に期待が掛か るが、即戦力のIT技 術者の養成 とい う観

点で、学部のカ リキュラムにも問題がある し、仕組みが遅れ てい る。大学は理論や基礎研

究 を志向 してお り、研究者 の評価 においては新規性や論文が重視 され る といわれている。

評価の観 点では、他でや っていない 目新 しい事 とい うのが非常に強 く、事業化 に繋げる事

とい うのは非常 に弱い と見受 け られ る。
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改革案 として、まず人材育成のためのカ リキュラム改革があげられ る。大学のカ リキュ

ラムは、 もっ とビジネス志 向に しなければな らない。電子情報技術産業協会(JEITA)に

企業 と大学にお ける人材育成 のための改革 を検討す る分科会があ り、アンケー ト調査 を行

った。その結果 による と、大学は 旧態依然 として理論 に偏 ってお り、カ リキ ュラムの ビジ

ネ ス志 向が非常 に弱い。

(4)e-Learningを 活用 し、大学間で先進 的な講座 を共有す る

先進的な教 育 とい う観点では、 もっ とe・Learningを 活用するべ きである。 ある分野 で

先進 的な講座 があれば、いろい ろな大学の間で共用す る。早稲 田大学や慶雁義塾大学では、

e-Learningが 導入 され るよ うで ある。 これ を、 よ り広 く展開 してい くべきであ る。

(5)産 業界と連携するための組織や制度を整備する

大学院では、産業界と事業化までを含めた共同研究を行 うために、TLOや 人員雇用など

の制度の改革が必要である。大学のなかで事業化につなげたり、成果を産業界というビジ

ネスの世界に移転したりするために、仕組みや制度を改革する。

(6)企 業側 は大学での成果 を評価 し、雇用する ときの待遇 に反映 させ る

企業側 も、優秀 な成果 を出 した大学院生は、高待遇で雇用す る必要がある。大学でい く

らいい研 究を して もビジネスの世界 で評価 されない となる と、大学の研究か らビジネスへ

とい う道は、廃れて しま う。企業のなかでは、成果 をあげると 「フェロー」 といった よ う

な制度 によって給料が社長 よ りも上 が り、高待遇 になる。大学での成果 も同 じよ うに扱 う

必要 がある。

人材 の金銭的 な評価 において、その人に しか出来ない技量があるにもかかわ らず 、並み

の単価 に時間をか けて値段 を計算 してい ることは、大きな問題で ある。

2.7.5F氏 意見

(1)大 学間 ・産学の連携 を志向 した研究開発拠点作 りを

研 究施設 を作る際に、集 中型 なのか分散型 なのか、っま り、大きな規模 のものを一 ヶ所

に作 るのか、小規模 の もの を分散的にあちこちに作 るのか といったこ とは結構大きな意 味

を持っている。ハー ドと連携す るよ うな ところに 日本の強みがあ ると考 える と、一 ヶ所 に

集 中させ るのではなく、いろいろな分野 との交流をや りやす くす るために、分散的 に拠 点

を幾つか作 ってい くと言 うや り方 が、 よ り日本 に合 ってい ると思 う。一 ヶ所 に集 めるほ ど

の人材が、 日本の中にいるのか とい うこともあるので、分散型の拠 点作 りのアプ ローチが

今 は良 さそ うに思え る。

「大学の中でいろい ろな知識が渦巻いていて、そ こで新 しい知識 も生 まれ る」 とい う考

えで、これ まで学内ネ ッ トは非常に高速なものを作 り、学外へ はそ こそこの速 さのもの を
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作 ってきた。大学内部 の多 くの先生 は、「この考 えは正 しくな く、大学 とい うところは、学

科 とか学部 とかの縦割 りが激 しくて、学内の共同研究 とい うのはほ とん ど起 きないので、

多 くは大学外のメーカ とか、他 の大学の同 じ分野の先生 と共 同研究をや ってお り、実は、

学 内に速 いネ ッ トワー クは今の ところ必要が なく、 トラフィックは学外 との方 が多い」 と

言 われ る。その意 味で も分散型の研 究拠点 とい う考 え方が現実的 だ と思 う。

2.7.6G氏 意見

(1)大 学の研究者か ら企業への積極的なアプロー チを望む

日本の大学では、一般的に先生は非常に保 守的で、何 らかの予算 を取って くることには

非常 に一生懸命 だが、その成果 を出す ことには消極的 とい う意見をよく聞 く。 それに比べ

て、 ヨー ロッパの大学の先生は、はるかにア グ レッシブである。産学協同に対 して何の躊

躇 もな く、む しろ積極的 にア ピール して企業か ら金をも らってきて、大々的に成果 を発表

す る。場合 によっては、その企業 に学生を送 り込 む ことも行 っている。

イギ リスの場合 は、大学の先生が学校で仕事を しながら、大学 との契約以外の空いた時間を

使って会社 を起 こし、そこで仕事をす るとい うケースが多い。そ うい う先生が実質的な研究活

動 を展開 している例をい くつか見てお り、我 々も研究委託の格好で仕事をお願い している。

(2)即 戦 力となる人 を生み出す教育 を

ヨー ロッパでは学生は 日本 よ りは るかに よく勉強 し、卒業す る とす ぐにそれ な りのこと

ができる。 日本では、職場 で手 とり足 とり時間をかけて教育 し、その中か ら抜 きん出て き

た ものだけが使い物 になる。教育で しっか り基礎 をたたき込む必要があ るのだが、 日本で

はそれが出来 ていない。教育を変 えてい く必要が あると思 う。

ヨー ロッパでは質の高い人 を雇 いやすい。 ヨー ロッパは、大学教育が きちん としていて

ポテンシャルのある人たちが多 く、産業がそれほ どな くその人 たちの働 く場 があま りない

とい うことか ら、企業 にとって採用 は 日本よ りも易 しい。 もちろん市場 の流動 性があるか

ら、雇 ってもす ぐにいな くなる危険性 はあ る。
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2.8国 研の不在 をど う補完するか

■民 間の研 究管理力 を取 り込 んだ、流動性 の高いプ ロジェ ク ト組織 を作 るべ し。

国研 よ りは、む しろ流動性の高いプ ロジェク ト組織を必要に応 じて作 って、そ こで規

模の大きな研究をすればよい。米国の国研の多くは所有者は国だが、運用は大学や民

間企 業に任 されてい る。 目的意識 をはっき りさせ、評価 をはっき りさせ るために、民

間の研 究管理 力を活用すべ きである。 そ して、その組織 は、産官学の流動性の 中でき

ちん と運用すべ きである。

■日本の国研の状態は非常に深刻である。

日本の国研 といえば産総研であるが、情報系はわずか3部 署 、5%の100人 にも満た

な い規模 で、 これで米 国に勝て と言われて も無理である。 大学 よ りひ どい状態 になっ

てお り、今後 は更 に弱体化 してい くので はないか とい う懸念 がある。

企業 も国研 も、ソリューシ ョン ビジネス に引っ張 られ て、基礎研 究が少 な くなってい

る。文科省 関係 は よ りサイエ ンス寄 り、経産省 関係はよ り実用的になって、真 ん中の フ

エー ズが抜 けてい る。 国研 がこの状態だ と、大学に頑張 ってもら うしかない。

■企業と国との方向性が合えば、国家支援の中長期の研究開発は是非や りたい。

国研が不在だからといって、企業の研究所が、新規分野の研究から製品化における真

ん中のステー ジを担 当す ることは、金儲 けを目的 としてい る以上難 しい。事業 としての

将来を見越して中長期の研究は続けていくが、国から支援される研究開発も国と企業の

方 向が合 わない とや っていけない。国 との方向性 が合 えば、委託 としての研究費補助 は

大歓 迎であ る。 米国ATPの よ うな公募型 の研究 であれ ば どん どん応募 していきたい。

■基礎研究から実証実験、事業化までを通し、産学が連携できる仕組みが必要である。

1 日本 では、研 究の上流工程 と下流工程の間にギャ ップが出来 ている。米 国では国研 が

ここを埋 めているが、日本 には国研 がほ とん ど無 い。このことか ら、基礎研 究か ら実証

実験、事業化までをとおした産学連携の仕組みが重要である。シーズ型の基礎研究につ

いては、大学 、国研 が リー ドして企業 は参加す るスタイル とし、一方 、ニーズにあった

事業化 フェーズの研 究については企業が リー ドし、大学が参加す るスタイル とす るのが

良い と思 われ る。
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2.8.1A氏 意 見

(1)流 動性の高 いプロジェク ト組織 を作れ

国研 はな くて もいい。む しろ、流動性 の高い プロジェク ト組織 を必要に応 じて作って、

そ こで規模 の大 きな研究をすれば よい。民間の研究管理力 を活用すべ きである。 目的意識

がはっき りす る し、評価がはっき りす る。そ して、その組織は、産官学の流動1生の 中でき

ちん と運用すべ きで ある。

米国の国研 だって、国研 の所有者は国だけれ ど、運用は大学に任 されてい る。軍事研 究

はLockheedMartineと いった民 間が行っている。官 の研究所は価値観が少 し違 う。産総

研 にいれ ば、国のた めに研究するのであって、メーカのために研 究す るのでは ない。 しか

し、民間の研究管理 は、ターゲ ッ トを決め、期 間を決めて、いついつまでに これ をや ると、

ア ウ トプ ッ トが出た ときに競争力 があるか ど うか、利益 を生むか どうか とい う発想 をす る。

昔は、産総研(電 総研)だ って競争が激 しかった。敗れた人 は通常は外 に出た。それが、

いつのまにか、定年制 の通常のサ ラ リーマン社会へ と変貌を遂げて しまった。 これ も米国

のプ ロパテ ン ト政策で技術の流出を極 めて絞 ったか ら、本 当に研 究所 が種 をク リエイ トし

なければな らな くなったが、途端 に何 をやれ ばよいかわか らな くなった。以前は、留学 し

て、それ を噛み砕 いて、追試験 して、出来れ ば米 国のオ リジナル よ りもクオ リテ ィ とか機

能の面 でプラスアル ファがあるよ うな もの を作 るこ とで良かった。

2.8.2B氏 意 見

(1)日 本の国研の状態は非常に深刻

日本 の国研 といえば産総研 であ り、全体で2000人 規模のす ごい研 究所 に見 えるが、情

報 系はわずか3部 署、5%の100人 にも満たない規模である。情報の研 究 と言 う意味で大

変難 しい状況 になってきている。 これ で米国に勝 て と言われて も無理で ある。極 めてまず

い。大学 よりひ どい状態になってい る。

IT関 連 が大事だ とい うことになれ ば、内部で研 究内容 を見直すな どの構造改革 は是非 と

も必要 である。現状では、縦割 りになって しまっていて うま く変革出来 ていない。今後、

産総研 には情報 系の良い人が集 ま らな くな るか も しれない。 これが心配で ある。

メーカでも今やOSや アー キテクチャ系の研究者がいな くなってい る。企業 はみんな ソ

リューシ ョンに引っ張 られ て しまった。産総研 自体 も独立法人化 して研 究費を調達 しなけ

ればな らず、ソ リュー シ ョンビジネ スに引っ張 られてお り、基礎研 究は少 なくなっている。

文部科学省関係 はよ りサイエンス寄 りであ り、経済産業省関係 はよ りプラクテ ィカル にな

って、真 ん中のフェーズが抜けている。国研 がこの状態だ と、 ここは大学 に頑張 って頂 く

しかない。

(2)企 業と国との方向性が合うなら、国家支援の中長期の研究開発は是非やりたい

事業としての将来を見越して中長期の研究は続けていく。国から支援される研究開発も
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第1編 国が支援する情報技術研究開発のあり方

国 と企業 の方向が合わない とやっていけない。国研 が不在だか らといって、企業の基礎研 、

中研が、新規分野の研 究か ら製品化 における真ん中のステー ジを担 当す ることは、金儲け

を 目的 としてい る以上難 しい。

ただ企業 と国の方 向性が合 えば、委託 としての研究費補 助は大歓迎 である。米 国ATP

の よ うな公募 型の研 究であれ ば どん どん応募 していきたい

2.8.3D氏 意見

(1)基 礎研究か ら実証実験 、事業化 までを通 し、産学が連携で きる仕組みが必要

企業の研究所 において は、学 問的か どうかは問題ではな くて、事業 にす るための種 を作

る とい うよ うに、研究の方針 が転換 されてい る。例 えば、スーパー コン ピュー タのエ ンジ

ニアが、アプ リケーシ ョン として、金融工学の ソリュー シ ョンを研 究 している。研究所 に

業務 の専門家 がいないので、銀行の人 と組んでやってい る。パ ッケージの開発 までお こな

い、複数 の銀行 に販売 した実績 がある。

日本 においては、研究 の上流工程 と下流工程 の間にギャップが 出来てい る。米国では国

研 が ここを埋 めているが、 日本 には国研がほとん ど無い。 このこ とか ら、基礎研究か ら実

証 実験、事業化 までを とお した、産学連携の仕組みが重要である。 シーズ型の基礎研 究に

ついては、大学 、国研 が リー ドし、企業は参加す るスタイル とす る。企業の研究所では、

直近の事業に役立つ研究 が中心 となってお り、基礎研究での リー ドは経営的に苦 しい。一

方 、ニーズにあった事業化 フェーズの研究にっいては企業が リー ドし、大学が参加 す るス

タイル とす る。イ ンフラス トラクチ ャの整備が必要な研究は、共 同開発拠点にテス トベ ッ

ドを用意 し、そ こで共 同研究 ので きる仕組みを整備す る。
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第2編 先端情報技術の研究開発動向と諸外国の情報化政策

まえがき

第2編 は、以下の よ ラに構成 されている。

第1章

1.1

1.2

第2章

2.1

2.2

先端情報技術の研究開発動向

ハイエンドコンピューティング技術の研究開発動向

人間主体の知的情報システム技術の研究開発動向

諸外国の情報技術開発、および情報化政策動向

米国における情報関連分野の重点的研究開発計画調査

IT政 策 ・研究開発に関する諸外国動向調査

1.1で は、米国のハイエン ドコンピューテ ィングの研 究開発動 向 と、平成11年 度に当研

究所内に設置 され、継続 して議論 を行ってきた 「ハイエン ドコンピューテ ィング技術調査

ワーキ ンググル ープ」の各委員か ら提出 された、平成13年 度 の報告 の概要 をま とめてい

る。

1.2で は、米国政府 が支援す る情報技術研究開発 の動向 と、平成9年 度に当研究所 内に

設置 され 、継続 して議論 を行 って きた 「人間主体の知的情報技術調査 ワーキンググループ」

の各委員か ら提 出 された、平成13年 度の報 告の概要 をま とめている。

2.1で は、米国の重点的研究 開発 プログラムの中か ら、ITの 応 用分野である、電子図書

館、電子政府、バイオテ クノロジー、インフラス トラクチャに着 目し、米国NSFの 元プ

ログラムマネー ジャが実施 した、各 プログラムの進展状況の調査や、各プ ログラムの分析

の概要 をま とめて いる。

2.2で は、平成12年 度 に報告 した 「情報先進 国の情報化政策の動 向」で調査対象 とした、

アメ リカ、EU、 ス ウェーデ ン、シンガポール 、マ レーシア、オース トラ リア、イ ン ド、

韓 国について、調査概 要を更新 し、最近の動向や トピックスを盛 り込む とともに、新たな

調査対象 として、イ ギ リス、フランス、 ドイツ、 フィンラン ド、 中国 を追加 している。

なお 、それぞれ の報告の詳細 は、別途調査資料 として用意 されてい るので、必要 に応 じ

て参照 され たい。
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第1章 先端情報技術の研究開発動向

1.1ハ イ エ ン ドコ ン ピュー テ ィ ン グ技 術 の研 究 開発 動 向

1.1.1米 国のハ イエ ン ドコン ピューテ ィング研究開発動 向

(1)FY2002Bluebookに み る政府支援 のIT研 究開発

a)推 進体 制

ブ ッシュ政権初 のFY2002Bluebookは 、2001年8月 に開示 され た。政権が民主党か

ら共和党 に交代 しての最初 であ り、内容 に期待 したが、FY2001Bluebookと 比較 して、

1/4の50ペ ージ と簡素化 されてい る。

内容は、具体的な研 究内容の紹介 が多か ったFY2001と は異な り、 どのよ うな 目的で

どのよ うなブ レークスルー を目指すか といった一般受 けのす る表現 に変わっている。基

本 的な枠組み は共和党 になったか らといって大きくは変わ らず、従来の枠組み を踏襲 し

ている。従来の省庁間 をまたがる推進体制 と、6つ のPCA(ProgramComponentArea)

自体 も変化 していない。全体の推進体制 を図1.1に 示す。
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NITRD(NetworkingandInformationTechnologyandDevelopment)計 画 は 、2001

年9月 に下院 を通過 したNITRD法 案 に基 づ くが 、上 院 を通 過 して い な いの で正 式 な法

律 に はな って い ない(長 期 のIT研 究 開発 予 算 が認 可 され た ので は 無 い と言 うこ とで あ

ろ う)。NITRD計 画 の研 究 開発 実体 は、 次 の6つ のPCAで 推 進 され てお り、 以下 の グ

ル ー プ(CoordinationGroup)が あ る。

① ハ イエ ン ドコ ン ピ ュー テ ィ ン グ(HEC:HighEndComputing)

こ こは更 に2つ に分 かれ て い る(図Llに は記 述 は され て い な い)。

・HighEndComputingInfrastructureandApplication(HECI&A)

・HighEndComputingResearchandDevelopment(HECR&D)

② 大 規模 ネ ッ トワー ク(LSN:LargeScaleNetwork)

③ 高信 頼1生 ソフ トウェ ア とシ ス テ ム

(HCSS:HighConfidenceSoftware .andSystem)

④ ヒ ュー マ ン コ ン ピ ュー タ イ ン タ ー フ ェ イ ス 及 び 情 報 管 理(HCI&IM:Human

ComputerInterfaceandInformationManagement)

⑤ ソフ トウェア の設 計 と生産 性(SDP:SoftwareDesignandProductiVity)

⑥ 社 会 、経 済及 び労働 力 の 面 か ら見 たIT労 働 力 開発 の意 味(SEW:Socia1,Economic

andWorkforceImplicationofITandITWorkforceDevelopment)

b)且ighEndComputing予 算規模

既 にNITRDFY2003の 予算要求 は発表 されているが、詳細 のIT研 究開発予算 の配分

はこれか らになる。 よって、FY2002の 各省庁の予算要求額 を表1.1に 示す。

表1.1NITRD計 画FY2002年 度予算要求額

省庁 HECI&A HECR&DIHCI&II> LSN SDP HCSS SEW 合計 比率

NSF 249.7 65.1 104.8 98 39.7 46.1 39.1 642.5 32.6%

DARPA 55.5 42.7 38.2 49.2 44.6 32.9 263.1 13.4%

MH 55.1 13.7 74.6 81.1 6 10.1 11.4 252 12.8%

NASA 36.1 26 27.8 14.4 22.4 47.1 7 180.8 9.2%

DOE/OS 98.3 31.5 16.4 25.9 4 176.1 8.9%

NSA 33.6 1.9 46.6 82.1 4.2%

MST 3.5 6.2 3.2 2 7.5 22.4 1.1%

NOAA 13.3 1.8 0.5 2.7 1.5 19.8 1.0%

AHRQ 9.2 6.7 15.9

ODUSD(S&T) 2 2 4.2 1 1 10.2 0.5%

EPA 1.8 1.8 0.0%

小計 513.3 216.4 279.7 287.3 116 193 61.5 1,666.70 84.6%

DOENNSA 133.8 37 35.5 41.1 56.5 303.9 15.4%

合計 647.1 253.4 279.7 322.8 157 193 118 1,970.60 100.0%

比率 32.8% 12.9% 14.2% 16.4% 8.0% 9.8% 6.0% 100.0%
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NSFが 最 大 の予算 を使 い 、IT関 連 の取 りま とめ的 な役 割 を果 た して い る。FY2002

のHEC関 連 で あ るHECI&及 びHECR&Dの 予 算要求 額 は合 計 で900.5Mド ル で あ り、

IT関 連 予 算 の50%弱 を 占め る。 米 国が も っ とも重 視 して い る こ とが うか が え る。

FY2003は 、PCA毎 の分 類 はま だ で あ るが 、省 庁毎 の 要 求 予 算 は公 表 され てお り、

NITRD総 額 で はFY2002実 績 値 の3%増 加 の1,890Mド ル に な って い る(表1.2)。

(http://www.ostp.gov/html/NetworkinglTR&D.pdf)

表1.2NITRDFY2003予 算 概 要

2002

($M)

2003

($M) 増加率

NationalScienceFoundation 676 678 0%

HealthandHumanServices 310 336 8%

Energy・ 312 313 0%

Defense 320 306 一4%

NASA 181 213 18%

Commerce 43 42 一2%

EnvironmentalProtectionAgency 2 2
.

0%

TOTA1.㎡ 1,844 1,890 3%

c)ハ イエ ン ドコンピューテ ィング(且EC)の 目指す ブ レー クスルー

FY2002Bluebookで は中長期の研究課題 を、10の 研究のチャ レンジ課題 と7つ の国

家的 グラン ドチ ャレンジ課題の2つ のカテ ゴ リに分けてま とめている。

ここでは、HECで 特に関係 の深い4つ の研 究チャ レンジ課題 について、各 々が追求

す るブ レー クスルー を示す。

① 次世代 コンピューテ ィング とデー タ記憶 技術

・先進 的な コン ピューテ ィングコンセプ ト(従 来存在 しなか ったアーキテ クチ ャ、 コ

ンポーネ ン ト、アル ゴ リズムを含 む)

・システム ソフ トウェア技術(オ ペ レーティングシステム、プ ログラム言語、 コンパ

イラ、記憶階層 、イ ンプ ッ ト/アウ トプ ッ ト、パ フォーマ ンスツール を含 む)

・部品技術 、システム ソフ トウェア、プ ログラ ミング環境 を統合するシステ ムアーキ

テクチ ャ(部 品技術、ノー ドの機能性、 コンフィギュ レー シ ョン、高度並列計算管

理用 ソフ トウェア、階層的プ ログラ ミングを含む)、 ネ ッ トワー ク接続1生

・ハイエ ン ドコンピューテ ィングのための ソフ トウェア コンポーネ ン ト技術
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② シ リコンCMOSに おける障壁 の克服

・光バ ックボー ンネ ッ トワーク上 の超安全 な通信

・未整理のデー タベースの検索 、あるいは大 きな数字を因数分解す るため等のアル ゴ

リズムの速度 の飛躍的増加

・分子的プ ロセ スあるいは物理現象の詳細 かつ忠実な シミュ レーシ ョンを可能 にす る

量子 コンピュータ

・革新的 なコンピュータ構造、3-Dア ーキテ クチャ、ハイブ リッ ド技術

・チ ップ上 で再構成可能なシステム、適応性 があ り、かっ多様性があ るコンピューテ

ィング

・プロセ ッサの性能 に比例す る記 憶性能 を提供す るメモ リ内プロセ ッサ(PIM)と そ

の他 の活動

・新 しい計算基盤

一量子 コン ビューテ ィンブ

ー生物ベ ース コンピューテ ィング ,

一 「スマー トファブ リック」:織 り合わせ 形バ ッテ リ、光 ファイバ ーケー ブル 、金

属 コネクタ等の技術 を利用 して、科学者 は、数十Tera-opsク ラスの処理(今 日

の大型 スーパー コンピュー タの規模)を 行 うのに充分なプロセ ッサを浮 き彫 り加

工 し、人が身 につけ られ る織物 を作 るこ とが可能 である。

一分子電子 工学
。軍事用次世代戦略 コン ピューテ ィングのための極度 に速 く、高密

度 の処理能力 を持 った分子 スケール の計算

③21世 紀 のた めの多 目的、安全 、拡張可能 なネ ッ トワー ク

・基礎的ネ ッ トワー ク研究

一光ネ ッ トワーキ ング(フ ロー/バース トとパ ケ ッ ト交換 、アクセス技術 、毎秒ギガ

ビッ トレベ ルのイ ンター フェイ ス、プ ロ トコル の階層化)

一ネ ッ トワー クのダイナ ミクス とシ ミュ レーシ ョン(自 動管理 、自動 リソース回復、

ネ ッ トワー クモデ リング)

一耐故障性 と自律的管理

一 リソース管理(発 見 と仲介
、事前予約 、共同スケジュー リング、ポ リシー駆動型

の割 当メカニズム)

一無線技術(発 見、共存 とコンフィギ ュレー シ ョンのた めの技術標 準)

一帯域幅 に対す る要求を支援す る能力の増強

一頑強性 の改善、数十億 のデバイスの一時的相互作用の取扱 い とネ ッ トワー クの遠

端 か らのア クセ スを最大化す るためのネ ッ トワークの増強 と拡張

これ には、ユ ビキタスブ ロー ドバ ン ドアクセス方式、無限ネ ッ トワー キング、セ

キ ュ リテ ィ とプライバシー 、ネ ッ トワー ク管理等の研 究がある。
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一地球規模 のネ ッ トワー クお よび情報イ ンフラス トラクチャを理解す ること(エ ン

ドトゥエ ン ドパ フォーマンス、バ ックボー ン構造 、アプ リケーシ ョン)

・新 しい分野 の応用 を可能にす ること

一分散型 データイ ンテンシブコンピューティング共同研究、コンピュー タ操縦 によ

る科 学的シ ミュ レーシ ョン、遠隔 ビジュアライゼーシ ョン、遠隔機 器の操作、大

規模 分散型 システム

④ 科学 と工学 にお け る米 国の強 みを維持す るための先進 的IT

・科 学者 、技術者、社会が関心を持つ現象をよ り速 く、よ り高解像度、よ り現実的な

立体 的シ ミュレー シ ョンで処理可能 にす るた めの、より高能力で相互運用性 を持 っ

た コンピューテ ィングシステム、記憶 システ ム、ネ ッ トワーク、 ソフ トウェア開発

能 力(言 語 とツール を含む)、 人 ・コンピュー タ間対話技術

・複雑 で学際的なモデ リングシステムを構築 し、理解 し、評価す るためのアプローチ

・科学者 や技術者が分散 されたハイエン ドの コンピューティング リソースによ り良好

にア クセ スでき、利用す ることを可能 にす る言語 とツール

・分散型 の学際的チーム支援 のた めのIT

d)FY2003予 算 に見 る研 究開発 目標 の特徴

FY2002Bluebookは 同時多発テ ロ以前にま とめ られたもので あ り、この対策 は意識的

には加味 されていない。先に述べたOSTPのFY2003予 算の分析資料には、テ ロ以後の

対策 を含むNITRDの 目指す重点 目標が簡潔 にま とめ られている。詳細は今後のFY2003

Bluebookに ま とめ られるはずであるが、それの予告が見 られ るので、ここに紹介す る。

次の様 な技術 の開発 を達成す ることを重点課題 に挙 げている。

① エ ン ドツーエ ン ドの光 ファイバーネ ッ トワーク

ネ ッ トワー クバ ン ド幅 とネ ッ トワークセ キュ リテ ィの大幅の向上を もた らす。

② クラスタお よびGridコ ンピューテ ィングを可能にする新 しい技術

科 学研 究ネ ッ トワー クのための高性能計算機への初 めてのア クセスを もた らす。

③ ネ ッ トワー クセ キュ リテ ィプロテクシ ョン技術 で次の よ うなものを含む。

不 正侵 入検 出、 リスクお よび弱点解析 、大規模情報 レポジ トリーの管理 、運 用

(2)ハ イエ ン ドコン ピューテ ィング分野の新 しい動 向

一 実 用化 に向か う超 並列 、超 分散 コン ビューテ ィンブ ー

a)SC2001に 見 る動 向

SCGlobalと い って、AccessGridの テクノロジーを利用 した遠 隔会議による参加 も

初 めて行われ、世界40カ 所以上 と接続 され た。同時にGrid2001が 特別 ワークシ ョップ

の形 で丸1日 開催 され た。展示会場 でもSUNの"SunPowerstheGrid"な るキャ ッチ フ
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レー ズ等Gridに あや か った 展示 が多 く見 られ 、SC2001の 主役 はGridの 感 が強 か った。

SC2001の 前 日11/9に 発 表 され たTop500(18th版)に お いて も超 並 列 マ シ ンASCI

が上位 を独 占 し、近 年PCク ラ ス タ もそ の 順位 をの ば してお り、ハ イ エ ン ドコン ピュー

テ ィ ン グの 流れ はま す ま す 超 並 列 、 超 分 散 化 が加 速 して い る。

な お 、SC2001の 報 告 に っ い て は 恒 例 に な っ た 東 大 小 柳 教 授 の レポ ー トが詳 しい。

(http://olab.is.s.u-tokyo.ac.jp/～oyanagi/reports/SC2001)

b)超 並 列 コ ン ビ ュー…テ ィ ン グ

①TOP500に み る超 並 列 マ シ ン

SC2001と 同 時 に発 表 され たTop500(http://clusters.top500.org/)に よる と超 並列

マ シ ンが上位 を 占め、 特 に近 年 はASCIマ シ ンの独壇 場 で あ った。Top1は 昨年 と

同様 のASCIWhiteで あ る(実 行性 能 は 昨年 の4.9T且opsか ら7.2T且opsに 向 上 し

て い るが構 成 は 同 じ)。 表1.3にTop5を 示 す。第2位 に ク ラス タ シス テ ム が入 っ て

来 て い る のが 注 目す べ き流 れ で あ る。

表1.3TOP5世 界 のハイエ ン ドコンピュータ

順位 メー カ マ シン
Rm征

(GFIOP8)
設置場所 CPU数

1 IBM ASCIWhite,SPPower3

375MHz

7,226 LawrenceLivermoreNational

Laboratory

8,192

2 Compaq AlphaServerSCES45/1

GHz

4,059 PittsburghSupercomputing

Center

3,024

3 IBM SPPower3375MHz16

way

3,052 NERSαLBNL 3,328

4 Intel ASCIRed 2,379 SandiaNationalLabs 9,632

5 IBM ASCIBIue・Pacific

SSTIBMSP604e

2,144 LawrenceI.ivermoreNational

Laboratory

5,808

②PetaFlopsを 目指 すBlueGeneプ ロ ジ ェ ク ト

従 来 、IBMが 独 自に 開発 を進 めて い たBlueGeneプ ロジ ェ ク トで あ るが 、2001年

11月 にDOE/NNN(LawrenceLivermoreNationalLaboratoryが 対 応)と 共 同 開発

を進 め る こ とを発 表 した。2005年 に200T且opsを 目指 す 。

(http:〃www.research。ibm.com八)1uegene/BG_External_Presentation_January_20

02.pdθ

現在 最 速 の スーパ ー コン ピ ュー タ(OptionWhiteか)に 比 べ て性 能 で は15倍 速 く、

電源 容 量 は1/15、 大 き さは1!50か ら1/100と 豪語 して い る。この あ と更 にBlueGene

計 画 はIPetaFlopsを 目指 す(規 模 縮 小 した との声 も有 る が定 か で は な い)。
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③ ベ クター型超並列 マシ ン 「地球 シ ミュ レー タ」

ベ クター型プ ロッセサを超並列に利用 し40T且opsと 汎用スーパ コンピュー タ世界

一 の1生能を叩き出す地球シ ミュ レータが横浜市の海洋科学技術センター内に2002

年3,月 末 に完成 した。次回(2002年6月)19th版 のTop500で 第1位 が期待 され る。

今やベ クター型は 日本 しか作ってお らず、 トレン ドか ら外れた感 もあるが、地球 シ

ミュ レータの実績如何では、見直 しの可能性 もある(が んばれ 日本のスーパー コン

ビ。ユ一夕!)。

④ 専用 ス ー パ ー コ ン ピュー タ

汎 用 の スー パ ー コ ン ピュー タ の コ ス ト、性 能 の壁 を破 るべ く特 定 分 野 に特 化 した、

専 用 ス ーパ ー コ ン ピュー タの 分野 も性 能 向上 が め ざま しい。SC2001で も東 大 の重

力 多 体 シ ミュ レー シ ョン専用 のGrape6は11.55T且ops(ピ ー ク性 能32T且ops)を

達 成 し、昨 年 に続 き ゴー ドンベル 賞(PeakPerformance部 門)を 受 賞 した。 更 に

2002年3,月5日 に は ピー ク性 能48T且opsを 達成 し、世 界 最高 速 とな った と発 表 し

た。 なお専 用 マ シ ンの低 コス トにつ い て は"GRAPE6の 開発 総 予算 はわず か5億

円 で あ り、400億 とい われ るASCIWhiteの 約1/100で しかな い"と 紹 介 され て い

る。

(http:〃grape.astron.s.u・tokyo.ac.jp/pub/people/makino/press/2002-symposium.ht

ml)

c)ク ラス タシステ ム動 向

①Tbp500に 見 るクラス タシステムの増加

今回はTop10で 見ても2台 のクラスタシステムがランクイン した。従来は ミ ドル ク

ラスを占めていたが、ハイエ ン ドの世界で も民生の部 品を応用 したクラスタシステ

ムの流れ が押 し寄せ てきている。専用部 品を使用 したスーパー コンピュータに対す

るコス トパ フォーマ ンスの良 さが一番の原因であろ う。表1.4に 世界のTop5を 示

す。チ ップの種類 を見 る とCompaq社 のAlphaチ ップがほぼ上位 を独 占 してい る。
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表1.4Tbp5ク ラ ス タ型 ハ イ エ ン ドコ ン ピュー タ

順位
Tbp

500
メ ー カ マ シン

Rmax
(GFlOP8)

設置場所 CPU数

1 2 Compaq AlphaServerSC

ES45/1GHz

4,059 Pittsburgh

SupercomputingCenter

3,024

2 6 Compaq AlphaServerSC

ES45/1GHz

2,096 LosAlamosNational

Laboratory

1,536

3 30 Self・made CPIant/RossCluster 706.7 SandiaNational

Laboratories

1,369

4 31 Compaq AlphaServerSC

ES45/1GHz

706 AustralianPar七nership

fbrAdvancedComputing

(APAC)

480

5 34 IBM TitanClusterItanium

800MHz

677.9 NCSA 320

② 世 界最 遠 の ク ラス タマ シ ン

PSC(PittsburghSuperComputingCenter)に 設置 され たCompaq社 の 民生Alpha

チ ップ を使 用 して い る。2001年 よ り稼 働 し、NSFのPACI(Partnershipfor

AdvancedComputationalInfrastructure>を 通 して 、研 究 開発 に共 同利 用 され て

い る(図1.2)

ピ ー ク 性 能'16.OTeraflops

メ モ リ:3.OTeraBytes

デ ィ ス ク:50TeraBytes'

(http:〃 …psc.edu/publicinfo/news/2001/ter

ascale-10-Ol-01.html)

図1.2PSCに 設置 の世界最遠クラスタ

③ 日本 の ク ラス タ 動 向

日本 の ク ラス タ は今 の とこ ろ 世 界 の 第6位 で あ り、 生命 情 報 科 学 研 究 セ ン ター

(CBRC)が 利 用 して い るNEC製 の ク ラス タMagiCluster(Pentium3,933Mh)

で あ る。

なお 、 日本 で もPCク ラス タ コ ン ソー シ ア ム が2001年10月 発 足 し、産官 学 共 同 の

促 進 が始 ま った。新 情報 処理 開発 機 構(RWCP)が 開発 したSCoreク ラス タ システ

ム ソ フ トウ ェ ア 、 お よ びOmniOpenMPコ ン パ イ ラ が 中 核 と な っ て い る

(http:〃www.pccluster.org/)。
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④In丘niBand

ベ オ ウル フ型 ク ラ ス タ を 構 成 す る民 生 ネ ッ トワー ク と して は 、GigaBitEther,

Myrinet等 が使 用 され て い るが 、最 近InfinBandが 注 目を浴 び て い る。 ネ ッ トワ

ー ク性 能 と して は単 線 の2 .5Gbitを1本/4本/12本 で各2.5Gbits,10Gbits,and

30Gbits/秒 の 速 度 を提 供 す る。Compaq,De11,且ewlett-Packard,IBM,Intel,

MicrosoftandSunMicrosystemsが 主体 にな って 、1999年10.月 にlnfinBand

TradeAssociationを 設 立 し 、2000年10月 に 標 準 仕 様 を 策 定 し て い る

(http:〃www.infinibandta.org/ibta/)。

当研 究所 のWGに お い て も、米 国でIn丘niBand関 連ハ ー ドウ ェア主 体 のベ ンチ ャ

ー 企 業RedSwitch社 のCEODr .WenLeeに ご講 演 を頂 い た。米 国 で はIn丘niBand

関連 の企 業 化 が始 まっ て い る(http:〃www.redswitch.com/)。

現 在 、InfiniBAnd関 連 の製 品 は量産 化 され て お らず 、サ ン プル価 格 的 な もの が多 い

が 、今 後 の市 場 拡 大 と価 格 の低 下 が期 待 され る。

d)超 分散 コンピューテ ィング

①Gridコ ンピューテ ィング

SC2001の 展示会で も分かるよ うに、世界 中の コンピュータをつなぎ コンピュータ

資源 を有効に活用 しようと、Gridコ ンピューテ ィングへの流れが加速 してい る。ハ

イエ ン ドコン ピューテ ィングの世界で も超並列 を持 って して も単独 の コン ピュー

タセ ンターでは物理的、経済的に も制限がある。まずスーパ コン ピュータセ ンター

を高速ネ ッ トワー クで接続 し、仮想的研 究所 を構 築す る構想 か ら始ま ってい る。

ASCI等 の超並列 コンピュー タ自体 もその一つの ノー ドになる。ASCIGridService

とい う広報用CDもSC2001で は用意 されていた。ASCIの 超 高速 コンピュー タも

ポー タルの一つ になる。

主に計算能力資源 を活用す るComputationalGrid、 ネ ッ トワークを介 してマルチ

メデ ィア情報 をや りとりし遠 隔会議を実現す るAccessGrid、 大規模な高エネルギ

ー物理のデー タを扱 うEU連 合のDataGrid等 、多 くのプ ロジェ ク トが世界的 に行

われ ている。

ただ し、Gridは まだ公式 な標 準があるわけではなく、デファク トスタンダー ドの世

界 である。 ソフ トウェアツールキ ッ トとしてはGlobusが デ ファク トの位置 を確立

している、

今後 この流れ は、研究開発向 けか ら一般 ビジネスの世界に広 まるのは必至であろ う。

なお 、産総研 の田中氏が展示者 としてSC2001に 参加 し、当研究所 のWG調 査報告

書 の第3章 に、状況を詳細 に レポー トして頂 いている。また、昨年の調査報 告書 に、

関 口委員(産 総研)の 報告 「Gridに よる世界戦略 とグローバル コンピューテ ィング

技術 」で動 向が分 か り易 く紹介 されている。
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②TbraGrid計 画

世 界 最 大 、最 高速 の分散 ネ ッ トワー ク環 境 を構 築す べ く、NSFか ら53Mド ル の資

金 提 供 を受 け、4つ の研 究所(NCSA,Argonne,Caltech,SDSC)を 光 フ ァイ バ ー

高速 バ ックボー ンネ ッ トワー ク(40Gbits)で 結ぶ 。 完成 時 に は13.6TeraFlopsの

Linuxク ラス タ コ ン ピュー タパ ワー と、450TeraBytesの デー タ容 量 と、 高精 細 の

AccessGrid環 境 が提 供 され る。

(http://www.teragrid.org/index.html、

http:〃www.teragrid.org/img/teragrid.sm.jpg)

IBM,Inte1,Qwest社 が企 業 と して 参加 してお り、64BitItaniumチ ップ を320個

用 い たIBM製 のLinuxク ラ ス タマ シ ン が2001年10月 か らテ ス トを 開始 した。

日本 で は、Top100ス ーパ ー コ ン ピ ュー タの うち6台 が集 中す る 、世 界 で も有 数 な

つ くば地 区に 「つ くばWAN」 が 完成 し、2001年3月22日 に 開通 式 を行 った。 ネ

ッ トワー クは10Gbpsの 光 ル ー プ が使 われ て い る(総 容量 は570Gbps)。 当初 はつ

くば地 区 に とどま って い るが 、今 後 、地 球 シ ミュ レー タ を は じめ、全 国 の大 学 、研

究所 間 の接続 が検 討 され て い る。

③ ベ ンチャー企業動 向

Gridコ ン ピューテ ィングが研 究開発分野 で注 目を浴び る中、Grid関 連で興味深い

企業化が進行 してい る。SC2001等 で 目に付 いた企業 をあげ る。

・AVAI(1社:http:〃www .avaki.com/

Virginia大 でLegionを 開発 した人(Dr.AndrewGrimshaw)が ス ピ ンア ウ トし

ApphedMetaComputing社 を設 立(1998年8月)、2001年6月 にAVAKI社 に。

現在 はLegionベ ー ス に ソフ トウェ アパ ッケー ジAVAK[2.1SoftwareGridを 販 売

して い る。 用 途 として、"Grid'BasedCollaborationinLifeSciencesResearch"

な るホ ワイ トペ ー パ も発 行 され 、バ イ オ 関連 を有力 な ター ゲ ッ トと してい る こ と

が伺 わ れ る。

・PlatformComputing社:http:〃www.platform.com/

創 業 は1987年 で 、分散 コ ン ピュー テ ィ ン グのLSF(LoadSharingFacihty)を 売

り物 に して い るカナ ダの会 社 で あ るが 、今 回世 界 で最 初 にGlobusToolkitの 商 用

版 を リ リー スす る と発 表 した。Grid業 界 のRedHutを 目指 して い る。

・Entropia社:http://www .entropia.com/

分散 コン ピ ュー テ ィ ン グ を基盤 モ デ ル と して 、 「どこか らで もス ー パ ー コ ン ピ ュ

ー タ のパ ワー がア クセ ス 出来 る よ うに」 との コンセ プ トで 、1997年 に創 業 され

た。Gridコ ン ピ ュー テ ィン グ その もの が ビジネ スモ デ ル に な って い る。利 用 例 と

して 、2のN乗 引 く1が 素 数 に な るMersenne素 数 の発 見 で は、17万 台 以上 の
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PCが 接続 され たEntropiaGridを 用 いて 、2001年11月 には400万 桁 を越 す39

番 目の素数 が発 見 され た。Gridコ ン ピュー テ ィングの パ ワー を うま く活 用 で きた

例 とい え る(http:〃www.mersenne.org/prime.htm)。

e)量 子 コ ン ピュー タ の動 向

IBM研 究 グル ー プ は、2000年8.月 に5量 子 ドッ トの実 験 に成 功 した後 、IBMAImaden

研 究セ ンタ ー とス タ ン フォ ー ド大 学 は 共 同 で 、7量 子 ドッ トの 量 子 コ ン ピ ュー タ にて

15ニ3x5の 因 数 分解 に成 功 、 と2001年12月20のNature誌 に発 表 され た。

これ は 、試 験 管 に入 れ られ た特別 な分 子 を、核 磁 気共 鳴装 置 の核 ス ピン の傾 きを制 御

し、計算 を行 うこ とで 実 現 した もの で、1994年 に 当時AT&T社 のShor氏 が 唱 え たShor

の アル ゴ リズ ム(量 子 コン ピュー タは今 日の汎 用 コン ピュー タ に比べ て圧 倒 的 な ス ピー

ドで 因数 分 解 を計 算 で き る)の 初 め ての 実 験 に よ る証 明 に な った。

(http://www.research.ibm.com/resources/news/20011219_quantum.shtml)

研 究 は一 歩一 歩 に進 んで い るが、SC2001の 展 示 で も、量子 コ ン ピ ュー タ 、分 子 コ ン

ピューテ ィ ン グはパ ネル 展 示 の原 理 の解 明 段 階で あ り、 目立 っ たア ピー ル は してい な い。

実 用 に な る量子 コン ピ ュー タの実 現 は 、 まだ長 期 の研 究 開発 が必 要 で あ る。 米 国は 長期

研 究 テ ー マ で あ る新 しい計 算 基盤 に 向 け て、研 究 開発 投 資 を怠 りな くや っ て い る。

f)超 並列 、超分散 を容 易に開発 でき るソフ トウェアの研 究開発 動 向

FY2001よ りPITACの ソフ トウェアの生産性に対す る憂慮 か らの勧告 に従 い、IT

R&D計 画 にSDP(SoftwareDesignandProductiVity)プ ログラム コンポーネ ン トエ

リアが新設 された。FY2002Bluebookで も、研 究チャ レンジ 「現実世界 のための ソフ ト

ウェア作成」 にて、重要テーマにあげてい る。 目標 としては次があ る。

① ソフ トウェア とシステ ム設計の科学

一言語 とコンパイ ラ
、例 えば、エン ドユーザのために ソフ トウェアの仕様 と開発 を

容易 にす る ドメイ ン専用言語、 な らびに使用は容易だが誤 りを生 じに くい言語

一ソフ トウェア とシステムを構成す る効果的 な方法、すなわち複雑 なシステ ムを構

成 し、分析 し、検証 し、広範囲にわたって分散 された異種 システム上で相互運用

を可能 にす るた めの よ り優れた技術

一適応性があ り
、かつ反射性 のコンポーネ ン ト、構成 のフレーム ワー クと ミ ドル ウ

ェア、拡 張可能分散型 ソフ トウェアシステム構築の理論的基礎

② 工学的プ ロセスの 自動 化

一分散、 自律、組込み型 ソフ トウェアの開発 のための技術 を含 み、開発時間を短縮

し、信頼性を向上 させ るソフ トウェアコンポーネ ン トを組合せ る方法。 ソフ トウ
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エア開発の 自動 化

一ソフ トウェア と物理 システムを仕様化 し、分析 し、試験 し、検証す る、統合 ソフ

トウェア とシステム開発 プ ロセス

ーネ ッ トワー クアプ リケー シ ョンの相互運用性

一統合 された ドメイ ン専用 開発 環境の迅速 な構成 とカスタマイゼ ーシ ョンを可能

にす る統合 された構成可能 ツール環境

③ パイ ロ ッ トアプ リケーシ ョン と実験 に よる評価

一組込 み型 ソフ トウェアア プ リケー シ ョン とその他 の複雑 なアプ リケー シ ョンの

ための技術

一ソフ トウェア とシステム開発 プ ロジェク トの実証的研 究

研 究課題の 中には超 並列、超 分散 を意識 した研 究開発 内容 が多々見 られ る。単体に よ

るハー ドウェア高速化の限界の打開が超並列、超分散に向かってい るので、ハー ドウェ

アの困難 さ以上に ソフ トウェアにその負担が大 きくふ りかかってきている。 特定の分野

(粗な結合 で超並列、超 分散 でも性能が出やすい ところ)で は実用 になってい るが、 こ

れを汎用 コンピューテ ィングの世界 に向けて実用化す るには、更に長期の研究が必要で

ある。

1.1.2ハ イエン ドコンピューテ ィング研究 開発 動向

ここでは当研 究所 のWGの 各委員お よび外部講師 による調査報告 の概 要を示す。

(1)ア ー キテ クチ ャ&新 計算モデル

① 半導体性能 向上神話崩壊後 のアー キテ クチ ャ

CMOSLSIの 動作速度 はプロセスの進歩 につれて向上を続 け、新 しいプ ロセス を利用

す ることは、それだ けで性能の向上にっ なが った。これは、微細加工技術の発展 と共に、

電源 電圧 を落す こ とがで きれ ば、論理 ゲー トの遅延 を減 らす ことがで きた ことによる。

ところが、2001年 、プ ロセ スが0.18umか ら0.13umに 進む際、電源電圧 を低 くす るこ

とが ほぼ限界に達す ると共 に、LSIチ ップ内の遅延の支配的要因が、ゲー ト遅延か ら配

線遅延に移行 した。 このため、銅配線 な どを用いない限 り、新 しいプ ロセス を単に利用

するだ けでは、性能 は全 く上が らな くなるに至 った。半導体性 能向上神話 は崩壊 し、今

年か ら新 しい時代に突入 したのである。今後、CMOSLSIプ ロセス技術に画期的なブ レ

ー クスル ーがない限 り、 この傾 向は続 くと考 えられ る。

本 レポー トでは、半導体性 能向上神話が崩壊 した 「新 しい時代」を迎 えて、アーキテ

クチ ャをいかに構成すべ きか を提言す る。 まず 、新 しい時代 に高い性能 を実現す るアー
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キ テ クチ ャに つ い て述 べ 、ます ます発 展 が 予測 され るRecon丘gurableArchitectureに つ

い て ま とめ る。

② メガスケール コンピューテ ィングの構想

筆者 らは科学技術振興事業団の戦略的基礎研究推進事業による研 究プ ロジ ェク ト 「超

低電力化技術 によるデ ィペ ンダブル メガスケール コンピューテ ィング」 を実施 してい る。

このプ ロジェク トは、百万プ ロセ ッサ級 のメガスケール コンピューティングを真 に実現

す るための基盤 技術 を追求す るものであ り、そのために コモデ ィテ ィ技術 、すなわち高

性能計算のみを ターゲ ッ トとしない一般性 の高い技術をベース とした研究開発 を行 う。

プ ロジェク トで は、 メガスケール コンピューティング実現 の鍵 は、①feasibility、 ②

dependability、 ③programmabihtyの3点 にあるとし、それぞれ、①ハー ド/ソフ ト協

調 による低電力高性 能プロセ ッサ、②マルチポー トネ ッ トワーク とミ ドル ウェアに よる

高信頼化、③ グ リッ ド/P2P技 術 をベ ース とした高粒度大規模並列 プログラ ミングの研究

を行 う。また、 これ らの技術 を統合 したプ ロ トタイプ として、数千プ ロセ ッサ級の大規

模低電力 クラスタの構築 も計画 してい る。

③PCク ラス タの現状 と今後

現在PCク ラスタを取 り巻 く環境が激変 しつつある。1つ は、PCク ラスタを構成す

る要素部 品である、CPUと ネ ッ トワークの高性能化 である。現在入手 できる最高速の

PC向 けCPUに よれ ば、単一 でIGFlopsを 越 える性能 を得 ることが出来 る。 更に、ネ

ッ トワークの性 能 もCPUの 外部バス性能 と匹敵す るスループ ッ トを達成 している。つ

ま り、ネ ッ トワー クをこれ以上高速化 しても、メモ リのボ トルネ ックによって律速 され

るこ とになる。

一方
、PCク ラス タを利用す る環境 として従来は、計算センタ内の1つ の高性能 シス

テ ム との位置づ けであった。 しか し、高速イ ンターネ ッ トの発達 によ り、地理的に分散

している複数の計算センター を接続 し、全体 として運用す る、いわ ゆるグ リッ ドコンピ

ュー テ ィングを構成す る要素 システムの扱 いを受けるよ うになってきた。

PCク ラスタシステ ムを上の二つの観 点か ら分析 し、今後 の動 きを考 える。

(2)基 本 ソフ トウェア&ミ ドル ウェア

① 手続 き間解析 の動 向 ～ コンパ イ ラとその周辺～

手続 き間解析 とは、手続 き(関 数、サブルーチン)の 解析情報 を、その手続 きの呼び

出 し点で利用できるよ うにす るコンパイル技術の ことである。 これ によってプログラム

の解析精度が向上 し、プ ログ ラムを最適化する機会が増加す ることが期待 できる。広い

意味では、イ ンライン展開 も手続 き間解析の一つ と考え られ るが、 リカーシブな呼び出

しに対応 できないな ど、適 用範 囲が狭い点が課題である。 これ に対 して、狭義 の手続 き
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間解析はその一般性か ら、Fortranの み な らずC++やJavaに 対す る最適化 コンパイ ラ

でも徐 々に採用 されっっ あるな ど、広が りをみせ ている。

本稿では、Fortranコ ンパイラにお ける手続 き間解析、及び、ツール におけ る手続 き

間解析 の利用 に関す る動 向を、具体的 な事例 を通 して紹介す る。

② 自動 並列化 コンパイ ラによるSMP上 での粗粒度 タス ク並列処理

ここでは、SMP上 におけ るOSCARマ ル チグ レイ ン並列化 コンパイ ラを用いた粗粒

度タスク並列処理 にっいて述べ る。現在 、サーバ アーキテ クチ ャの主流であるSMP上

での 自動並列化 コンパイ ラを用いた並列処理 では、ループ レベル並列処理 の性能が飽和

状態 に達 してお り、その限界 を越 え るた め粗粒 度 タス ク並列処理 が注 目され てい る。

OSCARFORTRANコ ンパイ ラにお ける粗粒度並列処理手 法では、 ソー スプログラム

中のサブルーチ ンループ ・基本 ブロ ック間の並列性 を抽出 し、各種SMP上 で粗粒度タ

スク並列化 を実現す るために、OpenMPを 用いた ワンタイム シングル レベルス レッ ド生

成手法 を用 いてい る。 さらにSMPで 問題 にな る共有 メモ リア クセスオーバヘ ッ ドを軽

減す るため、複数 タスク間での共有デー タの授受にキャ ッシュを最大限利用す るデー タ

ロー カ ライゼー シ ョン手法 を併用す るこ とで 、 さらなる性能向上を図るこ とがで きる。

ここでは、これ らの技術 を用いて、SMPサ ーバIBMRS6000SP604eHighNode、SMP

ワー クステーシ ョンSUNmtra80で の粗粒度 タスク並列処理 を行 った結果 について述

べ る。

③P2Pの 理 念 お よび実 現 技 術:SIONetの 全 貌

筆 者 は 、1998年 にブ ロー カ レス型 探 索 モ デル(ブ ロー カ レス モ デル)を 提 案 して以 来 、

その 実 現技 術 と して 「意 味 情報 ネ ッ トワー ク(SIONetSemanticInformation・Oriented

Network)」 を これ ま で提案 して きた。そ して、1998年 末 にSIONetプ ロ トタイ プ α版 、

1999年 末 にSIONetプ ロ トタイ プ β版 の試 作 を完 了 した。さ らに、2000年 末 にSIONet

ver.1.0の 開発 を完 了 した 。

本 稿 で は、 ブ ロー カ レス 型探 索モ デ ル を紹 介 す る こ とに よ り、 「P2Pの 本 質 」 に つ い

て論 ず る。さらに 、ブ ロー カ レス型 探 索 モ デ ル(P2Pモ デ ル)の 実 現 技術 で あ るSIONet

にっ い て解 説 す る。

(3)応 用 システム&応 用分野

①SC2001に 見 るGridの 最新動 向

Gridと は、 「高速ネ ッ トワー クで接続 され た高性能計算機 、大規模デー タベース、特殊

な装置、人的資源 な どの様 々な資源 を柔軟 に、容易に、安全 に、統合的に、そ して効果

的に利用す るためのネ ッ トワー ク利用技術」であ る。本稿では、2001年11月 に米国コ

ロラ ド州デ ンバーで開催 された高性能計 算お よび高性 能ネ ッ トワー クに関す る国際会
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議であるSupercomputingConfeilence(SC2001)に お ける講演、技術論文 、企業展示 お

よび研 究展示 の内容 をふま え、Gridの 現状お よび最新動向につ いて報告す る。

本報告においては、①Gridに お ける低 レベル なソフ トウェアの基盤 と して事実上の標

準になってい るGlobusToolkit、 ② ユーザに対 して簡便なインターフェイスを提供す る

GridPortalシ ステム、③高性能イ ンタ・一合ーーネ ッ ト会議 システムであるAccessGridお よび

それを利用 してSC2001期 間中に開催 されたイベ ン トSCGlobal、 の3件 に焦点をあて

てGrid技 術 お よび研究動向に関す る報告 を行 う。今後各地で実際のGridテ ス トベ ッ ド

の運営 が進 め られ る と予想 され るが、相互利 用 の可 能性 を高 め る意 味 で もGlobus

Toolkitが その基本 ソフ トウェア として用い られ 、ユーザに対 して よ り上位 なイ ンター フ

ェイス を提供す る高 レベル ミ ドル ウェアやWebイ ンターフェイス を提供す るPorta1シ

ステムの研 究開発 が活発化す る と予想 され る。 また、Gridの 本質であ る仮想 的な組織

(Virtua10rganization)の 運営にお いては実際に顔 をあわせ ての ミーテ ィングが重要 に

なる と思われ 、AccessGridの よ うなシステムは有用であ り、今後Gridの 技術 を取 り込

んで よ り高機能 、高性能なシステ ムの開発 が望 まれ る。

② 地球 シ ミュ レー タ開発 を終 えて

平成9年 度か ら開発 を進 めてきた地球シ ミュレー タは、平成14年2月 に ピー ク性能

40テ ラフロップスの世界最高速 を達成 し完成 した。そのハー ドウェアは、640台 の計算

ノー ドをフル クロスバスイ ッチで結合 した もので あ り、大規模 な並列計算機 システムを

利用す るための特徴 あるプ ログラ ミングイ ンター フェイスを具備 している。

本稿 では、地球シ ミュレータのハー ドウェア及び ソフ トウェアの概要、並列プ ログラ

ミングイ ンター フェイス、及びい くつかのシ ミュ レーシ ョン結果について述 べ る。

③ 高速ネ ッ トワー ク環境下 にお ける高度 医療 アプ リケー シ ョン

がん治療法 の一つである粒子線治療は、ヘ リウム、炭 素、ネオ ンな どの重粒子線 を患

部 に集 中 して照射 し、周辺 の正常細胞への影響 を最小限に抑え、患者 の早期社会復帰 を

可能 とす る非常 に有効ながん治療方法である。 この粒子線 を用いたがん照射治療 を普及

させ るた めには、遠隔地の複数の医療機 関か ら高速 なネ ッ トワー クを介 して、重粒子線

がん照射施設 の計算サーバによ り、照射施設の ノウハ ウを利用 して患者 毎に最適な照射

方法を得 る治療計画 を立案できることが望ま しい。 この ような高速 なネ ッ トワー クの利

用法はまだ実現例 に乏 しく、基本的な性質の解明 も進んでいない。イ ンターネ ッ トの普

及が進 み、ネ ッ トワークを利用す る研究者にも利便性 を提供 しているが、一方 ではネ ッ

トワー クの輻較 が発生 して、研究環境 が悪化 している例がある。 またネ ッ トワークに不

正 に進入す る事例が多数発生 してお り、医療 関係の情報の よ うにプライバ シーを守 るべ

き対象 を安全 に保護す る技術が必要不可欠 となっている。 このよ うな状況か ら、イ ンタ

ーネ ッ トにお ける信頼性 ・高速1生 ・利便性 ・安全性に関す る種々の問題点 を解 決す るた
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めに、 これ らについて極めて高度 な要求 を持つ遠隔地重粒子線 がん照射影響 シ ミュ レー

タを業務 として想 定 し、ギガ ビッ トレベルネ ッ トワー クに向けた信頼 性 ・高速性 ・利便

性 ・安全性を確立す ることを 目指 して、高度 医療ネ ッ トワー クに関す る研 究が行われ て

い る。
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1.2人 間主体の知的情報 システム技術の研究開発動向

1.2.1米 国 政府 が支 援 す る情 報 技 術研 究 開 発 の 動 向

米 国政 府 に よる情報 技 術研 究 開発 は 、ネ ッ トワー キ ン グお よび 情報 技 術研 究開発 計 画 と

して推進 され て い る。 この 計画 に含 まれ る7つ の研 究領 域 の うち、 人 間主 体 の知 的情 報 シ

ステ ム技 術 に もっ とも関連 が 深 い の は、 ヒューマ ン コン ピ ュー タイ ンター フェイ ス お よび

情報 管理(HCI&IM:Human-ComputerInteractionandInformationManagement)領

域 で あ る。

本 項 で は 、 ヒュー マ ン コン ピュー タイ ンター フ ェイ スお よび 情報 管理 領 域 につ い て概 観

した あ と、代 表 的 な研 究 の例 と して、全米 科 学財 団(NSF:NationalScienceFoundation)

に よる情報 技 術研 究(ITR:Information'TechnologyResearch)計 画 、お よび電 子 図 書館

構想(DLI:DigitalLibraryInitiative)を 紹 介 す る。

(1)ヒ ューマ ン コンピュー タイ ンター フェイ スお よび情報管理領 域 の概要

ヒューマ ンコンピュー タイ ンターフェイスお よび情報管理領域 では、 ヒューマンコンピ

ュータイ ンター フェイス技術 を発展 させ、 コンピュー タや情報資源 を管理 し活用す る能力

を高めるた めの高度 な技術の研究開発 が行われ る。研究の対象は幅広 く、生体臨床 医学、

商業、危機 管理 、教育、法執行 、図書館学、製造、国防、学術、気候分析な ど多 くの分野

で新た な情報 技術 の可能性 を生み出 してい る。

ネ ッ トワーキングお よび情報技術研 究開発計画における研 究機 関お よび研 究領域 ごとの

予算配分 を表1.5に 示す。 ヒューマ ンコンピュータインターフェイスおよび 情報管理領域

の研究開発予算は、省庁別では全米科学財団が37.5%と もっ とも多 く、それに国立衛 生研

究所 の26.7%が 続いてい る。 この2つ の機 関によって、ヒューマ ンコンピュータイ ンター

フェイスお よび情報管理領域全体の予算 の6割 以上が 占め られ る。
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表1.52002年 度の研究機関および研究領域ごとの予算要求額

研究

機関

HEC

I&A

HEC

R&D

HCI

&IM

LSN SDP HCSS SEW 合計 総額
比率

且CI

&IM

内比率

NSF 249.7 65.1 104.8 98 39.7 46.1 39.1 642.5 32.6% 37.5%

DARPA 55.5 42.7 38.2 492 44.6 32.9 263.1 13.4% 13.7%

NIH 55.1 13.7 74.6 81.1 6 10.1 11.4 252 12.8% 26.7%

NASA 36.1 26 27.8 14.4 22.4 47.1 7 180.8 9.2% 9.94%

DOE/

OS

98.3 31.5 16.4 25.9 4 176.1 8.9% 5.9%

NSA 33.6 1.9 46.6 82.1 4.2%

NIST 3.5 6.2 3.2 2 7.5 22.4 1.1% 1.1%

NOAA 13.3 1.8 0.5 2.7 1.5 19.8 1.0% 0.2%

AHRQ 9.2 6.7 15.9

ODUSD

(S&T)

2 2 4.2 1 1 10.2 0.5% 0.7%

EPA 1.8 1.8 0.0%

小計 513.3 216.4 279.7 287.3 115.7 192.8 61.5 1,666.7 84.6% 100%

DOE/

NNSA

133.8 37 35.5 41.1 56.5 303.9 15.4%

合計 647.1 253.4 279.7 322.8 156.8 192.8 118 1,970.6 100.0% 100%

比率 32.8% 12.9% 14.2% 16.4% 8.0% 9.8% 6.0% 100.0%

(単位:百 万 ドル)

研究機関にまたがる研究は、全米科学財団が指揮をすることが多い。ほかの研究機関は、

所属する省庁の使命に何らかのかたちで関連する研究を行う。例えば、国立衛生研究所で

は、過去あるいは現在、以下のような研究が行われている。

・ 医療手順をシ ミュ レー トす るための仮想 現実感技術

・ 生体臨床 医学共同実験室

・ 統一 医学用語 システム

・ 生物 医学デー タベースMedhnePlus

・VisibleHumanプ ロジェク ト

(2)情 報技術研究計画

a)概 要

全米科学財団による情報技術研究計画は、1999年2.月 の大統領情報技術諮問委員会

(PITAC:President'sInformationTechnologyAdVisoryCommittee)の 報 告 に よる勧

告 と、そ れ を受 けた21世 紀 情報 技術(IT2:InformationTechnologyforthe'livventy-first

Century)計 画 の直 接 の 流 れ を くむ もの で あ る。

1999年 の大 統領 情報 技術 諮 問委 員 会 の報 告 で は 、米 国 は情 報 技術 研 究 にお い て 「投 資 が

著 し く不足 して い る」 と断言 され た。 今 日の情 報 経 済 の繁 栄 を導 いた よ うなハ イ リス ク
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の長期研究投資を、収益 が保証 され る前 に民間企業が引き受けることはないであろ うか

ら、 「長期 のハイ リス ク研 究」に対す る新 たな投資 なく しては、情報 技術 におけ る米国

の優位 性が脅か され るとの指摘である。それを受 けて、政府 は2000年 に21世 紀情報技

術計画 として、従来 か らの研究 とは別枠 で、基礎研究のために366百 万 ドル の研究開発

投資を追加 した。 その 目玉 と して開始 され たものが、情報技術研究計画 である。

全米科学財 団の重点領域 ごとの予算 を表1.6に 示す。現在 も、情報技術研 究計画 はも

っとも注力 されてい る。

表1.6全 米科学財団の重点領域別予算

2003年 度重点領域 2002年 度計画 2003年 度要求 増加率

環境における生物複雑性 58.10 79.20 36.3%

情報技術研究 277.52 285.83 3.0%

ナノスケール科学技術 198.71 221.25 11.3%

21世 紀の労働力のための学習 144.82 184.69 27.5%

数理科学 30.00 60.09 100.3%

社会 ・行動 ・経済学的科学 0.00 10.00 NA

合計 709.15 841.06 18.6%

(単位:百 万 ドル)

情報技術研究計画 は、ハイ リスクの長期的基礎研究への助成を 目的 と してお り、ネ ッ

トワー キングお よび情報技術研究開発計画のすべての研究領域を対象 と している。主要

な 目標 は、米国 の情報技術知識ベースの拡充 と、情報技術労働力 の増強 であ る。

初年度の2000年 度 には、情報技術の基礎研究 と教育に焦点を置いて、2000年9月 に

210件 の助成プ ロジェク トが発表 された。2年 目の2001年 度 には、それ らに加 えて、情

報技術 を科学お よび 工学 のチャ レンジ全般に適用 しよ うとす る研究 と教 育 に焦点 をあ

て、309件 の新規 プ ロジェク トが採択 された。

現在、公募 と採択が進 め られてい る2002年 度では、情報技術 とほかの分野 との間の

インターフェイス領域の発展 に着 目し、学際的領域 における研究 と教育へ焦点が あて ら

れている。

このよ うに、情報技術研 究計画では、情報技術 を解明、拡張、探求す るよ うな、研 究

お よび教育 にお ける革新的なプ ロジェク トを支援す る。

b)2001年 度 の話題

2001年 度の採択結果の発表は、2001年9月25日 に行 われた。2000件 を超 える提案

の中か ら309'件 が採 択 された ものであ る。規模の内訳 を表1.7に 示す。
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表1.7情 報技術研究計画の2001年 度採択 プロジェク トの規模

プロジェク ト規模 件数 総額 年額

大規模 8件 5百 万 ドル超～15百 万 ドル 以下 3百 万 ドル未満

中規模 113件 500千 ドル超 ～5百 万 ドル以下 1百 万 ドル未満

小規模 188件 500千 ドル以 下
.

NSF長 官のRitaColwelは 、大統領 情報技術諮問委員会での採択結果の報告に際 し

て語 ってい る。 「全米科学財 団は、 これ らの大胆な情報技術研究計画 の推進役であ るこ

とを誇 りに思 う。長期のハイ リス ク研究 を通 して、我 々は、全体 として国民の利益にな

るよ うな、広範な積極的結果 を期待 してい る。我 々の 目標 は、科学者や技術者 が最終的

に産業 に応 用 され るよ うな種類の発見 を助 け るよ うな ソフ トウェア と情報技術 サー ビ

スの開発 を支援す ることであ る」

c)2001年 度 の重点領域

2001年 度の重点領域 として、以下の5つ が挙 げ られてい る。

① システ ムの設計 と実装(ヒ ューマ ンコン ピュータイ ンター フェイス を含 む)

② 情報技術 と相互 に影 響 し合 う人 々お よび社会集団(経 済的お よび労働人 口的効果

を含む)

③ 情報 管理(コ ンテ ンツ/デー タの分析 と情報処理学 を含 む)

④ 科学お よび工学アプ リケーシ ョン'(シ ミュレー シ ョンおよび先端的計算を含む)

⑤ スケー ラブル 情報基盤(セ キュ リテ ィ、テザー フ リー コンピューテ ィング、遠隔

没入型仮想現実 を含 む)

d)プ ロジェ ク ト事例

全米科学財団は、2001年 度 の採択 プロジェ ク トの発表 にあた り、以下のよ うな事例

を紹介 している。

① カ リフォルニア大学バー ク レー校は、エネル ギー、災害対応 、お よび教育な どに

関連 した複雑 な問題 を解決す ることを 目的に、 「社会的規模」 の情報 システムを開

発す る。

② カ ンザス大学 は、海面が過去100年 間にわたって上昇 している原因の究明を 目的

に、極地に レーダーセ ンサ を設置 して、アイスシー ト(氷 の薄板)、 大洋、お よび

大気 の間の相互作用 に関す る リアル タイムデー タの収集 と解析 を行 う。

③ カーネ ギーメロン大学 、ライ ス大学、お よびオール ドドミニオン大学の コン ピュ

ー タ科学な どの研 究者 は、航 空力学 、エネル ギー、環境 、地球物理学、医学、お

よびそ のほかの応用に関連 した物理 プ ロセスか らのデータを継続的 に分析す るこ

とを 目的 に、オンライ ンシ ミュ レー シ ョンのための ソフ トウェア を開発す る。

④SurvivorsoftheShoahVisual且istoryFoundationは 、ホ ロコース ト(ナ チスの
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ユダヤ人大虐殺)の 生存者 と目撃者 の116,000時 間を超え るイ ンタ ビューをデ ジ

タル化 して保存 して いる非営利組織 であ る。 このマル チメデ ィア コンテ ンツの 目

録 を作 るための音声認識 ソフ トウェアの開発 が、情報技術研究計画 の助成 に よっ

て行われ る。複数 の言語 を対象 とす る点が、特 に大 きな研 究課題で ある。言語 に

またがる検索の機能 を新 たに開発す ることで、 「デー タに関す るデー タ」であるメ

タデー タの記述力 が高 くなる。

⑤ ニ ュー ヨー クの クラー クソン大学は、個体物理学 の研 究に先端的な情報技術 を適

用す る。そのなかには、原子 レベル の加 工技術に よって シ リコンチ ップを代替す

る超高速量子 コンピュータを開発す るた めに、若手科学者 を教育す る ことも含 ま

れ る。

⑥ オ レゴン州立大学は、海洋 と大気 に関す る大量のデー タを処理す るための研究 を

行 う。6つ の大学、1っ の国立研究所、お よび民間企業か らコンピュータ科学者 、

海洋学者 、お よび土木技術者が集 ま り、天気予報、海洋現象の予報 、地下水流 の

推 定、お よび地球物理学を支援す るために、部品 として規格化 され た ソフ トウェ

アを開発す る。

⑦ ブラ ウン大学 とノースカロライナ大学チャペル ヒル校 では、外科医 を訓練す るた

めの 「テ レイマー ジ ョン(遠 隔没入)」 技術が開発 され る。実物大の3次 元 グラフ

ィックスで高忠実度 に手術 を再現 し、訓練生が学習のために作業 を中断 した り、前

に戻 って作業を反復 した りす ることを可能 にす る。3次 元 グラフィックスによる手

術 の再現 の様子 を図1.3に 示す。
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3次 元 グ ラ フ ィ ック ス に よ る手 術 の再 現

e)電 子 図書館 関連 プ ロジェク ト

情報技術研究計画で、電子図書館 関連のプロジェク トが採択 され るよ うになった。 プ

ロジェク ト概要 を見 ると、従来の電子図書館構想 フェーズ2(1988年 ～2003年)で 扱

われていた領域 に該 当 してお り、その完了時期が近づいたのに伴 い、今後 は情報技術研
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究計画で扱 う方針 となった もの と思われ る。電子図書館構想 フェーズ2の プ ロジェク ト

の新規募集 は、2001年 度 には行 われてい ない。

(3)2002年 度 のプ ロジェク ト

情報技術研究 の2002年 度プ ロジェク トは、現在、公募 ・審査 中であ り、今回 も9月 に

採択 プロジェク トが発表 され る予定である。今回の重点領域 は、学際領域 、すなわち、い

わゆ る複数分野の融合領域 である。募集 は以下の3つ の領域 について行われ 、これ らの複

数 にまたが るものも推奨 され てい る。

・ソフ トウェア とハー ドウェアのシステ ム

・個人の能 力の拡大 と社会 の変革

・情報技術 に よる科学の最前線 の開拓

① ソフ トウェア とハー ドウェアの システム

この領域 の提案は、研 究お よび教育のための新 しい複合 システムを創 出す るものでな

ければな らない。例 えば、以下の課題 があ る。

・ハー ドウェア とソフ トウェアのバ ランス。計算 と通信のバ ランス

・超大規模 なシステムまでの拡張性(コ ンポーネ ン ト数、地理的分散、参加人数、装置

数 な ど)

・巨大システ ムの信頼性、パ フォーマ ンス予測

・建物 、設備 、場所への組み込み装置 とそれ らの通信。人や グループの あいだでの各種

の共有

・物 理的なシステ ムのなかでの情報技術 を使 った実験

これ らの課題を解決す る方法には、グ リッ ドコンピューテ ィング、仮想現実感/テ レプ

レゼ ンス、ハイブ リッ ドお よび組 み込み システム、ハイパー フォマ ンスネ ッ トワーキン

グと ミ ドル ウェアアプ リケー シ ョンな どが含 まれる。

② 個 人の能 力の拡 大 と社会 の変革

この領域では、よ り多 くの人がよ り多 くの仕事 に情報技術 を利用するための方法を研

究す る。 さまざまな活動、職 業、お よび社会 において、人間が能力 を発揮 し、経験を蓄

積す るために、新 しい方法で情報技術 を効果的に使 って、肉体的、精神 的、お よび感覚

的な能力 を向上 させ る。例 えば、次 の よ うな研 究が該当す る。
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・人間の能力 を拡大す る新 しい物理デバ イスや システム技術

・社会的な用途での情報の利用。電子図書館や多言語 システムな ども含む

・教育、学習 、共同作業、お よび教育環境創 出を支援す る技術

・ビジネ ス、遠 隔通勤、モバイル環境や分散環境 での作業 、組織 の生産 性、電子商取引

や電子マーケ ッ トの新技術な どにお ける変化

・市民参加 、政府施設の職員 と対話す る機会 の増大

・倫理、価値 、プライバ シー を配慮 した情報設計。知的財産 の保護 と侵 害

・情報技術の設計 を社会的、経済的効果 に結 びつける理論 と手法

・情報技術に よって引き起 こされ る科学、工学、人文科学で の変化

③ 情報技術による科学の最前線の開拓

この領域では、情報技術と科学 ・工学の接点における研究教育活動を支援する。プロ

ジェクトは理論でも実験に基づくものでもよく、以下のことが推奨される。

1新 しい機能 を持 った新 しい装置 を創作す る

・新 しい科学 ・技術 の概念 を探求す るためにコン ピュータを使 う

・コンピューテ ィングの新 しいパ ラダイムを開発す る ・(例:量子 コンピューテ ィング)

プ ロジェク トの例 には、以下の ものが ある。

・大規模 な予測モデル。 さま ざまな規模 の現象 の分析、モデル化、最適化

・複雑系システ ムの計算手法。人 間対話の確率モデル。 幾何学的新アル ゴ リズ ム

・大規模 で不均質 なデー タ集合 か らの知識 の発 見、可視化、解釈

・多重情報源のデー タの統合。革新的なデータベースの構造化 と情報検索の新 しい手法

・高信頼 ソフ トウェア とシステムのための ツール

・科学 ・工学にお けるイ ンターネ ッ トの革新 的な利用

例 えば、以下の よ うな科学 ・工学的な課題 が該 当す る。

・生物 システム情報学。 生物学 を対象 とす るデー タマイニング

・地球規模 での広範 な現象の予測。複数の観測点か ら収集 され る異種 の環境デー タのモ

デルへ の統合

・宇宙物理 、数理物 理科学 と生物科学、環境科学 との融合、量子情報科学、ナ ノスケー

ル科学、新 しい計算手法、例 えば、大量デー タの収集 と分散型分析 のためのコンピュ

ーテーシ ョナルデー タグ リッ ド

・次世代情 報技術製造技術 を加速す るハイエン ドコンピューテ ィングツール。シ ミュ レ

121



一 シ ョン
。微細構造に基づ く材料設計。分散型仮想製造、サプライチェー ン、配送 シ

ステ ムの計画 と制御

・情報技術 と心理学 、言語科 学が連携 した言語 情報技術

(4)電 子図書館構想

この世は今や、まさに情報社会、イ ンターネ ッ ト社会 とな りっっ ある。イ ンターネ ッ ト

上を行 き交い、 あるいはイ ンターネ ッ ト上に蓄え られるデ ジタル化 された電子情報は、多

様 化をきわめる とともに、ますますその重要性 が増大 しっっ ある。電子図書館の研究は、

従来の図書館 の枠を超 えて、イ ンターネ ッ ト上のデ ジタル 清報資源 の利用 と管理の全般に

わた る基盤技術 として、きわめて重要である。

1994年 にス ター トした電子図書館構想は、だれ でもがアクセス可能 な人類 の知識 の電子

貯蔵庫 とい う夢 を実現す る上で、直面せ ざるを得 ない概念 、構造、お よび計算機能に対す

る課題に取 り組 んできた。 当初の電子図書館構想 フェーズ1(1994年 ～1998年)は 、6

つ の大学による6つ のプ ロジェク トとい う、計算機科学指向の こぢんま りとしたものであ

ったにもかかわ らず、参加 した研 究者たちの共同研究の成果 は、Lycosお よびGoogleの 検

索エンジンやGo2Netの よ うな商用 の副産物 を生み出 し、多 くの研究者の注 目を浴び、デ

ジタル 情報資源の大いなる可能性 を際立たせた。

1999年 度に開始 されたフェーズ2(1998年 ～2003年)で は、フェーズ1の 成功を受 け、

プ ロジェク ト数が大幅に増大す るとともに、よ り広範 な研 究活動へ と広が りを見せている。

これ らの研究では、今 日のますます増大す る計算能力 と通信容量 を使 って、大規模 な分散

型 の電子情報 を広域 的な知識ネ ッ トワー クを通 して参照、相互運用す る ことを可能に し、

かつ役立つ ものにす るとい う目標 の実現をはかってい る。

フェーズ2も 最終段階 とな り、この1年 間、新規 のプ ロジ ェク トはまった く追加 されて

いない。その代 わ りに、2001年 度には情報技術研究計画の方 で、電子図書館関連 のプ ロジ

ェク トが採択 されている。現在公募、選考作業中の2002年 度 のプ ロジェク トにお いて も、

重点領域の項 目の中で 「電子図書館」が言及 されてお り、今 後、電子図書館関連 の研 究は

情報技術研 究計画の中で行われてい くもの と思われ る。

(5)お わ りに

本項では、情報技術 に関連す る米 国政府支援の研 究開発動 向の概要 を簡単に説 明 した。

ブ ッシュ大統領の2003年 度予算では、防衛および健康 に関す る研 究開発の予算が増加

して連邦政府研 究予算 の4分 の3以 上を占め、それ以外の国家 的使命 のほ とん どに対す る

予算 が減 少 している。その よ うな中でも、情報技術 の研究 開発 は、重点分野の1つ として

なん とか着実に伸びている と言える。重点分野であ る省庁間連携 イニシアチブを見て も、

ネ ッ トワーキングお よび情報技術研究開発は、比較的新 しい国家ナ ノテ クノロジーイニ シ

アチブな どに比べ るとかな り伸び率が小 さいが、投入規模 では最大を保 ってい る。
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ブ ッシュ政権 の政策方針 として、 「減税」、「小 さな政府」とい うこともあ り、情報技術の

研 究開発 においても、産業界でで きる ことは産業界にまかせ 、政府 は産業界で は困難 な基

礎研 究を支援す る とい う方向が さらに進む ものと思われ る。産業、科学技術 はもちろん、

あ らゆる面で リーダーであ り続 けたい米国に とって、他国 よ り一歩先ん じる基礎研 究およ

び優れた技術者 の育成は、 きわめて重要である。 そのことは、全米科学財団 の2003年 度

計画 に向けての方針説 明によく説 明 されてい るので、以下 に引用す る。

1990年 代 にお ける生産性 の成長 は、包括的な基礎研究 と教育 の活動 の経済的恩恵 を十分

に明 らかに した。 この成長 は、新 しい知識 によって力を与 え られ、技術革新 に よって後押

しされた ものであ る。新製 品、新 プロセス、および新産業 な どすべてが、研 究の急速 な進

歩 に依存 してい る。高度に競争的な世界経済の中では、科学技術 の継続的進歩 は、米国の

継続 的な リー ダー シップに通 じるもっとも大切 な道であ る。

9月11日 の事件(同 時多発テ ロ)と それに続 く炭疽菌攻撃 は、科学技術 に強い国家 であ

れば、危機や 国家 を取 り巻 く環境変化 に対 して、迅速かっ効率的に対応す るこ とができる

こ とを証明 した。

科学技術分野 の全範 囲にわたる基盤的研 究は、研 究 と革新 を可能 とす る高度 に技術 を身

につ けた労働力 と相まって、例外的ニーズが生 じた ときに、国家が引き出す こ とので きる

知識資本を提供す るものであ る。研 究の最前線に重点を置いた知識 の蓄積 の成長 は、その

よ うな対応 の可能 な選択肢 を増大 させ る。才能のあ る高度の技術 を身 につけた科学技術 労

働力 は、不測の二二 ズを満足 させ るための新たな技術 開発 を加 速す る。

1.2.2人 間主体の知的情報技術の調査 と検討

当研 究所 では、人 間主体の知 的情報技術 調査 ワー キンググル ープを設置 し、 「知的ユー

ザイ ンター フェイス」 と 「広義のインターネ ッ トコンテ ンツ」 に特 に重点 を置いた 「人間

主体の知的情報技術」 の調査 、検討 を行 った。各分野の専門家か らなる委員や講師の最新

知識 を集積 して、研 究開発 の リーデ ィングエ ッジを探 り、 これ を元に今後注力すべ き技術

分野の検討や、世界にお けるわが国の技術ポテ ンシャルの水準 を評価す るための元データ

を得 るこ とを 目指 した。以下に、その概要 を示す。

(1)ロ ボ ッ トの耳は2つ で十分か

ロボ ッ トが人間社会の中に入 り込み、共生 してい くためには、混合音が扱 えること、ア

クテ ィブオーデ ィシ ョン、動 きなが ら聞 く機構、未知環境での音 の知覚、画像処理 な どの

ほかの処理 との統合 、実時間処理 が大きな課題 である。混合音の処理では、音源定位が重

要であ り、頭部伝達関数(HRTF)が 使用 され ることが多い。 しか し、HRTFは 環境 での

音響的な伝達特 性と組み合 わせて使用 しなければな らないので、音響的な特 性が動 的に変

化す る実環境では使 いにくく、HRTFを 使 わない手法が必要 となる。そこで、これ らの課

題 に対 して、マイ クロフォ ン2本 で十分かについて考察 を行い、2本 のマイ クロフォ ンで
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実現可能 な機能 について報告する。体 を動 か して聞 くとい うアクテ ィブオーデ ィシ ョン、

あるいは、画像処理 とモー タ処理を統合 して、体全体で聞 くとい う情報統合が重要である。

そのために、方向通過型 フィルタや聴覚エ ピポー ラ幾何 学、実時間処理方法を開発 し、複

数 の実験で有効性 を確認 した。

(2)エ ー ジェン トの研 究動 向

最近 「エー ジェン ト」 とい う言葉 は さま ざまな定義 で用い られている。 この報告で は、

プ ログラ ミング言語 としてのエー ジェン トをオブジェク ト指向言語 の次の技術 とい う位 置

づけで とらえる。プ ログラ ミングパ ラダイムの変遷 は、計算の世界 と現実の世界を近づ け

るための抽象化 の歴 史 とみ ることが でき、オブ ジェ ク トの次に位 置づけ られ るエージェン

トもこの延長上にあると考 え られ る。オブジェク ト指向に どのよ うな特性が加 え られ 、そ

れ によって何が抽象化 され たか とい う観点でエー ジェン トを分類 し、分類 ごとの研 究動 向

や事例 を紹介す る。

(3)人 間 中心 の情報環境 一感性的相互 作用の視 点か ら一

この報告では、「人間の感 性」 とい う切 り口か ら、 「人 間中心」の 「人にや さしい」情報

システ ムの実現 に重要 な役割を果たす、人間 と情報機器 ・情報 システム とのイ ンタラクシ

ョンに焦 点を絞 って、技術課題 の分析 と最近 の研究 開発 の話題 を紹介す る。

特に、情報提供サー ビスにおける利用者 とデー タベ ース とのイ ンタラクシ ョンを、イン

タラクシ ョンの形態 と、イ ンタラクシ ョンを構成す る要素、 システ ムが提供すべ き機能 に

ついて、4つ の面(感 性 、 コンテ ンツ、状況、タス ク)か らイ ンタラクシ ョンの特徴 をモ

デル化す る枠組みを提案す る。

感性モデル は、インタラクシ ョンの過程で、だれ が、あるいは、だれのために、 どのよ

うな判断基準で情報 の取捨選択 を行 うかを定める とともに、その人の感性的な状態(内 部

状態)を 記述す るた めに必要 とな るモデル である。

コンテ ンツモデルは、イ ンタラクシ ョンの過程 で、何 を情報処理や検索の対象に してい

るのかを記述す るために必要 とな るモデルである。利 用者 の感性 の違いに関係 なく、 コン

テ ンツ自身の性質 か ら情報処理の仕方や取捨選択 の基準が定まる場合 もある。

状況モデル は、ある空間的な状況、時 間的な状況で、情報処理 の対象や 、利用者 とシス

テム とのイ ンタラクシ ョンが どの よ うな状況で進行 してい るか を記述す る。 同 じ利用者 に

よって も、利用者の置 かれた状況が違 うと、同一 の操作 などに対 して異なったインタラク

シ ョンの形態を提供す る必要がある。物理的空間 ・情報的空間 ・ユ ビキタス的空間におけ

る状況 を考 えることが できる。

タスクモデル は、利用者 と情報機器 あるいはインターネ ッ ト上 で運用 され る情報提 供サー

ビスとが、どのよ うな文脈で、どの よ うなサー ビス を提供するかを定義す るモデルであ る。
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(4)新 世代 グループ ウェアのためのア ウェアネ ス研究 の最新動 向

グループ ウェア研究 が一段落 した1990年 代 になって、同期 ・対面環境ではあた りまえ

の存在感 、実在感や 臨場感が双方 向通信(分 散)環 境 では欠 落 していることに気づき、存

在感、実在感や臨場感 な どのア ウェアネスを補完す る研究が勃興 してきた。 そこで報告者

らは存在感 、実在感 、あるいは臨場感のア ウェアネスを伝達す る新世代 グルー プ ウェア環

境 の研究開発 を行 った。 この報告では、まず、同期 ・対面環境で 自明の存在感 、実在感 、

臨場感 を、双方 向通信(分 散)環 境 でも伝達できる遠隔ア ウェアネス通信の研 究の体系的

サーベイ を行 う。次に、浅い感性 を伝達す る個別 ア ウェアネス研 究 と浅い感性 を統合す る

ア ウェアネス研究 を紹介す る。また、深い感性を伝達す るア ウェアネス研究について報告

す る。そ の結果、適切 な 「高品位」A-V環 境 を構築 し、 「高品位 」なテキス ト、手書 き文

字、静止画像や動画像 を提供 できれば、対面環境 と同等あるいはそれ以上の存在感、実在

感 、お よび臨場感 を伝 達できるA・V環 境 を構築 できるこ とを実証する。

(5)音 声情報処理 の本格的アプ リケーシ ョン構築 に向けての展望 と課題 －VoiceXMLを

中心 と して一

音声情報処理の技術 に関 しては、 この数年間画期的な革新 はな く、現在確立 され てい る

技術 を用 いて適応範 囲を拡大 してい くフェーズであった。 そのフェーズが終盤 にさしかか

った今、これまでの試み を集約 した大規模で実用的なアプ リケー シ ョンを構築す るこ とが、

当面の 目標 となって きている。 そのよ うなアプ リケーシ ョンを構築す るための共通の基盤

として注 目されてい るのがVoiceXMLで ある。 この報告では、VbiceXMLを 中心 として、

音声対話 を利用 した大規模 アプ リケー シ ョンの可能性に関す る展望 と課題について述 べる。

(6)DigitalLibraries,Metadata,Interoperability

1990年 代のイ ンターネ ッ ト、WWWの 発展は情報の発信 と流通に大 きな変化 をもた ら

した。DigitalLibrary(電 子 図書館、デ ジタル図書館)は こ うした背景の下 に注 目され、

研 究開発 が盛んに進 め られた トピックの1つ である。Digitallibraryの ための新 しい技術

に関する研究開発 は、アメ リカでのDigitalLibraryInitiativeを は じめ として、計算機科

学、情報学分野 を中心 とす る学際研究 として進 め られて きた。一方、その間、図書館 を中

心 とす る現場 において も、資料の電子化 、サブジェク トゲー トウェイ、増大す る電子 出版

物への対応 な どさま ざまな取 り組みが進 め られてきている。 また、ネ ッ トワー ク上での情

報発信 と蓄積 、流通を支 えるには、流通す る情報 に関す る情報 をいろいろな視点か ら記述

す るこ とが必要 である。そのため、情報 に関す る情報、あるいは情報 を表現 した実体(情

報資源)に 関す る記述で あるメタデータ が注 目され、 さまざまな分野でメタデータの開発

が進 め られ てきた。

この報告では、は じめに、DigitalLibraryに 関す る1990年 代か ら進 め られたい ろいろ

な研 究開発活動 を振 り返って概観 を述べ る。 ここでは計算機科学や情報学を中心 とす る研
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究 開発 指 向の活 動 と、図書館 を 中心 とす る実際 的 なDigitalLibrary開 発 、そ れ ら以外 のネ

ッ トワー ク上 での情 報 資源 の提 供 と共 有 の取 り組 み にっ い て述 べ る。 次 に、 メ タデ ー タ に

関 す る概 要 とネ ッ トワー ク上 での 情 報 資源 のた め の メ タデー タ と して広 く認 知 され て い る

DublinCoreMetadataElementSetに 関 して解 説 した あ と、DigitalLibraryに お け る

Interoperabilityに つ いて 、 メ タデ ー タの 視 点 を中心 と して述 べ る。

(7)デ ジ タル コンテ ンツの トランス コーデ ィング とイ ンター フェイ ス ロボ ッ ト

Webペ ージやMPEGビ デオな どのデ ジタル コンテ ンツを よ り高度 に活用す るための技

術 として、 トランス コーデ ィングがある。今後 は、 コンテ ンツを作成す る技術 と、それを

多 目的 に再利用するために コンテ ンツにメタ情報 を付加す る技術 、そ して、 トランスコー

デ ィングの ような コンテ ンツ加工 ・変換技術に分かれて研究 ・開発が進む と考 え られ る。

もちろん、それ ら技術の間の相互作用 も考慮するべ きであるが。 また、ユーザの使用す る

クライアン トデバイスもさま ざまな ものが開発 されてい くだろ う。最 も一般的なものは現

在の携帯電話の延長 にあるモバイルデバイスである と考え られ るが、それ以外にも、カー

ナ ビや テ レビ、PC、PDAの 発展型 も依然 として存在 し続 ける と思われ る。それ ら、 さま

ざまな クライアン トデバイ スに加 えて、 この報告では、インター フェイス ロボッ トを紹介

す る。 この ロボ ッ トは、主 に、オ ンライ ン情報 をユーザに会話的 に提供す る。本来、書き

言葉で表現 された文書 コンテ ンツを話 し言葉 的に変換 し、さらに、ユーザの反応 に応 じて、

さらなる情報 を追加 ・変換 してい く作業 も トランス コーデ ィングの一種 と言 える。

この報告では、報告者 のグループで研究 ・開発 を行 ってい る、 トランスコーデ ィング技

術 お よびイ ンターフ ェイス ロボ ッ ト技術 につ いて紹介す る。

(8)法 的推論 システ ムの研究動 向 と新 しい展 開

この報告 では、まず 、法的推論 の研 究に関す る基礎知識 を簡単に説明する。次 に、法的

推論 を実現す るた めの主 な技術課題 として、法的知識 の記述方法や、法的議論 のモデルや、

法的推論 システムの構築方法論にっいてその研究動 向を含 めて解説す る。 さらに、今後、

法的推論技術の有望な応用分野 と して、調停 ・仲裁 、紛争予防、法学教育が有望であるこ

とを述べ、それ らの分野で実 システムを開発す るには、法律 の知識だけでな く、マルチモ

ーダルイ ンター フェイス技術や、交渉技術や、教育戦略についての技術 開発 が必要である

こ とを述 べ る。)

(9)音 楽情報処理研究 の新 しい潮 流

この報 告では、近年 の音楽情報処理 に関する新 しい研究テーマを概観す る。その特徴 は、

3点 にま とめ られ る。 それ らは、音楽理論を援用 し音楽の意味 を考慮 した処理 を実現す る

こと、応用システムをイ ンターネ ッ トバVeb上 に展開す ること、実現対象 とす るタスクが、

作曲、編 曲、演奏 とい う大粒度の ものか ら検索、模倣 とい う中粒度の ものに変化 した こと
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である。まず音楽を対象とする形式的な処理を計算機上で実現するのに有望な音楽理論を

紹介し、次に、新しい研究テーマを標傍する研究事例や、関連する国際会議を幾つか取り

上げる。

(10)イ ンタラクテ ィブ グ ラフ ィックスの動 向

CG技 術は、映画での特撮やアニメーシ ョン制作 な どでの利用以外に、Webブ ラ ウザ上

での コンテンツ再生 、PCや 家庭用ゲームでのイ ンタラクテ ィブなCG映 像の生成 な どに

も応用 されてい る。 この報告では、インターネ ッ ト上での グラフィックス技術、 リアル タ

イ ムCGを 支 えるハー ドウェア技術 とその具体的な展開例である家庭用 ビデオゲーム機の

現状、 さらに、イ ンタラクテ ィブグラフィックスの応用 としてVRやAR、 イ ンスタ レー

シ ョンアー トな どの事例 を紹介 し、イ ンタラクティブ グラフィ ックズの将来像 を考察す る。

(11)検 索履歴 を用いた情報検 索サポー ト

Googleな どの既存 の情報検索システムでは、膨大なWebペ ージか らあらか じめ生成 し

ておいたイ ンデ ックスに基 づいて検索 を行 う。 このため、異な るユーザが異 なる意図を持

って検索を行った として も、同一の検索語で検索 した場合、必ず 同一の検索結果が返 され

る。 しか し、ユーザが何 を意 図 して検索を行ったかがわかれば、ユーザ ごとに異 なる検索

結果 を返す ことが可能 とな る。 この報告では、この よ うなユーザ ごとに特化 した情報検索

をサポー トす る仕組み として、従来提案 されている手法を紹介す るとともに、新 しい手法

として、同一ユーザが検索を行 う際の連続す る検索語の出現パ ターンから、ユーザの検 索

意図 を発見す る手法 を紹介す る。

(12)Webマ イ ニング とその将来像

Webの 拡大傾 向は衰 えず現在20億 とも40億 ともペー ジがあ ると言われ る。そ うした膨

大なWebに おける さま ざまな情報か ら、目的に応 じた知識や その素 を取 り出すプ ロセ スが

Webマ イニングであ り、現在 、大学お よび企業か ら多方 面のアプ ローチがあ る。

Webマ イニングでは、Web文 書のテキス ト群だけでな く、ハ イパー リンク関係 、アクセ

ス ログ、サー ビス ログな どWebに 関するあ らゆるデー タが対象 となる。それ に応 じて、統

計処理、自然言語 処理、リンク解析 といった多彩 な技術 がWeb向 けに拡張 されてきてい る。

この報告では、こうしたWebマ イニング技術について、技術 の概要 と、実践事例 として

Webの 自動構造化の試み 、 さらに、今後の展 開 として次世代Web(SemanticWeb、Web

サー ビス)と のかかわ りについて述べ る。

(13)3次 元視覚 システムの技術動向 と展望

コンピュータに人 間の眼 と同 じよ うな視覚機能 を持 たせ よ うとす るコンピュータ ビジ

ョンの研究は、1960年 代 の人工知能 の研究 とともに始 まった。そ して、研究の初期 に開発
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された2次 元の図形 を認識す る2次 元視覚技術は、大量生産型 の工程 の 自動化 を典型例 と

して多 くの実績 を挙げてきた。 しか し、現在、製 品ニーズの多様化に対応す る多品種少量

型の生産 には対応で きな くなっている。 この問題 を解決できるキーテ クノロジー として、

立体を立体的に認識す る3次 元視覚技術 があ り、製造業だ けでな く、多 くの分野でその早

期実用化が求め られてい る。 この報告では、 コンピュー タビジ ョンの歴史か ら最近の技術

動 向と課題 を述べ、産業技術総合研究所 で体系的に開発 してい る高機能3次 元視覚 システ

ムVVVを 紹介す る。最後に、視覚、人工知能、ロボ ッ トな どを統合す る新世代情 報処理

システムへの展望 を述べ る。
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第2章 諸外国の情報技術開発、および情報化政策動向

2.1米 国における情報 関連分野の重点的研究開発計画調査

1990年 代は、21世 紀の情報化社会 に向けた歩み の始ま りとも言 える10年 であった。

1980年 代後半に至るまでは、数十年の歳月 をかけて多様 な種類の コンピュー タが我々の生

活 を変 えてきたが、今 日、イ ンターネ ッ トのユ ビキタスな利用が広がるに伴 い、これ まで

に例を見ない劇 的な変化が訪れ るよ うになっている。今 ま さに、 日常生活のあ らゆる局面

で一大変化 の時期 を迎 えつつ ある。インターネ ッ トが もた らした最 も重要な変革は、多分、

新 しいテクノロジー を育成 ・開発 して行 くや り方 であろ う。 こ うした変化の最先端には、

生物学をは じめ、医学、材料科学、工学デザイン、 コンピュー タ科学に至 るまで、多岐に

わたる分野 で蓄積 してきた知識や経験 をいかに産業部門で応用 してい くか とい う課題 が存

在す る。 さらに、インターネ ッ トは、特 に新技術 の生成 を促進す る場であるさま ざまな分

野 の接点部分 において、技術革新へ と至る道筋に多大な変化 をもた らした。本報告書では、

以上の前提 を背景 として実施 した調査 に基づいて、明 らかになった結果 の検証 と分析を行

う。

調査の実施 にあたって、まず米国内のIT関 連 分野で、最近実施 されてい る研 究開発イ

ニシアチブの内部的仕組み を調べ ることに した。具体的には、次の3つ のテーマを中心に

調査す る。

(1)電 子 図 書館(DL)お よび 電 子 政府(DigitalGovernment)

(2)バ イ オ テ ク ノ ロ ジー

(3)イ ン フ ラス トラ クチ ャ とツー ル

この調 査に際 し、基本的な 目標 と目的 をい くつか定 めた 中で、特に重要 なポイ ン トは、

具体的なイ ニシアチ ブを着想す るに至 った戦略的な意図 とその運用方法を探 る点にあ る。

さらに3つ のイニシアチブ と、これ以外のイニシアチブ との関係 とい う観点か ら、個々の

イ ニシアチブが どのよ うな方法で どの程度相互作用 し合 うのか、また各プログラムの成果

に どの よ うな影響を与 えるのかについて も検証す る。 これ らのイ ニシアチブはいずれ も、

既存分野 と新興分野 にまたがる多様 なテ クノロジー にかかわるため、今 回の調 査方針 とし

て、次 の質 問に対す る答 えをガイ ドライ ンに定める ことに した。

1

2

00

どの よ うな融合 が起 こったか、また起 こってい るか。

どの よ うな新 しいコンセプ ト、メカニズム、または構造 が作 り出 されたか。

融合 を引き起 こした キー とな る技術 は何 か。
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4.IT自 体 に どの よ うな変化や進化が起 こったか。

5.当 該分野や 関連産業 にどの よ うな影響 を及ぼ したか。

6.当 該技術 を利用す る人々や社会に どのよ うな影 響があったか。

7.日 本の リーダーへ の助言 として、イニシアチブか ら何 が学べ るか。

以上の質問 に対す る答えを探 る過程で、デー タの収集 、プログラムの基礎 となった資料

の調査、Webサ イ トによる進捗状況 のチ ェックとい った作業 を行 った。 さらに、各 プ ログ

ラムの策定 と運用に関与 した担 当者(過 去、現在を含めた関係者)を 対象に個人的なイ ン

タビュー も実施 した。本報告書では基本的に、この調査結果 と分析 について考察す る。具

体的な分析 に入 る前 に、まず調査 の結果 、明 らかになった点 につ いて考察 してお く。

技術革新に向けたネ ッ トワーク ・パス

研究開発の世界では常に、技術革新が最優先の課題 とされ、 これ が米 国の投資政策 を決

定す る上でも重要な役割 を果た してきた。産官の隔てな く、技術革 新は現代社会の経済発

展 を支 える基盤 として捉 え られている。 これ まで、政府 支援型の研 究プ ログラム、特 に大

規模 なイ ンフラス トラクチ ャや設備 を伴 うプ ログラムは、米国の技術革新プ ロセスの面で

重要 な役割 を果た してきた。例 えば、物理学や生物学 に向 けた大規模 な実験設備 を建設す

るには、多額 の予算が必要 とされ る。 さらに、期待 され る業績 を上 げるには、世界 中か ら

優れた研究者 を集 めなけれ ばな らない。 しか し、今 、イ ンターネ ッ トの普及に よって、事

実上あ らゆる科学分野で研究のあ り方が根本か ら変化 しよ うとしている。大学、産業界、

政府機 関、そ して一般 国民 の間を結び付ける情報網であるインターネ ッ トが、技術革新プ

ロセス の実現に向けた新 たな道筋 を付 けよ うとしてい る。

こうした新たな道 を切 り開き、幅広 い普及 を促 したのは、イ ンターネ ッ トに含 まれ る重

要な要素に よるものである。まず第一に、従来 まではほ とん ど不可能 とされていた次元で、

時間 と距離を越 えた共 同開発や協調作業が可能 になった点である。 この結果、個人や個別

のチー ムのみでは成 し得 ない よ うな作業に向けて、人材や物理的な資源 を結合 した グロー

バルなネ ッ トワー クが形成 される。第二に、インターネ ッ トに関連す るテ クノロジー によ

って、統合、相互運用、双方向性 な どに対応 したツール の開発や利用 が可能 になった点で

ある。 ここでは、デー タ ・フォーマ ッ ト、通信モー ド、 ヒューマ ン ・イ ンター フェイス、

アクセス ・プラッ トフォーム、プ ログラ ミング、 ソフ トウェア ・システムな ど、 さま ざま

なテクノロジーの組み合わせ が例 として挙げ られる。 こ うした各種 ツールは、バイオテ ク

ノロジーや コン ピューテ ィング ・テ クノロジーな ど、異 なる技術 の交わ る共通部分 を中心

に扱 った学際的 な研 究を支 える強力 な原動力 となる。第三 に、ネ ッ トワー ク環境が、 コン

ピューテ ィングをは じめ、通信、 コンテンツ(メ デ ィア)と いった各業界 の収敏 を促進 し

た点である。 この後詳 しく検証す るとお り、本報告書で調査の対象 となった研 究開発 プ ロ

グラムの原動力 とな り、方 向性 を決 めているものが、 この業界の収敏の加速化であ る。
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評価基準

全体 を通 じて、米国の3つ の主要なイニシアチブを調べるにあた り、冒頭 に挙 げた前提

条件 は、調査結果 を分析す る上で大 いに役立 った。 この調査では、5つ の基 準に従 って、

個 々のイニシアチブに含 まれ る重要な要素 と貢献度 を検証す る と同時に、イニ シアチブ間

の相互 関係の分析 を行 った。

加速 ヒ るテ クノロジーの収 と ‖造

取 り上げた3つ のテーマのいずれにおいても、古い技術、新 しい技術 、生まれつっ ある

技術 な ど、様 々な技術 が役割 を果た している。真っ先 にあげ られ るのが、 しば らく前 か ら

起 きているコン ピューテ ィングと通信テクノロジーの収敏 とい う傾 向である。この動 きは、

時間 と距離 を越 えたデジタル ・コンテ ンツの遍在的な利用 をサポー トす るイ ンターネ ッ ト

の普及によって、一段 と加速 している。 次に、バイオテクノロジーの適用範 囲を根本 的に

塗 り替 えるきっかけ となったコンピューティング と生物学の間で拡大す る劇 的な相互作用

とい う点が挙げ られ る。それ は、今や コンビ.ユーテ ィングの将来 に対 して挑戦状 を突 き付

け よ うとしてい る。

「社会 資本 」の形成 と利 用

研究者 の個人的な生産性向上 を図 るためのツールや資源な ど、物理的な資本 と同様 に、

「社会資本」 も技術革新の実現 を支 える上で重要な要素 となる。社会資本 とは、社会 の組

織間に形成 され る特性 、例 えば相互の利益のために調整や連携 といった作業 を通 じて形成

す るネ ッ トワー ク、規範、信頼 関係 な どのことを指す。例 としては、イ ンターネ ッ トの多

様性 か ら生まれた要素同士のパー トナーシ ップや共有可能な資源(デ ータ、特殊装置 、大

規模なイ ンフ ラス トラクチ ャ、人材 な どを含む)な どである。

たな 「 と の の

イ ンターネ ッ ト環境は、研究や技術開発 のさまざまな局面で、規模 の経済のあ り方に根

本的 な変革 をもた らす ものである。 コンピュータの処理速度やネ ッ トワー クの帯域幅 とい

ったパ ラメー タを通 じて、システム ・パ フォーマンスの改善(す なわちハー ドウェア ・コ

ンポーネ ン トの追加 な どに よる)を 追求す る従来の考 え方 に対 し、ネ ッ トワー クで結合 さ

れた環境では、不特定多数 のユーザーへ の対応や各種 フォー ムのデー タによるや り取 りと

いった側面に関連する、まった く別のパ ラメー タとい う観点 か ら考えなけれ ばな らない。

ま さに新 しいタイプの 「規模 の経済」である。同様 に、様 々な科学領域間(生 物学か ら材

料科学)'や 表面的には異種の産業分野間(生 物学か らナ ノテ クノロジー)に 跨 って、同 じ

コンピュー タ資源の下でよ り大きな経済的効果 を実現す る場合 において も、 この変化 が当

てはま る。
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国内外/地域の資源の有効利用

民族国家の優位性は、今後 もしば らくの間、続 くもの と思われ る。国家の研 究開発 プ ロ

グラムは、国益 を中心に打 ち立て るのが基本である。 とは言 え、規模の大きいプ ロジェク

トや最先端の研 究開発 でコス ト効果 を追求す るには、 グローバルな規模 の コラボ レー シ ョ

ン(協 調作業)が 不可欠 になる。一方、文化や歴史 に固有の地域的/局所的 な投資(例 えば

デ ジタル ・コンテンツあるいは言語イ ンター フェイ ス)を行 うことが、成功への最善の道に

な ることもある。 これ らの資源 を有効利用 しなが ら、一定の レベルにバ ランスを保持す る

ことが、国家プ ログラムを管理す る上 で重要 な要素 とな る。

産業界や社会 とのつながり

この点は、多額の公的資金で支援 されたプロジェク トでは常 に重要視 され る基準 となる。

特に、経済的な影響 とい う面では、奇跡 と痛みの両方 を併せ持つIT関 連のプ ログラムの

場合、その効果 については慎重に評価す る必要があ る。すなわち知識 の進歩が もた らす利

点が、産業界や一般市民の領域にいかに迅速 に生か され るか とい う観 点か ら判断す るとい

うことであ る。

調査結果

本報告書は、 「電子 図書館研 究イニシアチ ブ」、 「バ イオテ クノ ロジー ・イニシアチブ」

お よび 「イ ンフラス トラクチ ャとツールのイニシアチブ」の3項 で構成 され る。それぞれ

のイニシアチブを支 える重要な要素、す なわち主 な研 究開発 の活動、主 な成果、技術 と社

会 に対す る影 響、お よび将来の展望の観点 か ら概説 す る。

2.1A電 子図書館研究 イニシアチ ブ

このイニシアチブは、デジタルの世界における 「図書館」 の将来につ いて1990年 代 の

初 めに米国政府が予測 した展望 を反映 した ものである。興味深 い ことに、ほぼ10年 の歳

月 を経た今 で もこの展望は妥当性 を持 っている。

デ ジタル の世界におけ る 「図書館」は:

●

●

●

●

情報 と人 々を結 ぶ分散型 の知識ネ ッ トワークである。

書籍 、音楽、ビデオ、博物館の展示 品 といった素材 を電子データに変換 して、容易な

ア クセスをサポー トす るための一連 のマル チメデ ィア ・テ クノロジーである。

教育、保健 医療、輸送、お よび行政事務の改善 を通 じて、豊かな社会 を作るための一

連の新 しい情報サー ビスである。

ネ ッ トワー クが存在す る場所であれ ば、24時 間いつで も利用 できる。個人用 として も、

公用 として も利用で きる壁 のない遍在的な図書館 である。
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イニ シアチ ブの重要な ポイ ン ト

電子図書館研 究イニシアチブ(DLI)は 、NSF(NationalScienceFoundation:全 米科

学財団)が 主導す る複数機 関(マ ルチエージェンシー)プ ログラムで、NASAやDARPA

(米国国防総省 高等研究計画局)と い った機関が参加 している。 プログラムは、次の2つ

のフェーズで実施 された。

フェーズ1(1994年 ～1998年)は 、電子 図書館の ビジ ョンを実現す る上で必要な コア ・

テクノロジーへ の対応 に重点 を置いていた。 この フェーズでは、6つ の産学共同 コンソー

シアムが政府機 関か らの助成金を得て、次世代 の知識ネ ッ トワー クに向けて、 コンピュー

テ ィング、通信 、コンテ ンツ管理 の各領域の共通部分に関す るさまざまな技術上の問題点

を調査 した。調査 の対象 となったテ クノロジー は次の とお りである。

音声/テキス ト/画像処理技術 を統合 して、コンテ ンツによってビデ オ資料 を検 索す る技術;

多様な情報構 造 とユーザー ・イ ンター フェイ スを管理す る技術;

新 しい ソフ トウェア ・エー ジェン トによって、遠 隔地間での共同作業を可能 ・容易化す る

技術;

ユーザー 中心の、スケー ラブル な空間的広 が りを持 った システムを実現す る技術;

分散 した知識ネ ッ トワー クに見 られ る異機種 の問題 と相互運用性 に対応す る技術;

複数 の知識 ドメイ ンの規模に応 じたデ ジタル 貯蔵庫(リ ポ ジ トリ)を 構築す る技術

フェーズ2(1998年 ～2003年)で は、新た に米 国立医学図書館(NationalLibraryof

Medicine)、 議 会 図書館(libraryofCongress)、 お よび米 国人文科 学基金(National

EndowmentforHumanities)の 政府機 関が後援組織 として加 わった ことによ り、研 究の

目標 と範囲が大幅 に拡大 した。 この結果 、プログラムの研究資源 と活動範 囲が拡大 される

こ とになった。 プ ログラムの特性 とい う意味では、純粋 なテ クノロジー主体 のフェーズ1

か ら、人間主体 のシステムへ と観点がシフ トした とい うこ とである。フェーズ2の 目標は、

電子図書館の ライフサイ クル全体に関わ る、以下のよ うなテーマを扱 う研 究プ ロジェク ト

を実施す るこ とにあ る。

● 新 しい情報 のオ ブジェク トや集合体の形式 に よる情報や知識 の構 築

● アクセ ス、検 出、サーチ、検 索 とい った操 作に利用 できる新 しい技術

● 長期 的な使用や継続的な機能 強化 にも耐 え得 る資源

● アーカイブ と保存 の戦略お よびツール

フェーズ2の プ ログラムでは、国際 コミュニティ との共同研 究プロジェク トに着手す る

とい う側面が新 たに加 わった。結果 として、 ヨー ロッパお よびアジア を合 わせ て、十数件

のプ ロジェク トが、このイ ニシアチブに参加 してい る。 フェー ズ2は 、研 究者や研 究機 関
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が集 まる大規模 なコ ミュニテ ィの場 を提供 しつつ、現在 も継続 中であ る。

電子政府 プ ログラム との関係

「電子政府 」は、電子図書館イニ シアチブ と技術的に関連 を持 ったNSFの プ ログラム

で、電子図書館 プログラムのフェーズ2と ほぼ同時期 に開始 され た。その移行期間中にお

いて、フェー ズ1が 一定の成果を収 めたため、フェーズ1の 結果 を 「電子政府」プ ログラ

ムのテス トと構築の コンセ プ トに応 用す るこ とが、時宜を得た妥 当な政策で あるとNSF

の幹部 は考 えた。電子政府 と電子 図書館の研 究には共通する課題 が数多 く存在す る一方、

専門の公共サー ビス として設計す る政府情報サー ビス固有の問題 につ いて も指摘 してお く

必要があ る。例 えば、基本的なアー キテクチ ャ/設計上の基準 としてのセ キュ リテ ィ、プラ

イバ シー、デー タ完全性の問題;様 々なデー タベースのサイズ、一般 市民の さま ざまな要

求、お よび政府機関間のア クセスに対応す るための情報サー ビスのスケー ラビ リティ;そ

して法執行 ・環境保護 ・危機 管理 ・規制業務 な どの特有の応用分野 などである。電子図書

館の場合 と同様 に、電子政府のユーザーは、情報 の利用者で あると同時に、発信者 でもあ

る。 同 じく、政府 も情報の提供者で あると同時 に、利用者(ITを 購入用」用す る立場)で

もある。 この よ うに、2つ のプ ログラムの間 には高度 な補完 関係 がある。

主な成果

これ らのプ ログラムは、現在 もなお進行 中で あるため、成果 を評価す る最善 の方法 は、

テ クノロジーやイ ンフラス トラクチ ャにかか わる作業の範囲を見極め、ITや 関連す る科学、

社会一般 に対す る影響 を検証す る ことである。6つ の コンソー シアムが成 した最 も大 きな

技術的貢献は、実験用のテス トベ ッ ドを開発 したこ とであろ う。 このテス トベ ッ ドは、フ

ェーズ2で 研究 を続行す るための基盤 となるほか、プ ロジェク トの内外 を問わず 、各研究

者が実験台 として利用す ることができる。またプ ログラムは、産学の研究チー ムが、 コン

ピューテ ィング、通信、お よび コンテンツ産業に関連す る様 々な技術要素に取 り組む と同

時に、それ らの収敏 の問題 について も取 り組む ことができた。 これ らの取組みは、次の各

レベルの対象 に対応 してい る。

● エ レク トロニクス とオプ トエ レク トロニ クス

最 も基本的な レベルである。 コンピューテ ィング ・プ ラッ トフォーム、通信チ ャネ

ル、お よびユーザーの情報機器 にわたって、情報 の作成、保存、処理 を行 う際 の ビ

ルデ ィング ・ブ ロック(基 本要素)と なる。

● 移植可能 なソフ トウェア/データ資源

テ クノロジーの階層構造 の うち、 コアの レイヤーを成す ものであ る。具体的な問題

は、 ローカル ・デー タとネ ッ トワーク ・デー タの組み合わせ をは じめ、 コンピュー

テ ィング、コンピュー タ制御 のスイ ッチ ング、ルーテ ィング、 トランザ クシ ョンに
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使 うプ ログラム資源か ら、分散環境で検索 できる リポジ トリに使用す るメタデータ

に至 るまで多岐 にわたる。

● スケー ラブル ・イ ンフラス トラクチ ャ

中間の レイヤー に相当す る。 プラ ッ トフォー ムと独 立 したコンピュータ言語をは じ

め、データ ・ネ ッ トワークに使用す るア ップス トリーム/ダウンス トリームの帯域幅、

Web環 境で使 用す る検 索エ ンジンの戦略 といった問題 が考 え られ る。

● 水平統合

複数 のコンピューテ ィング ・プラ ッ トフォー ムに対応す るミ ドル ウェア、コラボ レ

ーシ ョン ・ツール、音声/デー タの変換やマル チ ドメイ ンに対応す る人間主体のアプ

リケーシ ョンがあ る。

● 情報 関連 の商品/サー ビスの動的進化

ワイヤ レス/ノー マデ ィック/モバイル ・コンピューティングか ら、個人 ・ビジネ ス ・

公 共のデータ ・リソー ス/サー ビスの統合 に至 るまで多岐 にわた る。

● 経済モデル と新規 市場

テ クノロジー階層 の最上位 の レイヤーであ る。電子図書館お よび電子政府 の研究が

経済、 ビジネス ・サイクル 、市場動 向 と どの ように関連す るか を扱 う。

影 響 と展望

これ らの研究イニシアチブは、技術面での貢献や成果に加 え、長期 的な研究 に向けた基

礎 を成すデー タの蓄積 、実験用テス トベ ッ ド、研究協力/コ ンソーシアムな どの形で、さま

ざまなイ ンフラス トラクチ ャを築いてきた。 また、研究結果 の実用化の面で も、短期 間の

うちに成果 が現れてい る。 しか し、最 も重要な技術移転は、人材 の移転であ る。 このプ ロ

グラムで研 究を重ねた何百人 もの研 究者 が産業界 に入った り、教育者 として巣立 っていっ

た。 中には 自ら会社 を興 して、業界で注 目を集 めてい るところ(Google社 な ど)も あ る。

政府 支援型 の研 究活動 の成果 は、最終的 には、広範囲にわたる組織的 ・社会的利益 に対

す る短期的お よび長期 的な影 響 とい う基準で判 断すべきものである。DL(DigitalLibrary:

電子図書館)とDG(DigitalGovernment:電 子政府)の 各イニシアチブのも とで現在進め ら

れ ている研 究活動の うち、最 も大きな成果 を上げている活動を見 るだけで も、21世 紀にお

いて我 々の生活 のあ り方が どの よ うに変貌 してい るかを、ある程度まで予測す ることがで

きる。例 えばコミュニケーシ ョン、情報の取 り扱 い、学習、保健医療 、商取引、仕事、物

の設計/作成、研 究、環境 の認識 、行政サー ビスや情報収集の方法や形態 な どがそれである。

DLとDGの 各イニ シアチブは、 こ うした変革に向けた重要な第一歩 を踏み 出す上 で大い

に役 立った。

`
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2.1.2バ イオテクノ ロジー ・イニシアチブ

バイオテ ク ノロジー は、華々 しい業績 を収 め、科学や社会に も大き く貢献 したにもかか

わ らず、連 邦政府の研究開発イニシアチブの中では さして注 目され ることはな く、印象 も

薄かった。 コンピュー タ、イ ンターネ ッ ト、マルチメデ ィアな どの喧伝 に比べ、バイオテ

クノロジーは、 ここ10年 の間、研 究開発 のスポ ッ トライ トを浴び ることもなく、 目立た

ない存在であった。 この状況 が、今 ま さに変わ りっつある。今 日、再び注 目を集 めるよ う

になったバイオテクノロジーは、国の経済成長を支 え、社会に真 の利益をもた らす次 なる

担い手 として、ITの 座 を・脅かす存在にな りっっある。 このITに 対す る挑戦 は、バイオテ

クノロジーが 自らを変革す る能力 を背景 とした もので ある。従来 のバ イオテ クノ ロジー/

バイオエ ンジニア リングの事実上 あ らゆる部 門に見 られ る研究開発 プ ロセスが、コンピュ

ータ、ネ ッ トワーク、データベー スの各テクノロジーを利用 しなが ら、完全 な変貌 を遂 げ

てきた。 このパ ラダイ ム ・シフ トの結果、従来 は想像す らしなか った方向で、 この分野に

おけるコア ・ビジネスを再定義 した り、範囲を拡大 した り、また関連分野 との相互作用の

強化を図 った りできるようになっている。また変革の過程 を経 る中で、 コン ピューテ ィン

グや関連す る研 究に対す る変化の種の植 え付 け も果た してい る。したがって、数年後には、

バイオテ クノロジー におけるパ ラダイム ・シフ トが逆に作用 して、その変化 のきっかけを

作 ったITの 分野に も変化 を起 こさせ ることにな るかも知れない。

生物科 学、 コンピュータ、情報科学、お よびネ ッ トワーク ・テ クノロジーの各分野間で

の相互作用 の兆 しは、この主張を強 く示唆す るものである。バイオテ クノロジーに関する

米国のイニ シアチブ、お よび関連す る研究にっ いて調査 した ところ、 この種の相互作用が

存在す ることが裏付 け られた。

コンピューテ ィングは如何 に生物学 を変 えつ つあ るか

コンピューテ ィングは、少 な くとも次の3つ の形態で生物学 に影響 を与えてい る。第一

に、コンピューテ ィング ・テ クノロジーが 「高スループッ ト生物学」を可能に した。例え

ば、コンピュー タのマ ッチング/検索アル ゴ リズムは、DNA塩 基配列決定法に使 われ る主

要テクノロジーの基盤 として必要であった。第二 に、 コンピュー タは生物学的実験 に革命

をもた らした。何時間 も、あるいは何 日もかけて実験を行 う従来 のラボは、一度に数万な

い し数 百万件 もの照会処理を実行で きる コンピュー タ ・テ クノロジー とソフ トウェア(例

えば、マイ クロア レイ)に 置 き換 わ りつつ ある。第三は、様 々な レベル の生物学情報の統

合である。例 えば、最先端の コンピュータ ・モデ リングや シ ミュ レーシ ョン技術 は、個 々

の生物学的要素(DNA、 蛋 白質、パス ウェイ、ネ ッ トワー ク、細胞、器 官)が どのよ うに

相互作用す るのかを調べ る上 での重要 な手段 となる。バイオテクノロジーが、生物学 にお

けるシステム研究 の成果の恩恵 を得 るよ うにな るのは遠 い先 の ことではない。
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生物学 は如何 に コン ピューテ ィングを変 えつつあ るか

コンピューテ ィング、情報処理、ネ ッ トワー キングの技術進歩 に生物学が影 響を及 ぼ し

てい ることを示唆す る兆候 もある。生体機 能に基づ くコンピューテ ィング(Bio-inspired

computing)は 、今や コンピュータ関連の研究の最前線 にある。研究室 レベル の実験では、

分子をスイ ッチ、 ワイヤ、お よび メモ リの各素子に作 り変 えることによ り、従来の コンピ

ューテ ィング ・デバイスを代替す るテクノロジーの可能性 が実証 されている。 また、生物

学的な原則や材料 を将来的 な情報機器 の機能にも応用できるか ど うか を探 るべ く、次世代

のマ シン ・インテ リジェンスについて も継続的な研 究が実施 され てい る。バイオ メ トリク

ス と知識ベ ース ・モデ リング/シミュ レーシ ョンは、コンピュー タ研究領 域の境界 を、人間

中心 の コン ピュータ ・インター フェイス と情報デ リバ リの方向に押 し進 めつつ ある。

ノ

イ ニシアチブ の重要 なポイ ン ト

この調査では、今 日のバイオテ クノロジーに多大な影響 を及 ぼ してきた3っ の主要 な機

関間プログラムを検証す る。いずれ のプログラム も1990年 代に着手 され た ものであ る。1

つ 目は、"DecadeoftheBrain"(脳 の十年)イ ニシアチブで、1990年 の初 めに開始 された。

膨大 なコン ピュータ資源 と全米の科学者 の間を接続 したネ ッ トワー クを利用 して、脳 に関

す る知識 を高め る目的で計画 され た ものである。NSFとNIH(米 国国立衛 生研 究所)の2

つの連邦機 関が、 このイニシアチブに基づ く研究に対す る財政支援の多 くを受け持 った。

このイニ シアチブが もた らした最大の成果は、神経科学 の研 究を進め るための計算 モデル

が利用 できるよ うになった点である。 この分野には、数多 くの研究者 が流入 し、最戦前で

の活動 を続 けてい る。しか し、その高通 な目標 と数多 くの業績に もかかわ らず、 「脳 の+年 」

イニ シアチブはそれ ほ ど注 目を集 めるこ とな く終了 した。多 くの前線で上 げた成果 も革新

的技術 にまで発展す ることはなく、財政支援 も先細 りになった。とは言 え、これ に よりIT、

生物学、神経科学 の間に強固な関係 が確立 した ことは間違 いない。

2っ 目のイニシアチブは、"Biotechnologyforthe21stCentury"(21世 紀 に向けたバイ

オテ クノロジー)で あ る。 これ は1990年 代 の初めに、生命科学 と健康に関す る連邦諮 問

委員会が発表 した報告書によ り、国家規模の協調的活動の必要性 が指摘 され て以後、注 目

を集 めたテーマ である。 このイニシアチブの 目標は、バイオテ クノロジー研 究にお ける米

国の リーダーシ ップを維持/強化す ることによ り、国内経済の成長 を促進 し、全 国民の生活

の質(ク オ リテ ィ ・オブ ・ライフ)を 向上 させ ることにあ る。研 究 目標の設 定 とプログラ

ムの実施 に責任 を持つ機 関合同のマネジメン トチームが設置 された。このチームにはNSF

とNIHも 加わ っている。 このイニシアチブは、1993年 、関連 ミッシ ョンを持 つ他 の機関

の参加 を得なが ら、多額の初期予算 をもって始動 した。 しか しなが ら、 ヒ トゲ ノム研究に

おけるその後の出来事 によ り、 このイニシアチブの影 が薄 くなったため、以降の年度 にお

け る財源は期待通 りのものではなかった。 そ うした ことはあったものの、本イニシアチブ

は、注 目の的 となった ヒ トゲノム ・プ ロジェク トの成功 の種 を蒔 くものであ った。

137一



生活 の質を も変 える可能性のあるヒ トゲノム ・プ ロジェク トは、 しば しば米国の研究イ

ニシアチブであ るとみな され ることがあ るが、実際には1990年10月 に、15年 間予定の

国際プ ロジェク トとして着手 された ものである。プ ロジェク トの基本的な 目標 は、50,000

～100
,000個 の遺伝子か ら成 ると考 え られている ヒ トゲ ノムの詳細 な遺伝子マ ップを作成

す ることにある。遺伝子マ ップの完成 は、人体 の内部機構 を解 き明かす上で不可欠な もの

と考えられ てお り、将来の生体臨床 医学やバ イオテクノロジー に多大な影響を及 ぼす こと

になる と思われ る。政府財源 の確約 に加 え、遺伝子配列解 明技術や コン ピュータ関連 ツー

ルの技術革新 、さらには専門の国際チームの努力 といった要因が効 を奏 して、ヒ トゲ ノム ・

プロジェク トは、予定よ り1年 も早 く、 しかも決 め られ た予算内で完了 した。 この予想外

の成功を導いた要因は数多 くあるが、二つの学問領域 、すなわちITと バイオテクノ ロジ

ーの交差領域 にお ける疑 うべ くもない進歩 はその一つであ る。

主な成果

調査の結果か ら、バイオテクノロジー とコン ピュー タの相互作用がもた らす利点は、単

に個 々のイニシアチブで定めた 目標 の達成だけに とどま らず 、社会資本(人 材や組織的資

源)の 形成 か ら、グローバル/ローカル な資源 の有効利用、新 しいテ クノロジーや研究分野

の創 出に至るまで、 きわめて多岐にわたるこ とが判 明 した。次 にい くつか例を示す。

● 研 究イニシアチブの実施 によって、グローバルな科学技術の研究 に利 用できる共有可能

なデータ資源や コン ピュー タ関連 ツールが続 々 と生まれ、また、新 しい技術 を持 った製

品やサー ビスにっいての研究が行 われた。GenBankやBLASTを 始 めとす るこれ ら資

源 ・ツールの開発 は、ITコ ミュニティの貢献 に よる ものである。

● この期間中に、国は各分野の接点部分 の共同研究 と教育を行 うための学際センター と研

究所 を多数設置 した。 こ うした組織の多様性 と数の豊富 さは、人的/物理的なイ ンフラ

ス トラクチャを構築す る上で研 究イニシアチブが果 たせ る役割 を良 く示 してい る。

●10年 間にわた る研 究 の成果 と して、次 の3つ の分野が生まれた。

◆ 計算生物学

生物学的機 能 を研究す るデー タ分析法 とコンピュー タ上のモデルや 実験 を専門 とす

る分野である。テ クノロジーの例 として、DNAマ イ ク ロア レイ、プ ロテイ ンチ ッ

プがある。

◆ バ イオイ ンフォマテ ィクス

コン ピュータツールは、生物学 ・医学 ・保健デー タの利用 を拡大 し、生体 中で行わ

れ る情報処理 の仕組みを研 究す るこ とができるよ うになった。例 として、ゲノ ミク

ス、プ ロテオ ミクス、生体組織工学(テ ィシューエ ンジニア リング)な どがある。

◆ 生体機 能に基づ くコンピューテ ィング

生物学的/化学的物質や特性 を用いて、 コンピューテ ィング ・デバイス/システムを
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設 計 す る分野 で あ る。例 として、バ イ オ メ トリック ツール 、バ イ オ ・マ イ ク ロ ・ナ

ノテ ク ノ ロジー な どが あ る。

影響 と展望

研究イニシアチブは、科学的成果 とテクノロジー推進 に加 え、産業界 に多大 な影響 を及

ぼ してい る。バイオテ クノロジーは これまで、活気 のある産業を生んで きた。IT主 導型の

ポス ト・ヒ トゲ ノム研 究に向 けられた期待 を背景 に、DNAチ ップか らプ ロテオ ミクスに

至 るまで広範 なテ クノ ロジー/アプ リケー シ ョンの分野において数多 くの企 業や ビジネ ス

が生まれて きた。そ のほ とん どは、ジェッ トコースターに も似たア ップダ ウンの激 しい将

来 を経験す ることになろ うが、やがては技術革新 の道 を自ら切 り開き、社会に も多方面の

貢献 をもた らすであ ろ う。

今 回の調査か らも、バイオテ クノロジーの将来 を方 向付 ける重要な分野が2つ あること

が明 らかになった。1つ は、 システム生物学である。すなわち生物学的な系 を取 り上 げ、

ここに含 まれ る各要素を識別 し、特定のモデルに従 って考察 し、多様 な レベルか ら情報を

捉 え、それ ぞれの関係 を検証する とい う分野であ る。 あ らゆるコンピュータ関連 ツール、

す なわ ち既存 のツール も、新規 のツール も含 め、すべてを生物学のツール として利用す る。

同時 に、計算生物学、バイオインフォマテ ィクス、生体機 能 を活用 したコンピューティン

グとい った一連 の分野 も、ITに は不可欠の要素 とな りつつある。2つ 目の期待 され る分野

は、有機/分子 コンピューテ ィングである。ゴンピューティング技術が これまでシ リコンに

依存 して きた よ うに、今、科学者 は分子 を集 めて基礎 的な回路素子や スイ ッチに組み立て

ることによ り、ナ ノサー キッ トやナ ノテクノロジー といった新 しい世界の方向性 を模 索 し

ている。将来的には、これ が生物学、材料科学、ITの 各分野の融合す る領域 となる。現段

階では、まだ研 究室 レベルにす ぎない。 ただ し、 ヒ トゲ ノム ・プ ロジェク トの よ うな新た

な研 究イニ シアチブが登場 して、強力な推進力 になるこ とも考え られ る。

2.1.3イ ンフラス トラクチ ャとツールのイニシアチ ブ

イ ンフラス トラクチ ャとツールのイニシアチブは、前 の2つ のテーマ とは多少異なるア

プ ローチで捉 えることが必要である。研究対象 とな る直接的なイニシアチブ とは異な り、

ここでは研 究活動に向 けた資源や ツールの利用 を目的 とした国内のインフラス トラクチャ

整備 とい う点を中心 に考察す る。具体的 には、あらゆ る分野で重要視 され るよ うになって

きた コンピューテ ィング、通信、ネ ッ トワーク、情報収集 といった機能を中心に検証す る。

長年 にわた って米国政府は、個々の機 関の関心 とミッシ ョンに基づいた形で、 こうしたイ

ニシアチ ブを立ち上 げて きた。1970年 代に誕生 したイ ンターネ ッ トも、国防総省が研 究委

託先を電子 的に接続 す る とい うプ ロジェク トの結果 として生まれ たものだった。 ここ10

年ほ どで政府は、国家の コンピュータ情 報 インフラス トラクチャを一新す る方 向で、必要

な政策 、戦略、計画 の策定に向けて一段 と強力なア プローチを取 るよ うになった。今回の
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調査か ら、 こ うした努力 が多大な成果 を上げてい ることが明 らかになった。

プ ログ ラムの重要 なポイ ン ト

1980年 代半ばか ら21世 紀への変 わ り目にかけて、米国政府 では、ITを 中心 とした国の

研 究開発 能力 の向上を図 るべ く、一連の対策(と きに、消極的な こともあったが)を 講 じ

てきた。約15年 の間に、ニュー ・エ コノ ミーの盛衰 と連動 して、数 々の研 究開発イ ンフ

ラス トラクチャのイニシアチブが実施 された。例 えば、次の ようなイニシアチブが挙 げら

れ る。

・HPCC(高 性能 コンピューテ ィング&コ ミュニケー シ ョン ・イニシアチブ)は 、当初 、

米国内に4か 所 あるスーパー コンピューテ ィング ・セ ンター に向けた財政支援 を維持

す る 目的で設置 されたが、やがて、あらゆる専門分野における コン ピュータ科学に応用

できるコンピューテ ィング/通信 イ ンフラス トラクチ ャを中心 と した研究開発プ ログラ

ム として、著 しい成果 を上げるよ うになった。このプログラムに対す る財政支援はそれ

ほ ど多額ではなかったため、そ の資金 の大部分は、各関連機 関がそれぞれ実施 している

現行 のプ ログラムの予算か ら捻出 された。最初 の数年間は、米国経 済が不振 に喘いでい

た時期 に一致す る。 しか し緊縮期 にあっても、計画担 当者や熱意 あるプログラム ・マネ

ージ ャの仕事 は減速 され ることはなかった。

・イ ンターネ ッ トの普及に伴い、政府 はこの技術 を科学者だけに限 らず、一般国民が利用

で きる遍在的な資源 として発展 させ ることの重要性 を認識す るよ うになった。こ うした

背景の もとにNII(NationalInformationInfrastructure:国 家情報イ ンフラス トラク

チ ャ)が 誕生 した。NIIは 、HPCCの コン ピュータ/通信テ クノロジー と関連す るソフ

トウェア ・ツールを基盤 として構 築 されたイニシアチブである。 本来の趣 旨は、教育、

商取 引、エネル ギー管理、医療 、行政へのアクセス といった国民に直結 した問題の解決

策 として 「国家的課題」 に対応す ることにある。 これ らの 目標 は、現在 でもITR&D

(IT研 究開発)国 家 プログラムの指針 として生 か されている。

・HPCCとNIIが 急速 に前進す るに伴い、イ ンターネ ッ トの混雑 と非効率の問題 が顕著

になってきた。 こうした懸念 をきっかけ として、政府 は次世代イ ンターネ ッ ト(NGI)

プ ログラム を開始 した。NGIは 、次の3点 を 目標 としたイニシアチブであ る。

(i)次 世代ネ ッ トワ・一ーーキング ・テ クノロジー を構築す る

(2)国 の最先端の研 究機 関に、最高水準のネ ッ トワー ク接続 を提供 す る

(3)社 会 ニーズに応 え られ る画期的 なアプ リケー シ ョンの開発 に向 けた研 究活動 を支

援す る
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このプ ログラムは、米国の好景気 と時期 を同 じくして実施 されたため、関連す る予算や

方針 を管理す る機 関か らは全面的な財政支援が得 られた。 これは、当時進行 中の ドッ

ト ・コム ・ブームに も貢献 した面がある。

・21世 紀への変わ り目にあたる2年 間、ITR&Dに は、イ ンフラス トラクチャや ツール

開発 も含 め、広範 な分野 にわた って多額の財政支援が行われ た。新規の研究開発 プ ログ

ラムが続 々 と開始 されたのはこの期 間である。ITイ ンフラス トラクチャに関す る研究

活 動 には 、継 続 的 に高 い優 先 度 が与 え られ て いた。新 しい"TeraScale'(テ ラス ケール)

コン ピュー テ ィ ング ・プ ロ ジ ェク トや新 規 の"MiddlewarefbrNetworking"(ネ ッ トワ

ー ク用 ミ ドル ウェア)プ ロ グラム は そ の例 で あ る。ネ ッ トワー キ ン グは 、依 然 と して連

邦 政 府 の計 画 立 案 の上 で 、大 きな 比重 を 占めて い る。実 際 、今年(2001年)に な って、

ITR&Dプ ログ ラム は 、',NITRD"(Networkingandlnf()rmationTechnologyResearch

andDevelopment:ネ ッ トワー キ ン グ情 報 技 術研 究 開発)プ ロ グ ラム と改 称 され た。

主な成 果

イ ンフラス トラクチャ ・プ ログラムの成否 は、ITへ の貢献度だけに とどま らず、社会資

本 、規模 の経済(ス ケール ・メ リッ ト)、資源の有効利用、社会 との連携 といった多様 な観

点か ら評価 され る。それ らの成果 としては、例 えば次の よ うな ものがある。

・ 全国規模 で コン ピュータ/データ資源 を相互接続 した巨大 なWeb構 造 が確立 された。例

えば、スーパ ー コンピュー タのアプ リケーシ ョン ・セ ンター、実験用テ ラ ・グ リッ ド施

設、科 学技術 向けの大規模 なデー タ資源(ゲ ノムバ ンク、プ ロテイ ンバ ンクな ど)が あ

る。

・ これまで、さま ざまな研 究グル ープによって、多岐にわたるアプ リケー シ ョンに向けた

コン ピュー タ関連ツールが単独で、または共同で開発 されて きた。 これ らのツール は、

多様 な科学分野に及ぶ研究(現 在進行 中の活動、または将来的 な研究 を問わず)で 規模

/範囲の経済 を達成す る上で も不 可欠 の要素 となる。

・産官学の緊密 な協力 によって、厳 しい管理 のもとに個 々のイニシアチブが開発 され、実

施 された。これ らのプ ログラムは、単 に研究活動の次元に とどま らず、あ らゆる開発工

程で人材 と社会資本が有効に活用で きるよ うにするために、教育 と トレーニング とい う

側面 も重視 され た。

・ あ らゆる種類 の協力 関係がプ ログラムの価値を高 めた。プ ログラムの実行過程で、産業

界、非営利の公共 団体、海外 との リンクな どがすべて不可欠 の要素 となった。例 えば、
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Internet2/Abileneは 、産 学共 同 の コ ン ソー シア ムに よっ て次世 代 のイ ンター ネ ッ ト ・

アー キテ クチ ャが どの よ うに方 向付 け られ る か を実証 す るプ ロジ ェ ク トで あ る。この プ

ロジ ェ ク トで使 用 す るSTARTAP(Science,Technology,AndResearchTransitPoint)

プ ログ ラム は 、世 界 中 の主 なネ ッ トワー ク と協力 ベ ー ス で相 互接 続 され て い る。

影響 と展望

最近 の米国経済は、激 しく上下変動 を繰 り返 してい るが、基本的な底力は失 われていな

いよ うで ある。この点は、ITイ ンフラス トラクチ ャの分野に対する多大な投資に起因す る

部分が大 きい。こ うした投資 による主な影響 は、次の4つ の観点か ら捉 えるこ とができる。

・ 科学技術分野

ITイ ンフラス トラクチャ とツール は、生物学や材料科学 といった科学分野が、コンピ

ュー タによる研究 を主体 とした段階へ進化 す るための手段 を提供 した。

・ 産業分野'

コンピューティング ・通信 ・コンテ ンツの収敏の加速、およびWebブ ラウザや検索エ

ンジン といった新 しい事業領 域の創 出な どの効果が ある。

・ 国内経 済

電子商取引のための ソフ トウェアや プ ログラ ミング言語/ツールの開発 、企業組織や ビ

ジネ ス ・モデルの再編 に向 けた原動力、将来的 な知識ベース経済を構築す るための主導

権獲得 な どの効果 があ る。

・ 社会

計算中心か ら情報デ リバ リの レベルへ と至 るプ ログラムの発展は、一般 国民に多大な影

響 を及ぼ した。HPCCか らNII、 さらにはNGIへ と移 り変わる中で、人間中心 のシス

テムに向けての資源 の移行 とシフ トがあった ことは、一般国民の 目に大きな展望 を与 え

るもの として映 った。

2.1.4結 論

近年 、米国政府 が提唱 してい るイ ニシアチブの影響 を評価す るにあた り、本報告書で提

案す る5っ の基準か ら判 断す る と、すでに数 多 くの利 点が実現 されてい ることがわか る。

すべてのイニシアチブが、新技術 の融合や創造 を促進す る上で大 きく貢献 して きた。社会

資本の形成 の面でも多大な影響が あるが、個別 のイニシアチブ ごとに果た してきた役割 も

多少異 なる。

規模 と範囲の経済 が実現 され る と、 このイニシアチブの もとで構築 された資源 を背景 と
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して、アプ リケー シ ョンの利用が大衆ユーザーの間に広 が り、分野や ビジネスの境界を越

えて普及す るため、イ ンフラス トラクチャとツールのイニ シアチブには大 きな効果がある。

いずれのイニシアチブ も、地域、国内、海外に分散 した資源 を有効利用 しなが ら、よ り高

度 な目標の達成 と相互協力 の促進 を図 ってきた。最終的に、社会に対す る影響は、すべて

のプ ログラムで明確に認識 された。 これ らのプログラムが もた らした恩恵 を一般市民の期

待す る領域に生か してい くには、政府の内外 を問わず、あ らゆる関係者が解決すべき大き

な課題が残 されている。

2.1.5提 言

この調査か ら学んだ事柄 を基 に して、過去10年 間の米国のイニ シアチブの有用な経験

か ら、 日本が適切に何 か を学べるか とい う視点で、幾つ かの コメン トを述べ る。

1.政 府の立法 ・行政部 門に影響 を与 え得 る様々な政策 開発 ・提言組織 を確立す る。

2.長 期的な研究投資 として、海外か ら優秀な人材 を招 き入れ る。 このためには、高等教

育機 関や研 究機関にお ける国際化 が必要 となる。

3.民 間セ クターの資金 を研究開発 に活用す る。例えば、非営利組織(財 団な ど)か らの

支援。

4.適 切な環境 と報奨制度 を整備す ることによ り、学際的 な研 究 を育成す る。

5.米 国にお ける情報技術研究開発 国家調整局(NCO)、 バイオテ クノロジー ・イニシア

チブ、新 しいナ ノテクノロジー ・イニシアチブ(NNCO)な どをモデル として機 関横

断的なプ ログラム ・イニシアチブを強化す る。多 くの場合、複数機関が連携 して新規

研究活動支援の予算枠の拡大を 目指 して予算編成プ ロセ スでの協力 を図ることで実現

され る。成功の鍵 は、各参加機関の間で、 ミッシ ョン、資源、専門知識 における相互

補完能力 があることを明瞭に述べ 、実際に示せ るか ど うかにかかっている。
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2.21T政 策 ・研究開発に関する諸外 国動向調査

2.2.1調 査の経緯 と目的

情報通信 に関す る急速 な技術 革新 は、産業 ・社会 に対 して、多大な影響を与 え始 めてい

る。多 くの識者 は、21世 紀 にかけて工業経済か ら情報経済へ の転換 が起 こる と指摘 して

い る。 このよ うな変化 に対応すべ く、各国では情報通信環境を整備 し 「情報社 会」の実現

に取 り組 んでい る。その さきがけ となったのは、アメ リカの クリン トン政権 が提 唱 した 「情

報 ス■一・一・一パーハイ ウェイ」(lnformationSuperhighway)と 関連す る一連 の情報通信政策 で

あった。ゴア前副大統領 に よるGII(GlobalInformationInfrastructure)構 想 や1996年

にブ リュ ッセルで開催 されたG7情 報 サ ミッ ト等 を経て、情報化施策が世界各 国で活発 に

展 開されている。情報社会の進展 は情報産業の育成 にも大きな影 響を与 える。各 国では、

情報産業 をこれ か らの戦略産業 と位 置づけ、そ の育成策 にも力点 を置 いてい る。

以上のよ うな世界各 国の状況を踏 まえ、経年的に、 ソフ トウェア技術 を中心 とす る情報

技術の国際的競争力確保 を 目指 し、わが国の研究開発 のあ り方 を検討す るための基礎デー

タ収集の一環 と して、 「先進諸 国にお ける将来の社会 システムの情報化 ビジ ョン ・IT政 策

に関する動向」 を調査 してい る。

情報化 に関 して先進的 と思 われ る国 として、ア メ リカ、欧州(EU、 イギ リス、 フラン

ス、ドイ ツ、ス ウェーデ ン、フィンラン ド)、シンガポール、マ レーシア、オー ス トラ リア、

イン ド、韓国、中国に関 して、IT政 策に係 る政府 ホームペー ジの ドキュメン ト、及び関連

公表資料 をベー スに調査 を行 ってい る。

次項以降には、昨年度 までの調査結果を含 め、各 国の情報政策 ・研 究開発 に係 る経緯 と

現状の状況 を国別 に掲 げている。

本項 においては、各国の最近の動 向 ・トピックスを概要 として示す とともに、各国の動

向か らIT政 策推進 上重要 と思われ る視点 を示す。

調査対象国

◆ ア メ リカ

◆ 欧 州(EU、 イ ギ リス、 フ ラ ンス 、 ドイ ツ 、ス ウェ

ー デ ン
、 フ ィ ン ラ ン ド)

◆ シ ン ガポ ー ル

◆ マ レー シア

◆ オー ス トラ リア

◆ イ ン ド

◆ 韓 国

◆ 中国
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2.2.2各 国の動向

本項 では、次章以降 に掲 げた各国のIT政 策 ・研 究開発 の経緯 と現状の中か ら、最近 の

動 向 ・トピックスを示 す。

(1)ア メ リカ

アメ リカは、戦後常に世界経済を リー ドし続 けてきた。特 に、1990年 代以降は 日本 、欧

州等の他 の先進 国経済 が停滞す る中で、唯一高い経済成長を維持 してきた。その背景 とし

て、80年 代の レーガ ン政権時代に始 まるプロパテン ト政策、科学技術政策や、90年 代の

ク リン トンニゴア政権 における一連のIT政 策によって産業競争力 の強化 を推 し進 めてき

た ことが指摘 できる。

1992年 、ク リン トン=ゴ ア政権 が誕生す ると、レーガン政権時代か らの産業競争力強化

政策を継 承する と同時に、ゴア副大統領 をま とめ役 として一連の科学技術政策 を打 ち出 し

た。就任直後 の1993年2月 にはMIイ ニシアチブを発表 した。NIIは 、それ 自体で完結

す る構想ではな く、経済や社会の発展に寄与す るための礎 として、科学者や技術者のため

だ けでな くすべ てのア メ リカ国民に対 して、情報基盤整備 の必要性 とその有効性 を示 した

もので ある。

ITの 研 究開発 については、ゴア前副大統領 が1989年 に議i会に提 出 した全米高性能 コン

ピュータ技術法案が源流 となっている。91年 には、それ を受 け継 いだ高性能 コンピューテ

ィング法(HPC法;且ighPerformanceComputingActof1991)が 制定 され 、その後実行

計画 として、HPCC計 画が推進 されてきた。2001年 度予算では、過去10年 間にわたって

実施 されてきたHPCC計 画(NGIを 含む)と 、2000年 度予算 か ら盛 り込まれたIT2計 画

を合併 して、情報技術研究開発(InformationTechnologyResearchandDevelopment)

とい う新 しい計画名 称 にな った。

今後の計画 の中では、NSFに よるITR(lnformationTechnologyResearch)イ ニシア

チブが注 目され る。ITの 基礎的 ・長期的研究を助成するものであ るが、2000年 度12,600

万 ドルの予算実績 に対 し、2001年 度 は160%増 の32,700万 ドル の要求 を行 った。

直近 のプ ロジェク トも着実に成果が出始めている。NGIに 関 しては、テス トベ ッ ドは当

初計画を上回 る勢いでサイ トが接続 されている。NGIア プ リケー シ ョンについては、NGI

の特徴 である高速ネ ッ トワー ク、QoSを 必要 とす るアプ リケーシ ョンは少ないものの、100

以上のアプ リケー シ ョンが開発 されつつある。NGI研 究の成果 として技術移転 も活発であ

り、10を 超 えるスター トア ップ企業が誕生 している様子で ある。

ク リン トン=ゴ ア時代の大 きな柱 であったIT政 策であるが、ブ ッシュ政権 に変 わ り、IT

政策 は変化す る様子で ある。 これまでのIT研 究開発 の枠組 みを継続 しつつ も、 目新 しい

IT政 策 はなかった。しか し、2001年9月11日 のニュー ヨークでのテ ロ以降は、サイバー

スペースにお けるセ キュ リテ ィ対策 を推進 し始めている。10月 には、ブ ッシュ大統領 が 「情

報化時代にお ける重要イ ンフラ保護」 とい う声明を発表 し、イ ンフラ保護 強化 のための体
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制 整備 を行 った。 また 、政 府 の情 報 ネ ッ トワー ク のセ キ ュ リテ ィ向上 を 目的 と した

GOVNETの 構築が発 表 され た。GOVNETは インターネ ッ ト ・プ ロ トコルを用 いたイ ン

ターネ ッ ト等他のネ ッ トワーク とは切 り離 された政府専用のネ ッ トワークである。業界各

社 に情報請求 した上で、仕様設計 が行 われ る予定 である。

(2)欧 州

a)EU(欧 州 連 合)

EUレ ベ ル の研 究 開発 政 策 は 、長 年 フ レー ム ワー クプ ログ ラム と して実施 され て い る。

現 在 は、1998年 に始 ま った第5次 フ レー ム ワー クプ ログ ラムが 実施 され てい る。ま た 、次

の第6次 フ レー ム ワー ク プ ログ ラ ム の検 討 が始 め られ て い る。

情 報 関連 の プ ログ ラ ム と して は 、 ユ ー ザ フ レン ドリー な情報 社 会(IST;User-friendly

informationsociety、3,600百 万 ユ ー ロ)が 実施 され て い る。 この 中 に は、 市 民 の た めの

シス テ ム とサー ビス(SystemsandseWicesforthecitizen)、 新 しい 業務 方 法 と電 子 商取

引(Newmethodsofworkandelectroniccommerce)、 マル チ メ デ ィア 関連(Multime(lia

contentandtools)、 重 要 技 術 と イ ン フ ラ 基 盤(Essentialtechnologiesand

infrastructures)と い った 領 域 が設 定 され てお り、公 募 プ ロ ジェ ク ト等 を とお して 展 開 さ

れ てい る。

フ レー ム ワー クプ ロ グラ ム の発 展 を図 り、 欧州 と して の総 合 的 な研 究 活動 の統 一 を 目標

と した 欧 州研 究領 域(ERA;EuropeanResearchArea)イ ニ シア チ ブ が2000年 提 唱 され

た。EUは 、加 盟 国の研 究 活動 が これ まで 閉鎖 的 で 、各 国 の研 究 開発 政 策 が 必ず し も連 携

が とれ てい な い とい う認 識 を して お り、ERAに よっ て欧州 加 盟 国 の研 究者 の協 力 を促 進 し、

産 業 技 術研 究基盤 の 強 化 を図 ろ う と して い る。

具体 的 なテ ーマ と して は、 各 国 の優 れ た研 究機 関 を連 携 し、研 究機 関 のネ ッ トワー ク を

構 築 し、双 方 向通信 技 術 を用 い た バ ー チ ャル研 究 セ ンター を運 営 す る、EUの 研 究 活 動 と

各 国の研 究活 動 の整 合 性 を 向上 させ る、 人材 の育 成 とそ の流 動性 を向上 させ る、 な どを含

ん で い る。

2002年 か ら開 始 され る第6次 フ レー ム ワー クプ ログ ラム の計 画 に あた っ ては 、ERAの

実現 が重 要視 され てい る。そ の た め 、従 来 以上 に改革 や 新 規施 策 の導 入 が検 討 され て い る。

情報 関係 につい て は 、第5次 フ レー ム ワー クプ ロ グラ ム と同様 に、IST(lnformation

SocietyTechnologies)と して、3,600百 万ユ ・一－mが 計 画 され て い る。 また 、 「知 識 基 盤社

会 にお け る市 民 とガバ ナ ン ス」 と して 、225百 万 ユ ー ロが充 て られ て い る。ERA関 連

(StructuringtheERA)で は合 計2,655百 万 ユ ー ロが予 定 され て い る。

2000年 に は、ヨー ロ ッパ が最 も競 争力 を持 ち ダイ ナ ミ ックな経 済 を実 現す るた め 、よ り

ITを 活用 す る こ とを 目的 と したIT政 策 と して ア ク シ ョンプ ラ ン 「eEurope2002」 が 欧州

委員 会 か ら打 ち出 され た。eEurope2002の 目標 を実現 す るた め に 、11の ア ク シ ョンプ ラ

ンが設 定 され てい る。
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① よ り安 く、 より速 いイ ンターネ ッ トへのアクセス

競争(特 に地域ネ ッ トワーク間の競争)と ベンチマーキ ングを促 して、イ ンターネ ッ ト

アクセ ス料金 を切 り下げ る。

② 研究者 と学生に対す るより高速 なイ ンターネ ッ トの提供

欧州委員会はすでに全欧州 を貫 くネ ッ トワー クの容量 を上げ るために投資 したが、各研

究機 関間のネ ッ トワー クについて一層 の改善、拡大 と加速 が求 め られ る。

③ 安 全 なネ ッ トワー ク とス マー トカー ド

セ キ ュ リテ ィを高 め るた め、eEuropeは イ ンターネ ッ トセ キ ュ リテ ィ ソ リュー シ ョンの

開発 とサ イバ ー ・ク レー ム に対抗 す るた めの 協力 を推進 す る。 同時 に 、セ キ ュ リテ ィスマ

ー トカー ドや
、他 のセ キ ュ リテ ィ ソ リュー シ ョンの利 用 を推 奨 して い く。

④ ヨー ロ ッパの若者 をデ ジタル世代へ

教師 のイ ンターネ ッ トスキル を高め、学校 のカ リキュラムを改訂 し、すべての学生に生

活や仕 事に必要 なデジ タルスキル を身 につける機 会を与 える。

⑤ 知識基盤経済の中の仕事

教育機 関におけるコンピュータやイ ンターネ ッ トの教育 と職場 での トレーニングを一層

強化す ることが必要である。テ レワー クやパー トタイム ワー クを推 し進 めてい く。 そのた

めに、公共 の場でのイ ンターネ ッ トア クセスを可能 にす る。

⑥ 知識基盤経済への全員参加

EU各 国は障害者 と高齢者がインターネットからの情報やサービスを利用できるように、

統一的な技術標準の開発や法制度の整備に尽力する。

⑦ 電子商取 引の加速

中小企業 を含 めあ らゆる事業者 に とって、電子商取引は重要な経営手法 とな りえる。 そ

れ を実現す るには、著作権、ネ ッ トマーケテ ィング、電子マネー等に係 る法規 の整備が不

可欠である。加 えて、政府部門のネ ッ ト調達を通 して、中小企業のデ ジタル化 を促進す る。

⑧ 電子政府:イ ンターネ ッ トに よる公共サー ビスへのアクセ ス

EU各 国政府は公的機 関でのイ ンターネ ッ トの普及 を 目指す こ とによって、公共機 関の

改革 、サー ビス向上 、効 率化 とコス ト低減 、情報公 開等 を図 ってい く。
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⑨ 保健 と医療

保健 と医療の ウェブサイ トの品質標準 を明確に し、新たな法規制の導入 とセキュ リティ

の強化 に よって、 この よ うな技術革新に よる解決方法の信頼 を高 める。

⑩ ヨー ロ ッパ のグローバルネ ッ トワーク コンテ ンツ

EU各 国は異なる文化 と言語の コンテ ンツを開発す ることに優れている。 これ をベース

に して、 ヨー ロッパデ ジタル コンテ ンツの開発 と利用 を促進す るプログラムをスター トす

る。

⑪ 高速 な処理能力 を持つ交通 システム

ヨー ロッパ の交通部 門は交通 の混雑や輸送能力の不足 な どい くつ かの問題 を抱えてい る。

eEuropeの アクシ ョンプランでは、SingleEuropeanSky(非 常時のロケー シ ョン情報 シ

ステム)を 含む、高度 な処理能力 を持つ道路交通 システムを開発す る等 が計画 されている。

2001年6月 には、中東欧 のEU加 盟候補国の情報化 と経済改革 を視 野に入れたeEurope

+2003ア クシ ョンプ ランが発表 され た。大枠はeEurope2002と 同 じで あるが、情報社会

に向けての基盤整備 、環境保護 の重要性 が加味 され てい る。

b)イ ギ リス

イギ リスでは、1994年 に 「未来の情報スーパーハイ ウェイの構築」が発表 され、96年

には 「情報社会イニ シアチブ」に よって、ITに 関連す るプログラムの推進が 開始 された。

1997年5月 に、首相 がメー ジャーか らブ レアに変わった。 ブ レア政権は、情報社会イ

ニシアチブを継承 しつつ も、98年5月 に新たに 「我 々の時代の情報時代、政府 ビジ ョン」

を発 表 した。

これ を受け、98年12Aの 「競争力 白書」の中では、イギ リスを2002年 までに電子商

取引のための世界最高の環境 を有す る国にす ること、中小企業 をITの 利用に関 してG7

の中で最高 レベル に引き上げるこ と、等の 目標 を示 した。電子商取 引に関 しては、99年9

月 に発表 されたe-commerce@its.best.ukの 中に60の アクシ ョンプ ランが盛 り込 まれ た。

現在は、2000年9月 に発表 された 「UKオ ンライ ン」構想に基づ き、電子商取引の推進 、

インターネ ッ ト利用 の普及、中小企業のIT化 、行政 のオンライ ン化 、産業競争力(IT産

業 、エ レク トロニ クス産業、通信産業、 コンテンツ産業)の 強化に関す る各種施策 が展 開

されて いる。

c)フ ランス

フランス政府 は、1994年 にフランス ・テ レコムの元総裁 ジュラル ド・テ リー氏にIT政

策に関す る検討 を依頼 し、「フランスにお ける情報ハイ ウェイ ・サー ビス」レポー トが提出

され た。 このレポー トでは、光 ファイバの建設 と大規模 な投 資 とサー ビスに関 して国の コ
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ミッ トメン トを求 めた。 これ を受け、情報ハイ ウェイに関す る635の 実験プ ロジェク トが

検討 され、 この うち244件 が採用 された。244件 のテ■一ーーーマ は多岐 にわたってお り、インフ

ラス トラクチ ャ(プ ラッ トフォー ム)の 開発、遠隔教育、テ レサー ビス、EDIア プ リケー

シ ョン、オーデ ィオ ビジュアル、 医療等 を含んでいる。

しか し、フランスにお ける情報化の進展 は他の欧州先進諸 国に比べ遅れていた。IT政 策

が積極 的に展開 され始 めたのはジ ョスパン首相 になった97年 以降であ る。97年8.月 には、

ス ピーチの中で、IT国 家戦略に関 して 「野心的なアクシ ョンプ ラン」を提唱 し、98年1

月に、 「情報社会のための政府 アクシ ョンプ ログラム(PAGSI)」 を発表 した。アクシ ョン

プ ログラムには、政府 の役割 として、触媒 としての役割(企 業や 国民に情報社会の重要性

を伝 える)、規制機関 と しての役割(情 報社会 におけるルール を確 立 し、実施す る)、 主要

なプ レーヤー としての役割(公 共サー ビス と国民の間の関係 を一新 し、サー ビス提供のや

り方 を最新 のものにす る)の3つ が掲 げられている。また、ア クシ ョンプログラムの優先

分野 としては、教育の情報化 、文化資産の情報化 、行政の情 報化 、企業情報化 と電子商取

引、技術革新 と研 究開発 の促進 、法制度の整備 の6っ が設 定 され た。 そ して、 これ を具体

化 した 「省庁別 アクシ ョンプ ログラム(PAMSI)」 が作成 され た。

これ らの進捗 を評価 し、各活動 の調整 を図る組織 として情 報社会省庁 間委員会が組織化

された。首相 が議長 を務 め、関係大臣か ら成 るこの委員会 が フランスにおけるIT政 策 の

最上位 の統括機 関になってい る。

2000年7月 に開催 された第3回 省庁間委員会 においては、これ まで3年 間に7億6,000

万ユーロを投 じたPAGSIの 評価が行われた。教育分野に関 しては、高校100%、 中学校

65%と い うイ ンターネ ッ ト接続 率を達成 してお り、 これは欧州 の中でも トップ レベル にあ

る。行政の情報化では、政府 ・行政サー ビス機関の情報機器 普及率が向上 し、イ ンターネ

ッ ト対応 も進 んでいる。政府 内のイ ン トラネ ッ ト(ADER)も 開始 された。

これ らの評価 を受 けて、2000年 以降のPAGSIの 重点施策 も発表 された。特に、デジタ

ルデバイ ドの解 消が大 きなテーマ として掲 げられてお り、今後3年 間に46,000万 ユー ロ

を投 じる。イ ンターネ ッ トアクセスのための環境整備(公 的 スペースでのア クセス設備)、

マルチメデ ィア ・トレーナーの雇用、全生徒 向け 「インターネ ッ ト&マ ルチメデ ィア免状」

制度 の導入、失業者 に対す る トレーニングの実施等が計画 され ている。 また、研究開発分

野にも3年 間で1億5300万 ユ・一ーーーロの予算を充ててい る。 イ ンターネ ッ ト研 究所 の設置 、

国立情報処理 ・自動化研 究所 の研究者 の増強、国立科学研究セ ンター内のIT部 門の設置、

大学のITプ ログラムの強化 とインターネ ッ ト研究者の育成 、研 究/教 育用ネ ッ トワーク

の高速化等が計画 されて いる。

IT研 究の重点分野 としては、セキュ リテ ィ、ソフ トウェア とテ クノロジー、知的環境、

知的輸送、住宅オー トメー シ ョン、身体障害者のためのテ クノロジー、フ リー ソフ トウェ

ア、オ ンライ ン教育/教 材 、医療 のオンライン化 、マルチ メデ ィアが取 り上 げ られている。

d)ド イツ

ドイツ政府 は1996年2月 に、 ドイツが情報社会 への転換 によ り競争的立場 を維持 して

い くための計画Info2000を 発表 した。

その後、98年 のシュ レーダー首相に変わ り、新たなIT国 家戦略 とアクシ ョンプ ランが
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検討 され、99年9月 には 「21世 紀 の情報社会 にお けるイ ノベーシ ョンと雇用」が発表 さ

れた。電子商取引な どのイ ンターネ ッ トの利用促進 とそのための法制度の整備 、ITイ ノベ

ー シ ョンの促進 、国民へのイ ンターネ ッ トの普及、教育の情報化 、人材育成 、行政の情報

化 、ITイ ンフラ整備 等の計画 が掲 げ られた。

さらに、2000年9月 に発表 され た"lnternetforAll"の 中で、情報社会 に向けての10ス

テ ップが提示 された。10ス テ ップ とは、イ ンターネ ッ ト技術教育の組 み入れ、学校 ・教育

機 関へのパ ソコンの提供、失業者 へのインターネ ッ ト教育、通信料金低 下のた めの電気通

信事業者間競争の促進、イ ンターネ ッ ト利用促進 のための非課税措置、電子政府 「連邦オ

ンライン2005」 、電子商取引の促進 、インターネ ッ ト・セ キュ リテ ィ環境整備 、産業界 の

責任強化(自 主規制)、.de(deutschlanderneuern;ド イツを刷新す る)キ ャンペー ンか

らなる。

e)ス ウェーデ ン

欧州の中でも、北欧諸 国はITの 活用が活発 である。 スウェーデ ンは、1994年IT委 員

会 を発足 し、同年委員会は教育、法律、公的部門管理、医療 ・保健、通信 、産業 ・商業、

IT等 主要7分 野の先進情報国へ向 けた ビジ ョンを公表 した。その後、ス ウェーデ ン社会 の

情報化を促進 し続 けてきた。1995年 新 しいIT委 員会が設 立 され、政府 に対 してのIT戦

略の助言、IT知 識 の普及 、将来 の トレン ドの調査な どが任務 に追加 され た。

急速なIT技 術の発展や 国際競争の激化 に立ち遅れないよ うに、ス ウェーデ ンは1996年

か ら新IT政 策 の作成 に着手 した。新政策にお いては、ITに 対す る信頼性 とIT利 用のセ キ

ュ リテ ィが重要 な課題 であ り、新 たな法律や対策が要求 され ている。

新IT政 策では、ITは 社 会の色 々な分野に関わ り、産業社会の情報化 、福祉 の向上、民

主化の強化 をもたらす ことか ら、ITへ の投資は設備 な どのハー ドウェアに加 え、ITに 関

す るさま ざまな利用者や人材 にも投資すべきであるとしている。個人 のIT利 用能力や ノ

ウハ ウは学校の教育、職場 の教育訓練 とITの 利用 を通 じて強化 し、ス ウェーデ ンが情報

化先進国の地位 を保つため、よ り多 くのIT専 門家 を養成 し、獲得す ることを 目指 してい

る。 ノ ウハ ウを得た人 々が気楽 に、信頼 できかっ高速処理能力を持つ システムに経済的に

アクセ スす ることができれば、ス ウェーデンは膨大な高品質 の情報社会 となる。IT政 策 は

基本的に技術的な政策 よりも民主 主義の政策 であ り、国民の一人一人 がITか ら恩恵 を受

けるこ とを重要視 して いる。アプ ローチ としては、

・ 堅実な財政 と安定 した価格 を維持す る

・IT産 業 を成長 させ 、雇用機 会 の拡大 と失業率の低減 を図 る

.ス ウェーデ ンを先進 知識国 と先進研 究開発 国にす る

・ セ キュ リテ ィ、福祉 に関す る認識 を醸成 ・強化す る

・ 次世代 のた めに重要 な環境問題 が解決 された社会 を 目指す

・ ス ウェーデ ンの全体 的な発展 を保証 してい く
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・ 民主主義のプ ロセス、セキュ リティ と法律 と秩序を構築す る

といった点が掲げ られてい る。

θ フィンラン ド

フィンラン ドは、IT産 業育成 と情報社会の構築の面で、近年最 も成 功 した国のひ とつ と

い える。IDCとWorldTimesが 発表 している2001年 情報社会指数(ISI)で は、ス ウェ

ーデ ン、ノル ウェー についで3位 にランクされている。IT産 業を核に した国際競争力 の評

価 も高 く、世界経済フォー ラム とハーバー ド大学(国 際開発センター&戦 略競争力研 究所)

による成長競争力指数(GlobalCurrentCompetitivenessIndex20011)で は1位 となっ

ている。

フィンラン ドは、金融市場 の自由化 を実施 したが、その結果 としてバ ブル経済 を誘発 し、

90年 初頭にそれ が崩壊 した。また、最大の輸出先 であるソビエ ト連邦 の崩壊 で輸 出額の大

幅なダ ウンを招 いた ことも加 わ り、深刻な経済不況 に陥った。フィンラン ドはこれ を機 に、

ハイテク産業立国への転換 を図 り、さま ざまな政策 を展開 した。特に、ITの 研究 開発 と高

等教育へ の積極 的投資、事業化のための産学連携体制の整備 によって90年 代半ばには経

済成長率が改善 され た。94～99年 の成長率はEU圏 内で第2位 であった。

その中で、ITの 研究開発 と産学連携 による事業化 においては、経済産業省傘下の フィン

ラン ド科技庁(TEKES)の 果 してきた役割が大きい。90年 代以降、政府は大学への研究

開発投資を削減す る一方 、TEKESを 通 した産学協同プロジェク トの予算 を増額 させてい

った。TEKESの ミッシ ョンは、

・ 有望な研 究分野の発掘 とプログラムの形成

・ プ ログラム に基づ く各 プ ロジェク トへの研 究助成

・ プロジェク トの管理 と成果 の評価

・ 研究成果の事業化のための中小企業 に対す る融資

研究 、事業化 にかかわる情報提供 とコーデ ィネーシ ョン等である。 これ らを推進す るため

に、首都ヘルシ ンキの本部 に加 え、国内14箇 所 に地方技術局、海外 に も、ブ リュ ッセル、

ボス トン、サ ンホセ、東京 に支局 を設置 している。職員には企業 か らの転職者 も多 く、研

究経験 ・技術 的知識 を有 したプログラムマネージャの役割 を担 ってい る ともい える。

1一 人 当た りGDP 、IT等 の 科学 技術 水準 、マ ク ロ経 済状 況等 か ら見 た将 来 の経 済成 長 力 を

評 価 した もの で 、2位 ア メ リカ 、3位 カ ナ ダ 、4位 シ ンガ ポー ル 、 日本 は21位(Global

CompetitivenessReport2001・2002,WorldEconomicForumandHarvardUniversity,

2001.)
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(3)ア ジア ・太平洋諸 国

a)シ ンガポール

シンガポール政府 は、古 くか ら情報技術 を比較優位 を持て る分野 に育成す るために、長

期的な戦略的投資を行 ってい る。政府 は、情報化国家 を ビジ ョン として掲げた 「IT2000」

を1991年 に作成 し、その実現 を加 速す るため、1996年 にはシンガポール ・ワン計画が策

定 され た。 これは、 シンガポール全 土に広帯域 の通信 インフラを整備 し、対話型 マルチ メ

デ ィアのアプ リケー シ ョンとサー ビスを家庭、学校、オフィスに提供 しようとい うもので

ある。 シンガポール ・ワンは着実に シンガポール の情報通信イ ンフラの向上 に貢献 してき

た。以下はシンガポール が受 けた評価 である。

◆ 最 初 の知 的都 市 賞(IntelhgentCityAward)(1999年9月,世 界 テ レポー ト協 会)

◆ シ ンガ ポー ルe－ 市 民 セ ンター(SingaporeGovernmente・CitizenCenter)が ベ ス ト

パ ブ リ ッ ク デ リバ リー プ ラ ッ トホ ー ム と評 価 され た(1999年,USFederal

Government'sSurveyonIntegratedServicesDehvery)

◆ 公 的部 門のIT利 用 を促 進 す る卓 越 した業 績 に対 す るIT賞(2000年6月,WITSA;

WorldInformationTechnologyand・SerVicesA■iance)

◆ ア ジ ア首 位 、先 進 電 子 商 取 引 イ ン フ ラ(IMD,WorldCompetitivenessYearbook

2000)

◆ ア ジ ア首位 、世 界8位 の電 子 商 取 引展 開(2000年,EconomistIntelligenceUnit)

◆ シ ンガ ポール へ の外 国 人 技術 者 の入 国移 民政 策 は世 界 で最 もオ ー プ ンで あ る(IMD,

WorldCompetitivenessYearbook2000)

シンガポール ・ワンに関 しては問題 も指摘 されている。 シンガポール ・ワンはバ ックボ

ー ンにATMを 用いたマルチ メデ ィアサー ビスネ ソ トワー・一一クであるが、今 日ではブ ロー ド

バ ン ド化 したイ ンターネ ッ トに対 して優位性 がな くなってきた。む しろ、コンテ ンツが少

ない、イ ンターネ ッ ト接続が遅い等が指摘 され てい る。 その意 味か ら、今後は、政策 とし

てのイ ンフラ整備 と民 間によるサー ビス事業開発 の連携 が よ り重要 とな る。

1999年 には、IT2000の 次の国家計画策定に着手 し始 め、2000年 末にInfocomm21

(lnformationandCommunicationTechnology21)が 発表 された。Infocomm21は 、

IT2000を 引き継 ぐシ ンガポール のニューエ コノ ミーにお ける情報通信 の5年 戦略計画で

ある。Infocomm21は 柔軟性のないマ スタープランではなく、技術、 ビジネス環境 と社会

の変化 につれ て、更新 され てい く産業戦略 のフ レー ムワー クと指針 である。

知識基盤経済の到来 に向けて、シンガポールは技術 開発 と産業のイノベーシ ョンを促進す

るための施策 「テ クノプ レナー シ ップ21プ ログラム」 を創設 した。特に、10年 以 内に世

界で競争できるハイテ ク企業セ クター をシンガポール に育成す ることを 目的 としている。

教育(ハ イテク企業家精神 を喚起す るための教育現場にお ける革新 と創造の導入)、 インフ

ラ整備(ハ イテク企業を誘致でき るサイエンスハブの建設)、規制緩和(企 業のための法制
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度整備 ・規制緩和)、資 金提供(テ クノプ レナーシップ基金の創設、ベ ンチャーキャ ピタル

の誘致)を 国 として支援 してい く。.

b)マ レー シア

マ レーシアもシンガポール と同様 に、情報産業を国の戦略的産業 として位置付 けている。

マハテ ィール首相 は、1991年 に行 った講i演の中で、2020年 までに同国を先進国にす ると

い う国家 目標Vision2020を 打ち出 した。今後30年 間にわた り年平均7%の 経済成長 を実

現 させ、GDP9倍 増、所得4倍 増 を達成す る とい うものである。その一環 として、情報通

信 産 業 を戦 略 的に育 成 す る こ とを推 進 してお り、そ れ を実 現す るた めの 開発 計画 が

MultimediaSuperCorridor(MSC)で ある。

MSC計 画の中で重要な事業が フラグシ ップアプ リケー シ ョンと呼ばれる応用開発 であ

る。大 き く2つ に分 け られ、1っ は政府 が主導 し、公共セ クター、国民が活用す る 「マル

チ メデ ィア開発」であ る。 も う一方 は民間企業の活力を利用 し、民間企業の活性化 を図っ

てい く領域である 「マル チメデ ィア環境」である。マルチ メディア開発 フラグシ ップアプ

リケーシ ョンとして、電子政府(首 相官邸)、 多 目的カー ド(BankNegara)、 スマー トス

クール(教 育省)、 遠隔医療(厚 生省)が 取 り組まれてお り、マルチ メディア環境 フラグシ

ップアプ リケーシ ョン として、研究 開発 クラスター(科 学技術環境省)、 ワール ドワイ ド製

造 ウェブ(通 商産業省)、 ボー ダ レス ・マーケテ ィング ・セ ンター(MDC;Multimedia

DevelopmentCorporation)が 取 り組 まれている。 これ らの中で、電子政府、多 目的スマ

ー トカー ド、遠隔医療、スマー トスクールの4プ ロジェク トについては、入札に基づ き受

託業者が決定 され た。

情報通信企業を誘致す るサイバー ジャヤは、当初 の予定よ り半年遅れ1999年7月 にオ

ープン した。 プ トラジャヤには首相府 が入居 し、サイバージャヤでは、プ ロジェク トの中

核事業体であるMDC社 等の主要企業が事業 を開始 してい る。 しか し、進出予定の企業の

中に も、イ ンフラ整備 状況 を見極 めている企業 も多い様子であ る。

MSCで 活動す る企 業 に対 して、申請に基づ きMSCス テータスが与え られ る。申請書 に

基づき、審査委員会 に よる審査が行 われ る。MSCス テー タスが与 え られ た企業には、最

大100%の 免税、マル チメデ ィア機器の課税控除、外資規制撤廃、外 国人雇用 の 自由化等

の優遇措置が とられ てい る。MSCス テータスの取得企業 は、2002年3月 時点で、641社

になってい る。

MSCは 、世界的 な経済不況の遭遇 な どもあ り、計画 よ りもかな り遅れている といわ ざ

るをえない。政府に よるサポー トに加 え、国内外企業 をひ きつけてい くための国の リーダ

ー シ ップ堅持が求 め られ る。

2000年 、マハテ ィール首相は、MSCの 構築 と並行 し、知識 基盤経済に対応 できる産業

構造 の転換 を促進す るため、K－エ コノ ミー構想 を提案 した。

2001年4月 、マハテ ィール首相は、経済総合5カ 年計画 「第8次 マ レーシア計 画」(2001

153一



～2005年)の 中で、技術革新、人材開発 、生産性 向上 を強化 し、知識基盤経済 「Kエ コノ

ミー」の推進 に注力 してい くことを掲げた。これは、2001年3月 に出された10カ 年 計画

「第3次 ア ウ トライ ン ・パースペ クテ ィブ ・プ ラン」(2001～2010年)を 受 けた ものであ

る。

c)オ ー ス トラ リア

オース トラ リア連邦政府のジ ョン ・ハ ワー ド首相 は、1997年 末 に 「成長のための投資」

と題する計画 を発表 し、その中で今後5年 間に12億6,000万 ドル を投入 し、投資 、輸 出

貿易、新 しい高成長産業 の革新 な どを促進 してい くこ とを表 明 した。

情報政策 に関 しては、情報経済大臣の管轄下に国家情報経済局(NOIE;NationalOffice

oftheInformationEconomy)を 設 け、次 の 目標 を掲 げ推進 して きた。

◆柔軟な規制 ・枠組みに基づき産業と消費者の間の信頼関係を醸成する

◆オース トラリア連邦が先端技術のユーザとなる

◆情報産業の基盤を改善する

◆情報化時代へのアクセス、特に地方や遠隔地、障害者などのためのアクセス支援と社

会における情報関連技術習得を支援 ・促進する

さ らに、1999年1月 に は、 「情 報 経 済 のた め の戦 略 フ レー ム ワー ク」 を リ リー ス した。

そ こで は 、優 先 課 題 と して 、

◆全ての国民が情報経済から得る便益を最大化する

◆情報経済に参加するために必要な教育とスキルを国民に提供する

◆情報経済に対応できる世界一級のインフラを整備する

◆国内産業において電子商取引の利用を増大させる

◆電子商取引を促進するための法規制の枠組みを整備する

◆情報経済の中でのオース トラリア文化の健全な発展を促進する

◆オース トラリアの情報産業を育成する

◆医療セクターの潜在力を有効活用する

◆電子商取引の国際的規範作りに貢献する

◆電子行政サービスに関する世界一流のモデルを実現する

を掲 げて い る。 そ して、1999年7.月 に は第1回 の進 捗 レポー ト、2000年3月 に は第2回

目の進 捗 レポ ー トを発 表 して い る。

2001年2月 、 ジ ョン ・ハ ワー ド首 相 は オー ス トラ リア の発 展 を支 え る政府 の新 ア ク シ

ョンプ ラ ン(BackingAustraha'sAbility)を 発 表 した。情報 通信(ICT;Informationand

CommunicationTechnologies)は 、情報 経 済 、 ニ ュー ビジ ネ ス創 出 、既 存 産業 の 変革 と

雇 用 拡 大 の原 動 力 で あ り、 オー ス トラ リアの経 済 ・社 会 に とって極 めて 重 要 な役割 を果 し
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ていることを周知 した。

計画には、次 の点が含 まれ ている。総予算29億 ドルを各拠点に1億2,950万 ドルつつ

分配 して、世界 クラスの情報通信拠点を設立する。各拠点(ICTセ ンター)は 莫大なICT

研 究能力を持 ち、国際的な研 究 と商業活動に対応す る。また、公 的部門 と民間部 門のR&D

をサポー トす るための重要な対策 も新ア クシ ョンプ ランに含 まれ、研究結果 としての新技

術(ICTの 技術革新 と高度のICT適 用)を 商業化す る能力 とICTス キル の利用 を高める。

ICTセ ンターの設立は斬新 な技術開発能力を強め、国有のICT部 門を刺激す る。新技術の

他 の産業へ の応用に関 して、オース トラ リアが世界の中で リー ドユーザ としての地位 を保

つ。新アクシ ョンプランでは、アイデアの形成 か ら商業化す るまでのICTプ ロセ スにおけ

る全 うイフサイ クルの連携 を重視 した対策 も盛 り込まれ てい る。

国家情報経 済局は、 これまでのIT政 策の評価 を行ってお り、その結果 を踏まえ、ICT

セ ンター、電子政府等 のプ ロジェク トを推進 している。

d)イ ン ド

イ ン ドは、情 報 技術 産 業 を強 化 し、10年 の うちに イ ン ドを世 界 最 大 の ソ フ トウェア生 産

国/輸 出国 とす るた め の 政策 を展 開 してい る。 まず 、1998年5月 、 「情 報 技術 ・ソ フ トウ

ェ ア開発 タ ス ク フォー ス」(NationalTaskForceonInformationTechnology&Software

Development)を 設 置 し、 国家 情報 政 策 の 立案 に着 手 した。

1998年7月 に タ ス ク フ ォ ー ス は 、 「情 報 技 術 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」(In{brmation

TechnologyActionPlan)を 発 表 し、10月 にはハ ー ドウェア に焦 点 を充 て た 「情 報 技術 ア

ク シ ョンプ ラ ンパ ー トII」 を発 表 した。

情 報技 術 ・ソフ トウ ェア 開発 タス ク フォー スは 、情 報 技術 ア ク シ ョンプ ランパ ー ト1の

実施 状 況 を ヒア リン グ等 に よ りレビュー し、2000年3月 にそ の進 捗 状 況 を発 表 した。 そ

れ に よる と、108の ア クシ ョンプ ラ ンの内 、実施 済56、 未 実施27、 実施 中22、 未 採 用3

とい う状 況 で あ った。

計画 で は 、2008年 ま で にITソ フ トウェア とITサ ー ビス の輸 出額 を500億 ドル にす る

目標 を掲 げ て い るが 、ITソ フ トウェア輸 出 は、1999年 度40億 ドル 、2000年 度62億 ド

ル 、2001年 度78億 ドル と順調 に拡 大 して い る。

ソフ トウェ ア輸 出 が拡 大す る一方 、 国 内社 会 で の情 報化 は遅 々 と して い る。 そ の背 景 と

して は、情報 通 信 イ ン フ ラが未整 備 で あ る こ とが指 摘 で き る。 ま た 、 ソフ トウェア技 術者

の ス キル は 高 い もの の 、 一般 国民 の情報 リテ ラ シー は低 く、デ ジ タル デ バ イ ドの解 消 が今

後 の課 題 とい え る。

e)韓 国

韓 国 の情報 化 政 策 に 関す る主 管官庁 は1992年 まで 通信 部 と商 工部 に分 かれ て いた が 、同

年 統 合 され 、情 報通 信 部(MIC;MinistryofInformationandCommunication)が 新 設 さ
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れた。金大 中政権発足後は、情報産 業がIMF体 制克服のための産業効率化 における 「戦

略産業」である と位置づ け、情報化政策 を強化推進 している。

1995年 に ス ター トした韓 国 情 報 基 盤 イ ニ シ ア チ ブ(K[1;KoreaInformation

InfrastructureInitiative)に 基づ き、翌年情報化促進基本計画 が策定 され 、1997年 には

情報化促進 アクシ ョンプランが明 らかになった。

さらに、1999年3月 、韓国情報通信部は、サイバー コ リア21と 題す る レポー トを発表

した。 これ は21世 紀では知識基盤経済へ移行す るとい う認識 の下、次 の4年 間で注力す

る3つ のテーマ として、知識基盤社 会のための情報基盤 の強化、情報基盤 を活用 した国の

生産性の向上、情報基盤 上の新規事業 の育成 を掲 げてい る。

その後 、サイバー コリア21は1頂 調に進展 している模様で ある。イ ンターネ ッ トの普及

が急拡大 してお り、2001年5月 時点でユーザ数は2,400万 人(人 口100人 当 り50.6人)

に達 してい る。

1998年 には、アジアのシ リコンバ レー を 目指 した 「メデ ィアバ レー計画」がスター トし

た。 これは建設中の ソウル新空港隣接地域 に、広大な埋め立て地を造成 し、先端技術 を持

つ国内外 のIT企 業を集 めた情報産 業工業団地 を建築す るものであ る。

メデ ィアバ レーには、政府 と地方 自治体の支援の もと、 コンベ ンシ ョンセ ンターや人材

育成機関、海外 との高速通信網等 が整備 され る。海外企業には、免税措置等多 くのイ ンセ

ンテ ィブが与 えられ る。

政府 は引き続 き2004年 までに4兆 ウォンをIT技 術 開発 に充てる計画 である。

2002年 度 には情報化 関連22プ ログラムに総額1兆7300億 ウォ ンを予算化す る(建 設

運輸部=総 合物流情報 システ ム、国家地理情報 システム、総務部=地 域情報化等)。

情報通信部 は、IT分野の投 資規模 を大幅に拡大 し、迅速 に実行 してい く方針であ る。2002

年度は、総額12兆 ウォン規模 の投資 を予定 している。また、第4世 代移動通信、光イ ン

ターネ ッ ト、統合型情報放送技術 、次世代イ ンターネ ッ トサーバ及び情報保護 システムを

重要国策テーマ として取 り上 げてい る。 これ らのテーマ に対 して、今後5年 間に6,121億

ウォンを投資す る計画 である。

韓国の情報化 は一連の情報政策 を挺子に、著 しい発展 を遂 げた。特 に、ブ ロー ドバ ン ド

ネ ッ トワー クの普及 は世界の トップ クラスで あ り、それ を背景 とした コンテンツ ビジネス

も成長 してい る。今後は、産業全体 にお ける情報化 と電子商取 引の推進 が重点領域 とな る。

f)中 国

中国は、開放 ・改革が実 を結び、経済特別 区、沿岸部を中心 に市場経済が発展 しつつ あ

る。 コンピュータ関連で は、当初 国産 コンピュー タに固執 していた時期 があったが、現在

では、欧米 日のコン ピュー タ、情報機器 を輸入 し、情報ネ ッ トワー クの整備が進 んでいる。

近年の代表的な情報化 プロジェク トとして、93年 に開始 され た三金 プ ロジェク トがある。

これ は 「金橋(国 家情報通信ネ ッ トワーク)」 「金 関(EDI/貿 易情報ネ ッ トワー ク)」 「金力
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一 ド(ク レジ ッ トカー ド)」を指 している。その後 も、「金税(徴 税収管理ネ ッ トワー ク)」、

「金企(生 産 ・流通ネ ッ トワー ク)」 等の構築プ ロジェク トが推進 された。98年 には、電

子商取引 を推進す るための 「金貿」 プ ロジェク トが開始 され た。

江総書記 、朱首相 らの政府 リーダー も情報化を重要視 してお り、2002年 か ら始 まる第10

次五 ヵ年計画での優先課題 として、情報通信インフラ整備、IT技 術 とIT産 業 の発 展、産

業 ・社会 にお ける情報化 の推進 を取 り上 げてい る。

2.2.3ま とめ

各国のIT政 策 は、国の繁栄 を左右す る条件 としてIT及 びR&Dの 重 要性が高 まってい

る とい う認識 に基づ いてい る。 この点は、各国政府 のIT政 策の背景 として言及 されてお

り、かつ多 くの機関の研 究 レポー トで指摘 されている(例 えば、OECD,2000)。

各国のITに 対す る取 り組み と社会経済 の構造 ・成果 との関連 を見 ると、次のよ うなパ

ターンが仮説 として指摘 で きる。

1)IT産 業 の国際産業力 を高 め経 済成果 に繋 げるパター ン

代表的な国 として、アメ リカ、アイル ラン ド、イスラエル、イ ン ド、フィンラン ド等が

あげ られ る。

アメ リカはIT産 業の位 置づけは高 く、アメ リカ系企業がグローバル市場で成功 を納め

ているものの、国のIT関 連産業 の貿易収支 は赤字である。 これは、国内の全産業 にお け

る活発 なIT投 資によるもので あ り、その意 味で下記のパ ター ンの性格 を併せ持つ。

2)IT活 用に よる生産性 向上 を通 した経済発展

代表的 な国 として、ス ウェーデ ン、ノル ウェー、フィンラン ドといった北欧諸国、及び

ア メ リカが相 当す る。
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代 表 的 国 の例
・ア メ リカ

・アイル ラ ン ド

・フ ィ ン ラン ド

・イ ス ラエル

・イ ン ド 等

としての経済成果
s・一人 当た りβNP㍗
・GDP成 長率

・貿 易収 支 等

IT産 業の強化
・ハ ー ド産業の国際展 開

・ソフ ト産業の再 生

・IT関 連 の起業創 造

・技術取引の拡大

研究成果の蓄積
・知的財産権
・研究者 ・技術者

安全で豊かな 一 、
持続可能な社会基盤

の

構築i、

他産業革新・生産性向上
・戦略産業の技術革新
・成熟産業の構造革新
・基盤産業の高信頼化等

研究開発投資・推進
・中長期的基礎研究

・応用指向研究

代 表 的 国 の例
・ア メ リカ

・ス ウ ェーデ ン

・ノル ウ ェー

・フ ィ ン ラ ン ド 等

[IT政 策・研究開発を経済成果へ繋ぐための条件]
情報化が21世 紀の国の戦略課題であることの認識
国の トップレベル組織による強力な リーダーシップ
国の役割と民間部門との連携、基礎研究と商用化の連携
他国、他地域 との連携
人的 リソースの整備 と教育の重視
一特に、研究 ・政策実行のための中核人材の強化 等

図2.11T研 究開発 と経済成果への展開 フ レームワーク

ここで、タイプ2の 成功度を評価す るメジャー としては、経済成長を直接規 定す る多要

素生産 性(MFP)が 挙 げ られ る。ITの 利用進度(PC普 及率の変化)とMFPの 変化率 と

の関係 を90年 代の各 国の状況 について対 比 してみ る と相 関が認 め られる(図2.2)。PC普

及率の変化が高いアメ リカ、ス ウェーデ ン、オー ス トラリアは、MFPの 向上度 も高 くな

ってい る。 これ に対 して、 日本 は、PCの 普及速度 は鈍 く、MFPは 悪化 してい る。
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(資料.'Technology,lnnovation,ICTandEconomicPerformance",Nezu,Risaburo,OECDDSTI,2001)

わが国は研究開発投資レベルは高いものの、研究開発成果の蓄積や、その結果としての

産業の生産性の向上、IT産業の競争力の面で世界の トップから大きく水をあけられている

状況にある。その結果 として、バブル崩壊以降の不況から脱することができない。

研究開発投資を経済成果に繋げるためには、研究開発投資の多寡や研究開発内容自体も

重要であるが、とりまく諸条件の整備が不可欠である。以降では、情報社会指標を高め、

情報革命の中で世界的に競争力を高めている国の共通的特徴から、IT政 策 ・研究成果を経

済成果へ繋 ぐためのキーファクタをまとめる。

情報化が21世 紀の国の戦略課題であることの認識

調査 した国は、いずれ も情報技術が社会 、経済 に多大 な影響 を与 え、経済活動を効率化

し、国民生活を豊かにする上で情報化が極 めて重要な要素であるこ とを指摘 している。 ま

た、情報通信産業 を、それ を実現す るため、経済発展のための戦略産業 として位置 づけ、

国際競争力の強化 ・育成 を図ろ うとしてい る。

また、 このよ うな認識 の背景 として、工業経済か ら情報経済へ のシフ トが進んでい るこ

と、その中で情報や知識 の付加価値 が高ま ることを理解 し、産業界等関係者 に対す る啓発

を進 めてい る。
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国 の トップ レベル組織 に よる強力 な リー ダー シ ップ

情報化 に係 るイニシアチブ、プ ログラムを、国の元首直轄の組織 として統括 し、強力な

リーダー シップをもって実施 している場合 が多い。アメ リカのク リン トン=ゴ アや 、マ レ

ー シアのマハテ ィール のよ うに、国家元首 自身 が リーダーシ ップを発揮 し、情報化 プログ

ラムを推進 している場合 もある。また、それ 以外 の国において も、省庁の壁 を超 えた横断

委員会を設置 し、国家 レベルの重要課題 として情報化プ ログラムを推進 している。 わが国

を始 め、近年では国家 レベルでの情報戦略機 関を設 ける場合 が増 えている。 中国で も朱鋳

基 首相が責任者 となった 「国家 情報化指導 グループ」が設置 され、情報政策 を展開 してい

る。重要な点は組織 の設置ではな く、戦略 ・政策や実際のプ ロジェク トの統合力 ・調整力

にあ る。

省庁 レベルで も、情報 と通信 ・放送の技術的 ・サー ビス的融合 を踏まえ、 ここ数年間で

情報産業 と電気通信 産業の主管官庁を統合 した国が多い。

国の役割と民間部門との連携、基礎研究と商用化の連係

国 と民 間部門 との連携 も重要な側 面で ある。調査 した国の情報化 ビジ ョン ・政策では、

国の役割 として次 の点がカバー されていた。

◆情報社会の ための高速 ・大容量通信 ネ ッ トワー クの整備

◆情報 通信 ・放送等デジタル化 に伴 う関連 業界の規制緩和 と競争 の促進

◆情報 社会 に必要 とな る法体系(知 的財産権、プ ライバ シー保護 、決済等)の 整備

◆電子商取引等新た なアプ リケー シ ョン構築 に必要 な技術 開発 の支援(助 成等)

◆イ ノベーシ ョン と公正競争 、そ して リスク回避 のための規格 ・技術標準 の調整

◆電子商取 引等新 たなアプ リケーシ ョン立ち上げのためのパイ ロ ッ トプロジェク トの

推進

◆情報通信産業を育成す るためのベ ンチャー企業 の支援(税 制支援、助成等)

一方
、民間企 業は、パイ ロ ッ トプ ロジェク トへの参画、研 究開発 をとお した商品化 ・商

用化、起業等に よって貢献す ることになる。商品化や起業化に関 して国が どこまで コミッ

トできるかについては議論が分かれ る。

他国、他地域 との連i携

情報社会においては、いろいろな面 でグローバル化が進展す る。 したがって、各国の情

報化 ビジ ョン、政策 も地球規模の視 野を有 している。規格 ・技術標準や取引ルール に関 し

ては、国際標準化機構(ISO)、 世界貿易機 関(WTO)、 世界知的所有権機関(WIPO)と

いった国際機関 との調整 が必要であ り、また業界におけるワール ドクラスの リーダー企業
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を無視するこ とはできない。 また、 自国の産業競争力 を高めるためには、国際的 な分業 と

ア ライアンス とい う観点か ら自国産業のポジシ ョニングをす る必要がある。さらに、技術、

資金 の国際調達が必要 であれば、それ に適 した優遇税制等の環境づ くりが必 要である。調

査対象国では、他国、他地域 との連携範囲は異な るが、いずれ も地球規模 での情報社会 の

進展を見通 している。

人的 リソースの整備 と教育 の重視

情報技術 を開発 し、活用 していくのは人間 自身である。その意味で、研究面、開発 面、

利用面に係 る人材の育成 を重要視 しなければな らない。調査 した国においては、アメ リカ

を始め各国で、教育における情報化プ ログラムの拡充 が行われていた。 また、オース トラ

リアでは中国等 アジア諸 国か らの情報技術者 の受 け入れ を支援 し、マ レー シア、韓 国では

海外企 業の誘致 を奨励 している。

さらに、研 究 ・政策実行 で中核 とな る人材 の強化 も必要であ り、技術 の本質 と商業 化の

見通 しを総合的に判断で きる人材 、プ ログラム/プ ロジェク トのマネジメン トができ る人

材 の育成 ・増 強を図る ことが重要である。
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